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ガバナンス研究科ガバナンス専攻
人材の養成に関する目的及び教育研究上の目的

　ガバナンス研究科ガバナンス専攻は、公共政策学の研究と教育を通して、地域住民と自治

体による政策創造を支援するとともに、地域の政治・行政に携わる首長・議員などの政治家、

公務員、市民社会の担い手である市民、企業人、NPO・NGOなどの民間非営利組織の活動者、

様々な専門分野で社会貢献するプロフェッショナル、そしてこれから公共政策分野でのキャ

リアを目指す人や公務員志望の卒業生を対象に、高度な専門知識と政策立案能力、社会にお

ける調整力と問題解決能力及び国際的な視野を備えた職業人を育成することを目的としてい

る ｡また、本研究科では国際貢献に力を入れており、諸外国の政府派遣留学生、国費留学生、

政府開発援助（ODA）による留学生等の外国人留学生を対象に、自国の発展とガバナンスの

向上に寄与する力を付けるための質の高い教育と研究機会の提供を行っている。

　公共政策学とは、国の内外における公共的課題の現状分析と情報収集を基に政策創造を行

うとともに、政策効果を確実なものとするための政策実施、政策評価を実践するための学知

及び技法知を追求するものである。それはまた公共的課題を解決するための政策の立案・決

定に至るプロセスを改善し、目的合理的なプロセスの改編を考え、政策目的の実現可能性や

障害の有無・原因を検証し、優れた政策形成と政策展開が行われるガバナンスの在り方を研

究する学問でもある。

　本研究科ガバナンス専攻は、その教育課程において、このような一連の政策形成・展開過

程に即して、大学院生に分かりやすく、また政策創造能力・政策実施能力・政策評価能力が

涵養されるように編成されており、既存の政治学・行政学、経済学・財政学、法律学等の分

野を統合した総合科学である公共政策学における専門職のための教育・研究を行う。
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ガバナンス研究科　教育課程編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）

教育課程の理念
　本研究科では、グローバル化の時代においてより複雑性を伴う公共的課題の解決と、社会の発展を目指
し、国内における多様な連携・協働はもとより、国際的な視点を含む総合科学としての公共政策学を確立
しようとしています。この公共政策学に基づき、政策の高度化と専門化が進む現在の諸課題に対し、広い
知識と視野、鋭い洞察力と高度な分析・判断能力を持つ“公共政策のプロフェッショナル（高度専門職業人）”
の養成を目的としています。

教育課程の構成
　カリキュラムは横断的に組み立てられており、まずは公共政策学を構成する学問領域として政治・行政・
政策系、経営・経済・財政系の二つの基幹科目群を配置するとともに、それらの具体的な現状を把握、理
解するための政策研究科目も豊富に配置し、ガバナンスをめぐる諸相を理解することを目指します（＊１）。
　また、本研究科では院生の職業・問題意識に沿って、これらの科目群から構成された複数の履修モデル
を提示しています。日本語科目では履修モデルⅠ 都市／地域政治、履修モデルⅡ 自治体マネジメント、
履修モデルⅢ「公共」の創生、履修モデルⅣ 国際開発／協力、履修モデルⅤ 消費者政策と市場の発展、
がそれにあたり、英語科目では Public Policy、 International Development Policy、 Community Planning 
and Management の３つの Area がそれにあたります。さらに、受講生の実践的な課題解決能力を高める
ため、「課題設定演習／Research Method I & II」や「レポート作成演習／Research Paper I & II」を通し、
リサーチ・ペーパー（論稿）を作成することが求められ、その審査にあたっては厳正な考査に基づき、成
績評価がなされます。
＜＊１：４つの科目群＞
Ａ群：基幹科目（政治・行政・政策系）、Ｂ群：基幹科目（経営・経済・財政系）、Ｃ群：政策研究、Ｄ群：
特別・特殊研究

教育課程の特長
　本研究科は、あらゆる公共的課題に関するテーマを抱え、あるいは職業経験を経て入学してきた社会人
とこれからのキャリア形成をめざす学卒者を迎え構成された拠点であり、経験豊かな人達（ガバナンス研
究科専任・特任教員・客員教授、特別招聘教授、兼任講師等も含む）による情報交換・交流によって、斬
新なアイデアが生まれ広がり、さらにそれが発展し貫流する学びの場となっています。ここでは「卒業」
という言葉があったとしても、多くの卒業生達による継続的取組が行われており、またその成果が上って
います。特に「ガバナンス・ネットワーク」、「都市政策フォーラム」、「みんなでガバナンスフォーラム」
においては、卒業生間のみならず、卒業生と在学生をつなぐ実践と研究の場となっていることは何よりの
特徴といえます。
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ガバナンス研究科　学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）

目指すべき人材像
　本研究科は、2000 年施行の地方分権一括法の制定（いわゆる「分権改革」）を背景に設置されたもので、
公共のガバナンス（協治・協働）に従事する多様な人材養成をめざしています。具体的には、①政治・行
政に携わる議員・首長、公務員、②国内の諸課題解決や国際協力の業務に従事する民間非営利組織の活動
者、民間企業の経営者や社員、専門職種者（建築士・行政書士・税理士等々の士業人、保健師等の師業人、
マスター消費生活アドバイザー等）、③各国の行政に携わる国家公務員などが、（１）公共政策に関する高
度な専門知識と政策立案能力、（２）地域における調整力と問題解決能力、及び（３）国際的な視野を備え、
それぞれの地域の人材として実践的に活躍できる人材を養成するものです。

そのための具体的到達目標
　協治・協働（ガバナンス）による政治・経済・文化の発展を目指し、院生それぞれが、自らが直面する
社会の諸課題について、修了までに修得した「公共政策の理論」に基づき、多種・多様な技法を駆使し、
論理的・実践的な能力を修得することを目標としています。本研究科は A 群基幹科目２科目、B 群基幹科
目２科目、課題設定演習または Research Method I & II、及びレポート作成演習または Research Paper I & 
II を含む最低 40 単位を修得し、リサーチペーパーを作成して口頭試問に合格した者に対して、公共政策
修士（専門職）：Master of Public Policy の学位を授与します。
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Ⅰ　学年暦・行事予定
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2023 年度　ガバナンス研究科　学年暦・行事予定

《春学期》　4 月 1 日（土）～9 月 19 日（火）

新入生ガイダンス・懇親会（4 月新入生）	 4 月		 1 日（土）午後
授業開始	 4 月		 5 日（水）
入学式（4 月新入生）	 4 月		 7 日（金）午後
履修登録（ＷＥＢ履修登録）	 4 月上旬～下旬
個人別時間割表公開（Oh-o!	Meiji）	 4 月下旬
リサーチペーパー予備登録（2023 年 9 月修了予定者）	 5 月 18 日（木）～5 月 24 日（水）
指導教員登録説明会（2022 年 9 月入学者）	 6 月 10 日（土）昼休み
指導教員登録（2022 年 9 月入学者）	 6 月 12 日（月）～7 月		 8 日（土）
リサーチペーパー提出（2023 年 9 月修了予定者）	 7 月		 1 日（土）～7 月		 4 日（火）
リサーチペーパー口頭試問（2023 年 9 月修了予定者）	 7 月 15 日（土）
授業終了	 7 月 31 日（月）
夏季休業	 8 月		 1 日（火）～9 月 19 日（火）
修了式・学位授与式（9 月修了者）	 9 月 19 日（火）

※	休日授業実施日	 なし

授業時間〈平日６・７限、集中授業（90 分× 15 週）〉
1 時限 2 時限 3 時限 4 時限 5 時限 6 時限 7 時限

9：00～10：30 10：40～12：10 13：00～14：30 14：40～16：10 16：20～17：50 18：55～20：25 20：30～22：00

※明治大学学年暦とは一部異なります。

ガバナンス研究科　2023 年度 春学期　カレンダー

2023 4 月 2023 5 月
月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日

01 02 01 02 03 04 05 06 07
授業なし ④ ④ 憲法記念日 みどりの日 こどもの日 ④
4月入学者 休講 休講 休講
ガイダンス 事務閉室 事務閉室 事務閉室

03 04 05 06 07 08 09 08 09 10 11 12 13 14
授業なし 授業なし ① ① ① ① ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ ⑤

4月入学式
授業開始

10 11 12 13 14 15 16 15 16 17 18 19 20 21
① ① ② ② ② ② ⑥ ⑥ ⑥ ⑥ ⑥ ⑥

予備登録開始

17 18 19 20 21 22 23 22 23 24 25 26 27 28
② ② ③ ③ ③ ③ ⑦ ⑦ ⑦ ⑦ ⑦ ⑦

予備登録〆

24 25 26 27 28 29 30 29 30 31
③ ③ ④ ④ ④ 昭和の日 ⑧ ⑧ ⑧

休講
事務閉室
集中1-2

2023 6 月

2023 7 月

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日

01 02 03 04

01 02

⑧ ⑧ ⑧

⑫
論文提出 論文提出

05 06 07 08 09 10 11

03 04 05 06 07 08 09

⑨ ⑨ ⑨ ⑨ ⑨ ⑨

⑬ ⑬ ⑬ ⑬ ⑬ ⑬

指導教員

論文提出 論文提出 指導教員登録〆

登録説明会

12 13 14 15 16 17 18

10 11 12 13 14 15 16

⑩ ⑩ ⑩ ⑩ ⑩ ⑩

⑭ ⑭ ⑭ ⑭ ⑭ ⑭

口頭試問

19 20 21 22 23 24 25

17 18 19 20 21 22 23

⑪ ⑪ ⑪ ⑪ ⑪ ⑪

海の日 ⑮ ⑮ ⑮ ⑮ ⑮
休講

事務閉室

26 27 28 29 30

24 25 26 27 28 29 30

⑫ ⑫ ⑫ ⑫ ⑫

⑮ ⑯ ⑯ ⑯ ⑯ ⑯

31

⑯

2023 8 月 2023 9 月
月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日

01 02 03 04 05 06 01 02 03
夏季休業
8/1～
～9/19

07 08 09 10 11 12 13 04 05 06 07 08 09 10
山の日
事務閉室

14 15 16 17 18 19 20 11 12 13 14 15 16 17
9月入学者
ガイダンス

21 22 23 24 25 26 27 18 19 20 21 22 23 24
敬老の日 9月卒業式 授業なし ① ① 秋分の日
事務閉室 9月入学式 授業開始 ①休日授業

28 29 30 31 25 26 27 28 29 30
① ① ① ② ② ②
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《秋学期》　9 月 20 日（水）～3 月 31 日（日）

新入生ガイダンス・懇親会（9 月新入生）	 	 9 月 16 日（土）午後
入学式（9 月新入生）	 	 9 月 19 日（火）
授業開始	 	 9 月 21 日（木）
履修登録（WEB 履修登録）	 	 9 月下旬
個人別時間割表公開（Oh-o!	Meiji）	 10 月上旬
リサーチペーパー予備登録（2024 年 3 月修了予定者）	 10 月 12 日（木）～10 月 18 日（水）
創立記念祝日	 11 月		 1 日（水）
指導教員登録説明会（2023 年 4 月入学者）	 12 月		 2 日（土）昼休み
指導教員登録（2023 年 4 月入学者）	 12 月		 4 日（月）～	 1 月 22 日（月）
冬季休業	 12 月 25 日（月）～	 1 月		 7 日（日）
リサーチペーパー提出（2024 年 3 月修了予定者）	 	 1 月 11 日（木）～	 1 月 13 日（土）
創立記念日	 	 1 月 17 日（水）
リサーチペーパー口頭試問（2025 年 3 月修了予定者）	 	 1 月 28 日（日）
授業終了	 	 2 月		 2 日（金）
修了式・学位記授与式（3 月修了者）	 	 3 月 26 日（火）

※	休日授業実施日	 	9 月 23 日（土祝）、10 月 9 日（月祝）　	
※通常授業を実施

※	臨時休業日（休講）	 	11月 1日（水）、11月 2日（木）、11月 3日（金）、
11月 23日（木）、1月13日（土）

授業時間〈土曜（100 分× 14 週）〉
１時限 ２時限 ３時限 ４時限 ５時限 ６時限

9：00～10：40 10：50～12：30 13：30～15：10 15：20～17：00 17：10～18：50 19：00～20：40

ガバナンス研究科　2023 年度 秋学期　カレンダー

2023 10 月 2023 11 月
月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日

01 01 02 03 04 05
ET臨時休講 臨時休講 文化の日 ⑦
創立記念祝日 休講
JT⑥授業実施 事務閉室

02 03 04 05 06 07 08 06 07 08 09 10 11 12
② ② ② ③ ③ ③ ⑦ ⑦ JT⑦ ET⑥ ⑦ ⑦ ⑧

09 10 11 12 13 14 15 13 14 15 16 17 18 19
スポーツの日 ③ ③ ④ ④ ④ ⑧ ⑧ JT⑧ ET⑦ ⑧ ⑧ ⑨
③休日授業 予備登録開始

16 17 18 19 20 21 22 20 21 22 23 24 25 26
④ ④ ④ ⑤ ⑤ ⑤ ⑨ ⑨ JT⑨ ET⑧ 勤労感謝の日 ⑨ ⑩

予備登録〆 休講
事務閉室

23 24 25 26 27 28 29 27 28 29 30
⑤ ⑤ ⑤ ⑥ ⑥ ⑥ ⑩ ⑩ JT⑩ ET⑨ ⑨

30 31
⑥ ⑥

2023 12 月

2024 1 月

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日

01 02 03

01 02 03 04 05 06 07

⑩ ⑪

元旦

指導教員
登録説明会

04 05 06 07 08 09 10

08 09 10 11 12 13 14

⑪ ⑪ JT⑪ ET⑩ ⑩ ⑪ ⑫

成人の日 ⑭ JT⑭ ET⑬ ⑬ ⑭ 臨時休講

論文WS

休講 論文提出 論文提出 論文提出
事務閉室

11 12 13 14 15 16 17

15 16 17 18 19 20 21

⑫ ⑫ JT⑫ ET⑪ ⑪ ⑫ ⑬

⑭ ⑮ 創立記念日 ⑭ ⑮ ⑮
休講

事務閉室

18 19 20 21 22 23 24

22 23 24 25 26 27 28

⑬ ⑬ JT⑬ ET⑫ ⑫ ⑬ ⑭

⑮ ⑯ JT⑮ ET⑭ ⑮ ⑯ ⑯
指導教員登録〆 口頭試問

25 26 27 28 29 30 31

29 30 31

冬季休業

⑯ ⑰ JT⑯ ET⑮

12/25～
～1/7

2024 2 月 2024 3 月
月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日

01 02 03 04 01 02 03
⑯ ⑰ 春季休業

2/4～
～3/31

05 06 07 08 09 10 11 04 05 06 07 08 09 10
建国記念日

12 13 14 15 16 17 18 11 12 13 14 15 16 17
振替休日
事務閉室

19 20 21 22 23 24 25 18 19 20 21 22 23 24
天皇誕生日 春分の日
事務閉室 事務閉室

26 27 28 29 25 26 27 28 29 30 31
3月卒業式
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Ⅱ　履修手続きの注意事項
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修了要件

１　�本研究科においては原則として 2 年以上在学し、40 単位以上の修得と、リサーチペーパーの作成を
行わなければなりません。

２　�Ａ群及びＢ群から、それぞれ４単位以上修得しなければなりません。
３　�「課題設定演習」及び「レポート作成演習」を履修するとともに、当該演習授業科目の担当教員を指導

教員とし、同教員による必要な指導を受けた上で、リサーチペーパーの作成を行わなければなりません。
４　レポート作成演習の指導教員の担当する授業科目 1 科目を修了までに修得しなければなりません。

※�英語コースについては、修了要件が異なります。該当者は研究科窓口にお問い合わせください。

単位の認定

１　�1 年間に履修できる単位数の上限は 36 単位です。
２　�研究科間共通科目のうち、ガバナンス研究科教授会が必要と認めた授業科目については、4 単位を上

限として修了に必要な単位数に含めることができますが、その場合の当該科目は、年間履修上限単位
数 36 単位に含まれます。

３　�指導教員が必要と認めた場合には、他研究科の授業科目を 10 単位を超えない範囲で履修することが
できます。なお、この場合は、当該授業科目の担当教員の承認を受けなければなりません。

履修登録について

１　履修登録について
　�学期始めの所定の時期に、以下のとおり履修登録を行う必要があります。この登録を正しく行わなかっ

た場合、受講した科目の単位が認定されませんので、十分にご注意ください。
２　WEB�履修登録システムについて
　�指定された期日までに WEB 履修登録システムを使って履修登録を行ってください。WEB 履修登録シス

テムは、当研究科のホームページよりアクセスできます。WEB 履修登録システムでは共通認証用パス
ワード（Oh-o!�Meiji システムと同様）が必要になります。利用方法の詳細については、システム内のヘ
ルプをご参照ください。

３　「個人別時間割表」の確認
　�各学期の WEB�履修登録および修正後に Oh-o!�Meiji�ポータルページにて公開しますので、必ずご確認く

ださい。
４　履修上の注意事項
 （１）　�時間割表及びシラバスは、研究科のホームページで公開します。また、シラバスは研究科窓口で

配布します。
 （２）　�履修登録後、個人別時間割表を履修登録（WEB 履修登録）期間内に必ずご確認ください。この期

間を過ぎると科目の追加・変更・取消は認められませんのでご注意ください。
 （３）　�病気その他のやむを得ぬ理由によって履修登録期間に手続きできない場合は、事前に研究科窓口

までご相談ください。

※各科目の授業実施方法は、「授業科目及び担当教員一覧」ページに記載の「備考」をご確認ください。
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科目ナンバリングについて

　2020 年度のシラバスから、本学の科目ナンバリング制度による科目ナンバーを、各授業科目シラバス
に付番しています。この科目ナンバリング導入の目的、概要及び構造については以下のとおりです。

科目ナンバリング導入の目的
　明治大学が開講する全ての授業科目を「学問分野」・「レベル」等で分類し、各々に科目ナンバーを付番
することで、授業科目個々の学問的位置づけを示すことにより学生の計画的な学修への一助とすること、
海外の大学との連携を容易とするためのツールとすること等を目的としています。

明治大学科目ナンバリングの概要及び構造
　本大学が開講する全ての授業科目に、以下の科目ナンバリングコード定義に基づき、科目ナンバーを付
番します。

〈科目ナンバーの構造〉

〈各ナンバリングコードの定義〉
　①主催区分コード
　　当該科目を開講する主催機関（学部・研究科・共通など）をアルファベット２文字で示しています。
　②学問分野 大区分コード　
　 　学問分野を本学が大きく区分した中で、当該科目が分類される学問分野をアルファベット３文字で示

しています。
　③レベルコード
　　当該科目のレベルを数字１文字で示しています。
　④学問分野小区分  
　 　本学が大区分として分類した学問分野の中で、さらに分類される分野を小区分として数字１文字で示

しています。
　⑤授業形態コード
　　当該授業の実施形態を数字１文字で示しています。
　⑥使用言語コード
　 　当該授業の教授における使用言語を英字１文字で示しています。

〈各コードの詳細〉
　各ナンバリングコードの詳細及び他学部等の開講科目の科目ナンバーについては、本学ホームページ又
は Oh-o! Meiji システムにて確認ください。

 以　上
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学生諸君へ
レポート・論文の剽窃（盗用）行為への注意

明　治　大　学

　昨今、授業の課題として課せられるレポートや論文を作成する際に、他人の文章（書籍・

論文・Web ページ）をそのまま無断で借用したり、他の学生が作成した文章をあたかも自分

の文章であるかのごとくみせかける剽
ひょうせつ

窃（盗用）行為が目立つとの指摘が多くの教員から寄

せられています。

　大学としては、このようなことは看過できませんので、学生諸君は、以下の点によく注意

をしてレポートや論文を作成するようにしてください。

（1）剽窃（盗用）行為は社会的に許されない行為
　剽窃行為は、他人の学問的業績を無断で借用することであり、学問のルールに反するだけ

でなく、場合によっては他人の著作権を侵害する犯罪行為にもなる社会的に許されない行為

です。

（2）剽窃（盗用）行為とみなされる事例
　次のような行為は、剽窃（盗用）とみなされます。また、これに類似した行為や剽窃を助

ける行為（レポート等のひな形を作成して他人に見せること等）も同様です。

　○�活字媒体（書籍・雑誌・新聞等）や Web サイト等に掲載された他人の文章（無署名であっ

ても）や資料等を出典を示さずにそのまま使い、あるいは前後関係や語句を若干変更し

た程度でレポート・論文を作成すること。

　○�引用した部分を具体的に示さず、レポート・論文の最後に「○○参照」などと簡単に触

れるにとどめること。

　○�他人が作成した文章をあたかも自分が作成したかのごとくみせかけて、あるいは前後関

係や語句を若干変更してレポート・論文を作成すること。

（3）剽窃（盗用）行為は処分の対象
　定期試験に代えて実施されるレポートや論文の場合、剽窃あるいは剽窃を助ける行為が明

らかであれば、定期試験での不正行為（カンニング）と同様の処分（その科目のみならず当

該期の全登録科目の不合格や停学処分等）の対象となることがあります。

� 以上
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Ⅲ　授業科目一覧
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授業科目及び担当教員一覧
授　業　科　目 単位 配当 

年次 職格 教員氏名 備　　考 ページ

Ａ群：基幹科目（政治・行政・政策系）
公共政策研究 2 1・2 教授 森　　裕亮 メディア授業科目併設 19
ガバナンス研究 2 1・2 教授 田中　秀明 メディア授業科目併設 21
行政学研究１ 2 1・2 教授 松井　　望 メディア授業科目 24
行政学研究２ 2 1・2 教授 稲垣　　浩 メディア授業科目併設 26
都市政策研究 2 1・2 教授 小林　　清 メディア授業科目併設 28
政府間関係論研究 2 1・2 教授 野田　　遊 メディア授業科目 31
合意形成研究 2 1・2 教授 松浦　正浩 メディア授業科目併設 33
地方自治論研究 2 1・2 （政）教授 牛山久仁彦 メディア授業科目併設 35
地域政治研究 2 1・2 （政）教授 牛山久仁彦 メディア授業科目併設 37
国際比較行政研究 2 1・2 兼任講師 宇野　二朗 メディア授業科目 39
NPO 研究 2 1・2 教授 長畑　　誠 メディア授業科目併設 41
条例・自治法研究 2 1・2 教授 木村　俊介 メディア授業科目 43
行政法と現代社会 2 1・2 2023 年度未開講 メディア授業科目併設
国際関係論研究 2 1・2 2023 年度未開講 メディア授業科目
消費者政策 2 1・2 兼任講師 井内　正敏 メディア授業科目 47
公共政策と法 2 1・2 2023 年度未開講 メディア授業科目併設
情報化とガバナンス 2 1・2 教授 湯淺　墾道 メディア授業科目 50
Ｂ群：基幹科目（経営・経済・財政系）
社会開発論研究 2 1・2 教授 源　由理子 メディア授業科目併設 53
公共経営研究 2 1・2 教授 西出　順郎 メディア授業科目併設 55
自治体経営研究 2 1・2 教授 小林　　清 メディア授業科目併設 57
政策評価研究 2 1・2 教授 西出　順郎 メディア授業科目併設 59
財政と社会政策 2 1・2 2023 年度未開講 メディア授業科目併設
公会計研究 2 1・2 兼任講師 東　　信男 メディア授業科目 61
税制研究 2 1・2 兼任講師 米田耕一郎 メディア授業科目併設 63
経済学研究 2 1・2 教授 加藤　竜太 メディア授業科目 65
社会福祉制度論 2 1・2 教授 岡部　　卓 メディア授業科目 67
消費経済学 2 1・2 兼任講師 井内　正敏 メディア授業科目 69
公共政策の交渉分析 2 1・2 教授 松浦　正浩 メディア授業科目併設 71
Ｃ群：政策研究
政策研究Ⅰ（社会保障・教育政策）
政策研究Ⅰ－Ａ（こどもと福祉） 2 1・2 教授 岡部　　卓 メディア授業科目 73
政策研究Ⅰ－Ｂ（社会保障のガバナンス） 2 1・2 2023 年度未開講
政策研究Ⅰ－Ｄ（福祉と教育のガバナンス） 2 1・2 教授 小林　　清 メディア授業科目併設 75
政策研究Ⅰ－Ｆ（地域福祉論） 2 1・2 教授 岡部　　卓 メディア授業科目 77
政策研究Ⅰ－Ｇ（高齢者福祉論） 2 1・2 教授 岡部　　卓 メディア授業科目 79
政策研究Ⅰ－Ｈ（公的扶助論） 2 1・2 教授 岡部　　卓 メディア授業科目 81
政策研究Ⅰ－Ｉ（地域福祉政策の今日的動向） 2 1・2 教授 岡部　　卓 83
政策研究Ⅱ（都市システム）
政策研究Ⅱ－Ａ（都市・地域計画） 2 1・2 教授 松浦　正浩 メディア授業科目併設 84
政策研究Ⅱ－Ｂ（都市計画とまちづくり） 2 1・2 2023 年度未開講
政策研究Ⅱ－Ｃ（対立と調整のシステム） 2 1・2 兼任講師 北川　嘉昭 メディア授業科目併設 86
政策研究Ⅱ－Ｄ（政策コーディネーション） 2 1・2 兼任講師 成澤　廣修 メディア授業科目併設 88
政策研究Ⅱ－Ｅ（都市計画の制度と政策） 2 1・2 客員教授 佐藤　伸朗 メディア授業科目併設 90
政策研究Ⅱ－Ｆ（世界の都市競争力） 2 1・2 兼任講師 久保　隆行 メディア授業科目 93
政策研究Ⅱ－Ｇ（都市・環境政策過程論） 2 1・2 2023 年度未開講 メディア授業科目併設
政策研究Ⅲ（参加とガバナンス）
政策研究Ⅲ－Ａ（NPO と行政の協働） 2 1・2 教授 長畑　　誠 96
政策研究Ⅲ－Ｂ（プログラム評価と共創社会） 2 1・2 教授 源　由理子 メディア授業科目併設 98
政策研究Ⅲ－Ｃ（コミュニティ政策論） 2 1・2 2023 年度未開講
政策研究Ⅲ－Ｄ（参加型評価とガバナンス） 2 1・2 教授 源　由理子 100
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授　業　科　目 単位 配当 
年次 職格 教員氏名 備　　考 ページ

政策研究Ⅲ－Ｆ（社会的企業論） 2 1・2 2023 年度未開講
政策研究Ⅲ－Ｇ（多文化共生のまちづくり） 2 1・2 助教 松本　奈何 102
政策研究Ⅳ（国際政策と国際化）
政策研究Ⅳ－Ｃ（海外事例研究） 2 1・2 2023 年度未開講
政策研究Ⅳ－Ｄ（国際機構研究） 2 1・2 2023 年度未開講
政策研究Ⅳ－Ｅ（国際協力研究） 2 1・2 兼任講師 武田　長久 メディア授業科目併設 104
政策研究Ⅳ－Ｆ（SDGs とガバナンス） 2 1・2 特任教授 辻　　昌美 メディア授業科目併設 106
政策研究Ⅴ（議会政策）
政策研究Ⅴ－Ａ（選挙と政治資金） 2 1・2 兼任講師 田口　尚文 メディア授業科目併設 108
政策研究Ⅴ－Ｂ（地方議会の役割） 2 1・2 兼任講師 廣瀬　和彦 メディア授業科目併設 110
政策研究Ⅴ－Ｃ（政策経営と議会） 2 1・2 兼任講師 内藤　達也 メディア授業科目併設 112
政策研究Ⅵ（財政政策）
政策研究Ⅵ－Ｄ（公監査研究） 2 1・2 2023 年度未開講
政策研究Ⅵ－Ｇ（地方財政実務） 2 1・2 教授 木村　俊介 メディア授業科目 114
政策研究Ⅵ－Ｈ（地方行財政フロンティア） 2 1・2 兼任講師 柏木　　恵 メディア授業科目 117
政策研究Ⅶ（地域経済政策）
政策研究Ⅶ－Ｂ（地域開発論） 2 1・2 2023 年度未開講
政策研究Ⅶ－Ｃ（地域活性化と行政） 2 1・2 兼任講師 中西　穂高 メディア授業科目併設 119
政策研究Ⅶ－Ｄ（企業市民とグローバリゼ - ション） 2 1・2 2023 年度未開講 メディア授業科目併設
政策研究Ⅶ－Ｅ（社会起業活動） 2 1・2 2023 年度未開講
政策研究Ⅶ－Ｆ（地域共創と社会づくり） 2 1・2 2023 年度未開講
政策研究Ⅷ（危機管理政策）
政策研究Ⅷ－Ａ（災害と危機管理） 2 1・2 教授 小林　　清 メディア授業科目併設 122
政策研究Ⅷ－Ｂ（犯罪対策とガバナンス） 2 1・2 特任教授 小林　良樹 メディア授業科目 124
政策研究Ⅷ－Ｃ（自治体行政と危機管理） 2 1・2 兼任講師 小宮大一郎 メディア授業科目併設 128
政策研究Ⅷ－Ｄ（災害と人間行動） 2 1・2 兼任講師 野上　達也 メディア授業科目併設 130
政策研究Ⅷ－Ｅ（危機と国際政治） 2 1・2 特任教授 小林　良樹 メディア授業科目 132
政策研究Ⅸ（政策法務）
政策研究Ⅸ－Ｂ（憲法研究） 2 1・2 2023 年度未開講
政策研究Ⅸ－Ｃ（自治体政策訟務） 2 1・2 兼任講師 鈴木　秀洋 メディア授業科目併設 136
政策研究Ⅹ（自治体経営）
政策研究Ⅹ－Ａ（公務員研究） 2 1・2 兼任講師 田谷　　聡 メディア授業科目併設 139
政策研究Ⅹ－Ｂ（マネジメントとリーダーシップ） 2 1・2 教授 西出　順郎 142
政策研究Ⅹ－Ｃ（女性と地方自治） 2 1・2 兼任講師 山岸絵美理 メディア授業科目併設 143
政策研究Ⅹ－Ｄ（公共政策：公共経営の今日的動向） 2 1・2 教授 長畑　　誠 145
政策研究Ⅹ－Ｅ（自治体の政策創造） 2 1・2 兼任講師 今村　保雄 メディア授業科目併設 147
政策研究Ⅹ－Ｆ（計画策定と戦略） 2 1・2 教授 西出　順郎 150
政策研究Ⅺ（環境・社会システム）
政策研究Ⅺ－Ａ（環境政策とコミュニティ） 2 1・2 2023 年度未開講
政策研究Ⅺ－Ｄ（気候変動と社会システム） 2 1・2 特任教授 辻　　昌美 メディア授業科目併設 151
政策研究Ⅻ（情報とガバナンス）
政策研究Ⅻ－Ａ（地理情報システム） 2 1・2 兼任講師 福島　　悟 メディア授業科目併設 153
政策研究Ⅻ－Ｂ（情報・メディア戦略） 2 1・2 2023 年度未開講
政策研究Ⅻ－Ｃ（情報化社会） 2 1・2 兼任講師 廉　　宗淳 メディア授業科目 155
政策研究Ⅻ－Ｄ（プライバシーと個人情報） 2 1・2 教授 湯淺　墾道 メディア授業科目併設 158
政策研究Ⅻ－Ｅ（行政の電子化とサイバーセキュリ
ティ） 2 1・2 教授 湯淺　墾道 メディア授業科目併設 160

政策研究�（消費者政策）
政策研究�－Ａ（消費者の安全） 2 1・2 兼任講師 尾原　知明 メディア授業科目併設 162
政策研究�－Ｂ（消費者志向経営論） 2 1・2 兼任講師 廣瀬　健司 メディア授業科目併設 164
政策研究�－Ｃ（コンプライアンスの推進） 2 1・2 兼任講師 池本　誠司 メディア授業科目併設 166
政策研究�－Ｄ（コンシューマー・リテラシー） 2 1・2 兼任講師 柿野　成美 メディア授業科目 169
政策特別研究
政策特別研究 2023 年度（地域の持続可能な発展と
これからの地方自治） 2 1・2 2023 年度未開講 メディア授業科目
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授　業　科　目 単位 配当 
年次 職格 教員氏名 備　　考 ページ

Ｄ群：特別・特殊研究
ファシリテーション演習 2 1・2 2023 年度未開講
社会調査法１ 2 1・2 兼任講師 砂金　祐年 メディア授業科目併設 171
社会調査法２ 2 1・2 兼任講師 砂金　祐年 173
質的調査法 2 1・2 助教 松本　奈何 メディア授業科目併設 175
課題設定演習 2 2 教授 源　由理子 177
課題設定演習 2 2 教授 笹岡　雄一 178
課題設定演習 2 2 教授 長畑　　誠 179
課題設定演習 2 2 教授 田中　秀明 181
課題設定演習 2 2 教授 松浦　正浩 183
課題設定演習 2 2 教授 木村　俊介 185
課題設定演習 2 2 教授 加藤　竜太 187
課題設定演習 2 2 教授 小林　　清 189
課題設定演習 2 2 教授 西出　順郎 191
課題設定演習 2 2 特任教授 辻　　昌美 193
課題設定演習 2 2 教授 岡部　　卓 195
課題設定演習 2 2 特任教授 小林　良樹 196
課題設定演習 2 2 教授 出雲　明子 198
課題設定演習 2 2 教授 湯淺　墾道 200
課題設定演習 2 2 （政）教授 牛山久仁彦 202
レポート作成演習 2 2 教授 源　由理子 204
レポート作成演習 2 2 教授 笹岡　雄一 205
レポート作成演習 2 2 教授 長畑　　誠 206
レポート作成演習 2 2 教授 田中　秀明 208
レポート作成演習 2 2 教授 松浦　正浩 209
レポート作成演習 2 2 教授 木村　俊介 210
レポート作成演習 2 2 教授 加藤　竜太 212
レポート作成演習 2 2 教授 小林　　清 214
レポート作成演習 2 2 教授 西出　順郎 215
レポート作成演習 2 2 特任教授 辻　　昌美 216
レポート作成演習 2 2 教授 岡部　　卓 217
レポート作成演習 2 2 特任教授 小林　良樹 219
レポート作成演習 2 2 教授 出雲　明子 221
レポート作成演習 2 2 教授 湯淺　墾道 223
レポート作成演習 2 2 （政）教授 牛山久仁彦 225

※備考　メディア授業科目（完全オンライン授業）；オンラインのみ（対面なし）で授業実施
　　　　メディア授業科目併設（ハイブリッド授業）；同一科目で対面とオンライン両方を併用して授業実施
　　　　対面授業科目（完全対面授業）；備考欄に授業実施方法を記載していない科目は対面で授業実施
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Ⅳ　シ ラ バ ス

【注意事項】
　各科目、原則 15回分の授業内容を記載していますが、土曜日実施の科目は、原則 14回の授業回
数となります。
　土曜日実施の授業内容については、初回授業のガイダンスにて確認してください。
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科目ナンバー：（GS）POL518J、（GS）POL516J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

公共政策研究 A群 ２ １・２ 森　　　裕　亮

授　業　の　概　要・到　達　目　標

この講義は、公共政策に関する基礎的な知識を身につけることを目的とする。公共政策とは何か、そ
の過程、そこで用いられる手段を理解しつつ、ある公共政策を実現することにはさまざまな障壁と価値
対立があるという難しさがあることも具体例から学ぶ。合理的な政策を実現することがいかに難しいか、
利益と不利益をいかに調整するのか、といったことを考える。公共政策は国際、国、自治体それぞれの
段階で実施されるが、この授業では自治体が主として講じる（国の政策とも関わることが多い）公共政
策を取り上げる。また具体的な分野として、地方創生、とりわけ “人口” に関わる問題解消のために多
くの自治体が注目している３分野の政策を取り上げる。具体例の紹介の中で、公共政策を学ぶ上で鍵と
なる概念や理論も一緒に学習する。毎週の講義の進め方は、前半は担当者からの情報提供、後半は参加
者による議論とする。
〈到達目標〉
１．公共政策についての基本を理解する。
２．公共政策がもたらすさまざまな価値対立を考える力を養う。
３．公共政策の有効性や問題点を洞察する力を養う。

授 業 内 容

1 イントロダクション 講義の目的と内容に関する説明、受講者の自己紹介など

2 公共政策の基礎的理解 公共政策の基礎的知識を理解する。

3 公共政策の過程 公共政策の過程の特質を学ぶ。

4 公共政策の手段 公共政策で採用される手段の類型を学ぶ。

5 公共政策をめぐる価値 公共政策で生じる価値の問題を考える。

6 公共政策と自治体 この講義の舞台である地方自治体について基礎を学ぶ。

7 公共政策と交流人口１ 観光まちづくりの基礎と歴史、近年の動向など全体的な状況を学ぶ。

8 公共政策と交流人口２ 観光まちづくりをめぐるアクターの特徴に関して考える。

9 公共政策と交流人口３ 観光まちづくりの価値対立を考える。

10 公共政策と定住人口１ 定住人口対策と婚活支援政策の全体像を掴む。

11 公共政策と定住人口２ 自治体の婚活支援政策の動向を考える。

12 公共政策と定住人口３ 婚活支援政策をめぐる価値対立とあり方を考える。

13 公共政策と関係人口１ 関係人口と政策的な注目について学ぶ。

14 公共政策と関係人口２ 関係人口対策の可能性と問題点を考える。

15 公共政策と関係人口３ アニメや映画などを活用したまちづくりをめぐる対立と困難を考える。

履 修 上 の 注 意 点

各回で議論（ワークショップかワールドカフェ形式）を行うので、積極的に参加し発言すること。

Ａ　
群
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準備学習（予習・復習等）の内容

特に第 7 回以降については、議論を活性化するためにできる限り各種情報を手に取り予習をしてほし
い。また、講義後に、取り扱った内容についてどのような具体的な方策を立案・実行可能かを復習とし
て考えてみること。

教 科 書

レジュメを用意する。

参 考 書

必要に応じてその都度紹介する。

課題に対するフィードバックの方法

希望があれば、期末課題レポートに対する評価を個別に提供する。

成 績 評 価 の 方 法

期末課題レポート（60％）
講義への積極的な参加（40％）

そ の 他

特になし。

― 20 ―



科目ナンバー：（GS）POL528J、（GS）POL526J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

ガバナンス研究 Ａ群 ２ １・２ 田　中　秀　明

授　業　の　概　要・到　達　目　標

近年、株式会社のみならず、中央省庁・地方自治体、議会、公企業やエージェンシー、地域医療・福
祉、教育などあらゆる場面でガバナンスの重要性が高まっているが、それは正しく理解されているとは
言えない。ガバナンスの概念は多様であるが、本授業では、「ガバナンス」とは問題を解決すること、
あるいは解決するための仕組みと定義している。そこで、本授業は、問題を解決するための理論、方法
論、実践を学ぶことを目的とする。問題解決力を身に付けるための演習も行い、実践力やマネジメント
力を養う。また、受講生自身が関係する組織や事業などの「ガバナンス」を考えて、どうすればガバナ
ンスを改善できるかについても議論する。最後のまとめとして、受講生が自身の「ガバナンス」につい
て考える。

現代のパブリック・セクター（中央・地方政府など）のマネジメントは、多様化・複雑化・困難化し
ている。パブリック・セクターに本質的に内在する諸問題（コモンプール、政府の失敗など）に加え、
政府と国民・企業・非営利組織などのステークホルダーの関係や取引が重要になっている。こうした動
きが、まさに「ガバメントからガバナンスへ」ということばで捉えられ、1980 年代以降のニュー・パ
ブリック・マネジメント（NPM）の興隆を契機に、ガバナンス研究が発展している。

ガバナンス理論は、パブリック・セクターの問題を分析する上で有用であるものの、他方で、多様な
概念であり、実際の活用という観点からはギャップも存在する。先進諸国では、NPM よる改革とその
反省を経て、政府の近代化やガバナンス改革が発展しており、そうした最新の動きなども踏まえて、日
本の問題を議論する。日本では、諸外国の取組みが無批判に取り入れられている面があり、誤解も多い
ため、それらを正確に理解することが求められる。また、国と地方、公的部門と民間部門などを視野に
入れて、類似点や相違点を考える。

授業は、大きく３つの部分からなる。第１～３回では、ガバナンスの基本的な理論と概念（官民併せ
て）を学ぶ。第４～６回では、ロジック・モデルや TOC（制約理論）などをワークショップで学び、問
題解決能力を身に付ける。第７～10 回では、ガバナンスの問題が特に議論される内部統制や民営化・エー
ジェンシーなどに焦点を当てる。第 11～14 回では、民主主義におけるガバナンスに焦点を当て、統治
システム、政策形成過程、ローカル・ガバナンス、デジタル・ガバナンスなどを議論する。関連するテー
マで実践する専門家もゲストスピーカーとして招聘する。また、授業における発表や議論、期末レポー
トの執筆などを通じて、論理的に考える力、すなわちクリティカル・シンキングの向上を目指す。

授 業 内 容

第１回 イントロダクション ○コースの目的と内容、勉強の方法、評価の方法
○ガバナンス研究の目的、政府組織・営利組織・非営利組織の比較

第２回 ガバナンス論の発展
と進化「NPM とその
後」

○伝統的なモデルの問題と NPM の背景、NPM の理論と誤解
○ NPM の限界、効率性重視の行財政改革の反省
○ステークホルダーの重視、ネットワーク諭、政府の近代化

第３回 ○ガバナンス研究や
理論の整理、アカウ
ンタビリティ等の関
連概念

○国際機関のガバナンス論、グッド・ガバナンス
○コーポレート・ガバナンスの基礎理論と実際
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第4～6回 内部統制①評価と業
績測定（基礎と実践）

○業績測定と政策評価の特質と相違
○ロジック・モデル、全体最適マネジメント・TOC 理論などの演習
○日本の国・地方自治体における評価の現状と課題

第７回 内部統制②内部監査
の実践：ゲスト講師

（予定）

○政府部門及び民間部門における内部統制と監査の実践

第８回 内部統制③総括 ○内部統制の基本的なシステム、内部統制のための人材
○�政府組織（エージェンシー等を含む）における内部統制、内部監査、

管理会計
○組織改革と人材

第９回 民営化のガバナンス ○外部委託、指定管理者制度、PFI/PPP 等サービス提供の多様化
○公共サービスの担い手としての非営利組織とその問題

第 10 回 エージェンシーのガ
バナンス

○エージェンシーの基礎理論と諸外国のアプローチと経験
○日本の独立行政法人（地方含む）、政府企業、三セク等の問題

第 11 回 民主主義のガバナン
ス

○議院内閣制と大統領制、ウェストミンスター・モデル
○政治行政システムのモデルと国際比較
○コモンプール（共有資源）問題、財政赤字の政治経済学
〇統治機構改革、中央省庁等改革

第 12 回 公務員制度とガバナ
ンス

○国家公務員制度と地方公務員制度、日本の人事管理の特徴
○諸外国の公務員制度とモデル
○日本の成功と官僚機構、公務員制度の基本的な問題
○公務員制度改革の経緯、政権交代と公務員制度改革の方向

第 13 回 ローカル・ガバナン
ス

○地方公共団体の統治システム
○住民自治と住民参加の仕組み

第 14 回 政治主導のガバナン
ス

○政権交代と統治機構改革
○政官関係の変質
○デジタルガバナンス

第 15 回 総括及び受講生自身
のガバナンス

○全体のまとめ
○受講生自身のガバナンスについて考える

履 修 上 の 注 意 点

授業では、基本的な知識や概念を習得しつつ、議論・討論することを重視する。理論を念頭に置きつ
つ現実の問題を捉えるとともに、現実の問題を解決するための実践や経験を学ぶ。受講生の属する組織
や関心のある組織のガバナンスを論じてほしい。授業の進め方は、最初の数回を除き、各回について、
学生による課題に対する発表を行い、講師の説明を加えて議論を展開する形をとる。課題は、重要文献
の要約、先行研究のサーベイ、日本や諸外国における取組みについての分析（例えば、日本の独立行政
法人の仕組みと問題点を整理）などである。

準備学習（予習・復習等）の内容

授業の各回で議論するテーマ及び参考文献（新聞記事など）は事前に連絡するので、それらを読んで、
議論に参加できるように準備することが望ましい。授業は、議論・討論することを重視しているが、そ
のためには事前の準備が必要である。

教 科 書

教科書は特に指定しないが、第１回の授業の際に、詳細な文献リストを提供する。
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参 考 書

教科書は特に指定しないが、第１回の授業の際に、詳細な文献リストを提供する。その中で、下記は、
授業全般に通じた参考書として紹介している。

・宮川公男・山本清（2002）『パブリック・ガバナンス』、日本経済評論社
・大山耕輔（2011）『比較ガバナンス』、おうふう出版、※ 第８章田中秀明担当
・�トニー・ボベール、エルク・ラフラー（2008）、『公共経営入門：公共領域のマネジメントとガバ

ナンス』みえガバナンス研究会監訳、公人の友社
・曽我謙悟（2013）『行政学』、有斐閣アルマ
・金川幸司（2018）『公共ガバナンス論：サードセクター・住民自治・コミュニティ』、晃洋書房

課題に対するフィードバックの方法

最終回の授業の約１ヶ月前に、期末レポートの書き方について説明する。また、学生にそのアウトラ
インを書くことを推奨し、アウトラインを書いた場合は、それについてコメントする。

更に、期末レポート提出後、新学期が始まる前に、Oh-o!Meiji を通じて、各自の期末レポートに対す
る講評を提供する。

成 績 評 価 の 方 法

成績は、①平常点（30％）、②授業での発表（30％）、③期末レポート（40％）の合計で評価する。
②の発表は、各回のトピックに関連するテーマで一人あるいはグループで行う。内容は、参考文献の

概要の紹介、各回に関連する制度・施策について、制度や施策の仕組み・法令、導入や改正の経緯、問
題点等を、参考文献・資料などを使い整理して発表する。期末レポートの予備的な勉強・準備として、
発表することを推奨する。所要時間は 20-30 分程度。受講生は、第３回の授業までに、発表内容を申
告する。

③期末レポートは、受講生が関係する組織や事業に関連して（興味を持つ分野に関連してでもよい）、
「ガバナンス」を論じる。具体的には、ガバナンスの定義・意味、現状・問題点、ガバナンス改善のた
めの方策などを書く。例えば、受講生が所属する独立行政法人、市町村の役所（全体あるいは一部局で
もよい）、NPO 組織などについて、ガバナンスの観点から現状や問題点、なぜそうした問題が生じてい
るか、どうすれば改善できるかについて書く。期末レポートの最終提出時期は改めて連絡する。また、
準備作業として、期末レポートのアウトライン（A4 で１～２枚程度）を書くことを勧める。その内容
について、６月以降、受講生と個別に面談して議論する（チュートリアル）。受講生は、講師に面会予
約を取る必要がある。期末レポートの字数は、３,000～５,000 字程度とする。期末レポートの書き方
については、授業で改めて説明する。

①平常点については、回数が評価基準。②発表については、関係する制度・施策、論点、問題点等が
簡潔に整理されているかが評価基準。長い発表はプラスに評価しない。文献発表は、論文の目的、問題
の指摘、論点、分析内容、結論などが簡潔に整理されているかが評価基準。文献の内容を網羅的に説明
する必要はない。③期末レポートについては、論文の目的・テーマ・問題意識が明確に定義されている
か、問題や論点が説明され分析されているか、理論面についても言及があるか、授業での整理や議論が
言及されているか、結論が説明や分析から由来し一貫性があるか、文献が適切に引用されているか等が
評価基準。

そ の 他

期末レポートについては、レポートや論文の書き方についての参考書を読むことをお勧めする。例え
ば、以下である。

・石井一成（2011）、『ゼロからわかる大学生のレポート・論文の書き方』、ナツメ社
・小笠原喜康（2009）、『新版大学生のためのレポート・論文術』、講談社現代新書
・河野哲也（2002）、『レポート・論文の書き方入門』、慶應義塾大学出版会
・戸田山和久（2012）、『新盤論文の教室－レポートから卒論まで』、NHK 出版
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科目ナンバー：（GS）POL526J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

行政学研究１〔M〕 A群 ２ １・２ 松　井　　　望

授　業　の　概　要・到　達　目　標

【授業の概要と目的】
本講義では、現代行政の仕組みと基礎概念を解説する。特に、大学院へ進学するまでに、行政活動を

体系的に学んだ経験がない学生を念頭におきながら、これらの分野での基礎的な知識や考え方を講義す
る ｡ これにより、日本の行政に関する制度や運用上の特徴を理解するために有効な基礎的な概念等の理
解を目的とする。
【授業の到達目標】
受講者の個々人が、今後、行政上の問題や課題を把握し、その処方箋を研究・考察するための知的基

盤づくりに資することを達成目標とする。

授 業 内 容

1 イントロダクション：行
政学の扉を開く

講義の目的と目標、構成、今後のスケジュール、行政学の全体構成
を説明する。

2 国家形成と行政システム 行政とは何かを問い、国家の形成と推移の解説を通じて「日本型行政」
の特徴を考える。

3 政府体系と執政制度 権力分立の視点から政府体系の構造を解説する。そのうえで、水平
的権力分立としての執政制度の現状と課題を考える。

4 国際・国・自治体関係 垂直的権力分立としての国際機関・国・自治体間関係を解説する。
特に、国際行政機関とマルチレベルガバナンスと国・地方間関係と
権力分立の現状と課題を考える。

5 内閣制 内閣制度の機能と変遷、内閣の補佐機構を解説を通じて、日本の内
閣制度の現状と課題を考える。

6 府省制 府省制の成立と展開、合議制行政組織と内部組織の編成原理の開設
を通じて、行政組織の現状と課題を考える。

7 行政の外延と公民連携 府省共同体と行政の外延を解説しつつ、公民連携の現状と課題を考
える。

8 公民関係と規制・契約 公民関係の基礎となる規制と契約を解説しつつ、公民連携の現状と
運営上の課題を考える。

9 官僚制の行動様式 官僚制の行動形式と存続理由を、合理性・安定性・自律性の視点か
ら解説し、日本の官僚制の現状と課題を考える。

10 立法過程と組織間調整 法令と立法過程を解説する。特に、府省内過程と政府内・与党間過程・
国会内過程の現状と課題を考える。

11 財政制度と予算編成過程 財政制度、予算編成過程、歳入管理を説明する。そのうえで、財政
赤字と財政再建の現状と課題を考える。

12 公務員制 公務員制度とその変遷を解説する。そのうえで、日本の公務員にお
ける人事システムの現状と課題を考える。
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13 行政管理と情報管理 行政管理の態様を解説する。あわせて、行政情報の管理を説明する。
そのうえで、情報技術と行政手続・行政管理の現状を課題を考える。

14 行政統制と行政責任 行政責任と行政統制を解説する。そのうえで、行政に失敗に向き合
ううえでの行政の価値と行政倫理のあり方を考える。

15 行政学の成立と展開 行政学の誕生から現在の研究動向までを振り返る。

履 修 上 の 注 意 点

履修を考えてる場合には、初回の講義には出席すること。なお、「行政学研究２」とは内容上は関連
性があるものの、本科目の履修に際して、同科目の履修は必要条件ではない。

準備学習（予習・復習等）の内容

各回の課題テーマを事前準備するとともに、各回終了後の取りまとめを行うこと。

教 科 書

森田朗『新版　現代の行政　第２版』（第一法規、2022 年）

参 考 書

砂原庸介・手塚洋輔『新訂�公共政策』（放送大学教育振興会、2022 年）、金井利之『行政学概説』（放
送大学教育振興会、2020 年）。その他、各分野毎の参考文献は講義内で紹介する。���

課題に対するフィードバックの方法

各回の課題に対するコメントペーパーの講評は、講義内で行う。

成 績 評 価 の 方 法

本講義では、学期末のレポートの内容にもとづき成績評価する（100％）。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL528J、（GS）POL526J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

行政学研究２ A群 ２ １・２ 稲　垣　　　浩

授　業　の　概　要・到　達　目　標

【授業の概要と目的】
本講義では、戦後日本の行政・地方自治政策について歴史的な視点から検討を行う。特に、こうした

政策の形成・展開過程において常に出現してきた三つの関係構造（省庁間関係、中央地方関係・自治体
間関係）について、講義と受講者とのディスカッションを通じた解明を行う。
【授業の到達目標】
過去における行政・地方自治の問題や政策を、歴史的な文脈の中から理解・議論することで、行政に

対する構造的な理解を促し、受講者の今後における政治・行政活動に資する能力を身に付けることを目
的とする。

授 業 内 容

1 イントロダクション 講義の目的と目標、構成、今後のスケジュール、日本の地方制度・
地方行財政をめぐる基本的な制度構造について説明する。

2 戦前の改革と戦後への連
関　～道州制と財政調整
制度～（1）

戦前における道州制論と財政調整制度という二つの改革の議論と帰
結について、戦後の行政体制への影響の視点から検討する。

3 戦前の改革と戦後への連
関　～道州制と財政調整
制度～（2）

（1）の内容についてのディスカッション

4 昭和 20 年代改革と戦後
自治体の形成（1）

内務省の廃止と機能的集権化が進む中で進められた、戦後内政の行
政体制の形成過程と、自治体（特に府県）の対応について検討する。

5 昭和 20 年代改革と戦後
自治体の形成（2）

（1）の内容についてのディスカッション

6 高度成長と「総合行政」
　～内政をめぐる政府間
関係の交錯～（1）

戦後改革を通じて定着した多元的な中央地方関係が、高度成長期の
自治体間競争や新規行政需要の拡大にどのように影響したか検討す
る。

7 高度成長と「総合行政」
　～内政をめぐる政府間
関係の交錯～（2）

（1）の内容についてのディスカッション

8 高度成長後の地域開発　
～諌早と東京～（1）

長崎県の諌早湾開発と東京都の湾岸開発を比較検討し、高度成長後
の地域開発における国の立場と自治体との関係性について考察する。

9 高度成長後の地域開発　
～諌早と東京～（2）

（1）の内容についてのディスカッション

10 分権改革・三位一体改革
とその構造（1）

分権改革と、三位一体改革の過程を題材に、地方制度改革をめぐる
政官関係や自治体間関係における連帯と分立について検討する。

11 分権改革・三位一体改革
とその構造（2）

（1）の内容についてのディスカッション
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12 内閣主導体制と地方自治
（1）

地方創生政策と「ふるさと納税」制度の形成と進展を題材に、現在
における内政・地方自治をめぐる関係構造について検討する。

13 内閣主導体制と地方自治
（2）

（1）の内容についてのディスカッション

14 都区制度改革とその構造
（1）

都区制度改革に焦点を置き、都区の関係、国と都区との関係、区間
関係の三つの視点から改革の推進・停滞構造について検討する。

15 都区制度改革とその構造
（2）

（1）の内容についてのディスカッション　

履 修 上 の 注 意 点

初回の講義には出席の上、履修してください。各講義テーマの（1）は講師による講義、（2）は（1）
の終了時に講師が提示するテーマに基づく受講者間のディスカッションとします。「行政学研究１」と
は内容上関連性はあるものの、履修が必要条件ではありません。

準備学習（予習・復習等）の内容

（1）の終了後は各自で講義の内容をまとめ、（2）でのディスカッションに向けた準備をしておくこと。
また、提示する参考文献の講読や、（2）でのディスカッションの終了後の議論内容の取りまとめをする
こと。

教 科 書

教科書は特に指定しない。各回に配布する資料をもとに講義を行う。

参 考 書

礒崎初仁・金井利之・伊藤正次『ホーンブック地方自治　新版』（北樹出版、2020）、西尾勝『地方
分権改革』（東京大学出版会、2007）、金井利之『自治制度』（東京大学出版会、2007）

課題に対するフィードバックの方法

各テーマの（2）終了時に、受講者による議論の内容に対する講評を行う。

成 績 評 価 の 方 法

本講義では、最終レポートの内容（50％）、ディスカッションへの参加状況や議論への貢献度（50％）
で成績を評価する。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL528J、（GS）POL526J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

都市政策研究 Ａ群 ２ １・２ 小　林　　　清

授　業　の　概　要・到　達　目　標

この授業は、講師が過去数十年間にわたり、東京都政の第一線で大都市行政に携わってきた多分野の
政策形成と総合計画策定の経験に基づき、都市や地域における最新の政策分析を行うとともに、都市政
策の知識と理解を深め、これからの都市と地域の未来を戦略的に考察することを目的とする。

人口減少が始まり少子高齢先進国を迎えるなかで、デジタルテクノロジーを駆使し、「サステナブル・
リカバリー」をあらゆる政策分野において実現していくことで、持続可能な社会を築くことが求められ
ている。個人に着目すれば、孤立化・孤独化が顕著になる中で、社会のつながりを確保し、多様性に富
んだまち、インクルーシブな交流を生み出すことが大切になっている。また、東京と地方を対立的に捉
えるのではなく、各地域の強みを発揮するため、国内の枠を超えた国際的視点からの考察が重要となっ
ている。最先端技術や交通ネットワークの発展などにより、距離と時間を越えた連携をいかに構築し、
日本全体の成長につなげていくのか。さらには、人口減少社会を象徴する空き家対策や所有者不明土地
など、共通する課題にどう取り組んでいくか。それらも問われている。

さらに、新型コロナウィルス感染症の全世界への蔓延は都市政策にどのような影響を与えたのか、あ
るいはアフターコロナの行政計画はどうあるべきか、という新たな課題も生じている。

都市政策の分野は、都市インフラや都市計画はもちろん、行財政、交通、産業、農業、福祉、医療、
環境、住宅、教育、観光、文化、スポーツ、防災など多岐にわたる。しかし、今日の行政課題には一つ
の分野だけで解決することが難しく、また、多くの分野に考え方を取り入れてこそ、より効果を発揮す
る政策も少なくない。自治体行政には、現場からの発想と、それに止まらず広い視野に立った多角的な
分析が必要であり、総合的かつ学際的な視点が欠かせない。その意味では、個別政策の上に立つ総合計
画や長期ビジョンの役割や内容、表現方法、そして策定プロセスにも変化が求められている。

また、行政の政策形成は実践力を伴わなければならない。もとより行政とは、社会の利害関係のぶつ
かり合いや衝突を、議会や住民と一体となりながら調整して新しい価値を生み出していくものであり、
そこに新しい政策の源がある。

授業では、こうした考え方に立って、現在進行形の最新情報を提供しながら、事例研究やプレゼンテー
ションを通じて、講師と学生、学生間による双方向の意見交換を行い、成熟化する国家の状況の下で、
あるべき将来に向けての都市政策を追求していく。

授 業 内 容

１ 都市政策とは 都市の存在における政策（公共的介入）と現実の都市活動のあり方
について考える。そこでのキーワードは人口減少社会と国際競争力
である。

２ 都市政策と国土計画・首
都圏計画

戦後の国土計画と首都圏計画の変遷を振り返り、都市と国土におけ
る政策の意味とその有効性、今後のあり方を考察する。

３ 世界の東京と国内におけ
る東京、国際的視点に
立った捉え方（1）

東京と地方を対立的に捉えるのではなく、国際的視点に立った捉え
方を追求する。距離を越えた連携でどのように日本全体の成長につ
なげていくか。世界の主要都市の中での東京の位置づけと国内にお
ける東京の存在の意味を考える。

― 28 ―



４ 世界の東京と国内におけ
る東京、国際的視点に
立った捉え方（2）

東京と地方を対立的に捉えるのではなく、国際的視点に立った捉え
方を追求する。地域の稼ぐ力を創出させるため広域連携のあり方を
考察する。また、空き家問題や所有者不明土地の増加がもたらす影
響と解決策を考える。

５ 首長の公約と政策の具体
化

近年の自治体の首長の公約を取り上げ、行政実務とどのように組み
合わせて政策化しようとしたのか、その是非も含めて考察する。

６ 自治体の長期ビジョンと
未来への戦略（1）

自治体の総合計画としての長期ビジョンの変遷を取り上げて、その
意義と必要性、規模、内容、表現方法、予算や実施計画との連動、
策定プロセスなどを学び、計画行政の今日的課題と今後のあり方を
考察する。

７ 自治体の長期ビジョンと
未来への戦略（2）

自治体の総合計画としての長期ビジョンの変遷を取り上げて、その
意義と必要性、規模、内容、表現方法、予算や実施計画との連動、
策定プロセスなどを学び、計画行政の今日的課題と今後のあり方を
考察する。

８ アフターコロナのまちづ
くり

今回のコロナ危機がもたらした都市政策への影響を議論し、今後の
まちづくりはどうあるべきかを考察する。

９ 文化政策と都市政策 近年、文化のもつ多様な力が都市力や地域力を規定すると言われて
いる。様々な事例研究を行い、文化政策が都市や地域にどのような
影響を与えてる可能性を探求していく。

10 海外都市政策研究 日本とフランスの都市比較と地域ガバナンス（1）

11 海外都市政策研究 日本とフランスの都市比較と地域ガバナンス（2）

12 海外都市政策研究 日本とフランスの都市比較と地域ガバナンス（3）

13 先進事例研究（1） 具体的な都市政策の先進事例について、その優れた点や問題点、将
来の方向などを研究する。

14 先進事例研究（2） 具体的な都市政策の先進事例について、その優れた点や問題点、将
来の方向などを研究する。

15 先進事例研究（3） 具体的な都市政策の先進事例について、その優れた点や問題点、将
来の方向などを研究する。

履 修 上 の 注 意 点

上記の授業計画は、実際の授業回数や授業の進展度合い、学生のプレゼンテーションの内容、年度中
に新たに発生する政策変化の情勢等によって、適宜、テーマは発展、変化していく。また、学生からの
プレゼンテーションを求め、講師と学生との双方向の意見交換を行う予定である。

下記の日程で校外授業およびゲスト講師授業、現地視察を行います。
５月下旬　フィールドワーク
６月下旬　政策課題に関するオンラインによる発表・討論会
レミ・スコシマロ特別招聘教授（トゥールーズ大学准教授）特別講義（留学生参加・逐次通訳あり）
７月１日（土）14：00-17：00　歴史地理学から見たフランスの主要地方都市（1）
　　２日（日）14：00-17：00　歴史地理学から見たフランスの主要地方都市（2）　シンポジウム
　　３日（月）19：00-22：00　歴史地理学から見たフランスの主要地方都市（3）
この授業は佐藤伸朗客員教授による「都市計画の制度と政策」と合わせて受講するのが望ましい。
校外授業・合宿への出席は履修者にとって単位取得の前提とならないが、これらは専門職大学院にとっ

て特に重要なので出席することが望ましい。
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準備学習（予習・復習等）の内容

講義資料を示すので、事前に読んで予習するのが望ましい。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

その都度指示する。

課題に対するフィードバックの方法

中間レポートの講評やディスカッションを行い、最終レポートにつなげる。

成 績 評 価 の 方 法

（1）授業への貢献度、参加度 20％　（2）講義中に行われる発表と議論の内容 40％　（3）課題レポー
ト 40％

※レポートでは具体的な政策について本人の考え方や提案を中心に採点します。文献の引用は原則
として評価の対象としません。

そ の 他

この講義は都市や地域を実践の場として、政策を考えることを目的としており、専門的な知識は必要
ない。
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科目ナンバー：（GS）POL526J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政府間関係論研究〔M〕 A群 ２ １・２ 野　田　　　遊

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本講義では、中央地方関係と地方政府間関係に関する理論やモデル、主要な概念、実情を理解すると
ともに、政府間関係との関連でどのような研究がなされてきたかを学習する。本講義では、政府間関係
論のあるべき方向性を体系的に理解するために、政府信託論の観点を重視し、政府をいかに運営すべき
かを検討するうえでの価値基準（効率性と民主主義）について議論する。

中央地方関係については、日本における国と自治体の関係が諸外国とどのように異なるかを把握する
ために、広く認識されてきた英米型と大陸型の類型のほか、集権・分権の多様なモデルから検討する。
また、中央地方関係が政策にいかに影響を与えているかを関連研究から把握する。

地方政府間関係は、市町村間の関係、府県 - 市町村関係、府県間関係を含むものであり、これまでに、
市町村合併、都市制度、広域連携、道州制特別区、都構想などのさまざまな制度改革や提案がなされて
きた。講義においては、各自治体間関係の実情や関連研究を把握するなかで地方政府間関係や自治制度
改革のあり方について検討する。また、近年注目されている制度的集合行為論の分析フレームについて
学ぶとともに、諸外国の最先端の研究から日本の研究の深化の可能性を検討する。
〈到達目標〉
１．日本の政府間関係の特徴について理論と関連研究から理解する。
２．地方政府間関係の実情を理解し、自治制度に対する洞察力を養う。
３．政府間関係を体系的に構想する能力を養う。

授 業 内 容

1 イントロダクション 授業の目的や目標を明確にしたうえで、全体のスケジュールと行う
べきことを説明します。

2 政府信託論と政府間関係 市民が政府に信託する関係（政府信託論）を念頭においた価値基準
から政府間関係について検討します。

3 中央地方関係の理論とモ
デル

日本の中央地方関係の特徴を諸外国の中の政府間関係の議論の中で
とらえなおします。

4 中央地方関係と地方分権 分権改革を概観しつつ、中央地方関係と地方分権の関係を関連研究
により議論します。

5 中央地方関係と研究 1―
教育・福祉・まちづくり

中央地方関係を背景に政策の変容を探究する関連研究により、教育、
福祉、まちづくり（中心市街地活性化）に関して議論します。

6 中央地方関係と研究 2―
政党・首長等

中央地方関係が政党再編や首長の出身にいかに影響を与えているか
について議論します。

7 地方政府間関係とリー
ジョナルガバナンス

国内外の自治制度改革やリージョナルガバナンスに関する研究の全
貌を把握します。

8 市町村間関係の研究 都市制度、合併や広域連携などの市町村間関係に関する日本の研究
は何を明らかにしてきたかを確認します。

9 府県 - 市町村間の民主主
義

基礎自治体と広域自治体の関係を民主主義の観点からとらえ直しま
す。

10 府県 - 市町村間の効率性 基礎自治体と広域自治体の関係を効率性の観点からとらえ直します。
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11 政府間関係の分析の視点 市町村間、府県 - 市町村、府県間の関係を分析するフレームワークを
制度的集合行為論から整理します。

12 政府間関係の分析フレー
ム

制度的集合行為論のフレームを理解するとともに関連研究を学びま
す。

13 分析フレームを用いた実
証研究

制度的集合行為論のフレームを用いた実証研究から研究方法を学び
ます。

14 自治制度改革 道州制や都構想、広域連携、府県補完などの制度改革の可能性につ
いて吟味します。

15 総括 授業で議論された理論や概念、モデルのうち自分の研究に活用でき
るものについて検討する。

履 修 上 の 注 意 点

初回の授業で目標とスケジュール、課題についてをお伝えしますので、できる限り出席するようにお
願いします。

準備学習（予習・復習等）の内容

１．�履修者数にもよりますが、政府間関係に関わる研究について事前に割り振られた論文を読んでい
ただき、ご報告いただく機会を儲けたいと思います。

２．�課題論文（最終論文、4000 字程度）の執筆に向けて、関心があるものについて、関連する事例
や論文をふまえ、最終的に提出いただく。

教 科 書

授業の内容を PDF にした資料を配布いたします。

参 考 書

・�天川晃（1986）「変革の構想―道州制論の文脈」大森彌・佐藤誠三郎編著『日本の地方政府』東京大
学出版会、111-137 頁。

・北村亘・青木栄一・平野淳一（2017）『地方自治論―２つの自律性のはざまで』有斐閣。
・北山俊哉（2015）「能力ある地方政府による総合行政体制」『法と政治』第 66 巻第１号、59-89 頁。
・�佐藤満（2003）「基礎的自治体と府県の関係―京都府の場合」京都府の未来研究会（京都府）編『京

都府の未来像に関する研究　提言・報告書』1-15 頁。
・建林正彦・曽我謙悟・待鳥聡史（2008）『比較政治制度論』有斐閣。
・野田遊（2021）『自治のどこに問題があるのか―実学の地方自治論』日本経済評論社。
・真山達志編著 (2012)『ローカル・ガバメント論―地方行政のルネサンス』ミネルヴァ書房。

課題に対するフィードバックの方法

全体講評を Oh-o!�Meiji で公開する

成 績 評 価 の 方 法

中間発表（40％）
議論への参加（10％）
課題論文の評価（50％）の合計で成績評価を行う。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL518J、（GS）POL516J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

合意形成研究 Ａ群 ２ １・２ 松　浦　正　浩

授　業　の　概　要・到　達　目　標

政策形成過程では、多様な関係者との調整を欠かすことはできない。特に、公共政策は不特定多数の
「市民」や「国民」などに影響を及ぼすため、多様な利害関心や価値観を政策にとりまとめる能力が行
政機関に求められる。法や条例等に定められた手順に従うだけ、あるいは意見を聴くだけの「市民参加」
の場を設けるだけでは、異なる意向を持った「市民」間で対立を煽ることも多い。だからこそ、対象と
する政策課題の特性や政策の目的を踏まえ、ステークホルダーとの交渉または不特定多数との熟議など
による合意形成プロセスの設計と運用能力が、政策形成に携わる者に求められる。

他方、関係者合意を過度に重視することが逆に、社会の持続可能性を高めるために必要不可欠な制度
改革を遅滞させる危険もある。地球温暖化、人口減少、年金問題など超長期かつ国家・地球規模の社会
課題への持続可能な対応は、トランジション、トランスフォーメーション（移行、改革）と呼ばれる、
社会制度・ルール・文化等を根本的に見直すことが必要なことが理論的に明らかになっている。そのよ
うなトランジションの適切な加速を戦略的にマネジメントする能力もこれからの政策形成においてリー
ダーシップを発揮する者には期待される。

本科目では、政策創造に必要な合意形成プロセス（ステークホルダーとの利害調整や国民・市民の熟
議）と、トランジション・マネジメントのプロセスについて、その設計や運用のための知識と能力を、
講義と演習を通じて涵養する。特に今年度は、受講者各自が具体的な課題を設定し、その課題に対して
適切なプロセスを自ら設計することで理解を深める予定である。

授 業 内 容

（予定）

第１回 概論と環境紛争の歴
史

・�公害、公共事業、エネルギー問題などに関する環境紛争（市民運動）
の歴史を概観

・合意形成「プロセス」の必要性を理解

第２回 公共政策の合意形成
の枠組み

・�市民等を交えた合意形成プロセスの類型（参加・協働・熟議）を理
解するとともに、政策決定との接続、位置づけ、意義などを理解

第３回 協働による合意形成
プロセスの設計

・�交渉による利害調整を狙った協働による合意形成プロセス（協議
会等）の全体像と理論的背景を理解

・�ステークホルダー（利害関係者）とその利害関心を類型化するステー
クホルダー分析の必要性、概念、手法を理解

第４回 熟議の概念と実践 ・�交渉では解決しない価値観（規範）に係る意見対立を克服するため
の熟議の必要性と、ミニ・パブリックス等の具体的方法論を理解

第５回 トランジションの理
論とトランジション・
マネジメント

・�ステークホルダーの合意形成では逆に問題が悪化する課題の存在
とトランジションの理論的背景について理解

・�トランジションを加速するためのトランジション・マネジメント
の具体的方法論を理解

第６回 事例紹介 ・担当講師の関わった事例についていくつか紹介

第７－８回 中間発表 ・�受講生の設定したテーマに即して、合意形成やトランジションマ
ネジメントのプロセス提案を中間発表のうえ、受講者間でディス
カッション
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第９回 実践のプロファイル ・�実務家のストーリー（プロファイル）をもとに、議論を通じて、
公共政策の現場における調整機能の必要性を理解

第 10 回 根拠に基づく政策（EBP） ・�「ポスト真実」が話題になる中、政策決定および合意形成過程にお
ける（科学的）根拠の取り扱いおよび共同事実確認手法について
理解

第 11 回 対話技法・ファシリ
テーション

・�ステークホルダーが対話する場を効率的かつ公正に運用するため
の具体的な技法を理解、体得

第 12 回 ステークホルダー分
析

・政策課題の論点とステークホルダーを特定する手法を理解

第 13 回 プロセス設計実務家
による講義

・�公共政策に係る合意形成プロセスの設計に携わっている実務家よ
り、最新事例や課題について講義

第14-15回 最終発表 ・�各受講生が設計案を教室で発表し、相互に批評し、合意形成プロ
セスの設計の実務的な課題を理解

履 修 上 の 注 意 点

特になし

準備学習（予習・復習等）の内容

受講者が抱える政策課題の解決に資する合意形成プロセスの設計について講義期間を通じて検討する
こと。個別具体的な内容は授業の際に指示する。

教 科 書

松浦正浩著　「実践！交渉学：いかに合意形成を図るか」、ちくま新書、2010。
森・松浦・田崎編著「サステナビリティ・トランジションと人づくり：人と社会の連環がもたらす持

続可能な社会」、筑波書房、2022

参 考 書

サスカインド、クルックシャンク著　「コンセンサス・ビルディング入門」　有斐閣、2008。

課題に対するフィードバックの方法

授業時間中の発表に対して講師から講評を加える。最後に提出する設計課題については講師からコメ
ントを付して返却する。

成 績 評 価 の 方 法

授業への参加度 40％、中間発表 20％、設計演習発表 40％

そ の 他

・リモートラーニングによる事後学習可
（事後学習の場合、当該回の内容を踏まえた 200 字以内のコメントを事後に提出することで出席とみ

なす）
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科目ナンバー：（GS）POL511J、（GS）POL516J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

地方自治論研究 Ａ群 ２ １・２ 牛　山　久仁彦

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本講座では、「地方自治の法と制度」を題材に、地方自治の仕組みについて、憲法・地方自治法等によっ
てどのように定められ、具体的にはどのように運用されているのかを考え、またそのシステムのダイナ
ミズムについて講義する。とくに、地方分権改革によってどのように制度が変化し、集権型システムと
異なる制度が準備されているのかを修得することが目標である。主な内容としては、地方自治法に基づ
いて、どのように自治体行政のシステムが制度化され、具体的に運用されているのかを学ぶこととなる
が、市民生活に身近な問題としては福祉やまちづくりなどの関連法令やその仕組みについても言及する
こととなる。また、法制度の仕組みについて理解するだけでなく、その上で分権改革による地方自治法
改正が、自治体の条例制定のあり方や制度的運用にどのような変化をもたらしたのか、また自治体に求
められる政策法務とは何かなどについて、実践的に研究していくこととする。具体的には、教員による
講義をふまえたディベートを基本とし、学生相互の疑問や見解についての議論をもとに理解を深める。
受講生には、地方自治法や憲法などについての基本的な知識が求められるので、十分にそれらについて
理解をしておくことが必要となり、また受講後の復習なくして、講座の合間に予定されているディスカッ
ションでの成果が期待できないこととなる。本講座は行政職員に必要な自治体の政策についての具体的・
実践的な理解を深めることにより、地域における法と行政に必要な人材の育成に資することをめざすも
のであると同時に、地方自治とは何かを考える市民、企業などにとっても意味のあるものになるように
留意する。

授 業 内 容

１ 地方自治の概念 地方自治の基本的な考え方について講義し、それについての各自の
認識について議論し、確認する。

２ 地方自治と地方政府 都道府県・市町村について法的には地方公共団体と規定されている
ことを検証し、地方政府・自治体政府という考え方を検討する。

３ 憲法に関わる地方自治の
制度的課題

日本国憲法における地方自治の規定を検証し、その位置づけに基づ
く制度構想とその重要性を認識する。

４ 制度と具体的事例から見
た自治体法学の構想と展
望

従来、国法の下位に位置づけられていた自治体の法体系を、独自の
領域をもった自治体法学の中で位置づけようとする行政法学者の議
論について、制度と具体的運用の観点から検証する。

５ 新地方自治法の理念と制
度の変化

地方自治法の改正により、制度にどのような変化が生じたのかを検
証し、政策過程の変化や市民生活への影響について議論する。

６ 日本の政府間関係 日本の中央地方、ないしは地方政府間の関係について、事務配分や
国の関与などについて、歴史的な変化と展開について理解する。

７ 機関委任事務と地方分権 日本の政府間関係の中で、中央政府による自治体統制の役割を果た
してきたとされる機関委任事務制度の実際について検討し、その役
割を検証する。

８ 地方分権改革の到達点と
課題

1999 年の地方分権一括法は、自治体行政にどのような変化をもたら
したのかを検証し、自治体の自己決定権が具体的にどのように拡大
したのかを議論する。
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９ 地方分権と都道府県 地方分権改革の当面のターゲットとされた都道府県行政の制度とそ
の実態に触れ、広域行政のあり方について検討する。

10 地方分権と市町村 基礎自治体として、住民のもっとも身近な政府である市町村が分権
改革でどのように変化をとげ、また市町村合併を迫られる現状と課
題について検討する。

11 自治体議会の機能と分権
改革による変化

自治体議会が、分権改革による条例制定権の拡大によって迫られて
いる役割の強化と現状での課題等について講義し、認識を深める。

12 自治体の政策法務 地方分権は、自治体に中央政府同様に立法能力や訴訟への対応能力、
また計画行政の高度化などの政策法務機能の強化を求めていること
を理解する

13 条例論の課題と展望 自治体において、実践的に取り組まれている条例制定の現状につい
て講義し、それが分権改革でどのような課題を突きつけられている
のか、検証する。

14 住民参加と協働 地方分権の進展に伴い、大きくなった自治体行政の権限を統制し、
住民のニーズに応えた行政運営を行うことが求められている。それ
をふまえ、住民による行政統制のあり方を検証し、あわせて分権時
代に求められる住民との協働について考える。

15 全体のまとめ これまでの講義の内容をふまえ、これからの日本の地方自治のあり
方について、その方向性と課題を検討する。時間内レポートを実施し、
講義内容の理解度について測定する。

履 修 上 の 注 意 点

地方自治についての基本的な理解が求められると同時に、法の仕組みや制度についての基本的な認識
が求められるので、知識が不足していると思われる分野については、十分な予習と復習が求められる。

準備学習（予習・復習等）の内容

講義中に適宜指示する。

教 科 書

未定（受講者の関心に応じて決定する）

参 考 書

兼子仁『自治体法学』（学陽書房）
牛山久仁彦他編著『分権時代の地方自治』（三省堂）
地方自治総合研究所編『逐条解説地方自治法』（敬文堂）
松本英昭『逐条解説地方自治法』（学陽書房）
地方自治制度研究会編『地方自治ミニ六法』（学陽書房）など

課題に対するフィードバックの方法

成 績 評 価 の 方 法

成績評価については、講義中に行われる議論への参加状況及び貢献度（75％）、レポート作成による
課題への解答（25％）等、について判断し、行うこととする。

そ の 他

なし
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科目ナンバー：（GS）POL511J、（GS）POL516J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

地域政治研究 Ａ群 ２ １・２ 牛　山　久仁彦

授　業　の　概　要・到　達　目　標

地方分権一括法が制定され、地方分権が具体化する中で、一層重要性を増しているのが地域政治であ
る。それというのも、地方政府としての自治体に権限や財源が移譲されるとしても、それをどのように
執行するのかということが大きな問題として残っているからである。自治体政府に権限や財源が移譲さ
れても、それが直ちに地域住民の安全で安心なまちづくりを保障するものではなく、参加と協働に基づ
く自治体政府の運営が行われてこそ、地方分権が意味のあるものになるといえよう。いいかえると、地
方分権の時代は、地域の政治によって、地域社会のあり方や方向性が決まる時代となっているのである。
その意味では、地方分権は地域政治システムの検証を求めているのであり、より具体的で実践的な課題
を提起したといえよう。本講義の目的は、こうした地域政治の具体的な検証と理論的な検討を行うこと
によって、地方分権の時代にふさわしい地域政治のあり方を模索することにある。講義の内容としては、
まず地域政治のシステムに大きな影響を及ぼす制度、すなわち首長・議会・フ法システムについて検討
する。その上で、地域政治の動態を、地域権力構造の分析を通して行い、政党・経済団体や労働組合な
ど政治過程における諸アクターの動向とそれらが果たす役割について検証する。一方で、地域政治につ
いての研究成果について講義を行い、それらについての理解を深める。こうした理論的な検討と具体的
な地域政治の営みの両者を総合することによって分権時代にふさわしい地域政治のあり方に迫りたい。

授 業 内 容

１ 地域政治とは何か 地域政治が「地方の政治」ではなく、「地域の政治」として理解され
る文脈について解説し、その学問的系譜について理解する。

２ 中央政府と地方政府 地域政治の自立性と従属性について検討し、中央政府と地方政府の
間にどのような相互関係があるのかを検証する。

３ 地域政治の制度と法 自治体において採られている二元代表制の考え方について検討し、そ
れが地域の政治においてどのような意味をもっているのかを考える。

４ 首長システムと地域政治 「強首長」制といわれる日本の状況について、制度の概要、その意味
について講義する。

５ 地域政治と自治体議会 国家とは異なる位置づけをもつ自治体議会が置かれている状況と、
制度について講義する。

６ 自治体選挙の法と制度 首長・自治体議員選挙の仕組みと役割について理解し、あわせて近
年の選挙結果の動向を概観する。

７ 地域政治をめぐる諸議論
（1）

地域権力構造をめぐる議論、とくに米国における地域権力構造をめ
ぐる研究に注目し、講義をする。

８ 地域政治をめぐる諸議論
（2）

日本における地域政治研究に焦点をあて講義を行う。中央地方関係
の位置づけについての諸議論も視野に入れる。

９ 地域コミュニティと地域
政治

自治体政治の中で、参加・協働の基礎となる地域コミュニティの現
状を取り上げ、今後の地域政治の中での位置づけを検討する。

10 政策課題と地域政治（1） 政策課題にはさまざまなものがあるが、ここでは高度経済成長期の
地域開発を取り上げ、そこでの地域政治の状況を考える。

11 政策課題と地域政治（2） 市町村合併問題を取り上げ、これをめぐる地域政治の分析を行う。
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12 地方分権と地域政治 地方分権改革の到達点を検証し、それが地域政治との関係でどのよ
うな意味をもつのかを考える。

13 NPO と地域政治 NPO の位置づけはますます重要になっているが、それが地域政治の
中で果たす役割について議論する。

14 地域政治と住民参加 地域政治において、議会の議論や首長の行政運営のあり方を決定す
る選挙は、重要な政治参加の機会であるが、地域政治においては、
住民の直接参加も大きなインパクトを持つことがある。住民投票の
動向や住民参加のシステムなどの検証を通じて、地域政治の新たな
動向を検証する。

15 全体のまとめ 講義全体を通じて議論してきた内容を整理し、地域政治とは何かを
考える。時間内レポートを実施し、講義内容についての到達度を検
証する。

履 修 上 の 注 意 点

具体的な事例から、抽象的な理論まで幅広い検討が求められるので、履修者は十分な予習と講義内容
についての検証が必要となる。

準備学習（予習・復習等）の内容

講義中に適宜指示する。

教 科 書

牛山久仁彦・外山公美『国家と社会の政治・行政学』（芦書房）

参 考 書

講義中に適宜指示する。

課題に対するフィードバックの方法

成 績 評 価 の 方 法

成績評価については、議論への参加と内容（75％）、研究報告の内容（25％）を総合的に評価する。

そ の 他

なし
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科目ナンバー：（GS）POL546J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

国際比較行政研究〔M〕 Ａ群 ２ １・２ 宇　野　二　朗

授　業　の　概　要・到　達　目　標

この科目では、日本（主に地方自治体レベル）の行政や公共政策を相対的に理解することを目的とし
て、主にドイツの行政や公共政策を検討します。まず、公共政策の土台ともなる行政システムの違いに
ついて、ドイツを含めた欧州諸国の行政システムを学びます。その後、ドイツの行政制度と公共政策を
学んでいきます。

この科目の到達目標は、少なくとも一つの行政制度や公共政策の分野に関して、国際比較の観点から
日本（中央政府または地方自治体）の現状と課題をまとめられるようになることです。

授 業 内 容

01 序論 行政や公共政策を比較する場合の論点と方法について基礎的な考察
をする。

02 ドイツの行政システム ドイツの統治システム、行政構造、公務員制度を概観する。

03 ドイツの地方自治システ
ム

ドイツの地方自治システムを概観する。

04 フランスの行政システム フランスの統治システム、行政構造、地方行政システム、公務員制
度を概観する。

05 イギリスの行政システム イギリスの統治システム、行政構造、地方行政システム、公務員制
度を概観する。

06 公共サービスと地方公営
企業

日本における公共サービスの提供に関する課題を検討する。

07 第三セクターと官民連携 日本における第三セクターと官民連携の手法を検討する。

08 公共サービスの構造 主に、ドイツの「シュタットベルケ」の構造について検討する。

09 公共サービスの民営化 主に、ドイツの水道事業を例に挙げて、公共サービスの民営化につ
いて検討する。

10 公共サービスの再公営化 主に、ドイツの水道事業を例に挙げて、公共サービスの再公営化に
ついて検討する。

11 民営化・再公営化の事例
研究

主に、ベルリン市の水道事業における民営化と再公営化の事例を検
討する。

12 日本における官民連携の
事例研究

主に、水道事業を事例として、日本における官民連携の事例を検討
する。

13 受講生による発表 それぞれの関心のあるテーマについて、国際比較の観点から日本の
事例を検討する。

14 受講生による発表 それぞれの関心のあるテーマについて、国際比較の観点から日本の
事例を検討する。

15 受講生による発表 それぞれの関心のあるテーマについて、国際比較の観点から日本の
事例を検討する。
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履 修 上 の 注 意 点

受講生数、受講生の関心に応じて授業計画が修正される場合もある。

準備学習（予習・復習等）の内容

授業前に、次回のトピックスについての資料を読み、不明点を明らかにしておくこと。報告者は発表
の準備をすること。

授業中に解消されなかった点について、インターネットやその他の文献により明らかにすること。

教 科 書

特に定めない。

参 考 書

１．ザビーネ・クールマン、ヘルムート・ヴォルマン（2020）『比較行政学入門』成文堂。
２．山下茂（2010）『体系比較地方自治』ぎょうせい。
３．自治体国際化協会（CLAIR）の「各国地方自治シリーズ」など刊行物。
授業の進行に合わせて適宜、紹介する。

課題に対するフィードバックの方法

Oh-o!Meiji を通じてフィードバックする．

成 績 評 価 の 方 法

参加と貢献 40％、発表 60％

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL598J、（GS）POL596J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

ＮＰＯ研究 Ａ群 ２ １・２ 長　畑　　　誠

授　業　の　概　要・到　達　目　標

〈概要〉
大きく変動する日本社会の中で、従来「公共サービス」の提供主体であった政府・自治体は、制度的・

財政的・人的限界を抱え、他セクターの多様な主体との「協働」が必須となっている。その中でも特に、
民間の立場で非営利の活動を行う NPO・NGO�（民間非営利組織）の存在が重要となっている。地域社会
において「共益」に根ざした NPO 活動は、近代化によって衰退した地域コミュニティを新しく再生す
る可能性を秘めている。また、社会の様相を大きく変えたコロナ禍において、社会的弱者への支援や
Innovative な活動の創出といった面で NPO の役割が重要となってきている。この授業では、これら
NPO がどのような歴史的・社会的背景の中で登場し、いかなる役割を担い得るのかを具体的な実例を
もとに考えていくとともに、市民として具体的に NPO に関わり、或いは行政官や企業人として NPO と
協働していく際に役立つ、実践的・具体的な知識や技術を身につけてもらう。
〈到達目標〉
〈１〉 �NPO が生まれてきた歴史的・社会的背景を理解し、現代社会のガバナンスにおける民間非営利

セクターの役割を整理する。
〈２〉�国内外でさまざまな課題解決に取り組む NPO の具体的な事例を取り上げ、その長所短所、他セ

クターとの違い、地域社会・国際社会への貢献について考えていく。
〈３〉 �NPO の組織運営（マネジメント）の特徴およびその留意点について、具体的な事例をもとに分

析し、実践的な知識を身につける。
〈４〉 �NPO と他セクターとの協働について、それぞれのセクターの特徴を抽出し、協働における役割

分担と協働を実現するためのプロセスについて考えられるようになる。

授 業 内 容

1. イントロダクション 受講者の問題意識を共有し、講義全体の進め方を確認する。

2. NGO・NPO の歴史的背
景

NPO セクターが必要とされる背景として、近代化と地域コミュニティ
の衰退をみていく。

3. 現代社会における NPO
セクターの役割

国民国家と資本主義市場経済の限界があらわになってきた現代社会
において、ボランタリーな参画や「贈与」「利他」の原理に基づき、
多様な人々の協働による社会作りのアクターとしての NPO の存在意
義を考える。

4. NPO をとりまく状況 NPO の法人格や寄付税制、専業委託等の現状を概観する。

5. コロナ禍と NPO 社会全体に大きな影響を与えたコロナ禍において、NPO はどんな役
割を果たしているのか。また NPO 自体にはどんな影響があったのか。

6. NPO 事例研究〈１〉 地域コミュニティが崩壊し行政機能にも限界がある都市において、
生活の諸課題に対応しようとする NPO 活動の事例を研究する。

7. NPO 事例研究〈２〉 過疎化少子高齢化、限界集落化が進む農山村において、衰退する地
域コミュニティを活性化・代替する NPO 活動の事例を研究する。

8. 地域の課題解決と NPO 事例研究を受けて、地域の課題解決に果たす NPO の役割を整理し、
地域の活性化に向けてどのような関わり方が必要か考える。
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9. NPO 事例研究〈３〉 貧困や格差問題、少子高齢化問題等、深刻化する社会問題に先鋭的
に取り組む NPO の事例を研究する。

10. NPO 事例研究〈４〉 顕在化していないが重要な社会課題に対して先駆的に取り組む NPO
の事例を研究する。

11. NPO のマネージメント 営利企業や公的組織と違い、ボランタリーな参加や寄付金を受け、
非営利の事業を展開する NPO の組織運営の特徴を様々な側面から考
える。

12. NPO と協働 NPO がそのミッションを実現するために、他セクター、特に行政や
企業との協働は必須である。その際、何に留意して、どのような原
則をもつべきなのか。各地の協働事例をもとに整理していく。

13. NPO と社会的企業 NPO が持続的に社会貢献していく一つの道として、社会的課題の解
決を事業的手法で行う形がある。その現状と課題を事例をもとに考
える。

14. まとめ 授業を通じて各人が何を発見したか、それぞれが振り返り、整理する。
必要に応じて、学びを具体的な行動へつなげるためのアクションプ
ランを作る。

履 修 上 の 注 意 点

「自ら調べ、自ら発見したことは必ず身になる」原理に基づき、具体的な事実、事例をもとに考え、
分析し、討論する中から何らかの発見を生み出してもらう。そのため、授業での積極的な参加を必要と
するとともに、受講生自らに事例を調べて発表してもらう。そのテーマは受講生の関心に応じて重点の
置き方を決めていくので、具体的な進め方は初回授業で確認する。

準備学習（予習・復習等）の内容

事例調査以外に予習は必要ないが、各回の授業で話された内容について、学生一人ひとりが個人的な
経験にもとづいて振り返る作業を行うことで、学んだことが実践に繋がると考えている。

教 科 書

特に使用しない。

参 考 書

必要に応じて授業で紹介する。

課題に対するフィードバックの方法

最終レポートに対して、Oh-o！Meiji を通じて各人にフィードバックする。

成 績 評 価 の 方 法

評価は以下の点を総合的に判断して行う。
（1）授業での発表（30％）
（2）レポート（30％）
（3）授業への参加度（40％）

そ の 他

なし
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科目ナンバー：（GS）LAW526J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

条例・自治法研究〔M〕 Ａ群 ２ １・２ 木　村　俊　介

授　業　の　概　要・到　達　目　標

Ⅰ　ねらい
我が国の国内において行政の最前線は地方公共団体により担われている。行政機関による政策達成手

段は、法令、予算、税制、融資、情報提供など様々なものがあるが、最も強力・効果的な手段は法令（法
律・条例等）の運用である。そこで、本講義においては、手段としての条例と自治関係の法律（以下「自
治法」という。）にスポットを当て、政策立案の考え方や、運用の実態及び運用に関わる論議について
考察する。

本講義においては、地方行政の実務・議会・自治体の連携相手等の関係者及び地方行政に関心を有す
る者（初学者を含む）を受講者として想定し、実務的観点を踏まえた地方行政制度に係る基本的仕組み
の理解に資する講義を行うこととする。

まず、条例を巡る論議の前提として自治法の問題を扱う。ここでいう自治法は、広義では「地方公共
団体に関する法令」（自治法２条 12 項）及び例規、規程・要綱を素材に、自治体行政をめぐる法律問
題を扱うものである。

次に、自治体に係る政策法務の中心である自治立法（条例の作成）を取り上げる。
〇なぜ条例を勉強・研究することが重要か？
�　自治体が政策課題を意識し、その目的を達成するためには、政策内容や目的達成手段の合理性だけ
ではなく、法的裏付けが必要とされる。住民の権利や自由を制限する「規制条例」や給付の公平性を
確保する上で必要な「給付条例」、さらには生活者住民と事業者国民間の「利害調整条例」などにつ
いて、条例化が求められる。そこで制定しようとする条例あるいは制定された条例について、既存法
令との強い関連性や抵触問題が生じうる。このため、本講義では、条例の立案の在り方の議論を通じ、
当該行政分野の行政課題について論ずることとする。
�　講師は前総務省職員であり、国において法案作成、自治体において条例を中心とする政策立案の実
務経験を有する実務家教員である。本講義では、行政の現場を踏まえ、国・自治体の行政実務を法的
に見ることのできる「考察力」を身に付けることを到達目標とする。

Ⅱ　講師からのメッセージ
行政法規の中で、地方自治法は実質的に重要な機能を果たしている法規である。また、地方行政は具

体性を伴う行政であるが故に、地方自治法の各論点を巡っては複数の考え方が鋭く対立する（権限移譲
とナショナルミニマム等）。本講義を通じ、地方行政のそのようなダイナミズムを理解していただきたい。

さらに、憲法及び行政法分野の重要な判例の多くは、条例を巡る争訟であり、そのことは、条例が実
質的に重要な役割を果たす行政法規であることを意味している。このため、日頃の報道記事にも留意し、
条例が社会の中でどのように機能しているのかとういう点について関心を持っていただきたい。

法令は最も有効な行政手段であるため、行政の現場では価値観の対立も明確となる（新型コロナ特別
措置法を巡る「経済活動か」vs「生命の安全か」という対立はその典型。）。それであるがゆえに行政の現
場に係る法令を巡る論議は重要であり、かつ、多くを学ぶことができると講師は考えている。
〈参考〉
　日韓共同セミナー「日本における新型コロナ対策の課題」（2021 年２月５日）
　　https://www.meiji.ac.jp/mugs2/journal/serial-article2-covid19/article06.html
特に講師（私）がモットーとしているのは、「論議を呼んでいる制度こそが、実社会で機能している

制度である。」という点である。様々なバックグラウンドを備えた履修者の皆さんと「論議の渦中にあ
る法制度」を取り上げ、闊達に意見交換を図りたいと考えている。
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授 業 内 容

第１回 地方行政のダイナミズム

第２回 首長と議会

第３回 地方分権改革と国・地方公共団体の関係

第４回 大都市制度（都市と地方）

第５回 条例の読み方・作り方（法制執務入門）

第６回 自治基本条例と市民参加　（自治基本条例の実質的な意義は何か？）

第７回 議会基本条例と議会改革　（条例を通じて、議会にどのような改革が期待されているのか？）

第８回 住民投票条例と住民参加　（何が問題になっているのか？何を住民投票のテーマにすべきなの
か？）

第９回 条例と情報管理（情報公開条例、個人情報保護条例等）（実際にどのように使われているか？）

第 10 回 表現・集会の自由と条例（ヘイトスピーチ対策条例、公の施設の使用許可等）　（憲法との関
係をどのように考えるべきか？）

第 11 回 まちづくりと条例（まちづくり条例等）　（どのような市民参加が実現できているか？）

第 12 回 精神的自由に係る規制と条例（行為規制条例等）（行政は個人の行為にどこまで関与すべきか？）

第 13 回 経済的自由に係る規制と条例（民泊条例等）　（なぜ営業の自由に制約を課すのか？）

第 14 回 財産権に対する規制と条例（空き家対策条例等）　（行政は個人の財産にどこまで関与すべき
か？）

第 15 回 景観・環境と条例（景観条例等）　（特定の事業への狙い打ち的な規制がどこまで許容される
か？）

履 修 上 の 注 意 点

第６回目以降、講師が指定するテーマ（本講義が扱うもの）について、受講者が 15 分程度報告を行
うことを予定している。

準備学習（予習・復習等）の内容

講義用資料（事前にクラスウェブに掲示）を事前に学習しておくこと。
講義用資料は、必ず講義前にダウンロードし、資料に目を通してから講義に臨むこと。

― 44 ―



教 科 書

講師が講義用資料を用意。
講義では直接使用しないが、推薦書は以下のとおりである。
Ⅰ　入門書
　兼子仁　『自治体・住民の法律入門』　岩波新書、2004 年。
　　〃　　『新　地方自治法』　岩波新書、2008 年。
　　〃　　『変革期の地方自治法』　岩波新書、2012 年。
　田島義介　『地方分権事始め』　岩波新書、1996 年。
　松下圭一　『自治体は変わるか』　岩波新書、2006 年。
Ⅱ　参考書
　松下啓一　『政策条例のつくりかた』　第一法規、2010 年。
　中川義朗ほか　『地方自治の法と政策』　法律文化社、2019 年。
　室井力　『新現代地方自治法入門（第２版）』　法律文化社、2005 年。
　宇賀克也　『地方自治法概説（第８版）』　有斐閣、2018 年。
　早坂剛　『条例立案者のための法制執務』　ぎょうせい、2001 年。
　磯部力ほか　『地方自治判例百選（第４版））』　有斐閣、2013 年。
　大津浩　�『分権改革下の地方自治法制の国際比較ー地方自治法制の新たなパラダイムを求めて』有

信堂、2019 年。
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参 考 書

講師著作
　１　単著　『グローバル化時代の広域連携』（単著）　第一法規、2017 年。
　　　　　　『広域連携の仕組み（改訂版）』　（単著）　第一法規、2019 年。
　２　論稿　（URL をクリックし閲覧可能。）
　　　　　『ファシリティマネジメントの展望』　都市センター、2014 年。
　　　　　　https://www.toshi.or.jp/app-def/wp/wp-content/uploads/2014/05/report135.pdf
　　　　　「ネーミングライツ考察」　『自治研究』　第一法規、2014 年。
　　　　　　https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/handle/10291/21137
　　　　　『人口減少時代の地域公共交通』　都市センター、2015 年。
　　　　　　https://www.toshi.or.jp/app-def/wp/wp-content/uploads/2015/05/report149.pdf
　　　　　「まちづくりと地域公共交通（上）（下）」『都市とガバナンス』　都市センター、2016 年。
　　　　　　�https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/bitstream/10291/21504/1/toshitogovernance_25_66.

pdf
　　　　　「ID 地域自治論」　『地方自治』　地方自治制度研究会、2017 年。
　　　　　　https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/bitstream/10291/21135/1/chihougyousei2_kimura.pdf
　　　　　「ID 地方自治論とガバナンス」　時事通信社、2018 年。
　　　　　　https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/bitstream/10291/21136/1/chihougyousei3_kimura.pdf
　　　　　「広域連携時代の公共施設運営」『地方議会人』　中央文化社、2018 年。
　　　　　　https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/bitstream/10291/21141/1/facility2_kimura.pdf
　　　　　「半代表制的性質を伴う地方議会の課題」『ガバナンス研究科紀要』2020 年。
　　　　　　https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/bitstream/10291/21010/1/gabanansu_16_1.pdf
　　　　　「水道広域化の展望」『公営企業』　2020 年。
　　　　　　https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/bitstream/10291/21138/1/chihouzaisei2_kimura.pdf
　　　　　「新型インフルエンザ等特措法と行政法への道しるべ」　明治大学、2020 年。
　　　　　　https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/bitstream/10291/21331/1/harenohi_kimura_1.pdf
　　　　　「新型インフルエンザ等特措法と行政法への道しるべ（2）」　明治大学、2021 年。
　　　　　　�https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/bitstream/10291/21656/1/shingatacorona_kimura_1.pdf
　３　明治大学学術成果リポジトリ　
　　　　�https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/items-by-author?author=％E6％9C％A8％E6％9D％91％

2C％E4％BF％8A％E4％BB％8B

課題に対するフィードバックの方法

Oh-o!�Meiji の Class�web にて全体講評をする。

成 績 評 価 の 方 法

講義ディスカッションへの参加（20％）、報告（20％）、レポート（60％）

そ の 他

学期末のレポート提出は、単位取得の必要条件となる。
地方自治法等の条文は、参加者が各自用意されたい。
条例を通じて行政の最前線で何が起きているかを鳥瞰することが本講義の目的である。日頃の報道記

事にも留意し、条例が社会の中でどのように機能しているのかとういう点について関心を持っていただ
きたい。
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科目ナンバー：（GS）POL526J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

消費者政策〔M〕 Ａ群 ２ １・２ 井　内　正　敏

授　業　の　概　要・到　達　目　標

【授業の概要と目的】わが国経済社会の高齢化やデジタル化が進展するなかで、悪質商法や投資詐欺
など、市場取引の信頼性を揺るがすような問題が多発している。本講義では、こうした消費者問題発生
の背景、要因を明らかにし、これらの問題に適切に対処するための消費者政策のあり方について考察す
る。このため、まず、消費者と企業の間における情報力や交渉力の格差に着目しながら、消費者政策を
支える基礎的な理論を学ぶともに、公正で効率的な市場の基礎となる新たなガバナンスモデルを明らか
にしていく。次に、我が国の消費者政策の変遷及び国・地方の消費者政策の現状を概観し、消費者政策
の形成過程及びその役割を把握する。さらに、消費者政策の手段としてのハードローとともに、企業の
社会的責任（CSR）に関連したソフトローや社会規範（Norm）の領域にも着目し、消費者政策を我が
国経済社会のガバナンスのトゥールとして捉える立場から、新たな政策のあり方について検討していく。
【到達目標】消費者と企業の間のトラブルや消費者問題の発生原因について、理論に基づいて深く理

解するとともに、公共政策及びミクロの経済政策としての消費者政策の考え方の基本を修得する。最終
的には、市場取引において発生する現実の諸問題に、理論と実証に基づいて適切に対処可能となる思考
力が身につくことを目標とする。

授 業 内 容

第１回 ：消費者政策とは〔メ
ディア授業（リアル
タイム配信型）〕

授業の進め方の説明、基本的競争モデルと現実の経済

第２回 ：消費者政策の考え
方〔メディア授業（リ
アルタイム配信型）〕

消費者トラブルと消費者問題、情報力と交渉力の格差、情報の非対
称性と取引コスト

第３回 ：政策の手法と具体
的手段〔メディア授
業（リアルタイム配
信型）〕

消費者トラブルの現状、政策の理念、リバタリアン・パターナリズム、
消費者政策の基本的法制度

第４回 ：消費者安全の確保
〔メディア授業（リア
ルタイム配信型）〕

リスクと不確実性、消費者事故情報の一元化、消費者事故の原因究
明

第５回 ：契約・取引と表示
の適正化〔メディア
授業（リアルタイム
配信型）〕

情報力・交渉力格差の存在と契約ルール（解除・取消及び条項の無効）、
消費者の安全と選択のための表示ルール

第６回 ：多様な被害救済手
段〔メディア授業（リ
アルタイム配信型）〕

苦情の相談・処理、裁判外紛争解決手続、少額訴訟、集団的被害回
復訴訟
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第７回 ：消費者政策の推進
体制〔メディア授業

（リアルタイム配信
型）〕

消費者行政の基本的枠組み、消費者政策の監視と提言

第８回 ：地方自治体と国の
協力体制〔メディア
授業（リアルタイム
配信型）〕

苦情・相談情報の集約と活用、地方消費者行政と国の支援策

第９回 ：コンシューマー・
リテラシー〔メディ
ア授業（リアルタイ
ム配信型）〕

消費者の選好、消費者の合理的選択、エシカル消費

第 10 回 ：消費者志向経営〔メ
ディア授業（リアル
タイム配信型）〕

企業の義務・責任・貢献の視点、SDGs と企業経営、価値共創

第 11 回 ：デジタル化・グロー
バル化と消費者〔メ
ディア授業（リアル
タイム配信型）〕

デジタル・プラットフォーマー（GAFA、BATH 等）の機能と政策対応、
越境トラブルへの対応

第 12 回 ：人口高齢化と消費
者〔メディア授業（リ
アルタイム配信型）〕

消費者の脆弱性と政策対応、経済主体の特性に応じた政策対応

第 13 回 ：学生のプレゼンテーションと討論〔メディア授業（リアルタイム配信型）〕

第 14 回 ：政策立案過程の現
状と課題〔メディア
授業（リアルタイム
配信型）〕

政策のラグへの対応、政策立案と利害調整

第 15 回 ：消費者政策と消費
経済学〔メディア授
業（リアルタイム配
信型）〕

EBPM�（証拠に基づく政策立案）の確立、消費経済学の役割

履 修 上 の 注 意 点

この授業はメディア授業科目として開講される。授業はすべて、リアルタイム配信型のオンライン方
式（ZOOM 利用）で実施する。原則として毎回、講義形式で行う。消費者政策や消費者問題に関する予
備知識のない学生にも理解できるよう、具体的事例を交えながら、できる限りわかりやすい授業を行う
こととする。予習、復習の便宜を考え、毎回、レジュメや資料を用意する。学期末には、テーマを決め、
学生によるプレゼンテーションと討論の場を設ける。教員への質問・相談窓口として、専用メールアド
レスを履修者に通知するとともに、必要に応じて、クラスウェブのディスカッション機能を活用する。

準備学習（予習・復習等）の内容

受講生は、講義内容だけでなく新聞や雑誌、あるいは自らの体験を通じて、消費者トラブルや消費者
問題の現実を把握し、どのような解決方法が適切かについて、自らの考えをもった上で授業を受けるこ
と。また、教科書を事前に読み、質問事項を整理した上で、毎回の授業に臨むこと。
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教 科 書

『日本の消費者政策』樋口一清、井内正敏編著（創成社）2020 年（2023 年夏までに新版発行予定）

参 考 書

『消費経済学入門』樋口一清著（中央経済社）2019 年

課題に対するフィードバックの方法

各自のプレゼンテーションに対する講評は最終の授業時間内に行う。

成 績 評 価 の 方 法

授業への参加度及び授業への貢献度（30％）、期末のレポート（70％）により評価する。
※対面形式での試験は行わない。

そ の 他

講義内容については、広く政策の企画立案や企業における経営戦略の立案などに応用可能となるよう
極力工夫する。
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科目ナンバー：（GS）POL596J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

情報化とガバナンス〔M〕 Ａ群 ２ １・２ 湯　淺　墾　道

授　業　の　概　要・到　達　目　標

概要
本科目はリアルタイムで動画を配信するメディア授業として開講する。
本科目は、国の行政や地方公共団体の行政における情報化がどのように発展の経緯とさまざまな課題

を理解することを目的とする。
事務の電算化から始まった行政の情報化は、住民基本台帳ネットワークシステム、マイナンバー制度、

自治体クラウド、AI、SNS など次々に生まれる新たな制度と技術によって高度化・複雑化しつつある。
それに伴ってコストや運用を適切に管理することが難しくなってきており、ガバナンス強化が求められ
ている。さらに、デジタルトランスフォーメーション（DX）時代を迎えて、「文書」を基本としてきた
行政にペーパーレスやワンストップなど新たな課題が生まれてきている。

本科目では、これらの行政の情報化の発展経緯と現状、問題点について正確な知識を得ると共に、行
政における諸問題を具体的に解決するための方策を立案できるように多面的な観点からの考察を行う。
到達目標

・行政における情報化の諸問題を理解し、改善策を立案することができる。
・�情報化を推進する上でどのようにガバナンスを強化すべきかについて、具体的方策を立案すること

ができる。

授 業 内 容

１ 行政の情報化の経緯 行政の情報化の発展の経緯について、大型コンピューター時代から
ミニコン・オフコン、パソコンに至るコンピュータの発展の歴史に
も触れながら概観する。

２ 情報システムの概要 行政において利用されている多様な情報システムとネットワークの
概要を理解し、自治体クラウド化など新たな潮流にも目を向ける。

３ 情報システムの運用 情報システムを実際に構築して利用するためのフローを理解する。
要件定義や調達、データセンターやクラウドに関する規格と選定、
情報システムの保守と障害への対応、コスト、コンサルタントの利
用等に関する実務と課題を理解する。

４ 住民基本台帳システムと
マイナンバー

住民基本台帳システムとマイナンバーについて、その機能と役割を
理解し、利用にあたっての制限・制約について検討する。また行政・
自治体間で情報を相互に利用するための仕組み、J-LIS の機能につい
て理解する。

５ 個人情報の保護 住民の個人情報の保護は最重要課題の一つであり、個人情報保護法
制と個人情報保護条例の内容、非識別加工情報など行政固有の制度
を理解する。民間部門とは異なり行政の保有する個人情報は情報公
開との両立が必要であり、DV 被害者の保護など行政特異の側面もあ
るため具体的な実務を理解する。またオープンデータの推進につい
て、その意義や個人情報保護、セキュリティとの両立について理解
する。
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６ 情報公開 民間部門とは異なり行政の保有する情報は原則として公開する必要
があり、その理由と具体的な実務を理解する。またオープンデータ
の推進について、その意義や個人情報保護との両立について理解する。

７ 政治参加・民意の表出の
電子化（1）

電子投票、インターネット投票など、政治参加や住民の民意表出の
電子化の手段について、発展経緯と可能性について理解する。

８ 政治参加・民意の表出の
電子化（2）

SNS やブロックチェーン等の新たな技術の利用によって住民と行政
との間で迅速・緊密な意思疎通を図る方策について、その意義と効果、
導入にあたっての問題点を理解し、SNS 自殺相談など具体的な導入
事例の考察を通じてどのように導入すべきかを検討する。

９ 情報セキュリティ（1） 行政の情報化はセキュリティに関するさまざまな脅威を生むことに
なった。それらの脅威の概要を理解し、政府統一情報セキュリティ
基準など情報セキュリティを確保するための基本的な技術や制度に
ついて知る。

10 情報セキュリティ（2） 情報システムがインターネットと接続されることによって、行政の
情報化はサイバーセキュリティへの対応を迫られている。省庁への
サイバーセキュリティ審議官の設置、「インターネット分離」など組
織的・技術的対策について理解する。

11 行政の情報化とガバナン
ス（1）

肥大する一方の情報システムはさまざまな問題も生んでおり、その
適切な運用を行政内部においてどのように確保するべきか、人的・
組織的・技術的方策について理解する。

12 行政の情報化とガバナン
ス（2）

行政の情報化をどの組織が主管してどのように推進するべきか、首
長のリーダーシップのあり方、組織を横断するシステム管理のあり
方、コストや行政内部における人材育成など、情報化を推進する上
での課題について検討する。また情報化が行政自体のガバナンス強
化にどのように貢献するかについても考察する。

13 AI の利活用 チャットボット、職員の人事評価や採用人事など AI 技術を行政に利
用する動きが広まっている。人件費の削減や事務の効率化などのメ
リットと、正確性の確保や学習データの作成など AI を導入する上で
の課題について検討する。

14 行政の情報化の今後の展
望（1）

デジタルトランスフォーメーション（DX）時代を迎え、ペーパーレ
スやワンストップの実現など行政の情報化の新たな課題について検
討する。

15 行政の情報化の今後の展
望（2）

技術の進化などを踏まえて、情報化によって行政がどのように変化
していくかについて考察する。

履 修 上 の 注 意 点

本科目はメディア授業として開講する。
講義は Zoom 動画によりリアルタイムで配信する。
出欠は Zoom へのログイン記録を利用して確認するが、本人が受講していることの確認のため、やむ

を得ない場合を除き授業開始時にはカメラを ON にして受講することが望ましい。
各回において受講者とのディスカッションを行うので、積極的に発言すること。
教室における定期試験は実施しない。
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準備学習（予習・復習等）の内容

各回の内容に関する法令や条例などについては、事前に条文を読んでおくこと。また、日頃から、各
回の内容に関連するニュース等の情報を積極的に収集しておくこと。

自分の所属する組織においてどのような問題点や課題があるかについて、事前に検討しておくこと。
講義後に、取り扱った内容について自分の所属する組織においてどのような具体的な方策を立案・実

行可能かを検討すること。

教 科 書

使用しない。講義の際に資料を配付する。

参 考 書

猿渡　知之、『最新の動向と実務がわかる　自治体の情報システムとセキュリティ』、（学陽書房）
多賀谷一照、『電子政府・電子自治体』、（第一法規）

課題に対するフィードバックの方法

課題を出した場合には、講義の際に口頭でフィードバックする。

成 績 評 価 の 方 法

講義への積極的な参加（40％）＋終了レポート（60％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL521J、（GS）POL526J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

社会開発論研究 Ｂ群 ２ １・２ 源　　　由理子

授　業　の　概　要・到　達　目　標

「社会開発」という言葉は日本においてはあまり定着していない。むしろ Social Development （社会
開発）は、国際開発の分野において馴染みのある言葉である。しかし近年のグローバル経済、新自由主
義のゆがみとして出現している貧困、格差、社会的排除といった社会的課題を背景に、日本国内におい
ても、「社会開発」の概念が次第に重要視されるようになってきた。社会開発は経済開発を補完するも
のとしての位置付けから、近年は、所得や成長指数だけでは評価できない社会のあり方や人間の well-
being の状態を問い直す政策領域として注目されてきている。

本授業では主に日本の地域社会を射程におき、ミクロなアプローチによる「社会」のあり方を検討す
る。そこでは、「社会」の一構成員である私たちひとりひとりが、身近な生活の場においてどのように「主
体的」に「社会構築」に関われるのか、社会課題の解決に向けてどのように社会システム変革の糸口が
模索できるのかといった大きな課題がある。国内の社会課題が山積している現代において、喫緊のテー
マである。

本授業では、そのような「社会開発」の系譜を国際開発並びに日本国内の歴史的変遷を踏まえ体系的
に理解し、人間開発論（とその理論的背景としてある潜在能力アプローチ）、社会関係資本（social 
capital）、市民参加、協働あるいは共創（co-production、co-creation）といったキーワードを含む先行
文献等のレビューを行い、事例分析をとおして社会開発に対する理解を含める。また、特に、コミュニ
ティにおける保健・福祉、文化・芸術といった人々の well-being に密接に関係する公共空間形成の観点
から、現代における「社会開発」の再定義を試みたい。

授 業 内 容

1. イントロダクション～国
内外における社会開発の
系譜

授業概要の説明ならびに国内外における社会開発の概念の変遷を概
観する

2. 「人間開発論」と社会開
発

社会開発の理論的背景として、人間の社会的参加の側面を重視した
「人間開発論」の特徴を学ぶ

3. 貧 困 と「潜 在 能 力 ア プ
ローチ」

貧困とは何かについて、アマルティア・センの潜在能力アプローチ
の理論をとおして考察する

4. コミュニティ論と社会開
発

カタカナの「コミュニティ」が使われるようになった背景と日本に
おける「共同性」の変遷を学ぶ

5. 市民参加と社会開発（1） 協働の概念を再検討する

6. 市民参加と社会開発（2） マルティステークホルダー・プロセス、コレクティブ・インパクト
について学ぶ

7. 社会関係資本（ソーシャ
ルキャピタル）（1）

社会関係資本とは何か、その理論について学ぶ

8. 社会関係資本（ソーシャ
ルキャピタル）（2）

社会関係資本は何の役に立つのか、その政策的含意について学ぶ

9. Well-being 再考 Well-being の測定可能性について

Ｂ　
群
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10. 事例分析１ 福祉社会開発
社会開発の視点から社会福祉分野をとらえる

11. 事例分析２ 文化政策と社会開発
社会開発の視点から文化・芸術分野をとらえる

12． 事例分析３ 国際開発分野における社会開発の事例からの示唆

13． 社会開発のプログラムの
マネジメント

社会開発プログラムを形成・評価する上での必要な視点を考察する

14. まとめ：社会開発の論点を振り返る

履 修 上 の 注 意 点

・ 関連するキーワードごとに文献資料を事前配布するので、それらを熟読したうえで授業に臨んでほし
い。そのうえで授業では、レクチャー方式（概念整理）と受講生参加による議論のふたつを組み合わ
せる。

・ 後半部分では前半部分で議論した関連する理論や考え方を踏まえ、グループワークによる事例分析を
行い、多様な視点から社会開発のあり様を議論していきたい。受講生の皆さんの積極的な参加と討論
を期待したい。

準備学習（予習・復習等）の内容

・事前に配布資料の読み込みを行ってくること

教 科 書

（教科書は使用しない）

参 考 書

・アマルティア・セン（黒崎卓・山崎幸治訳）『貧困と飢饉』（岩波書店、2000 年）
・松原治郎『社会開発論」（東京大学出版会、1973 年）
・佐藤誠編『社会開発論～南北共生のパラダイム』（有信社、2001）
・田中重好『地域から生まれる公共性』（ミネルヴァ書房、2010 年）
・稲葉陽二『ソーシャルキャピタルから見た人間関～社会関係資本の光と影』（日本評論社、2021）
・二木立編著『福祉社会開発学：理論・政策・実際』（ミネルヴァ書房、2008）
・ 松本茂章編著『文化で地域をデザインする～社会の課題と文化をつなぐ現場から』（学芸出版社、

2020）

課題に対するフィードバックの方法

・ 毎回の授業のリアクションペーパー（理解した点、疑問、自分の意見など）の提出を求め、次回の授
業でそれらに対する全体講評を取りまとめフィードバックする。

成 績 評 価 の 方 法

（1）授業における討論への貢献度（20％）
（2）授業のリアクション・ペーパー（30％）
（3）期末課題レポート（50％）　レポートの質的水準

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL528J、（GS）POL526J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

公共経営研究 Ｂ群 ２ １・２ 西　出　順　郎

授　業　の　概　要・到　達　目　標

従来、公共の経営と政府の運営とは実質的に同じように扱われており、古くは法令と政治的意思に基
づき政策を適正に執行する「行政管理」という枠組みの中で論じられてきた。しかし、NPM というムー
ブメントが台頭するとともに公共の担い手として民間企業や NPO が受容されるようになり、「公共経営」
という概念が確立されていった。本講義では、公共の担い手としての政府・行政の改革の変遷や NPO
や民間企業等の取り組み等に着目し、従来の統治とは異なるこれらの社会のありかたについて解説する。

授 業 内 容

１ 公共経営とは 公共経営の概念について、その構成要素・担い手・手段等について
解説する。

２ 政府の役割 政府の必要性を議論するため、「市場の失敗」を記述的に解説する。

３ 政府の問題 政府の問題を議論するため、「政府の失敗」を記述的に解説する。

４-５ 公共経営の変遷 我が国の戦後の取り組みを中心に行政改革等の沿革について解説する。

６ NPM 1980-90 年代に先進諸国を席巻した “New Public Management” の
動きについて解説する。

７ 戦略と評価 NPM の手法として展開された「戦略計画」と「業績評価」について
解説する。

８ 行政とマーケティング 行政におけるマーケティングの役割と手法について解説する。

８ 公共の市場化 「エージェンシー化」や「義務的競争入札」等、民間活用による公共
調達について解説する。

９ ガバメントとガバナンス 政府の役割の変容を議論するため、ガバメントとガバナンスという
概念について解説する。

10 NPO 新たな公共の担い手たる NPO と「ボランタリーの失敗」について解
説する。

11 社会と企業 CSR、社会的企業等の概念と取り組みについて解説する。

12 ソーシャルキャピタル 近年着目されているソーシャルキャピタルの概念について解説する。

13 市民の政策参加

14 課題発表

履 修 上 の 注 意 点

上記の授業計画は、全体の目安を示したものであり、実際の授業の進展度合いによって変更されるこ
とがある。適宜、授業のなかで説明を加える。

準備学習（予習・復習等）の内容

各授業ごとに次回授業で使用するレジュメを配布する。毎回、次の授業で扱うテーマについて図書資
料その他の情報源から得られる情報を得て授業に臨むこと。
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教 科 書

レジュメ等を用意する。

参 考 書

その都度、Oh-o! Meiji を通じて配布する。

課題に対するフィードバックの方法

次回講義の中で前回復習を通じ確認する。

成 績 評 価 の 方 法

課題レポート及び（もしくは）プレゼンテーション（100％）
授業の要点等を踏まえ、独自の観点から公共経営にかかかるレポートの提出及びそのプレゼンテー

ションを求める。

そ の 他

学会の関係で講義日程に変更が生じる場合あり。
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科目ナンバー：（GS）POL528J、（GS）POL526J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

自治体経営研究 Ｂ群 ２ １・２ 小　林　　　清

授　業　の　概　要・到　達　目　標

住民福祉を目的とし、公平の理念に支配される公共部門には、利益の追求を目的とする民間企業の「経
営」理念は本来的には馴染まないはずだった。しかし、企業経営の手法を活用した経済合理性の導入や
顧客に対するサービス精神の徹底など民間経営の手法による「最小の経費による最大幸福の実現」が公
共部門にも求められる時代になった。効率性、機動性、透明性、サービスの質といった要素が常に意識
されるようになり、「全体の利益」「公共の福祉」を使命とする行政の存在意義が揺らぐことはないが、
行政の役割は量的・質的に大きく変化し、政策形成のあり方や人事制度などの見直しを促している。

また、今回のコロナ危機は自治体経営のあり方にも大きな影響を与えている。
既存のパラダイムを革新するためにはどうすればよいか。従来からのパターン化した方式による組織

の統廃合や職員定数の削減、外郭団体の数の削減などといった方法だけでは新しい時代に対応できなく
なっている。それぞれの自治体のおかれた状況に応じて、特色ある自治体経営を展開するには、どうす
ればよいか。各種行政改革の手法や PFI 手法、職員の意識改革、新しい労使関係、各種外部監査や事務
事業評価のあり方、これからの料金政策、自治体経営に必要な最新の知識と手法の付与をはかる。

まちづくりの資金計画や新しい手法、福祉改革の実際、外郭団体改革の現実、職員定数削減の実際、
量の行革から質の行革への転換、都市力や地域力の強化、「稼ぐ力」の創出、これらの財政効果など、
自治体経営をめぐる実際的論点についても実証的に研究する。

授業にあたっては、単に理論を説くだけではなく、先進事例の理念や方法、問題点や努力など、その
成功・失敗・意義などを分析研究する。

授 業 内 容

１ 自治体経営総論 なぜ自治体経営が問題となるのか、その歴史と展望

２ 首長のリーダーシップ論 代表的な自治体首長の群像と歴史

３ 幹部のリーダーシップ論 自治体幹部には何が求められるのか、リーダーシップ論

４ 行財政改革論 行財政改革の代表例とその整理、理論と歴史、ロンドンやニューヨー
クなど海外事例の研究、労使交渉の実際

５ アフターコロナの自治体
経営

今回のコロナ危機が自治体経営にどのような影響を与えたのか、今
後のあり方を含めて考察する。

６ 先進事例研究（1） 自治体経営の先進事例を取り上げて、その経営の優れた点や問題点、
将来方向などについて研究する。

７ 先進事例研究（2） 自治体経営の先進事例を取り上げて、その経営の優れた点や問題点、
将来方向などについて研究する。

８ 先進事例研究（2）続き 上記（2）の調査結果をさまざまな角度から批判的に分析検討、評価し、
類似の成功例や失敗例を加味して、共通の法則を得る。その過程で
これからの自治体経営のあり方を探る。

９ 先進事例研究（3） 自治体経営の先進事例を取り上げて、その経営の優れた点や問題点、
将来方向などについて研究する。
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10 先進事例研究（3）続き 上記（3）の調査結果をさまざまな角度から批判的に分析検討、評価し、
類似の成功例や失敗例を加味して、共通の法則を得る。その過程で
これからの自治体経営のあり方を探る。

11 先進事例研究のまとめ 数例の先進事例研究からできるだけ共通の法則を導き出して、自治
体経営改革の方法を実証的に整理する。

12 自治体経営改革（1） これまでの講義を踏まえ、まちづくり、福祉、人事政策など各種分野
について一定の具体的な前提のもとに改革提案を作成する演習を行う。

13 自治体経営改革（2） これまでの講義を踏まえ、まちづくり、福祉、人事政策など各種分野
について一定の具体的な前提のもとに改革提案を作成する演習を行う。

14 自治体経営改革（3） これまでの講義を踏まえ、まちづくり、福祉、人事政策など各種分野
について一定の具体的な前提のもとに改革提案を作成する演習を行う。

15 自治体経営改革（4） これまでの講義を踏まえ、まちづくり、福祉、人事政策など各種分野
について一定の具体的な前提のもとに改革提案を作成する演習を行う。

履 修 上 の 注 意 点

下記のとおり校外授業、現場視察およびゲスト講師による授業を実施します。
　10 月中旬　バスによるフィールドワーク
　 ウィンストン・エンゲル氏特別講義（ニューヨーク市都市計画局戦略企画部上級政策アドバイザー、

前ガバナンス研究科特別招聘教授）（留学生参加・逐次通訳あり）
　　　11 月 11 日（土）14：00～17：00　ニューヨークの都市計画（1）
　　　    　12 日（日）14：00～17：00　ニューヨークの都市計画（2）
　　　    　13 日（月）19：00～22：00　ニューヨークの都市計画（3）
　11 月下旬　政策課題に関するオンラインによる発表・討論会
この授業は、今村保雄兼任講師の「自治体の政策創造」と合わせて受講することが望ましい。
校外授業・合宿への出席は履修者にとって単位取得の前提とならないが、これらは専門職大学院にとっ

て特に重要なので出席することが望ましい。

準備学習（予習・復習等）の内容

講義資料を示すので、事前に読んで予習することが望ましい。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

適宜、指示する。

課題に対するフィードバックの方法

中間レポートの講評やディスカッションを行い、最終レポートにつなげていく。

成 績 評 価 の 方 法

（1）授業への貢献度、参加度 20％　（2）講義中に行われる発表と議論の内容 40％　（3）課題レポー
ト 40％

※レポートでは具体的な政策について本人の考え方や提案を中心に採点します。文献の引用は原則
として評価の対象としません。

そ の 他

授業中には積極的な言動を期待する。
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科目ナンバー：（GS）POL528J、（GS）POL526J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策評価研究 Ｂ群 ２ １・２ 西　出　順　郎

授　業　の　概　要・到　達　目　標

我が国の国・地方自治体が取り組んでいる政策評価（もしくは行政評価）の基本的なねらいと考え方、
具体的な仕組みと手法、導入の実務と課題について解説する。政策評価は 1990 年代後半に海外からそ
の枠組みが輸入され、地方自治体を中心に急速にその導入が展開された。しかし、従来型の経営資源の
分配システムに「数値による成果」という新たな物差しを用いた政府の失敗を是正する伝家の宝刀とし
て行政改革の一翼を担ったものの、その実効性については未だ多くの批判が投げかけられている。本講
義では、評価実践の現状を理解したうえで評価理論（Evaluation Theory）といった評価の現実機能を探
る実践理論を学び、また評価演習をおこなうことで、実践の場において、評価の制度設計もしくは調査
分析に現実的に対応し得る基本的な知識及び技能について解説する。

授 業 内 容

１ 政策とは、評価とは、政策と評価

２ 政策の必要性

３ 評価の必要性

４ 我が国の政策評価の導入の歴史

５ 我が国の政策評価の枠組み

６ 評価の問題（制度）

７ 評価の問題点（組織内部）

８ 評価の基礎概念（1）

９ 評価の基礎概念（2）

10 評価の基礎概念（3）

11 評価の基礎概念（4）

12 評価の手法（1）

13 評価の手法（2）

14 内的妥当性の脅威

履 修 上 の 注 意 点

上記の授業計画は、全体の目安を示したものであり、実際の授業の進展度合いによって変更されるこ
とがある。適宜、授業のなかで説明を加える。

準備学習（予習・復習等）の内容

各授業ごとに次回授業で使用するレジュメを配布する。毎回、次の授業で扱うテーマについて図書資
料その他の情報源から得られる情報を得て授業に臨むこと。

教 科 書

レジュメ等を用意する。
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参 考 書

西出順郎（2020）　『政策はなぜ検証できないのか』　勁草書房
その都度配布する。

課題に対するフィードバックの方法

次回講義の中で前回復習を通じ確認する。

成 績 評 価 の 方 法

演習課題レポートの提出及び（もしくは）プレゼンテーション（100％）

そ の 他

学会の関係で講義日程に変更が生じる場合あり。
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科目ナンバー：（GS）ACC596J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

公会計研究〔Ｍ〕 Ｂ群 ２ １・２ 東　　　信　男

授　業　の　概　要・到　達　目　標

（概要）
公会計とは、公的部門の会計のことである。本授業では、我が国における公会計の全体像を把握でき

るように、国及び地方公共団体に加え、国の政策実施機関である独立行政法人と、地方公共団体が経営
する地方公営企業を取り上げる。国及び地方公共団体の公会計制度は、現金主義・単式簿記を採用して
いるが、説明責任の履行、財政活動の効率化等を図るうえで課題があることから、近年、公会計改革が
行われ、発生主義等の企業会計の手法が導入された。一方、独立行政法人及び地方公営企業の公会計制
度は、発生主義・複式簿記を採用しているが、企業会計とは異なる会計処理が行われている。

本授業では、国及び地方公共団体について、公会計の現行制度について解説するとともに、公会計改
革の背景にある現行制度の課題を論じる。そして、国及び地方公共団体で行われた公会計改革を取り上
げ、新たに作成されるようになった財務書類について解説するとともに、発生主義会計情報の活用事例
を紹介する。

また、独立行政法人及び地方公営企業について、制度設計とともに、それを反映させた公会計の現行
制度について解説する。さらに、公会計基準のグローバル・スタンダードである国際公会計基準（IPSAS）
について、国際財務報告基準（IFRS）と比較することにより公会計の特徴を明らかにするとともに、主
な IPSAS 基準について解説する。
〈到達目標〉
我が国の公会計制度、国及び地方公共団体の公会計改革、IPSAS について専門的知識を体系的に習得

すること。また、発生主義会計情報を用いたコスト分析及び財政分析を行い、実践的な問題発見・解決
能力を習得すること。

授 業 内 容

１ a．イントロダクション 授業内容の概要

b．国の財政状況 財政の現状

２ 公会計の枠組み 我が国における公会計の基礎概念

３ 国の公会計制度（1） 国の予算・決算制度

４ 国の公会計制度（2） 国の財産管理制度

５ 国の公会計制度（3） 国の政策評価制度

６ 国の公会計制度（4） 国の公会計改革（1）

７ 国の公会計制度（5） 国の公会計改革（2）

８ 独立行政法人の公会計制度 独立行政法人の制度設計及び固有の会計処理

９ 第１回課題（コスト分析） コスト分析の発表と討論

10 地方公共団体の公会計制
度（1）

地方公共団体の予算・決算制度

11 地方公共団体の公会計制
度（2）

地方公共団体の公会計改革（1）
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12 地方公共団体の公会計制
度（3）

地方公共団体の公会計改革（2）

13 地方公営企業の公会計制
度

地方公営企業の制度設計及び固有の会計処理

14 第２回課題（財政分析） 財政分析の発表と討論

15 国際公会計基準（IPSAS） IPSAS の基礎概念と基準

履 修 上 の 注 意 点

本授業はメディア授業（リアルタイム型）で行う。授業では対話型及び問題発見・解決型教育の手法
を採用するので、受講生への質問、発表及び討論を実施する。

準備学習（予習・復習等）の内容

第２回以降の授業は、テキストに沿って行うので、授業中の質疑応答に参加できるように、予習とし
て該当章を読了するとともに、当該章末にある演習の解答を作成すること。授業では、各章の内容を具
体的に説明したり、演習の解答を解説したりする。

教 科 書

担当教員が作成したテキスト「公会計の理論と制度－公会計制度と国際公会計基準（IPSAS）－」を
使用する。Oh-o! Meiji のクラスウェブにテキストをアップロードするので、ダウンロードして授業に持
参すること。テキスト以外の資料も全てクラスウェブにアップロードするので、ダウンロードして授業
に持参すること。

参 考 書

テキストの参考文献を参照すること。

課題に対するフィードバックの方法

課題については、授業中に受講生の発表に対して講評を行うので、講評内容を反映させた最終報告を
提出すること。期末レポートの講評については、Oh-o! Meiji のクラスウェブを通じて配信するので、確
認すること。

成 績 評 価 の 方 法

授業への貢献度 30％、課題 30％及び期末レポート 40％で評価する。

そ の 他

この授業は、担当教員の実務経験を活かした実践的な内容になっている。
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科目ナンバー：（GS）ECN551J、（GS）ECN556J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

税 制 研 究 Ｂ群 ２ １・２ 米　田　耕一郎

授　業　の　概　要・到　達　目　標

「税制」は、政府がその活動を行うための財源を調達することを主目的とした社会インフラです。そ
の影響は、政府のみならず国民生活や経済社会全般に及びます。したがって、税制の決定は政治の重要
な役割です。また、税制を公平・適正に執行するためには、膨大な数の法人を含む納税者について、税
の起因となる行為を始め納税能力や納税行為などの情報を収集・処理する必要があります。情報を中心
とした税に関する技術を知らなければ、実質的に「公平な税制」を築けないのです。

本授業においては、様々な技術に支えられた重要な社会インフラである税制について、近年話題となっ
た題材を切り口として、各人が現実的・実践的な議論を展開できるようにすることを目標とします。そ
の過程を通じ、現行の我が国税制の仕組み、実態及びその決定プロセスを把握することができます。

授 業 内 容

１ イントロダクション 社会システムとしての税制の全体像を概観する。また、今後の授業
理解に必要な限度で現行税制体系について論じる。

２ 税制の政治過程 衆参ねじれ状態のガソリン国会時の経験などを踏まえ、税制の決定
プロセスについて政治過程を中心に論じる。

３ 間接税１（蔵出しタイプ） たばこ税や酒税など納税義務者の数が少ない蔵出しタイプの間接税
について考察します。

４ 間接税２（消費税） インボイス、軽減税率や金不正国内持ち込みによる消費税脱税問題
を切り口として、消費税の構造を考察します。

５ 地方消費税 いわゆる国境調整問題を中心に地方消費税の問題を考察します。

６ デジタル税と PE、法人税 経済活動のディジタル化・国際化が進むにつれこれまで課税権が及
ぶ範囲を決定してきた PE 概念とのずれが生じています。デジタル税
構想を例に考察します。

７ 所得課税１　所得税 所得税の税率構造、控除、所得の類別、源泉徴収と情報などについ
て考察します。

８ 所得課税２　住民税 フラット化された住民税の税率、「現年所得課税化」問題などのほか
ふるさと納税の功罪について論議します。

９ 国の資産課税 所得税における金融資産課税のほか相続税・贈与税について論じる。

10 地方の資産課税 基礎自治体の基幹税である固定資産税について、資産税のキーであ
る評価の問題を含め考察します。

11 地方税体系に関する諸問
題

望ましい地方税体系としてあげられる「安定性・普遍性・応益性・
自主性」などについて考察します。

12 政府の収入における税の
位置

政府の収入には、税収のほか手数料・使用料や過料・罰金、寄付な
どもあります。税はどのような位置づけになるか考察します。

13 「弱い？租税債権」を生
まない or 徴収する工夫

債務の同時履行が原則である一般の債権に比べ租税債権は徴収が難
しい。課税・徴収両面にわたる工夫について考察します。
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14 マイナンバーの可能性 税務システムは情報処理の塊りです。マイナンバーが納税者番号と
してどのような可能性を開くのか考察します。

15 総括 授業全体の総括を行い、受講者が提出したレポートを素材として、「今
後の望ましい日本の税制」について議論します。

履 修 上 の 注 意 点

上記に示した授業内容・日程については、受講者の関心度合い・知識レベルや社会における税制論議
の状況に応じ柔軟に対応していく予定です。

授業は、対面・リアルタイム併用型（対面授業をリアルタイムで配信）で行います。

準備学習（予習・復習等）の内容

毎回授業時に次回授業時のテーマを提示するので、そのテーマにつき自分なりに考えておくこと。
また、授業中の議論を振り返り、不明な点があれば授業で質問すること。
税制の歴史は政治史と密接な関係にあるため、日本史及び世界史に興味を持って勉強することや税に

関する図書・新聞などをフォローすることが望まれる。

教 科 書

使用しません。
毎回（最終回を除く。）レジュメを配布する予定です。

参 考 書

使用しません。

課題に対するフィードバックの方法

受講者は最終授業日に「税制に関する私の提案」をテーマとしたレポートを提出しなければなりませ
ん。このレポートに対して、同日に受講者全員で議論するとともに、解説の時間を設けます。

成 績 評 価 の 方 法

受講者は全員が最終回（第 15 回）の授業までに「税制に関する私の提案」をテーマにレポートを提
出しなければなりません。

成績は、授業への参加度・貢献度　60％、レポート　40％で評価します。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）ECN516J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

経済学研究〔Ｍ〕 Ｂ群 ２ １・２ 加　藤　竜　太

授　業　の　概　要・到　達　目　標

経済学の基礎的な枠組みを講義する。特に我々の社会に於ける多くの問題が如何に経済学的な考え方
によってとらえることが出来るかという点に力点を置き、なるべく直感的に理解できるように講義を進
める。講義ではなるべく数学的な説明は避け、多くの事例を用いて経済学的な枠組みで現実社会を考え
ることを大きな主眼とする。一見経済学とは関係のないような事例も含めて、なるべく多くの事例を用
いながら、如何に経済学的な考え方で多くの問題が理解でき、また、解決できるかと言うことについて
学ぶ機会を提供する。

少子高齢化社会の到来など、多くの問題が社会には山積みである。自分で社会を考えることが出来る
ためには、データを正しく読み解き、かつ正しく使う力も大切である。多くの事例の紹介とともに、基
本的な統計学の知識も同時に説明される予定である。前半部分は経済学的考え方の中心であるミクロ経
済学を講義し、その後に日々の身近な問題を扱うマクロ経済学を講義する。

授 業 内 容

１ イントロダクション 経済学的発想とは？

２ ミクロ経済学の基礎　I 需要と供給の世界と循環する社会

３ ミクロ経済学の基礎　II 消費者グループの行動とは？

４ ミクロ経済学の基礎　III 生産者グループの行動とは？

５ ミクロ経済学の基礎　IV 市場：消費者と生産者の出会い

６ ミクロ経済学の基礎　V 市場の形態と効率性

７ ミクロ経済学の基礎　VI 市場の失敗

８ ミクロ経済学の基礎　VII 人々の行動とゲーム理論

９ マクロ経済学の基礎　I マクロ経済学とは？

10 マクロ経済学の基礎　II 経済全体のパフォーマンスの測定：GDP、失業、インレーション

11 マクロ経済学の基礎　III 均衡国民所得の決定

12 マクロ経済学の基礎　IV IS ＝ LM 分析入門

13 マクロ経済学の基礎　V IS ＝ LM 分析における財政政策・金融政策

14 マクロ経済学の基礎　VI 日本経済を知ろう：財政赤字、年金、医療

15 論点整理 a：試験
b：論点整理と正答の解説

履 修 上 の 注 意 点

高度な数学の基礎は前提としないものの、ある程度のレベル（簡単な関数など）は前提とする。

準備学習（予習・復習等）の内容

数学的な展開に興味のある学生には個別に参考書等を紹介する。

教 科 書

とくにテキストは指定しない。
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参 考 書

内容が多岐にわたっているため、トピックに合わせて参考文献を紹介する。なお、毎回の授業では講
義ノートを配布する。

課題に対するフィードバックの方法

回答、あるいは回答例をオンライン上で公開する。また提出された課題に対しては各学生に対してコ
メントをフィードバックする。

成 績 評 価 の 方 法

講義される内容に基づいたレポートの提出が求められる。詳細は講義中に説明する。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）SOC546J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

社会福祉制度論〔Ｍ〕 Ｂ群 ２ １・２ 岡　部　　　卓

授　業　の　概　要・到　達　目　標

［概要］
社会福祉制度は、現代社会の諸変化によって生み出された多様な生活課題に対応することにある。本

講義では、社会福祉制度の役割・範囲、歴史、社会福祉行政、社会福祉組織、各種社会福祉制度の概要
とその実際、課題と展望について講述する。

［到達目標］
・社会福祉制度に関する基本的な理解を図る。
・ 社会福祉行政・社会福祉組織・社会福祉諸制度の概要、今日的課題を理解し議論・考察できるように

する。

授 業 内 容

１ 現代社会と福祉問題・課
題

福祉課題の構造、生成、新たな福祉課題

２ 社会福祉制度の役割・範
囲

社会福祉の概念、範囲、目的、役割、種類と分類

３ 社会福祉の歴史 海外の歴史、日本における戦前・戦後の歴史

４ 社会福祉行政（1） 行政活動、国と地方の役割・実施体制、社会福祉の給付方式とサー
ビス利用関係

５ 社会福祉行政（2） 社会福祉の財政、福祉計画、福祉計画の実際、地域福祉計画、高齢
者福祉計画、社会福祉行政の課題

６ 社会福祉組織（1） 社会福祉サービスの提供組織、社会福祉施設

７ 社会福祉組織（2） 社会福祉事業、社会福祉法人

８ 社会福祉組織（3） 各種法人（NPO 法人、医療法人など）、その他の団体・組織

９ 各社会福祉制度（1） 子ども家庭福祉

10 各社会福祉制度（2） 障がい者福祉

11 各社会福祉制度（3） 高齢者福祉・介護保険

12 各社会福祉制度（4） 貧困・低所得者福祉

13 各社会福祉制度（5） 地域福祉

14 各社会福祉制度（6） その他各種社会福祉制度

15 社会福祉制度の動向と課
題

社会福祉制度の動向、社会福祉制度の課題と展望

履 修 上 の 注 意 点

社会福祉制度を学ぶ上で社会福祉の基本的な考え方と知識、法制度の理解が必要となる。そのため、
不足している点については、十分な予習と復習を行うこと。その点について、必要があると考える院生
は、個別に相談をすること。
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準備学習（予習・復習等）の内容

事前に次回のテーマについて、教材等を用いて予習をしておくこと。

教 科 書

レジュメ・資料を毎回、講義時に配布する。

参 考 書

武川正吾（2011）『福祉社会―包摂の社会政策 新版』有斐閣
古川孝順（2004）『社会福祉の運営―組織と過程』有斐閣

課題に対するフィードバックの方法

毎回リアクションぺーパーを使用し、次の授業の課題に対し記述するとともに、授業終了後の意見を
記述したコメントペーパーを提出し、個々の学生の学びに対し個別に教員がフィードバックする。また、
それを授業時に全体で共有し、意見交換を行う。

成 績 評 価 の 方 法

成績は、講義中の議論への参加（40％）、課題レポート（60％）で評価する。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）ECN546J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

消費経済学〔Ｍ〕 Ｂ群 ２ １・２ 井　内　正　敏

授　業　の　概　要・到　達　目　標

【授業の概要と目的】本講義は、ミクロ経済学の応用分野としての消費経済学について、その内容を
わかりやすく解説するものである。これまで、ミクロ経済学では、市場メカニズムや消費者行動、企業
行動について精緻な分析や理論が構築されているが、現実の消費者問題や実践的な消費活動を考える際
には、必ずしも十分なツールが提供されているとは言い難かった。本講義では、消費者問題や消費者政
策を考える際に基礎となる消費経済学的なアプローチについて、行動経済学や情報の経済学等の最新の
研究成果も踏まえつつ、具体的な事例に即して、学んでいくこととしている。
【到達目標】消費経済学の基本的枠組を修得するとともに、市場取引において生じる様々な問題に自

ら的確に対処できる経済学的思考法が身につくことを到達目標とする。

授 業 内 容

第１回 ：消費経済学とは〔メディア授業（リアル
タイム配信型）〕

授業の進め方の説明、理論と現実の経済

第２回 ：市場メカニズム〔メディア授業（リアル
タイム配信型）〕

基本的競争モデル（完全競争モデル）の仮定、
需要と供給、市場均衡

第３回 ：消費者行動と企業行動の理論〔メディア
授業（リアルタイム配信型）〕

効用最大化と需要曲線、利潤最大化と供給曲線、
余剰分析

第４回 ：市場取引と資源配分〔メディア授業（リ
アルタイム配信型）〕

部分均衡分析と一般均衡分析、市場の失敗と公
共政策

第５回 ：消費者・企業間のトラブルとその要因〔メ
ディア授業（リアルタイム配信型）〕

情報力、交渉力、消費者トラブルと消費者問題

第６回 ：市場経済とサステイナビリティ〔メディ
ア授業（リアルタイム配信型）〕

サステイナビリティと３つのサブ経済システム

第７回 ：消費経済学の基礎概念〔メディア授業（リ
アルタイム配信型）〕

情報の非対称性、限定合理性、サステイナビリ
ティ

第８回 ：市場における情報の非対称性〔メディア
授業（リアルタイム配信型）〕

シグナリング、スクリーニング、自己選択メカ
ニズム

第９回 ：消費者の心理と行動（1）〔メディア授業（リ
アルタイム配信型）〕

限定合理性

第 10 回 ：消費者の心理と行動（2）〔メディア授業（リ
アルタイム配信型）〕

消費者の脆弱性

第 11 回 ：企業の目的と役割〔メディア授業（リア
ルタイム配信型）〕

取引コストの理論

第 12 回 ：市場の機能と市場のルール〔メディア授
業（リアルタイム配信型）〕

市場の質、市場を支える制度の変遷

第 13 回 ：学生のプレゼンテーションと討論〔メディア授業（リアルタイム配信型）〕
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第 14 回 ：新たな市場取引の形態と経済学〔メディ
ア授業（リアルタイム配信型）〕

経済のデジタル化とグローバル化、新たな政策
展開の必要性

第 15 回 ：ミクロの経済政策〔メディア授業（リア
ルタイム配信型）〕

新たな政策展開と消費経済学の役割

履 修 上 の 注 意 点

この授業はメディア授業科目として開講される。授業はすべて、リアルタイム配信型のオンライン方
式（ZOOM 利用）で実施する。原則として毎回、講義形式で行う。経済学の予備知識のない学生にも理
解できるよう、図表や事例を交えながら、できるだけわかりやすい、丁寧な授業を行うこととする。予
習、復習の便宜を考え、毎回、レジュメや資料を用意する。学期末には、テーマを決め、学生によるプ
レゼンテーションと討論の場を設ける。教員への質問・相談窓口として、専用メールアドレスを履修者
に通知するとともに、必要に応じて、クラスウェブのディスカッション機能を活用する。

準備学習（予習・復習等）の内容

予習に当たっては教科書とともに事前にアップロードするレジュメを活用すること。消費経済学は実
践的な視点や取組みを重視する学問である。このため、市場取引において現在まさにどのような問題が
生じているか、また各経済主体はどのように対処しているかについて、常に関心を持って、それらを伝
える新聞やインターネットなどの記事に接する習慣を身につけて欲しい。その上で、講義において説明
する経済学の考え方を踏まえ、問題の本質や解決の方策を自ら考えた上で授業を受けること。

教 科 書

『消費経済学入門』樋口一清著（中央経済社）2019 年

参 考 書

『ミクロ経済学　第３版』伊藤元重著（日本評論社）2018 年
『NUDGE 実践 行動経済学 完全版』リチャード・セイラー、キャス・サンスティーン著、遠藤真美訳（日

経 BP）2022 年

課題に対するフィードバックの方法

各自のプレゼンテーションに対する講評は最終の授業時間内に行う。

成 績 評 価 の 方 法

授業への参加度及び授業への貢献度（30％）、期末のレポート（70％）により評価する。
※対面形式での試験は行わない。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL528J、（GS）POL526J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

公共政策の交渉分析 Ｂ群 ２ １・２ 松　浦　正　浩

授　業　の　概　要・到　達　目　標

「交渉」というと何か身構えてしまう人も多いでしょうが、実際のところ誰もが毎日交渉を行ってい
ます。たとえば家庭内での会話（例えば「今夜のご飯は何にしようか？」）なども一種の交渉です。ま
た同時に、国家間で条約を締結する際にも交渉は行われています。これら多様な「交渉」を幅広くとら
え、それらの共通点から見出された基本的な枠組みが「交渉学」です。幅広い分野の現場で適用可能で
あるため、現在では全米各地の専門職大学院（公共政策大学院、法科大学院、ビジネススクール、都市
計画大学院など）で教えられています。
「交渉」のスキルは生まれもってのものであって、勉強や練習をしても改善は難しいと思い込んでい

る人が多いと思われますが、実際はそうではありません。「交渉学」の枠組みを用いて反省することで、
交渉に係る問題の正しい理解が可能となり、「交渉学」を念頭に実際の交渉を進めれば、適切な問題改
善へとつなげることができます。また、「交渉」の最終目標は相手を打ち負かすことではありません。
むしろ、自分と交渉相手が今後共存できる方法をお互い納得できる形で見つけることが交渉の目標です。
ですから、今回の講義で扱う「交渉学」のことを「Win-Win 交渉」などと呼ぶ人もいます。

本講義はスキルの体得に主眼を当て、米国の専門職大学院で長年行われている「交渉学」の授業とほ
ぼ同じ形式で進行します。交渉スキルは自動車の運転と同じく、学習と実践を繰り返すことで始めて体
得できるものです。講義では複数の交渉シミュレーション演習を用い、学習した「交渉学」の理論や方
法論を実際に自分自身で試していただきます。また、現場への適用を常に念頭に置きながら講義に参加
していただくため、ディスカッションへの参加を重視します。本講義は聴講の場ではなく、むしろ講師
を含めた「学びあいの場」だと考えて参加してください。

授 業 内 容

第１回 概論 ・講義概要について紹介
・対象とするテーマ、問題意識、到達目標など
・「とにかく勝つ」ゲーム

第２回 立場と利害、BATNA ・交渉における「立場（position）」と「利害（interest）」の分離
・交渉が不調に終わったときの代替案を認識する必要性

第３回 配分型交渉 ・単一の条件についてのみ交渉する配分型交渉
　（distributive bargaining）の分析

第４回 交渉演習（1） ・配分型交渉について２名１組のペアで交渉を演習
　（「桜井さん vs. 小池さん」演習）

第５回 統合型交渉 ・複数の条件をパッケージとして交渉する統合型交渉
　（integrative bargaining）の理論的背景と実際の理解

第６回 統合型交渉（2）と補
足事項

・統合型交渉の復習と心理的技法に関する捕捉
　（「掃除当番」ミニ演習）

第７回 交渉演習（2） ・統合型交渉について２名１組のペアで交渉を演習
　（「水無月マンション開発事業」演習）

第８回 多者間交渉としての
公共政策

・ 公共政策の形成過程を多者間交渉と認識することで、その課題と
プロセスの重要性について理解

第９回 交渉演習（3） ・インフラ整備の多者間交渉について複数名で交渉を演習
　（「ハーボコ」演習）
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第 10 回 ファシリテーション ・ 多者間交渉を効率的に進めるためのファシリテーション技法につ
いて実践的に学ぶ

第 11 回 交渉演習（4） ・「仲介役」を交えた３名１組のチームで交渉を演習
　（「成橋市ホームレス問題」演習）

第 12 回 価値観論争と配分の
正義

・ 交渉では解決の難しい価値観（規範）に関する論争の存在につい
て理解し、公共政策部門における実践的な対応について議論する

・ いかなる交渉にも伴う配分の倫理面での課題について理論的な理
解を深め、実務的な課題を念頭に議論する

第 13 回 交渉演習（5） ・価値観を含む交渉課題について複数名のチームで交渉を演習

第 14 回 紛争解決システム ・ 繰り返し発生する紛争を交渉によって迅速かつ円滑に解決するた
めの制度（紛争解決システム）設計について理解する

第 15 回 まとめ ・ 期末テストを行ったうえで、これまでに学んだ内容について総復
習を行う

履 修 上 の 注 意 点

本講義は問題解決と価値生産のための交渉を念頭に置いており、心理的な技法による説得や懐柔は扱
わないので履修に際して注意されたい。また学修上、模擬交渉演習が重要な位置づけを持っているが、
演習を欠席した場合、ビデオ視聴等での補習は不可能であることに注意されたい（遠隔からのリアルタ
イムでの演習参加は可能である）。

準備学習（予習・復習等）の内容

他の受講生と一緒に模擬交渉の演習を行う。事前に演習に関する資料（１～６ページ程度）を配布す
るので、必ず一読し、交渉戦略を検討したうえで演習に臨むこと。その他は講義にて指示する。

教 科 書

松浦正浩著　「おとしどころの見つけ方：世界一やさしい交渉学入門」、クロスメディア・パブリッシ
ング、2018

フィッシャー、ユーリー著　「ハーバード流交渉術」　三笠書房、1990

参 考 書

松浦正浩著　「実践！交渉学：いかに合意形成を図るか」、ちくま新書、2010
Lax、D. and Sebenius、J. （1987）. Manager as Negotiator、Free Press.

課題に対するフィードバックの方法

各小レポートについては、採点後コメントを付して返却する（PDF ファイルの注釈機能を用いてコメ
ントする）。

成 績 評 価 の 方 法

授業中の評価（受講態度、模擬交渉演習における技能等）35％、小レポート（５回）40％、期末テ
スト 25％

小レポートについて：第１回～第５回の各交渉演習について、演習を通じて学んだ知見を 1,000 字以
内のレポートとして演習の翌週の正午までに Oh-o! Meiji で提出すること。知見とは、演習の交渉過程・
結果等を分析して、現実の交渉で注意すべき教訓、ポイントなどであり、感想や交渉過程そのものの叙
述ではない。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）SOC646J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅰ－Ａ（こどもと福祉）〔M〕 Ｃ群 ２ １・２ 岡　部　　　卓

授　業　の　概　要・到　達　目　標

〈授業概要〉
少子化が急速に進むなかで、仕事と子育ての両立支援など子どもを産み育てやすい環境づくりに向け

た少子化対策・子育て支援対策が必要となっている。
また現代社会の諸変化により、子どもが安心・安全に成長・発達する場としての家庭や学校、地域な

どが大きく変容し、これまで行われてきた役割や機能そして支え合いが低下し、いろいろな課題が表面
化してきている。具体的には、保育所問題、児童虐待、ひきこもり、非行、子どもの貧困などである。
これら課題をどのように理解し、また対策を講じたらよいのか。

そこで本授業では、子どもの権利保障を基底に、子ども・家庭を取り巻く環境の変化、子ども家庭福
祉に関する法制度や支援の実際について講述し、それらを素材に受講者とのグループディスカッション
を行い、新たな視点や解決策等について展望する。
〈到達目標〉
子どもを権利主体とする見方、子どもや子育て家庭の現状、子ども家庭福祉制度の現状と課題の理解

を図り、受講者各自がどのような方策が望ましいか表明できることを目標とする。

授 業 内 容

１ なぜ子どもや家庭を支援するのか

２ 子どもや家庭を取り巻く環境

３ 子ども家庭福祉の理念

４ 子ども家庭福祉制度はどのように発展してきたか

５ 子ども家庭福祉制度の全
体像

―法体系・実施体制・サービス方式

６ 子ども家庭福祉制度の全
体像

―財源・人材・計画

７ 子ども家庭福祉制度の現
状と課題

―子育て支援策（保育）

８ 子ども家庭福祉制度の現
状と課題

―子育て支援策（放課後児童健全育成事業、地域における子ども・
子育て支援、児童手当等）

９ 子ども家庭福祉の現状と
課題

―要保護児童対策（被虐待児対策）

10 子ども家庭福祉の現状と
課題

―要保護児童対策（施設保護、里親制度等）

11 子ども家庭福祉の現状と
課題

―要保護児童対策（障がい児対策、少年非行対策等）

12 子ども家庭福祉の現状と
課題

―ひとり親、母子保健、DV 対策等

Ｃ　
群
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13 子ども家庭福祉の現状と
課題

―子どもの貧困対策等

14 子ども家庭福祉の新たな
取り組み

―個人・地域・企業・NPO 等各種団体・行政

15 これからの子ども家庭福祉

履 修 上 の 注 意 点

子ども家庭福祉の基本的な考え方と知識、理解が必要である。そのため、不足している点については、
十分な予習と復習を行うこと。その点について、必要があると考える院生は、個別に相談をすること。

準備学習（予習・復習等）の内容

事前に次回のテーマについて、教材等を用いて予習をしておくこと。

教 科 書

レジュメ・資料を毎回 Oh-o!Meiji のクラスウェブに掲載する。

参 考 書

「国民の福祉と介護の動向 2021/2022」（厚生労働統計協会）
その他、随時紹介する

課題に対するフィードバックの方法

毎回リアクションぺーパーを使用し、次の授業の課題に対し記述するとともに、授業終了後の意見を
記述したコメントペーパーを提出し、個々の学生の学びに対し個別に教員がフィードバックする。また、
それを授業時に全体で共有し、意見交換を行う。

成 績 評 価 の 方 法

成績は、講義中の議論への参加（40％）、課題レポート（60％）で評価する。

そ の 他

特になし
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科目ナンバー：（GS）POL628J、（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅰ－Ｄ（福祉と教育のガバナンス） Ｃ群 ２ １・２ 小　林　　　清

授　業　の　概　要・到　達　目　標

social inclusion という言葉は、かつては社会的包摂と訳されていた。しかしそれでは内容が理解され
ないので、近年はソーシャル・インクルージョンとカタカナで表示されるようになり、社会的包容力と
訳されている。ソーシャル・インクルージョンは、現代においては「人が何らかの理由によって排除さ
れることのないよう取り組む社会的な努力」を意味するからである。

この内容について具体的に言うと、社会的排除の理由には、人種、宗教、言語、性別、障害、病気、
出自、学歴、貧困、犯罪歴、住む地域などさまざまな要因が考えられるが、これらを理由として排除す
ることなく、彼らが活躍できるよう、教育、職業訓練、住居、雇用、創業支援など政策的な努力をする
社会を社会的包容力ある社会という。

社会的包容力の概念の政策的表現の端的な例は、たとえば貧困に対しては、これを所得再分配すなわ
ち生活保護手当のみによって解消しようとするのではなく、貧困の原因を取り除いて、彼らが職業的に
活躍できるよう教育や職業訓練その他の助力を惜しまないことである。社会的包容力（ソーシャル・イ
ンクルージョン）の考え方からすると、貧困問題は生活保護だけで解決できない。教育、雇用、職業訓
練、住宅、生活指導の総合対策が求められている。貧困問題は福祉問題ではなく教育や労働問題の分野
で解決しなければならない。貧困問題の解決とは、そもそも生活保護を必要とする人を減らすことであ
るということを忘れてはならない。現金給付を中心とした政策だけでは貧困問題は解決できない。しか
し今日、日本の将来的な発展と人々の自立や幸福を見据えたシステムとなっていない。

この授業ではそのような深刻な危機意識から出発して、第一線の現場で活躍するゲスト講師による講
義も実施しながら、社会として国家として、福祉のあり方を探る。社会企業論も含む。

授 業 内 容

１ 福祉（1） 福祉とは何か

２ 福祉（2） social inclusion の考え方

３ 福祉（3） social inclusion の実際
social inclusion と福祉

４ 福祉改革 その歴史と問題点
具体例

５ 事例研究（1） コロナと保健所の役割

６ 事例研究（2） 児童虐待

７ 事例研究（3） いじめ問題

８ 事例研究（4） 公教育の課題

９ 事例研究（5） リカレント教育

10 事例研究（6） 特別支援学校

11 現代の福祉 social inclusion の具体化

12 現金給付 サービス給付との関係

13 福祉の実際 介護、保育、障がい者

14 これからの福祉 社会の変化、人々の価値観の変化
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15 まとめ

履 修 上 の 注 意 点

下記のとおり校外授業およびゲスト講師による授業、現地視察を実施します。
　10 月中旬　バスによるフィールドワーク
　　 ウィンストン・エンゲル氏特別講義（ニューヨーク市都市計画局戦略企画部上級政策アドバイ

ザー、前ガバナンス研究科特別招聘教授）（留学生参加・通訳あり）
　　11 月 11 日（土）14：00～17：00　ニューヨークの都市計画（1）
　　   　 12 日（日）14：00～17：00　ニューヨークの都市計画（2）
　　   　 13 日（月）19：00～22：00　ニューヨークの都市計画（3）
　　11 月下旬　政策課題に関するオンラインによる発表・討論会
この授業は今村保雄兼任講師「自治体の政策創造」と合わせて受講するのが望ましい。
校外授業・合宿への出席は履修者にとって単位取得の前提とならないが、これらは専門職大学院にとっ

て特に重要なので出席することが望ましい。

準備学習（予習・復習等）の内容

講義資料を示すので、事前に読んで予習することが望ましい。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

青山佾（2013）「10 万人のホームレスに住まいを !」藤原書店

課題に対するフィードバックの方法

中間レポートの講評やディスカッションを行い、最終レポートにつなげていく。

成 績 評 価 の 方 法

（1）授業への貢献度 20％　（2）講義中に行われる発表と議論の内容 40％　（3）課題レポート 40％
※レポートでは具体的な政策について本人の考え方や提案を中心に採点します。文献の引用は原則

として評価の対象としません。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）SOC646J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅰ－Ｆ（地域福祉論）〔M〕 Ｃ群 ２ １・２ 岡　部　　　卓

授　業　の　概　要・到　達　目　標

［概要］
人は人、人は社会に支えられ、また支えて生きている。わが国においては、人口減少社会が進行する

なかで、これまでの家族、地域、職場の共同体（コミュニティ）に帰属する社会からその帰属性が失わ
れつつあり、社会に新たな共同体（コミュニティ）を創り出していかなければならない時代に入ってい
る。そこで、求められるのは、「共生」と「つながり」のある社会をどのように展望していくかである。

これらの状況において、地域の重要性が再認識されつつある。そこで、地域とは何か、共同体（コミュ
ニティ）とは何かをとらえて、地域の中に存在する福祉課題にアプローチしていく必要がある。

今日、高齢、障がい、児童家庭、低所得等の社会福祉制度のすべてが、地域福祉を志向している。地
域福祉は、分野別の社会福祉諸制度を地域において横断的に統合し、社会福祉諸制度とまちづくりを結
びつける位置にある。

そこで講義では、地域における福祉課題を横断的に捉え、地域福祉の主体、地域福祉計画、地域福祉
の方法、地域福祉と諸問題の概要を学ぶ。本講義の到達目標は、地域福祉に関連する概念、主体、方法、
諸問題を理解し、議論・考察をできるようになることである。

［到達目標］
・地域の福祉課題とその対応策である地域福祉の諸施策について理解する。
・ 地域福祉の諸活動の実際を通して、地域福祉の現状と課題、今後の展望について議論・考察できるよ

うにする。

授 業 内 容

１ 現代社会における地域と
福祉課題

福祉課題の構造、生成、新たな福祉課題

２ 地域福祉の役割・範囲 地域福祉の概念、範囲、目的、役割

３ 地域福祉の歴史 地域福祉の歴史（戦前・戦後）

４ 地域福祉の主体・仕組み・
体制

住民、社会福祉協議会、民生・児童委員、社会福祉法人、NPO、企
業等

５ 地域福祉計画 地域福祉計画、地域福祉活動計画、市町村、都道府県

６ 地域福祉の方法 コミュニティソーシャルワーク、アウトリーチ、資源開発

７ 低所得と地域福祉 生活困窮者自立支援、ホームレス支援

８ 子ども・家族と地域福祉 家族環境の変化、子どもの貧困、地域における子育て支援

９ 障がい者と地域福祉 ノーマライゼーション、在宅福祉サービス、地域生活支援

10 高齢者と地域福祉 高齢化、小家族化、自立支援

11 災害と地域福祉 要配慮者支援、被災地支援、防災

12 ボランティアと福祉教育 ボランティア学習、福祉教育、福祉社会

13 地域ケアシステム 社会的包摂、地域包括ケア

14 地域政策と実践の動向 自助・互助・共助・公助、地域共生社会、政策と実践
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15 地域福祉における現代的
課題

共生と創造、ガバナンス、持続可能性

履 修 上 の 注 意 点

社会福祉の基本的な考え方と知識、法制度の基本的な理解が必要である。そのため、不足している点
については、十分な予習と復習を行うこと。その点について、必要があると考える院生は、個別に相談
をすること。

準備学習（予習・復習等）の内容

事前に次回のテーマについて、教材等を用いて予習をしておくこと。

教 科 書

レジュメ・資料を毎回、講義時に配布する。

参 考 書

「国民の福祉と介護の動向 2021/2022」（厚生労働統計協会）

課題に対するフィードバックの方法

毎回リアクションぺーパーを使用し、次の授業の課題に対し記述するとともに、授業終了後の意見を
記述したコメントペーパーを提出し、個々の学生の学びに対し個別に教員がフィードバックする。また、
それを授業時に全体で共有し、意見交換を行う。

成 績 評 価 の 方 法

成績は、講義中の議論への参加（40％）、課題レポート（60％）で評価する。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）SOC646J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅰ－Ｇ（高齢者福祉論）〔M〕 Ｃ群 ２ １・２ 岡　部　　　卓

授　業　の　概　要・到　達　目　標

［概要］
わが国は、人口減少社会に入っている。また、経済・雇用・社会環境が変容するに伴い、家族の機能

や役割が変化してくる。これらの状況を受け、どのような制度・施策によって高齢者を支えていくかが、
課題となっている。

講義を通して高齢者福祉に関する方策（制度・政策と方法）について様々な視点から考えていく。具
体的には、高齢者福祉に関する諸制度、社会福祉行政、福祉計画、社会福祉組織、高齢者支援の方法を
講述する。

［到達目標］
・ 現代社会における高齢者の置かれている状況と課題、並びにその対応策である高齢者福祉制度につい

て理解を図る。
・高齢者への支援の方法とその実際を通して高齢者支援のあり方について考える。

授 業 内 容

１ 高齢者の生活課題（福祉
課題）①

現代社会の諸変化と高齢者の生活

２ 高齢者の生活課題（福祉
課題）②

高齢期の心身の状況変化、経済的状況、家族・地域の変容と高齢者
の課題

３ 「高齢者福祉」の展開① 第二次大戦後の社会福祉の確立期～拡充期の歴史、老人福祉法の制定

４ 「高齢者福祉」の展開② 社会福祉の見直し期の社会福祉基礎構造改革、社会福祉法の成立

５ 「高齢者福祉」の展開③ 介護保険制度の開始、2000 年以降の介護保険以外の高齢者支援の制度

６ 「高齢者福祉」の現状と
課題

―介護保険制度の概要、介護保険の財政―

７ 「高齢者福祉」の現状と
課題

―介護保険サービスの流れ、在宅福祉サービスの内容、施設福祉サー
ビスの内容―

８ 「高齢者福祉」の現状と
課題

―制度の変遷、近年の動向―

９ 「高齢者福祉」の現状と
課題

―組織・施設の実践（サービス組織の経営と運営）―

10 「高齢者福祉」の現状と
課題

―高齢者福祉計画（ゴールドプラン、老人保健福祉計画、新ゴール
ドプラン、ゴールドプラン 21、老人福祉計画、介護保険事業（支援）
計画）―

11 「高齢者福祉」の現状と
課題

―認知症対策―

12 「高齢者福祉」の現状と
課題

―高齢者者雇用と家族を支える制度（高年齢者雇用安定法、育児・
介護休業法等）―
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13 「高齢者福祉」の現状と
課題

―高齢者の人権（権利擁護、高齢者虐待防止法等）―

14 「高齢者福祉」の現状と
課題

―関連施策（バリアフリー新法、高齢者住まい法等）―

15 課題と今後の展望

履 修 上 の 注 意 点

社会福祉の法制度全般に触れる社会福祉制度論を履修することが望ましい。
社会福祉の基本的な考え方と知識、法制度の基本的な理解が必要である。そのため、不足している点

については、十分な予習と復習を行うこと。その点について、必要があると考える院生は、個別に相談
をすること。

準備学習（予習・復習等）の内容

【予習】下記の参考書で事前に授業内容について調べる。【復習】制度・施策の詳細を調べてまとめる。

教 科 書

レジュメ・資料を毎回配布する。

参 考 書

「国民の福祉と介護の動向 2021/2022」（厚生労働統計協会）

課題に対するフィードバックの方法

毎回リアクションぺーパーを使用し、次の授業の課題に対し記述するとともに、授業終了後の意見を
記述したコメントペーパーを提出し、個々の学生の学びに対し個別に教員がフィードバックする。また、
それを授業時に全体で共有し、意見交換を行う。

成 績 評 価 の 方 法

成績は、講義中の議論への参加（40％）、課題レポート（60％）で評価する。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）SOC646J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅰ－Ｈ（公的扶助論）〔M〕 Ｃ群 ２ １・２ 岡　部　　　卓

授　業　の　概　要・到　達　目　標

［概要］
現代社会に暮らすわれわれが貧困・低所得という状態になったとき、どのような方策（制度・政策と

方法）を講じたらよいか。そこで講義は、大きくは、次の３つに分けて講述する。（1）公的扶助の前提
とする貧困概念や貧困・低所得者問題の態様、公的扶助の概念、役割・意義、公的扶助の歴史、（2）貧
困対策としての生活保護制度や生活困窮者自立支援制度をはじめとするさまざまな低所得者対策の制度
的仕組みや運営実施体制や関連機関・団体、（3）貧困・低所得者に対する援助 ･ 支援の方法など、につ
いてである。

［到達目標］
・現代社会における貧困・低所得者問題とその対応策である公的扶助制度について理解を図る。
・ 貧困・低所得状態にある人・世帯への相談援助活動の方法とその実際を通して「人が人を支える・支

えられる」相談援助の在り方について考える。

授 業 内 容

１ 現代社会と公的扶助 公的扶助の概念と範囲、意義と役割

２ 公的扶助の対象としての
貧困・低所得者問題（1）

貧困と社会的排除

３ 公的扶助の対象としての
貧困・低所得者問題（2）

貧困・低所得者問題の現代的課題

４ 公的扶助の歴史（1） 日本における公的扶助の歴史

５ 公的扶助の歴史（2） イギリスにおける公的扶助の歴史

６ 生活保護制度の仕組み（1） 生活保護制度の目的と原理、原則

７ 生活保護制度の仕組み（2） 種類と内容、方法、保護施設

８ 生活保護制度の仕組み（3） 権利および義務、不服申立てと訴訟、財源・予算

９ 最低生活保障 最低生活保障水準と生活保護基準

10 生活保護の動向 近年の動向と法改正

11 生活保護の運営実施 生活保護の運営実施体制と関係機関・団体

12 生活保護の相談援助と支
援

相談援助活動と自立支援

13 低所得者対策の概要（1） 生活困窮者自立支援制度、生活福祉資金貸付制度

14 低所得者対策の概要（2） 社会手当、ホームレス対策、その他対策

15 低所得者対策の概要（3） 低所得者に対する相談援助活動

履 修 上 の 注 意 点

社会福祉の基本的な考え方と知識、法制度の基本的な理解が必要である。そのため、不足している点
については、十分な予習と復習を行うこと。その点について、必要があると考える院生は、個別に相談
をすること。
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準備学習（予習・復習等）の内容

事前に次回のテーマについて、教材等を用いて予習をしておくこと。

教 科 書

レジュメ・資料を毎回配布する。

参 考 書

『社会福祉学習双書』編集委員会／編（2022）『貧困に対する支援』全国社会福祉協議会
岡部卓編著（2018）『生活困窮者自立支援――支援の考え方・制度解説・支援方法』中央法規
厚生の指標・臨時増刊『国民の福祉と介護の動向 2021/2022』　一般財団法人厚生労働統計協会

課題に対するフィードバックの方法

毎回リアクションぺーパーを使用し、次の授業の課題に対し記述するとともに、授業終了後の意見を
記述したコメントペーパーを提出し、個々の学生の学びに対し個別に教員がフィードバックする。また、
それを授業時に全体で共有し、意見交換を行う。

成 績 評 価 の 方 法

成績は、講義中の議論への参加（40％）、課題レポート（60％）で評価する。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）SOC648M

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅰ－Ｉ（地域福祉政策の今日的動向） Ｃ群 ２ １・２ 岡　部　　　卓

授　業　の　概　要・到　達　目　標

［概要］
本授業は、４日間の集中授業である。地域住民の多様な生活諸課題とその方策（制度・政策や支援活

動）について、実際の支援を行う機関・団体・施設に出向き、それら活動の実際を学ぶ。授業最後に、
それら実際を通して今日の地域福祉の現状と課題、今後の展望について学ぶ。

フィールドトリップの行き先は、初回講義において紹介する。
本講座では全授業を通じて日英通訳をつけ、日本人学生と留学生が同時に受講可能とする。双方とも

公共部門の実務の現場で活動する社会人学生が多い本研究科の特性を生かし、日本人学生と留学生が
フィールドトリップやディスカッションを通じて主体的に学ぶ参加型の講座とする。

授 業 内 容

１ 第１日目（３-５限）
導入講義

初回の講義は、フィールドトリップの候補を提示し、各候補の根拠法、
組織の概要を紹介する。参加する留学生の母国の現状についても共有する。

２ 第２日目（１-４限）
フィールド・トリップ（1）

１箇所目のフィールドトリップを行い、訪問先の機関・団体・施設
の活動を見学し、職員にお話をしてもらう。

３ 第３日目（１-４限）
フィールド・トリップ（2）

２箇所目のフィールドトリップを行い、訪問先の機関・団体・施設
の活動を見学し、職員にお話をしてもらう。

４ 第４日目（２-５限）
まとめ

フィールドトリップの振り返りと、グループディスカッションと報
告、全体討議を行い、今日の地域福祉の現状と課題、今後の展望に
ついて学びを整理する。

履 修 上 の 注 意 点

準備学習（予習・復習等）の内容

この授業で取り上げる課題について（根拠法、組織、関連統計等）、事前に調べておくことが求められる。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

特に指定しない。

課題に対するフィードバックの方法

本授業はフィールドワークを行う。そのため対象となるフィールド理解を図るための課題を提示、
フィールドワークを通して学んだこと個々の学生の報告・意見に対し教員がフィードバックする。また、
それを授業参加者と共有し、全体で意見交換を行う。

成 績 評 価 の 方 法

成績は、講義中の議論への参加（40％）、課題に関する報告（60％）で評価する。

そ の 他

各回の授業内容詳細は秋学期開始時点で紹介する。
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科目ナンバー：（GS）POL618J、（GS）POL616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅱ－Ａ（都市・地域計画） Ｃ群 ２ １・２ 松　浦　正　浩

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本講義では都市・地域計画に関する基礎知識の網羅的な体得を目指す。具体的には、日本の都市・地
域計画関連諸制度、都市計画理論・都市史、現代の都市問題、ゲスト講師による都市計画実務に関する
話題提供、最近のまちづくりのトレンドなどを扱う。

各回の講義は、前半約１時間を担当教授による講義、後半約 30 分を、各受講者による都市・地域計
画に関連する話題提供に基づくディスカッションを行う。また、択一式のテストを行い、基礎的な知識
の定着を目指す。

授 業 内 容

第１回 概要 ・講義の概要説明　・都市計画とは何か

第２回 都市計画の制度 ・都市計画法および関連法　・区域区分、用途地域、容積率など

第３回 環境影響評価 ・環境影響評価法とその手続き

第４回 国土・地域計画 ・国土・地域計画の歴史

第５回 地区レベルの計画 ・土地区画整理、市街地再開発、地区計画、総合設計などの制度

第６回 交通計画 ・都市交通の考え方　・街路設計の考え方

第７～８回 ゲスト講義（予定）

第９回 都市経済学 ・都市を支える規模の経済
・地価と地代の理論、公共事業の波及効果など

第 10 回 都市の歴史 ・世界の都市史　・日本の都市史

第 11 回 田園都市、ニュータ
ウン

・ハワードの田園都市構想
・英国および日本のニュータウン開発

第 12 回 近代都市 ・コルビュジェの「輝く都市」
・ジェイコブスの「アメリカ大都市の死と生」

第 13 回 最近のまちづくり ・ タクティカルアーバニズム、トランジション、アーバンデザイン
センター、クリエイティブ階級など

第 14 回 最近の都市問題 ・高齢化、空き家問題、スポンジ化など
・国際競争の激化とメガシティのリスク

第 15 回 都市デザインのプレ
ゼン

・ これまでの講義を踏まえ、現実の街区等を対象とした都市デザイ
ンを各受講者が発表する

履 修 上 の 注 意 点

特になし

準備学習（予習・復習等）の内容

教養として都市計画の基礎知識の涵養も重要でありテスト前に復習が必要である。また最終回に都市
デザインの提案発表を行ってもらうので受講時から対象とする街区等を検討すること。
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教 科 書

特になし

参 考 書

ル・コルビュジェ　「輝く都市」
エベネザー・ハワード　「新訳 明日の田園都市」
ジェイン ジェイコブズ　「アメリカ大都市の死と生」
越沢 明　「東京都市計画物語」
日端 康雄　「都市計画の世界史」

課題に対するフィードバックの方法

話題提供および都市デザインのプレゼンについては、講義中に講師より講評を行う。

成 績 評 価 の 方 法

・基礎知識に関する簡単なテスト（選択式）３回　45％
・授業への参加度　25％
・話題提供　15％
・都市デザインのプレゼン　15％

そ の 他

特になし
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科目ナンバー：（GS）POL621J、（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅱ－Ｃ（対立と調整のシステム） Ｃ群 ２ １・２ 北　川　嘉　昭

授　業　の　概　要・到　達　目　標

土地の所有権に基づいて建物を建てることは自由ですが、法令を遵守していても、日照権や景観など
で周辺住民とトラブルになるケースが少なくありません。また動物愛護のつもりで行っている猫等への
餌やりが近隣住民に深刻な影響を与えているケースもあります。誰もが身近なところでも経験しうる、
このような問題の多くは異なる価値観の対立や利害の衝突であり、絶対的な正解は存在しないのが実態
です。

このような具体的な事例について、参加者がそれぞれの立場、視点から意見交換を行うことを通じて、
トラブルをどのように予防し、あるいは調整、解決へと導いていくかについての手法などを明らかにし、
今後の受講者の活動の参考としていくことを目標とします。

授 業 内 容

１ 今後の進め方
地域社会に存在する様々な対立に関する具体的な事例等について概
要を紹介します。異なる価値観の対立について、参加者全員と意見
交換をしていければと考えています。

２
所有権と景観利益

近年、街の景観は住民にとって重要な要素となってきました。 国立
マンション訴訟などを参考にして、建物の高さや仕様が、住民の景
観利益等を侵害しているのか、それを何をもって判断すべきか、さ
らに議会と首長との関係や首長の個人責任等について議論します。３

４ 近隣への迷惑行為

鳥や猫への餌やり、ゴミ屋敷などは、あくまで個人の自由という見
方もできますが、その行為が近隣住民には大きな迷惑となっている
場合が少なくありません。どうすればそうした問題の発生を予防し、
また解決できるのかについて議論します。

５ 公園は迷惑施設か
公園は子どもたちの遊びや高齢者の憩いの場として必要な施設です。
しかし、騒音やボールによる破損などで隣接する住民が被害を受け
る場合があります。市街地での公園のあり方について議論します。

６ コロナ対策と経済、財政

コロナ対策を徹底すると経済に大きなダメージを与えます。また、
経済的に影響を受けた住民に各種給付金等が支給されましたが、財
政的には大きな負担となります。緊急事態と呼ばれる中で、どのよ
うな施策を選択すべきかを議論します。

７ 行政改革
必要性は低下したが、なかなか廃止できないような自治体の施策を
取り上げ、その廃止にむけた具体的な方策などを議論します。

８ 公務員、議員の数、給与
公務員や議員が多すぎる、給料が高すぎるといった意見は数多く見
られますが、本当にそうなのかについて議論します。

９ 個人発表
受講者の方々に順番でテーマに即した発表をしていただき、意見交
換をします。

10 同上
※ 受講者の人数によって個人発表の回数は調整します。人数が少な

いときには、別途テーマを用意します。

11 同上 同上
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12 同上 同上

13 同上 同上

14
まとめ 各回での議論をもとに、様々な対立に関する調整手法について取り

まとめをします。

履 修 上 の 注 意 点

上記のテーマはあくまでも予定です。受講者の要望に応じてテーマは随時変更させていただきます。

準備学習（予習・復習等）の内容

必ず次回のテーマを提示しますので、関連する判例やデータ、自らの経験などを整理しておいていた
だければと思います。

教 科 書

必要な資料があれば随時配布します。

参 考 書

特にありません。

課題に対するフィードバックの方法

提出していただいたレポート等については、必ずコメントを付して提出者に返信します。

成 績 評 価 の 方 法

積極的な議論への参加や発表等による授業への貢献度を 60％とし、最終回までに提出していただく
レポートを 40％とします。

そ の 他

メールアドレスは初回にお知らせします。
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科目ナンバー：（GS）POL611J、（GS）POL616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅱ－Ｄ（政策コーディネーション） Ｃ群 ２ １・２ 成　澤　廣　修

授　業　の　概　要・到　達　目　標

社会の複雑化・高度化、特に少子高齢化に伴って住民に最も身近な基礎自治体が担う役割はこのとこ
ろ飛躍的に増大している。それらから生まれる多様なニーズに対して、自治体職員は新たな政策を適切
に創り上げていくことが求められている。

その一方で自治体には効率的な行財政運営がつねに求められており、財政的にも政策立案力の観点か
らも制約が多い現状にある。これらのことからこれまでの自治体運営が直営か民間活用かの二元論で語
られることが多かったのに対し、今後は課題解決のために様々な担い手をコーディネートし「新たな官
民連携モデル」を創出することが求められているといえよう。

おりしも経済界においては、株主還元第一の経営から、環境や人事ガバナンスなどに配慮した経営を
行う企業に投資が集まる傾向が出てきている。地域課題の解決を目指す地方自治体は NPO 等のみなら
ず企業との連携による解決が進められていくだろう。

本授業では現職の首長（文京区長）が講義を担当し、自身が取り組む「コレクティブ・インパクト」
の手法の紹介等を通して全国の自治体で応用可能な政策を創造していくことを受講者とともに実践して
いく。いわゆる実務家教員であり、研究者ではないので一方的な講義ではなく、受講者の発表やディス
カッション中心の講座となる。

自治体職員や自治体議員、将来それを志す人、NPO・企業等の関係者の受講を望みます。
今年度はガバナンス研究科卒の自治体関係者をゲスト講師に招きオムニバス形式の講義と、官民連携

の先進事例についての視察を予定している。視察については後期授業開始時までにシラバスを補足します。
視察は 12 月の日曜日に実施予定。集中講義との重複に留意すること。視察実施により１月は授業を

行いません。

授 業 内 容

１ a） 自治体の政策形成過
程の変化

・イントロダクション：この講座のねらい。
・自治体の政策形成過程はどうあるべきか？
・官民連携の変化

b） 行政と民間の協働手
法とその限界①

・民間委託の流れと問題点
・学校給食、図書館、窓口業務など。

c） 行政と民間の協働手
法とその限界②

・自治体の政策決定過程と企業経営の変化
・新公共経営（NPM）とガバナンス

２ a） コレクティブ・イン
パクト①

・こども宅食プロジェクトとふるさと納税
・コンソーシアムの役割

b） コレクティブ・イン
パクト②

・スタディ・クーポン
・評価の重要性

３ コレクティブ・インパクト・ワークショップ①

４ コレクティブ・インパクト・ワークショップ②

５ ガバナンス研究科卒ゲスト講師による講義①
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６ a） ソーシャルインパク
トボンド①

・SIB・PFS とは何か？

b） ソーシャルインパク
トボンド②

７ ソーシャルインパクトボンド・ワークショップ

８ ガバナンス研究科卒ゲスト講師による講義②

９ 自治体版・SDGs 経営と社会的インパクト評価

10 ガバナンス研究科卒ゲスト講師による講義③

11 官民連携の新しい手法 ・危機管理分野での新展開
・妊産婦・乳児救護所を事例に。
・液体ミルクの備蓄
・少子化対策事業の新展開
・ハッピーベイビー・プロジェクトを事例に。
・生涯学習・文化振興分野での新展開
・地域と大学との連携

12 ガバナンス研究科卒ゲスト講師による講義④

13 自治体政策創造演習① 上記の講義におけるディスカッションを通して、受講者とともに新
たな政策を創造する。

14 自治体政策創造演習② 上記の講義におけるディスカッションを通して、受講者とともに新
たな政策を創造する。

15 自治体政策創造演習③ 上記の講義におけるディスカッションを通して、受講者とともに新
たな政策を創造する。

履 修 上 の 注 意 点

講師の急な公務等により授業計画に変更がありえますので授業中の連絡に注意してください。

準備学習（予習・復習等）の内容

積極的な発表、発言を求めます。

教 科 書

特になし。授業の際に必要な参考文献等は配布します。

参 考 書

特になし。

課題に対するフィードバックの方法

授業中に求めた課題については発表の際にコメントするほかデジタルツール等を活用し適宜質問・回
答を繰り返し行う。

成 績 評 価 の 方 法

（1）平常点（授業への貢献度、参加度）　20％
（2）講義中に行われる議論への参加、その内容　40％
（3）講義中に行われる演習等での発表内容または課題小論文　40％

そ の 他

授業内容の向上のためゲスト講師を招く場合など必ずしも授業内容の順とはならない可能性があります。
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科目ナンバー：（GS）POL621J、（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅱ－Ｅ（都市計画の制度と政策） Ｃ群 ２ １・２ 佐　藤　伸　朗

授　業　の　概　要・到　達　目　標

自治体が都市づくり政策をすすめるうえで、都市計画制度は不可欠なツールである。自治体の政策は、
住民福祉の向上を図るため、それぞれの都市の課題を解決することを目的として行われる。都市計画も
そうした政策の一つのプロセスとして、都市づくりの現場に適用されてきた。

では、都市計画とは何を計画するのか、計画によってどのような政策実現を図るのか。都市計画制度
が法制化されてから 100 年余たつが、この制度は、その時代に必要とされた都市政策の実現のために、
制度自体も様々に変化を重ねながら、日本全国の都市において、国や住民、議会、民間など様々な主体
が関わりあいながら、より良い都市の空間やインフラ、施設、まちの姿を創り出すために活用されてきた。

本講座では、都市を「計画する」制度の枠組みと背景にある各時代の行政ニーズや都市政策上のねら
いをたどり、この制度を活用して国や自治体が都市政策をどのように展開してきたのか、その結果、都
市がどう変化を遂げてきたのか、そして現在の都市づくりの課題にどう対応すべきかについて考察と議
論を行う。

その際、講師が都庁職員として関与した東京の都市政策を参照して、都市づくりの基本方針や都市構
造の誘導、大都市圏を支える道路や鉄道のインフラの整備、都市再生特別地区など規制緩和型制度を活
用した都心市街地の再生、国際競争力の源となる空港の拡張をはじめとする戦略的な機能整備など、具
体的な実践事例に即して、都市計画をめぐる政策形成の背景、実施の効果と課題などについて議論を深
める。

そして、人口減少や気候変動、技術革新など、社会経済状況の大きな変化の中にある今の日本の都市
において、都市政策に求められるものは何かについて、受講生と様々な角度からディスカッションを行
う。そのための題材として、受講生にこれからの都市政策の方向性についてレポートを作成・発表して
もらう。

以上を通じて、都市づくり政策の視点と実践に関する感覚を養い、今後の都市政策を発想する能力を
高めることを期待する。

授 業 内 容

１ イントロダクション　都
市計画とは何か

・講座のねらいと進め方
・計画都市と自然発生的な都市の違い　なぜ都市計画が必要か
　都市計画は百年の計か　などについて意見交換

２ 都市づくり政策と都市計
画制度の変遷

・都市計画の誕生と日本への導入の経緯
・急激な都市化に対応するために必要だった新法
・都市計画の規制緩和が不良債権処理を促し経済を活性化

３ 都市計画制度概観 ・現行制度の枠組みとその考え方
・都市計画制度のポイント
　計画と事業、計画主体と住民参加、私権制限と利益還元など

４ 都市づくりの基本方針と
土地利用の規制誘導

・マスタープランは都市の経営戦略に直結
・土地利用計画は都市空間の利用計画
・インフラの整備と土地利用を一体で考える発想

５ インフラの計画と整備（1）
鉄道都市東京

・鉄道ネットワーク整備と東京大都市圏の形成
・都市計画とは異なる計画・事業体系
・混雑緩和からバリアフリー化へ
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６ インフラの計画と整備（2）
道路の計画と事業

・幹線道路の役割と計画の考え方
・渋滞対策の長い取り組み
・首都高と高速道路網が首都圏の都市活動を動かす

７ 面整備事業による計画的
市街地整備

・無秩序な市街地の拡大を防ぐためにはどうしたらよいか
・区画整理が形作ってきた計画的な市街地
・再開発事業による都市の改善、高度利用のこれから

８ 大規模施設の計画的配置 ・大都市を支える重要施設の計画はなぜ論争になるのか
・ 上下水道、廃棄物処理場、物流拠点、中央市場などの適切な配置

が都市運営に不可欠

９ 水と緑の計画と事業 ・都市計画より古い公園計画の始まり
・量的拡大から質的な充実を目指す公園緑地
・多様な形の水と緑をつなげて質の高い空間を創り出す

10 身近なまちづくりのため
の都市計画

・地域主体の計画　身近なまちづくりのための都市計画
・住民参加から住民主体のまちづくり、エリアマネジメントへ

11 経済活性化のための規制
緩和型都市計画

・公共事業の計画と民間事業の計画
・バブル崩壊後の経済活性化政策がもたらした都市計画の転換
・成長を持続するための都市政策の方向性

12 空港、港湾など戦略的な
施設整備

・国際競争力に必要な都市機能とは何か
・羽田空港の拡張、国際化、機能強化の必要性と効果
・東京港の国際機能の維持・強化と役割分担

13 今後の都市づくり
～人口減少、技術革新、
気候変動などへの対応

・コンパクトな都市構造への転換のために都市計画は有効か
・老朽空き家と老朽マンション問題にどう対応するか
・技術革新とイノベーションがどう都市を変えるか
・首都直下地震、水災害の激甚化などに備える都市の強靭化
・カーボンニュートラルと都市のエネルギー問題

14 レ ポ ー ト 発 表 と デ ィ ス
カッション（1）

講義に関連するテーマで受講者が作成したレポートを発表してもら
い、ディスカッションする

15 レ ポ ー ト 発 表 と デ ィ ス
カッション（2）

講義に関連するテーマで受講者が作成したレポートを発表してもら
い、ディスカッションする

履 修 上 の 注 意 点

・特に前提となる知識は必要としない。都市づくりやまちづくりに関心があれば誰でも受講できる。
　 今の日本の都市はどうあるべきかという問題意識を持ちながら、自ら主体的に考察する姿勢をもって

受講されたい。
・最後に都市政策に関するレポートを作成し、提出する。レポートのテーマは授業の後半に通知する。
　 最後の２回の授業で各自作成したレポートを発表してもらい、それについて全員でディスカッション

することで、より理解を深めてもらいたい。

準備学習（予習・復習等）の内容

その都度指示する。

教 科 書

教科書は使用しない。毎回の講義で使用する資料はその都度、事前に配布する。
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参 考 書

本講義に直接、使用する参考書はないが、関連して学習内容を発展させるうえで参考となる資料を以
下に示す。

　 『都市計画学　変化に対応するプランニング』　（中島直人、村山顕人、高見淳史、樋野公宏、寺田徹、
廣井悠、瀬田史彦 著；学芸出版社　2018 年）

　　※最新の都市計画をめぐる動向と知見を体系的に把握したい方に適した参考書。
　『東京都市計画物語』　（越澤明 著；ちくま学芸文庫　2001 年）
　　※ 関東大震災以降の東京の都市計画について、いくつかのテーマで計画を取り巻く状況と実現

に向けた過程を描いたもの。
　　　読み物としても読みやすい。
　『新しい時代の都市計画はいかにあるべきか（第一次答申）』　（社会資本整備審議会；2006 年）
　　https://www.mlit.go.jp/singikai/infra/toushin/images/04/021.pdf
　　※人口減少問題にどう対応すべきかを議論した国の審議会の答申。
　　　集約型都市構造への転換というその後の政策の方向性を決めた。第二次答申も参考になる。
　『東京の都市づくりのあゆみ』　（東京都；2019 年）
　　https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/keikaku_chousa_singikai/ayumi.html
　　※江戸時代以来の東京の都市づくりの変遷を多くの写真や図版によりわかりやすく示す。
　　　上記 HP のほか、都庁の都民情報ルームで廉価で購入できる。

課題に対するフィードバックの方法

・課題レポートの発表に関するディスカッションと総括
　 課題レポートの提出後、最後の２回の講義において全員に発表の場を設ける。それぞれの発表ごとに

全員で議論した上で講師が解説を行い、総括する。
・課題レポートに対する講評コメント
　 そのうえで、各レポートについて、評価できる点、改善すべき点、今後の勉強への示唆などより詳し

いコメントを Oh-o！Meiji 上でそれぞれの受講生に個別に通知する。

成 績 評 価 の 方 法

（1）授業への取組意欲・参加度（30％）　（2）講義における議論の内容（30％）　（3）課題レポート
の成績（40％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅱ－Ｆ（世界の都市競争力）〔M〕 Ｃ群 ２ １・２ 久　保　隆　行

授　業　の　概　要・到　達　目　標

今世紀に入り顕著になったグローバル化（Globalization）と都市化（Urbanization）の二つの大きな
潮流は、私たちの社会を大きく変えつつある。

グローバル化は、身近な商品やサービスに始まり企業や人材など社会におけるあらゆる要素を国境を
越えた厳しい競争へと導いている。一方で、地球規模での都市化は、世界における都市居住人口を大幅
に増加させながら高度な都市サービスへの需要を急速に喚起している。いまや、都市そのものがグロー
バルな商品であり、ユーザー獲得のための「国際都市間競争」が世界で繰り広げられている。

本講義では、「国際都市間競争」を勝ち抜くために都市がどのような「競争力」を備え、それがどの
ような「都市政策」によって導き出されるのかを解き明かす。

先ずは、東京をはじめとして国際都市間競争にさらされている世界の主要都市に焦点をあて、『世界
の都市総合力ランキング（Global Power City Index）』などの様々な都市評価システムによるデータを用
いながら、都市の競争力について考察する。そのうえで、競争力を高めるためにそれぞれの都市が取り
組んでいる政策の事例について知識と理解を深める。これらのプロセスを経て、受講者が国際比較をも
とに政策を立案する手法を取得することを目標とする。

本講義は、少人数のセミナー形式とし、講義を通じて講師と受講者の知識や経験の共有による知の相
乗効果を伴う学習を期待する。受講にあたっては以下の都市の何れかに渡航経験を有し、海外都市に対
する深い興味を有することを推奨する。
【ニューヨーク・ロンドン・パリ・シンガポール・香港・ソウル・上海・福岡】

授 業 内 容

１． 都市競争力の原点及び評
価システム -１

世界における都市間競争はどのようにして発生したのか、その原点
について考察を行う。

２． 都市競争力の原点及び評
価システム -２

競争力は世界でどのように評価されているのか、様々な都市評価シ
ステムについての紹介を行う。

３． 都市競争力評価の手法 -１ 講師が作成に携わった『世界の都市総合力ランキング（Global Power 
City Index）』を題材に、マクロ的な観点から都市競争力評価の具体的
な手法について学ぶ。さらに、都市評価システムの政策立案ツール
としての活用法について紹介する。

４． 都市競争力評価の手法 -２ 講師が作成に携わった『世界の都心競争力インデックス（Global 
Power Inner City Index）』を題材に、ミクロ的な観点から都市競争力
評価の具体的な手法について学ぶ。

５． 東京の都市形成の過程 都市の競争力をささえる重要な要素であるハード面でのインフラと
ソフト面でのガバナンスについて、東京を事例に形成過程を学ぶ。

６． 東京の競争力 『東京都長期ビジョン』を参照し、データや事例をもとに東京の競争
力及び政策について解説しながら討論を行う。

７． ニューヨークの競争力 『plaNYC 2030』を参照し、データや事例をもとにニューヨークの競
争力及び政策について解説しながら討論を行う。

８． ロンドンの競争力 『The London Plan』を参照し、データや事例をもとにロンドンの競
争力及び政策について解説しながら討論を行う。
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９． パリの競争力 『Le Grande Paris』を参照し、データや事例をもとにパリの競争力及
び政策について解説しながら討論を行う。

10． シンガポールの競争力 『Concept Plan 2011』、『A Lively and Liveable Singapore』を参照し、
データや事例をもとにシンガポールの競争力及び政策について解説
しながら討論を行う。

11． 香港の競争力 『Hong Kong 2030』を参照し、データや事例をもとに香港の競争力
及び政策について解説しながら討論を行う。

12． 上海の競争力 『The Comprehensive Plan of Shanghai Metro-Region 2020』を参照
し、データや事例をもとに上海の競争力及び政策について解説しな
がら討論を行う。

13． ソウルの競争力 『ソウル都市基本計画 2030』を参照し、データや事例をもとにソウ
ルの競争力及び政策について解説しながら討論を行う。

14． 福岡の競争力 『福岡市基本計画』『第３極の都市』を参照し、データや事例をもと
に福岡の競争力及び政策について解説しながら討論を行う。

15． 課題演習 都市競争力に関し、受講者が自ら都市及び分野を設定し、国際比較
によって設定した分野の強みと弱みを把握し、競争力強化のための
政策のありかたについて論ずることを課題とする。授業では、受講
者が都市と分野の選定理由をパワーポイントにて各自 10 分程度発表
を行い、クラス全体によるフィードバックを行う。
受講者はフィードバックを踏まえ、最終レポートを後日提出する。

履 修 上 の 注 意 点

授業は講師からの一方的な情報提供ではなく、受講生からのフィードバックを求め、講師と受講生と
の双方向の意見交換を踏まえて行う。授業の進行にあたっては PPT 教材を使用し、教材は授業開始前
に Oh-o! Meiji にアップロードする。

授業中にデータベースにアクセスしながら授業を進めるため、受講生はノート PC 等の持ち込みを必
須とする。

授業は３日間の集中講義とし、初日に課題演習の説明を行う。

準備学習（予習・復習等）の内容

本授業は都市政策に関し国際的な感覚を養うことを目的とし、国内外の政策に関して日ごろより問題
意識を持ちながら情報収集を心がけて授業に参加すること。

教 科 書
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参 考 書

久保隆行『都市・地域のグローバル競争戦略』（時事通信社、2019 年）
市川宏雄・久保隆行『東京の未来戦略』（東洋経済新報社、2012 年）
森記念財団都市戦略研究所編『世界の都市総合力ランキング YEARBOOK2013』（森記念財団、2014 年）
森記念財団都市戦略研究所編『世界の都心総合力インデックス 2010』（森記念財団、2011 年）
森記念財団都市戦略研究所編『東京未来シナリオ 2035～４つのシナリオと都市戦略提言』（森記念

財団、2011 年）
久保隆行「グローバル都市の競争戦略：ニューヨーク・ロンドン・シンガポール・香港に関する一考

察」『ガバナンス研究 No.10』（明治大学専門職大学院ガバナンス研究科、2014 年）
久保隆行「福岡の国際競争力：グローバル・ポジションと強化戦略」『都市政策研究 第 15 号』（福岡

アジア都市研究所、2013 年）
Kubo、Takayuki.、Tokyo in the Modern Era、Urban Intelligence No.4 – Asian Cities and the Global 

Growth Map. （MIPIM、2012 年）
Kubo、Takayuki.、The Re-Making of Tokyo : Lessons for Asian Megacities、Urban Intelligence No.4 

– Asian Cities and the Global Growth Map. （MIPIM、2012 年）

課題に対するフィードバックの方法

課題演習プレゼンテーションにおいて各受講生が発表した内容にもとづき教員が個別にフィードバッ
クを行う。受講生は最終レポートにフィードバックを反映させる。

成 績 評 価 の 方 法

（1）講義及び討論への参加度合いの評価（40％）　（2）課題演習プレゼンテーションの評価（30％）
（3）課題演習レポートの評価（30％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL698J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅲ－Ａ（NPO と行政の協働） Ｃ群 ２ １・２ 長　畑　　　誠

授　業　の　概　要・到　達　目　標

〈概要〉
「新しい公共」や「共助」という言葉に象徴されるように、政府・自治体が公的サービスを独占的に

提供するのではなく、NPO をはじめとした民間セクターと協働して行っていくことが、中央・地方を
問わず大きな流れとなっている。コロナ禍により大きな影響を受けた市民生活の復興や再生にあたって
も、民間非営利セクターと行政との連携や協働が不可欠である。

こうした事態は NPO の側からみると市民セクターの独創性や柔軟性、機動性が認められつつある、
というプラスの意味を持っているが、同時に「NPO の自律」「独自性」や「イニシアティブ」が問いか
けられている、という側面もある。そもそも市民が自発的に自分たちに必要な活動を展開する、という
のが NPO の原点であり、「行政の下請け」となることは避けたい、という意見も根強い。

この授業では、まず地域コミュニティの役割と衰退、ボランタリズムの興隆といった NPO の背景や
市民社会の発展史を概観することから始め、具体的な NPO と行政との協働事例を NPO と行政双方の視
点から考察し、その到達点と課題をみていく。さらに協働を実現していくために必要な技術や制度設計
についても具体例をもとに考えていきたい。

〈到達目標〉
授業は３日間の集中で、院生自身の経験や考えの共有や討論を通じた発見を重視したワークショップ

形式で行われる。この授業を通じて、NPO（市民社会組織）の基本的な長所短所を知るとともに、行政
と市民・NPO との理想的な協働を実現するために鍵となる考え方を身につけてもらいたい。

授 業 内 容

【１日目】

NPOとは何か コミュニティと何
か

「公」でも「私」でもない、「共」の価値を体現するものとし
ての NPO を、「共」の原点である地域コミュニティから考える。

ボランタリズム 市民の自発的活動を特徴とする NPO の「ボランタリズム」
は決して欧米から輸入された新しい概念ではない。日本社会
におけるボランタリズムの原点を探る。

非 営 利 民 間 セ ク
ターの展開（1）（2）

近代化により地域コミュニティが衰退し、国家と市場が人々
の生活を覆うようになってきた中で、なぜ第三のセクターで
ある民間非営利団体が必要とされているのかを考える。

NPO と法制度 民間非営利の団体が法人格をとる場合、特定非営利活動法人
（NPO 法人）となるケースが多い。NPO 法人を取り巻く諸制
度や、公益法人改革による新たな社団・財団制度等をみていく。

コロナ禍における
NPO

2020 年～21 年にかけて世界を覆った新型コロナウィルス
感染症拡大により社会は大きな変化を余儀なくされている
が、その中で NPO はどんな役割を果たしているのか、どん
な課題に直面しているのか、を考える。

【２日目】

協働とは何か、なぜ
必要なのか？

行政の立場から 複雑さを増し、多様な社会課題に直面する地域において、行
政はなぜ、何のために「協働」を必要としているのか。
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市民の立場から 伝統的な地域の繋がりが希薄化し、個人化・孤立が進む私た
ちの暮らしの場から、「協働」の意義を考える。

協働の具体的事例 都市と農村それぞれで、地域の課題解決に取り組む NPO の
事例を、行政との協働がどんなメリット・デメリットをもた
らしているかという視点から分析していく。

協働の歴史（1） （2） 市民参加や市民活動支援、そして「協働」の展開へと向かう、
高度成長期以後の日本の社会を概観し、協働に関する様々な
動きを辿る。

【３日目】

協働の制度と実践 協働の理念と制度
（1）（2）

行政の側からの協働アプローチである「協働事業提案制度」
を例に、協働によってどんな事業が実施され、どのような効
果が出ているのか、そこにはどんな理念や原則があるのか、
を考えていく。

NPO マ ネ ー ジ メ
ントと協働

NPO 独特の組織運営の特徴を「ひと」と「資金」それぞれ
の側面から考えるとともに、協働が NPO の経営にどのよう
な意味をもつのかをみていく。

協働と政策提言 NPO をサービス提供の機能としてのみ位置づけるのではな
く、市民が行政の諸場面に様々な形で参画する可能性として
考える。政策提言と NPO の役割をみていく。

まとめ 授業を通じて学び取ったことを整理し、それぞれの職場でど
のように活かしていくのかを考えていく。

履 修 上 の 注 意 点

授業の最初で受講者の興味関心や経験を共有し、それに沿った形で授業の中身を組み替えていく予定
である。ワークショップ形式の授業を行うので、積極的な参加が望まれる。

準備学習（予習・復習等）の内容

授業で紹介された事例や話された内容をより実践的に理解するためには、自らの経験と照らし合わせ
て落とし込んでいく作業が必要である。授業の後でこうした作業を各自が行うことが望ましい。

教 科 書

特に使わない。必要なレジメを配布する。

参 考 書

授業にて紹介する予定。

課題に対するフィードバックの方法

レポートへのフィードバックは Oh-o! Meiji を通じて行う。

成 績 評 価 の 方 法

評価は以下の点を総合的に判断して行う。
（1）討論への参加度（30％）
（2）レポート（40％）
（3）授業への貢献度（30％）

そ の 他

なし
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科目ナンバー：（GS）POL626J、（GS）POL628J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅲ－Ｂ（プログラム評価と共創社会） Ｃ群 ２ １・２ 源　　　由理子

授　業　の　概　要・到　達　目　標

政策や事業の評価は「結果や成果」を見ることだけではない。評価は社会の改善のための手段である。
にもかかわらず、日本においては統制の手段としての評価が多く、評価される側にいる人々の活動をと
もすると萎縮させることがある。本講義で取り上げる「プログラム評価」は社会的課題の解決や価値創
造をめざし実施される事業に適用され、社会の改善に役立つ情報提供を目的としたものである。米国を
中心に、対人サービスのプログラム、公共セクターの事業評価において広く使われている。たとえば、
保健・福祉、教育・文化、地域づくりなどの政策、戦略の評価などである。社会の改善や変革のための
評価は、結果の成績付けだけで終わるのではなく、ニーズの評価、戦略（計画）の評価、実施プロセス
の評価など多角的な視点を有するものである。

特に近年、社会システムの変革のためには政府・行政のみならず企業や NPO 等を含む多様なアクター
による協働が必要とされている中、プログラム評価の共創社会における情報発信の道具としての活用が
注目されている。本授業では事例とともにその機能について学び、受講者自身が、それぞれの業務にお
ける適用可能性について検討できるようになることを到達目標とする。

授 業 内 容

1. 授業の概要 授業のシラバスを紹介するとともに、最初に受講者とともに「評価」
に対する意見交換を行い、授業で検討しうる問題の所在を確認する

2. 評価論の系譜とプログラ
ム評価

1960 年代以降、米国を中心に発展してきた主な評価論・手法を、事
例とともに紹介する

3. プログラム評価の理論 プログラムセオリー、評価の５階層等、主な理論を学ぶ

4. ロジックモデル（1） ロジックモデルを使い、評価可能性アセスメントを学ぶ

5. ロジックモデル（2） 事例演習

6. 評価計画と評価デザイン
（1）

評価５階層ごとの評価設計について学ぶ

7. 評価計画と評価デザイン
（2）

セオリー評価とプロセス評価

8. インパクト評価とエビデンス

9. 評価演習（1） 評価ワークショップ
ロジックモデルの検討①

10. 評価演習（2） 評価の設計
ロジックモデルの検討②

11. 評価演習（3） 評価の設計
指標の検討、評価設問と分析手法の検討

12. 日本における評価の潮流
（1）

事例紹介：協働型のプログラム評価を適用した行政評価の取組

13. 日本における評価の潮流
（2）

事例紹介：社会福祉分野における実践家参画型エンパワメント評価、
社会的インパクト・マネジメント
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14． まとめ／Q ＆ A

履 修 上 の 注 意 点

本授業は前半ではプログラム評価の理論を学び、後半はそれを踏まえて、協働で評価を行うアプロー
チを使いワークショップ演習を行う。受講生自らが関わる政策・事業等への適用可能性について検討で
きるように双方向の授業を行うので、授業中の積極的な発言を期待したい。

準備学習（予習・復習等）の内容

テキストの読み込み、授業配布資料の復習を行ってほしい。それらを踏まえて授業のリアクションペー
パー（理解したこと、疑問点、自分の意見等）を提出すること。

教 科 書

源由理子・大島巌編著『プログラム評価ハンドブック～社会課題解決に向けた評価方法の基礎・応用』、
晃洋書房、2020

参 考 書

キャロル・ワイス『入門評価学～政策・プログラム研究の方法』（佐々木亮監修、前川美湖／池田満
監訳）（日本評論社、2014 年）

源由理子編著『参加型評価～改善と変革のための評価の実践』（晃洋書房、2016 年）
安田節之『プログラム評価－対人・コミュニティ援助の質を高めるために』（新曜社、2011 年）

課題に対するフィードバックの方法

・ 毎回の授業のリアクションペーパー（理解した点、疑問、自分の意見など）の提出を求め、次回の授
業でそれらに対する全体講評を取りまとめフィードバックする。

成 績 評 価 の 方 法

授業のリアクションペーパー（50％）：各授業の要点、意見、質問などをまとめた内容の質的水準
期末課題レポート（50％）：レポートの質的水準

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL621J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅲ－Ｄ（参加型評価とガバナンス） Ｃ群 ２ １・２ 源　　　由理子

授　業　の　概　要・到　達　目　標

「参加型評価」はプログラム評価のひとつのアプローチであり、評価専門家による評価ではなく、プ
ログラムに関わるステークホールダーが参加して協働で評価を行う方法である。参加型評価は、「評価
のプロセス」における関係者間の学び、関係性の構築（ソーシャルキャピタル）、当事者意識の醸成、
組織強化などの効果が認められるものとして、特に、社会開発型のプログラムや、教育、福祉分野で実
践されてきた。本授業では、そのような特徴を持つ参加型評価の実践を、評価ワークショップの演習を
とおして行うものである。また参加型評価における評価ファシリテーターの技能と役割についても演習
をとおして学ぶもので、対面・集中授業により実施する。受講者はそのプロセスを体験することをとお
して、各人の関心領域における参加型評価の活用可能性についての考察を行う。

また近年では、地域住民や NPO、企業とと協働で施策を実施する自治体経営の現場においてもその
活用が注目されており、地域ガバナンスにおける参加型評価の効用についても考察を加えていきたい。

（なお、参加型評価のアプローチは、「協働型評価」、「協創型評価」、「エンパワーメント評価」など少し
ずつ異なる文脈を想定した評価の総称である。）

授 業 内 容

１． プログラム評価における
参加型評価の台頭

評価論の系譜をひもとき、参加型評価が登場した背景について考察
する

２． 参加型評価の定義と方法
論

多様な参加型評価の方法論について紹介する

３． 参加者の検討 ステークホールダー分析

４． 評価とファシリテーション 評価ファシリテーションの技能について

５． 評価ワークショップ（1） セオリー評価の実践（ロジック・モデルの活用）

６． 評価ワークショップ（2） セオリー評価の実践（指標の検討）

７． 評価ワークショップ（3） セオリー評価の実践

８． 評価ワークショップ（4） 評価の設計（評価設問、データ収集・分析方法等）

９． 評価ワークショップ（5） 評価の設計（評価設問、データ収集・分析方法等）

10． 評価ワークショップ（6） プロセス評価の方法

11． 評価ワークショップ（7） データの収集・分析／解釈

12． 評価ワークショップ（8） プログラムの見直し（セオリー評価）

13． 評価ワークショップ（9） プログラムの見直し（セオリー評価）

14． 再び、ファシリテーターの役割について

15． まとめ：参加型評価と地域ガバナンス

履 修 上 の 注 意 点

秋学期に開講される政策研究Ⅲ－ B（プログラム評価と共創社会）と併せて受講するとより理解が深
まる。
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準備学習（予習・復習等）の内容

演習で使う事例を事前に読み込んでくること

教 科 書

源由理子編著『参加型評価～改善と変革のための評価の実践』　晃洋書房、2016

参 考 書

源由理子・大島巌編著『プログラム評価ハンドブック～社会課題に向けた評価方法の基礎・応用』晃
洋書房、2020

藤島薫『福祉実践プログラムにおける参加型評価の理論と実践』みらい、2014
安田節之『プログラム評価－対人・コミュニティ援助の質を高めるために』新曜社、2011

課題に対するフィードバックの方法

ワークショップ形式によりケースメソッドで行うもので、その都度の課題（学ぶテーマ）については、
授業内のディスカッションにおける各自の発言とそれに対するフィードバックを授業内で随時行う。

各回のリアクションペーパーに対するフィードバックを次回の授業開始時に行う。

成 績 評 価 の 方 法

リアクションペーパー　20％
評価ワークショップにおける質的貢献度　20％
期末課題レポート　60％

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL621J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅲ－Ｇ（多文化共生のまちづくり） Ｃ群 ２ １・２ 松　本　奈　何

授　業　の　概　要・到　達　目　標

多文化共生は近年重要な都市政策課題となっている一方でその定義、政策の内容は多様である。本授
業ではまず多文化とは何か、多様性とは何かについて理解を深める。外国にルーツを持つ住民との共生
にとどまらず、さまざまなマイノリティグループとの協働についても考えていきたい。そのために、欧
米、さらにはアジア等の事例も参考にしながら、共生とはどのような状態なのか、さらに協働を目指す
には何が必要なのかについて議論を深める。また各方面の専門家からの話を聞く機会も設ける。これら
を通して、世界および日本における多文化共生の現状を本質的に理解し、地方自治体、NPO、住民組織
などへどのような示唆が行えるのかについて考察する。

授 業 内 容

第１回 イントロダクション 多文化共生社会とはどういう状態なのか？

第２回 多文化共生社会の課題 多文化共生社会をつくるための課題を考える

第３回 多様性と共生 海外の事例から多様性と共生を考える

第４回 エスニックタウンの
形成と発展

エスニックタウンといわれるまちはどのように形成され、発展され
てきたのかを理解する

第５回 エスニックタウン１ 海外のエスニックタウンの事例について

第６回 エスニックタウン２ 日本のエスニックタウンの事例について

第７回 教育と多文化 学校における多文化共生について考える

第８回 住環境と多文化 住宅地における共生のとりくみ

第９回 企業都市と多文化 外国人労働者とまちづくり

第 10 回 マイノリティのまち
づくり１

様々な社会的弱者との共生

第 11 回 マイノリティのまち
づくり２

共生を阻むものと今後の展開

第 12 回 事例紹介 多文化共生の事例紹介

第 13 回 学 生 発 表 と デ ィ ス
カッション

学生による最終レポートの発表と討論

第 14 回 学 生 発 表 と デ ィ ス
カッション

学生による最終レポートの発表と討論（学生発表）

第 15 回 総括 全体のまとめ

履 修 上 の 注 意 点

授業内では受講生によるグループディスカッションや、ミニプレゼンテーションなどが行われるため、
積極的に議論に参加することが望まれる。

準備学習（予習・復習等）の内容

受講生は各週で指定された課題リーディングを読み、授業内の討論に備えること。
復習として Oh-o! Meiji にアップロードされるスライド、参考資料を読み理解を深めること。
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教 科 書

教科書は指定しないが、各授業の前に資料・文献を指定する

参 考 書

永吉希久子『移民と日本社会』中公新書
友原章典『移民の経済学』中公新書

課題に対するフィードバックの方法

中間および最終レポートは授業内で発表を行い、フィードバックを行う。
最終ペーパーについては Oh-o! Meiji にコメントを掲載する

成 績 評 価 の 方 法

授業内での議論への貢献と参加度　30％
中間プレゼンテーション＆レポート　30％
最終プレゼンテーション＆レポート　40％

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL631J、（GS）POL636J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅳ－Ｅ（国際協力研究） C群 2 １・２ 武　田　長　久

授　業　の　概　要・到　達　目　標

政策研究 IV-E は国際協力論です。これは国際協力についての概論的な授業です。特段の準備は要りません。
今世紀の人類の課題は多種多様に及ぶが、近年のグローバリゼーションがもたらす光と影は、国際的、

超国家的な新たな問題－国内外の貧富の格差拡大、戦争や暴力紛争、難民問題、テロ、環境破壊など－
を引き起こしており、国際協力活動の意義は日に増して大きくなっている。国際協力において求められ
る公共の利益とは何か。一見、多くの人々にとって、我々の日常生活から縁遠く見える国際協力という
トピックであるが、実は日常生活一般とも深くか関わっているし、グローバルな視点から公共の在り方
についていろいろな問いかけを与えてくれている。

本授業は国際協力の現状と課題について事例とともに検討する。グローバルな視点から社会の課題を
問うことを通して、それ自体の知見に対する意義に加え、日本などのローカルな課題の解決に向けての
気づき、示唆につながることも期待したい。

授 業 内 容

1 イントロダクション～開
発援助の意義と仕組み

国家の「開発」を他者からの「援助」（協力）とともに展開されるよ
うになってきた背景とアクターの関りを概観し、現代のグローバリ
ゼーションにおける「開発」の現象と課題について考察する。

2 国 際 開 発 の 理 論 と ア プ
ローチの変遷

開発経済学の理論と国際的な出来事を背景として、開発の考え方と
援助アプローチがどのような影響を受け、国際開発のパラダイムが
どのように変遷してきたかを考察する。

3 日本の援助の歴史と政策 日本の援助の実施形態（資金協力、技術協力等）、援助行政の特徴を
歴史的に概観し、自助努力や人間の安全保障などが日本の援助理念
として援助政策へ反映されていった背景を検討する。

4 二国間援助と国際機関の
援助

二国間・多国間（国際機関）双方の援助の特徴を把握する。特に国
際機関では世界銀行、アジア開発銀行、国際通貨基金、国連開発計
画などを概観する。日本の援助との比較、国際機関の現状と課題、
そして日本の役割を考察する。

5 開発援助プロジェクトの
実施プロセス

援助行政の担い手は複数ある。援助プロジェクトの計画・実施・評
価のプロセスにおいてどのようなアクターが関り、どのような役割
を果たしているのかを考察し、援助行政の実態を把握する。

6 インフラ開発のガバナン
ス

途上国のインフラストラクチャーの開発において開発援助は重要な
役割を果たしている。インフラ開発におけるミクロとマクロの双方
のレベルにおけるガバナンスの課題を考察する。

7 技 術 協 力 と キ ャ パ シ
ティ・デベロップメント

技術協力におけるキャパシティ・デベロップメントの概念を理解す
る。相手側のキャパシティ・デベロップメントを導くためのプロセ
スを検討し、PDIA や知識共創の考え方も含めて考察する。

8 プロジェクト・サイクル・
マネジメント手法

技術協力プロジェクトの運営管理に使用されているプロジェクト・
サイクル・マネジメント（PCM）手法を学び、ステークホルダー分析、
問題分析、目的分析を演習で実践する。

9 人間の安全保障と平和構
築

人間の安全保障の概念を概観し、その概念をどのように適用していくの
か、フィリピンのミンダナオでの平和構築プロジェクトを事例に考察する。
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10 参加型開発の考え方と実
践

コミュニティの現場や地域開発の現場において「参加型開発」の考
え方と実践がどのように積み重ねられてきたか、インドネシアのプ
ロジェクトを事例に考察する。相手側の主体性をどのように引き出
すか、行政とコミュニティの協働の課題について考える。

11 日本の NGO と国際協力 国際協力の主要なアクターの一つである NGO はどのような活動を
行っているのか。日本の国際協力 NGO の例をもとに、その現状と課
題を考察する。

12 日本の経験と国際協力 日本の経験を途上国の技術協力にどのように活用しているかを母子
手帳やカイゼンの取り組みを通じて考察する。

13 地方行政能力強化への支
援

途上国の地方行政の能力強化を支援するためにどのような協力が実
施されているのかを事例をもとに概観する。日本の地方行政の経験
がどのように途上国の支援に活用できるか、一村一品運動などを事
例に考察する。

14 ガバナンスと国際協力 ガバナンスに関するドナー支援の国際協力の現状と課題について概
観する。バングラデシュのガバナンス支援のプロジェクトを事例に
ガバナンス支援において配慮すべき点に関して考察する。

履 修 上 の 注 意 点

準備学習（予習・復習等）の内容

事前配布される資料については必ず読んでくること、欠席した場合はビデオを見ること、事前に欠席
がわかる場合には講師に連絡すること。

教 科 書

特に定めない。

参 考 書

『よくわかる開発学』　大村佐和・西村幹子　（ミネルバ書房）　2022 年
『国際協力－その新しい潮流』　下村恭民・辻一人・稲田十一・深川由紀子　（有斐閣選書）　2016 年
『国際協力論を学ぶ人のために』　内海成治編　（世界思想社）　2005 年
『IMF と世界銀行の最前線ー日本人職員がみた国際金融と開発援助の現場』　井出穣治・児玉十代子　

（日本評論社）　2014 年
『IMF/ 世界銀行と途上国の構造改革－経済自由化と貧困削減を中心に』　坂元浩一　（大学教育出版）　

2008 年
『国際援助行政』　城山英明　（東大出版会）　2007 年
『国をつくるという仕事』　西水美恵子　（英治出版）　2009 年

課題に対するフィードバックの方法

期末レポートにはコメントを記してフィードバックを行う。

成 績 評 価 の 方 法

授業における理解度、貢献度（40％）
期末レポート（60％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL611J、（GS）POL616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅳ－Ｆ（SDGs とガバナンス） Ｃ群 ２ １・２ 辻　　　昌　美

授　業　の　概　要・到　達　目　標

2015 年９月の国連サミットにおいて、人間、地球及び繁栄のための行動計画である「持続可能な開
発のための 2030 アジェンダ」が採択された。この中で、SDG1 から 17 の「持続可能な開発目標（SDGs）」
が掲げられている。SDGs は誰も置き去りにせず 2030 年までに、あらゆる貧困と飢餓に終止符を打つ
こと、国内的・国際的な不平等と戦うこと、平和で公正かつ包摂的な社会をうち立てること、人権を保
護しジェンダー平等と女性・女児の能力強化を進めること、地球と天然資源の永続的な保護を確保する
こと、持続可能で包摂的で持続的な経済成長、共有された繁栄及び働きがいのある人間らしい仕事のた
めの条件を作り出すことを目指すものである。持続可能な開発を経済、社会及び環境という三つの側面
において、バランスがとれ統合された形で達成するためのものである。

SDGs は全てのステークホルダーが協同して実行することが期待されている。また、17 の目標とされ
る内容は独立のものではなく相互に関連している。このような性格を持つ SDGs において、ガバナンス
の観点は重要である。

本科目「SDGs とガバナンス」においては、オムニバス形式（担当教員：辻特任教授、木村教授、源
教授）で学内外の講師を招聘し、分野毎あるいは分野横断的、関与主体独自あるいは協同活動など、様々
な異なる視点から SDGs 実行の在り方について学び、その全体像と個々人の関わり方について考察し行
動するための基礎を養うことを目標とする。

授 業 内 容

１． イントロダクション及び我が国の取組

２． SDG13：気候変動

３． 我が国の政府開発援助における取組

４． 企業における取組

５． SDGs と地方創生

６． SDG12：持続可能な消費と生産

７． SDG17：マルティステークホルダー・パートナーシップ

８． SDGs と自治体政策

９． SDG14 及び 15：生態系

10． クラス討議

11． SDG11：都市（1）

12． SDG11：都市（2）

13． 学生によるプレゼンテーション １

14． 学生によるプレゼンテーション ２

15． 学生によるプレゼンテーション ３

履 修 上 の 注 意 点

回毎の授業内容及び順序は、外部講師のスケジュール等により変更がありうる。
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準備学習（予習・復習等）の内容

本科目は基本的に講義形式であるが、各授業において講師と学生とが討議を行う時間を確保する。講
義資料は各回の授業前に Oh-o! Meiji 経由で共有するので、学生は事前に予習することが求められる。
また、第 10 回にはクラス討議を、第 13～15 回には学生からのプレゼンテーションを行うこととして
おり、討議参加とプレゼンテーションへの準備が必要となる。

教 科 書

特に定めない。

参 考 書

『持続可能な開発のための 2030 アジェンダ』国際連合（外務省仮訳）
（https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000101402.pdf）

課題に対するフィードバックの方法

第 13～15 回の学生によるプレゼンテーションの際に行うほか、Oh-o! Meiji を通じてもフィードバッ
クを行う。

成 績 評 価 の 方 法

（1）授業への参加度（30％）
（2）プレゼンテーション（70％）

そ の 他

なし
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科目ナンバー：（GS）POL611J、（GS）POL616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅴ－Ａ（選挙と政治資金） Ｃ群 ２ １・２ 田　口　尚　文

授　業　の　概　要・到　達　目　標

平成の時代、国民の政治に対する信頼を回復するため、幾多の選挙・政治資金制度改革が行われてきた。
ところが、令和の時代に入っても、依然として、政治とカネをめぐる問題は後を絶たず、また、投票

率の低下や地方選挙の無投票当選に代表されるように、国民・住民の選挙・政治離れについては一向に
改善の兆しがみえてこない。

本講義では、国と地方の選挙制度、政治資金制度の全体を概観し、これまでの制度改革の流れや実態
を振り返りつつ、現在における課題、論点を抽出し、今後の展望について皆さんとともに考察・議論し
ていきたい。

授 業 内 容

１ 選挙制度の概要 ・衆議院、参議院、地方公共団体の選挙制度の全体を概観する

２ 政治資金制度の概要 ・政治資金制度の全体を概観する

３ 選挙制度の類型 ・小選挙区制、大（中）選挙区制、比例代表制の特性
・組み合わせ方式（並立制、併用制、連用制）の比較
・国と地方で異なるわが国の選挙制度

４ 衆議院の選挙制度 ・平成６年～中選挙区制から小選挙区比例代表並立制へ
・平成中期～一票の較差をめぐる最高裁判決の厳格化と法改正
・ 衆議院の選挙制度の課題（小選挙区制と二大政党制、重複立候補

制度）

５ 参議院の選挙制度 ・昭和 57 年～銭酷区、残酷区とも言われた全国区が比例代表制に
・ 平成中期～一票の較差をめぐる最高裁判決の厳格化と法改正～都

道府県合区
・平成末期～比例代表選挙の定数増と特定枠制度の導入
参議院の選挙制度改革の課題（二院制のあり方）

６ 地 方 公 共 団 体 の 議 会 議
員・長の選挙制度

・投票率の低下、無投票当選の増加、地方議会の議員構成の偏り
・投票率向上方策、立候補しやすい、議員活動しやすい環境整備
・遠ざかる有権者を地方政治に呼び戻す選挙制度のあり方とは

７ 選挙権と投票・開票 ・18 歳選挙権の実現と主権者教育
・電子投票の低迷とインターネット投票への課題
・災害と選挙～東日本大震災の教訓と今後の課題

８ 選挙運動 ・現行の選挙運動規制の概要
・インターネット選挙運動の解禁と課題
・選挙運動規制の見直し議論

９ 寄附禁止、買収罪と連座
制

・公職選挙法の寄附禁止～広汎な規制をめぐる賛否両論
・買収罪と連座制～連座制強化による買収罪の激減
・選挙運動に対する報酬支給（運動買収）の規制緩和議論

10 選挙違反事例の研究 ・選挙運動規制違反、寄附禁止違反、政治活動規制違反
・報酬支給と買収罪
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11 政治資金の現状など ・わが国の政治資金の全体像
・地方議会議員の政務活動費
・企業・団体献金の規制

12 政治資金制度の改革 ・公開法から公開＋規制の法へ
・平成６年～政治家個人から政党中心の政治資金制度へ
・平成 19 年～国会議員関係政治団体の政治資金の透明性強化

13 政治資金違反事例の研究
（1）

・政治資金収支報告書の虚偽記載
・政治団体の代表者の責任

14 政治資金違反事例の研究
（2）

・寄附の量的・質的規制違反

15 総括 ・選挙と政治資金の課題をめぐる議論

履 修 上 の 注 意 点

原則、上記の授業計画に沿って進めますが、学生の関心事項やその時々の選挙、政治情勢等によって
一部変更することがあります。

準備学習（予習・復習等）の内容

予習の必要はありません。
授業ではレジュメのすべてを説明できませんので、復習として目を通してください。

教 科 書

教科書はありません。レジュメを毎回配布します。

参 考 書

特に必要ありません。

課題に対するフィードバックの方法

学期末の課題レポートの提出以外に、毎回の授業で課題を出す予定はありません。
なお、授業の時以外に、意見、質問があれば「ディスカッション」機能を活用して記載していただけ

れば、できるだけお答えするようにします。

成 績 評 価 の 方 法

平常点（授業への参加度）（60％）
課題レポート（学期末に提出：40％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL611J、（GS）POL616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅴ－Ｂ（地方議会の役割） Ｃ群 ２ １・２ 廣　瀬　和　彦

授　業　の　概　要・到　達　目　標

地方議員、地方公務員として将来的に活躍したい方は、他では学ぶことができない地方議会に関する
理論と実務をあわせた講義内容となっているのですぐに実践に役に立ちます。

また、自分が住んでいるまちの住民代表機関としてなぜ議会が必要なのか、議会はどんな役割を担っ
ているのかを十分に理解し、議会と協働をする中で自分たちのまちのあり方に責任をもつエビデンスを
理解することを目的とします。

なお、毎講義ごとに１人の方に発表していただきながら、受講者のディスカッションにより講義を進
めていきます。

授 業 内 容

第１回目 イントロダクション・地方議会とは

第２回目 地方自治制度における議会の地位（憲法 93 条等）

第３回目 議員定数の現状と算定手法

第４回目 議員報酬の現状と算定手法

第５回目 政務活動費の現状と問題点

第６回目 本会議・委員会・協議等の場

第７回目 議会の議決権限 ①（条例・予算・決算）

第８回目 議会の議決権限 ②（その他）

第９回目 議員の発言権と法的責任

第 10 回目 議会の会議の種類と招集

第 11 回目 議会における審議手法

第 12 回目 請願・陳情

第 13 回目 長と議会の関係

第 14 回目 議会改革

履 修 上 の 注 意 点

講義にはリアル及びオンラインのどちらでも構わないので出来るだけ受講すること。万が一受講でき
ない場合は録画を視聴の上レポートを提出すれば受講したものとみなします。

準備学習（予習・復習等）の内容

地方自治論と政治学の基本書を事前に読んでおくとより理解が深まる。

教 科 書

廣瀬和彦著「Q ＆ A 地方議会議員ハンドブック」（ぎょうせい）

参 考 書

なし
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課題に対するフィードバックの方法

Oh-o! Meiji を通じた方法

成 績 評 価 の 方 法

授業への貢献度、授業への参加度、期末テストによる評価

そ の 他

特になし
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科目ナンバー：（GS）POL621J、（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅴ－Ｃ（政策経営と議会） Ｃ群 ２ １・２ 内　藤　達　也

授　業　の　概　要・到　達　目　標

政策（抱える課題の解決を図り、市民の生活環境向上、福祉の増進を実現するための方向と対応）は、
様々な予測と調整を重ねながら効率的、効果的でかつ最善のものとしなければならない。そのためには
議会における意見、指摘など含め議員目線 < 市民視点）でのチェックが重要なプロセスとなる。本政策
研究 V － C では、市町村（一般市）を例にしながら、少子高齢化社会を要因とする社会構造の変化、
財政問題や蔓延する新型コロナウィルス感染症対策はもちろん SDGs、ダイバーシティ、カーボンニュー
トラルなど取り上げながら市民要望を的確に捉えた政策経営を考えていく。また必要に応じ現役議員を
コメンテーターに迎え研究を進め、計画行政の仕組みと政策経営の重要性を議論を通して確認する。さ
らには政策を自らで立案することで理解を深め実践につなげていく。

授 業 内 容

１ ビヨンドコロナを考える ウイズコロナで３年間が過ぎた。新型コロナウィルス感染症は国や
地方自治体にどのような被害をもたらしたのか。そしてどのような
政策が展開されたのか。この間の軌跡を共に考察する。

２ 少子高齢化社会を考える
（1）

高齢化率 50％を超す「限界集落」は他所ごとではない。我が国の現状、
実態を調査し課題を抽出、認識する。

３ 少子高齢化社会を考える
（2）

少子高齢化による社会構造の変化に着目。弱まる家族、地域、会社
の課題解決能力など身近な地域を巡る現状を把握する。この課題と
対策は。

４ ダイバーシティを考える
（1）

男女平等イコールダイバーシティではない。多様な人材を積極的に
活用する重要性を確認し、先行して取り入れている企業等の取組を
調査する。

５ ダイバーシティを考える
（2）

ダイバーシティを市町村における政策経営の柱におくべきかを検証
し、その政策を構築する。

６ 地方分権改革を考える 平成５年地方分権の推進に関する決議（衆参両院）から始まった地
方分権改革。バブル景気崩壊時にスタートした改革の実態と経過を
ひも解く。

７ PPP を考える Public Private Partnership は公共と民間による事業の連携・協働を意
味する概念として用いられるが、その現状、実態を検証する。

８ 公共調達の在り方を考え
る

「公共調達条例」について策定経過、議会議論など含め、現在におけ
る公共調達の在るべき姿、そして取るべき手法は。

９ 産官学ベストプラクティ
ス（1）

地方自治法改正により「連携協約」が追加されたが、これの運用も
含め産官学連携の現状と課題を抽出し理想的な協力、連携を整理する。

10 産官学ベストプラクティ
ス（2）

地方自治体と企業の連携事例を調査検証し、地域の課題を解決可能
な新たな取組を企画立案する。
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11 カーボンニュートラルを
考える（1）

2050 年二酸化炭素ネット排出量ゼロとする政府目標を表明した。
2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現のために地方自治
体はどのような政策が求められるのか。そのために最新の状況を考
察する。

12 カーボンニュートラルを
考える（2）

有効かつ実現性の高い CO2 削減政策を考えレポートを作成する。

13 SDGs を考える 国連加盟国 193 か国が 2030 年までに達成すべき目標とする SDGs。
市町村における影響や施策を調査研究し政策を立案する。

14 自治体財政を考える 政策を展開するためには必ず予算の執行が伴う。自治体財政の基礎
知識を習得するとともに議会の関わりを整理する。

履 修 上 の 注 意 点

自身が居住する区市町村あるいは出身の区市町村の予算規模、職員数、議会構成など把握しておくこと。

準備学習（予習・復習等）の内容

講義初日の事前学習は不要であるが、その後の事前学習については授業終了時に次週分を指示する。

教 科 書

『新・公共経営論』樽見弘紀・服部篤子編著（ミネルヴァ書房）
ただし、購入を絶対条件とするものではない。

参 考 書

その都度指示するが、購入を絶対条件とするものではない。

課題に対するフィードバックの方法

課題解決の具体策（政策）を発表し、受講生から不明点等のコメントをもらう時間を設けている。ま
た、議員のコメンテーターによる受講生とのキャッチボールも行い情報交換等が得られるよう進めてい
く。加えて、実務上の課題については個別にメールによるアドバイスや事例紹介を行う。

成 績 評 価 の 方 法

講義開始時に前講義の小レポートを回収する。評価方法については、小レポート 40％、平常点
30％、発言点（議論参加点）30 点とする。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅵ－Ｇ（地方財政実務）〔M〕 Ｃ群 ２ １・２ 木　村　俊　介

授　業　の　概　要・到　達　目　標

地方財政実務
１　ねらい

我が国の国内行政は、新型コロナ、人口減少、デジタル社会の到来など、激動の時代に入っている。
そのような中で、国内行政において、国と地方は車の両輪として行政課題に取り組んでいる。特に我が
国の地方財政は、国の財政と規模において肩を並べるとともに、地方公共団体の行政活動を裏付ける重
要なものであるが、現在、多額の公債残高を抱え、国と同様、危機的な状況にある。

このような地方財政制度は、専門的な内容を含み、一見複雑に見え、実務担当者も理解しにくい面が
ある。このため、本講義においては、これをわかり易く解説するとともに、今日、地方財政が抱えてい
る課題を実際の地方公共団体の運営に即して検討し、考察を行って行く。
２　この授業で採りあげるテーマ

授業では、先ず、国及び地方を通じる財政の状況と課題を扱い、その上に立って、実際の地方財政運
営上の諸課題の検討を行う。また、具体的な事例を基に、新型コロナ対策と地方財政、デジタル社会と
地方財政、人口減少・地方創生と地方財政、地方分権と地方財政、都道府県と市町村との関係、公共施
設ファシリティマネジメント、PFI、ネーミングライツ、第三セクター、地域公共交通、国民健康保険
等の問題を検討し、全体を通じ、地方分権の流れの中で地方財政の抱える課題や今後の方向性等につい
て考察していく。
３　講師からのメッセージ

講師（私）がモットーとしているのは、「論議を呼んでいる制度こそが、実社会で機能している制度
である。」という点である。履修者の皆さんと「論議の渦中にある地方行財政制度」を取り上げ、闊達
に意見交換を図りたいと考えている。
４　講義風景の紹介 （広域連携と地方創生：オープンキャンパス特別講義より）

https://commonsi.muc.meiji.jp/em/5eb89154a7ba8

授 業 内 容

１． ガイダンス、我が国の地
方財政の概要

講義全体の進め方。我が国の地方財政はどのような特徴を有してい
るのか？

２． 地方財政と地方分権 地方財政、地方交付税その他の基本的な制度の仕組み。三位一体改
革などの主な地方財政の改革ではどのような措置が講じられたの
か？

３． 地方債制度 地方債制度は、財政措置なのか、金融手法なのか。市場や民間資金
の重要性が増しているのはなぜなのか？脱炭素化推進、グリーンボ
ンド、クラウドファンディング等の新たな資金調達手法の動向は？

４． 地方財政健全化 夕張事件はどのような問題を提起したのか。地方財政健全化法とは
どのような仕組みなのか？夕張市の現在の動向は？

５． 地方税とふるさと納税 我が国の地方税制度はどのような特徴を有しているのか？また、ふ
るさと納税の仕組みを巡り何が問題になっているのか？企業版ふる
さと納税の動向は？
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６． 公共施設ファシリティマ
ネジメント

なぜ自治体において公共施設のファシリティマネジメントが必要と
されているのか？

７． PFI 国・自治体において PFI 手法はなぜ注目されているのか？

８． イ ン フ ラ 老 朽 化 対 策、
ネーミングライツ

どのようなインフラ老朽化対策が講じられているか？公共施設の
ネーミングライツとはどのような仕組みなのか？

９． 第三セクター 第三セクターの運営を巡り何が問題になっているのか？

10． 地域公共交通 人口減少社会の中で、地域の足を確保するためにはどのような方策
が必要か？地方公共交通（ローカル鉄道）の再構築に何が必要か？

11． 国民健康保険 国民健康保険を巡り何が問題になっているのか？

12． 空き家・住宅問題 空き家問題のためにどのような施策が必要か？

13． 人口減少と水道事業 人口減少下で水道事業はどのような課題に直面しているか？

14． 地域のデジタル化 地域のデジタル化は今後どのように展開していくのか？

15． 新型コロナウィルス対策
等 の 危 機 管 理 と 地 方 財
政、地方財政まとめ

新型コロナウィルス対策等の危機管理と地方財政はどのような状況
か？ 2024 年度の地方財政対策はどのような内容か。地方財政実務全
体のまとめ。

履 修 上 の 注 意 点

第３回目以降、講師が指定する事項について、担当を決めて報告を求める。

準備学習（予習・復習等）の内容

あらかじめ講義教材をクラスウェブに掲載する。
必ず講義前に資料をダウンロードし、資料を読んだ上で講義に臨むこと。

教 科 書

特に指定しない。
○ 主要参考書
　地方財政制度研究会　『やさしい地方財政（第二次改訂版）』　ぎょうせい、2000 年。
　沼尾波子・池上岳彦ほか　『地方財政を学ぶ』　有斐閣ブックス、2017 年。
　小西砂千夫　『新版 基本から学ぶ地方財政』　学陽書房、2018 年。
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参 考 書

○ 講師著作（地方財政関係）　（URL をクリックし閲覧可。）
　『都市自治体におけるファシリティマネジメントの展望』　日本都市センター、2014 年。
　 https://www.toshi.or.jp/app-def/wp/wp-content/uploads/2014/05/report135.pdf
　「ネーミングライツに関する考察」　『自治研究　第 90 巻第６号』　第一法規、2014 年、16-43 頁。
　 https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/handle/10291/21137
　『人口減少時代における地域公共交通のあり方』　日本都市センター、2015 年。
　 https://www.toshi.or.jp/app-def/wp/wp-content/uploads/2015/05/report149.pdf
　「まちづくりと地域公共交通（上）（下）」『都市とガバナンス』　日本と市センター、2016 年。
　 https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/bitstream/10291/21504/1/toshitogovernance_25_66.pdf
　「ID 地域自治論」　『地方自治　No.836』　地方自治制度研究会、2017 年、２-49 頁。
　 https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/bitstream/10291/21135/1/chihougyousei2_kimura.pdf
　「広域連携時代における公共施設の運営」『地方議会人』中央文化社、2018 年、22-26 頁
　 https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/bitstream/10291/21141/1/facility2_kimura.pdf
　「半代表制的性質を伴う我が国の地方議会の課題」『明治大学ガバナンス研究科紀要 No16』 2020 年。
　 https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/bitstream/10291/21010/1/gabanansu_16_1.pdf
　「水道広域化の展望ー上水道企業団の成果と課題」『公営企業（2020 年７月号）』　2020 年。 
　 https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/bitstream/10291/21138/1/chihouzaisei2_kimura.pdf
　「指標からみる自治体の資産管理について」『JFMA JOURNAL』 2021 年。
　 https://m-repo.lib.meiji.ac.jp/dspace/bitstream/10291/22085/1/jfma_2021_autumn_50.pdf

課題に対するフィードバックの方法

Oh-o! Meiji の Class web にて全体講評をする

成 績 評 価 の 方 法

講義ディスカッションへの参加 20％、報告 30％、期末レポート 50％により総合的な評価を行う。
期末レポートの提出は、単位取得の前提となる。

そ の 他

日頃から報道記事に留意し、地方財政実務の問題に関心を持つことが期待される。
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科目ナンバー：（GS）ECN656J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅵ－Ｈ（地方行財政フロンティア）〔M〕 Ｃ群 ２ １・２ 柏　木　　　恵

授　業　の　概　要・到　達　目　標

この授業は、中央政府や地方自治体が直面している最新の課題について、自らの力でイノベーション
やベストプラクティスを発案できるようになるために、議論し、解決策を検討することを目的とする。

毎回テーマを決めて、問題を提起するので、そのテーマについて、議論し、ベストプラクティスを検
討する。

第１回、第２回はイントロダクション。第３回は各自のテーマ設定。
第４回以降は、設定したテーマを議論し、各自のベストプラクティスを検討する。
適宜、国や地方の行財政について講義する。

授 業 内 容

１ イントロダクション（1） 授業の目的と内容、議論の進め方、評価の方法を説明。

２ イントロダクション（2） 日本のおかれている状況や課題を把握する。

３ 各自のテーマ設定 イントロダクションを踏まえて、報告するテーマを検討する。

４ イ ン フ ラ に つ い て 考 え
る：社会資本整備

社会資本整備の課題（インフラの老朽化・長寿命化）や公共事業予算、
地方公営企業について考える。

５ 地域づくりについて考え
る：まちづくり・地方創生

まちづくりや地域交通などについて考える。また、地域おこし、地
方活性化、地方創生について考える。

６ 土地・家屋・資産・国益
について考える：

所有者不明土地、空き家、耕作放棄地、森林管理・水源管理、国土
保全などについて考える。

７ デジタル化について考え
る

国や自治体のデジタル化について考える。

８ 災害対応・国民保護につ
いて考える

災害対応、災害税務（罹災証明書、税の減免）、災害研修などについ
て考え、災害対応パッケージを考える。国民保護や安全保障につい
ても考える。

９ 地域医療・介護について
考える

人口減少・高齢化時代における地域医療・介護のあり方、医師偏在
問題などについて考える。

10 中央政府・自治体の存続
について考える

人口減少・少子高齢社会における国・自治体の存続や連携策として
広域化・共同化について考える。地方公営企業のあり方についても
考える。

11 行政サービスの担い手と
サービスの品質について
考える

住民サービスとは何か。人口減少・少子高齢社会下の自助・共助・
公助について考える。官民連携・民間委託における役割分担とサー
ビスの品質について考える。

12 幸せな働き方について考
える

働き方改革と効率化、モチベーションなどについて考える。テレワー
クや地方移住について考える。外国人労働力についても考える。

13 効率化について考える PDCA サイクル（計画・予算―執行―決算・チェック―評価）と公会
計について考える。

― 117 ―



14 事業評価と国民・住民へ
の開示について考える

事業評価（行政事業レビューや政策評価・事務事業評価）と国民・
住民への見せ方・周知方法について考える。

15 総括 最先端の政府・自治体とは、日本の発展・持続社会における政府・
自治体とは。全体のまとめと課題の提示

履 修 上 の 注 意 点

各自１回以上、自身の興味のあるテーマについて報告すること。毎回、全員で議論するので、出席し、
かならず発言すること。

準備学習（予習・復習等）の内容

次回のテーマについて各自意見を考えておくこと。報告者はプレゼン資料を作成する。

教 科 書

特になし。必要に応じて、ディスカッション資料を配布する。

参 考 書

特になし。

課題に対するフィードバックの方法

授業中に各自（報告者・討論者）に対してフィードバックする。第 15 回講義で総括を行う。

成 績 評 価 の 方 法

授業への貢献度・参加度・出席日数（50 点）とレポート（50 点）

そ の 他

― 118 ―



科目ナンバー：（GS）POL628J、（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅶ－Ｃ（地域活性化と行政） Ｃ群 ２ １・２ 中　西　穂　高

授　業　の　概　要・到　達　目　標

地域活性化において、行政の果たす役割は大きい。特に、地方圏の自治体においては、地域の産業が
脆弱でである一方で地方自治体が地域最大の「企業」であることも多く、その動向によって地域経済は
大きく左右される。そうした状況のもと、近年は、地域活性化の主体が国から地方に移り、地域活性化
に対する地方自治体の役割はその重要度を増してきている。同時に、地方自治体が採用しうる地域活性
化の手法も多様化が進んできており、地方自治体の「地域経営」の能力とセンスがその地域の将来を左
右するようになってきている。特に COVID-19 の影響もあり、昨今はテレワークなどの新しい手法を活
用した地域活性化が注目されている。

本講義では、そうした中で、行政（官）の立場、民間（民）の立場、住民（公）の立場など何らかの
立場で地域活性化に関わる者に対し必要な知識を伝えていく。

具体的には、講義のはじめに地域活性化とは何か、という議論を行い、地域活性化の概念構築を行う。
次いで、講義期間の前半をかけて財政問題、政策決定メカニズム等地方行政に関わる基本的な知識を習
得するとともに、具体的な政策課題について論じる。また政策選択のシミュレーションなどを通じて政
策立案方法を身につける。講義期間の後半では、近年の経済社会環境に対応した多様な地域活性化事例
を検討・議論することで、様々な地域活性化手法に関する知識を習得するとともに、その成功（失敗）
要因を考察していく。

【授業目標】
・地域活性化の概念を理解できる
・行政の政策立案手法を理解し、政策に関して批判的検討ができる
・多様な地域活性化手法を知り、その効果分析ができる
・地域の状況に沿った地域活性化政策を立案できる

【得られる知識】
・事実についての知識
　地域活性化の経緯・状況、財政指標、地域活性化事例、地域資源
・概念についての知識
　地域活性化とは何か、行政の役割・意義
・方法についての知識
　政策立案方法、議論の技法、地域資源の見つけ方
・総合的な知識
　地域活性化方策（色々な知識の組み合わせ）

授 業 内 容

１． イントロダクション 講義の進め方、地域活性化とは、講師の自己紹介、学生の自己紹介（出
身地あるいはこれまで関わりの深かった地域、その地域の自慢）

２． 都市対地方 地域をめぐる社会変化、地方への投資の意味を考える

３． 自治体経営 地方の財政問題、自治体破綻など（夕張市の破綻を事例に、破綻回
避策を考察する。あわせて成功事例の危うさも考えてもらう）

４． 行政のメカニズム 行政の特徴、政策形成プロセス（高知の事例をもとに議論する）

５． 公共をめぐる新たな関係 ニューパブリックマネジメント、民間委託、PFI などを紹介するとと
もに、成功事例、失敗事例を考察する
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６． 計画策定手法 地域活性化計画の策定手法、シナリオプランニングを学ぶ。あわせ
て研究倫理、研究とは何か、についても講義する

７． 政策立案演習 地域活性化のシナリオプランニング（グループで議論を行い、発表
を行う）

８． 地域活性化概論 地域活性化政策の変遷をみながら、地域活性化政策の目的や地域資
源の意味を考える

９． 地域資源の活用 地域資源の活用事例とその要因分析を行う

10． 地域技術・大学の活用 地域技術の活用、地域コミュニティと大学

11． テレワークの活用 テレワークを一つの事例として、ICT と地域の関わりについて紹介し、
新しい地域活性化手法について考える

12． 地域活性化のための新戦
略

映画、テレビの活用、ゲーム、歴史遺産、音楽の利用など、地域活
性化のための多様な戦略を紹介するとともに、その活用方法を議論
する

13． 地域課題演習 【学生による課題発表】　講評、地域活性化事例研究

14． 地域課題演習 【学生による課題発表】　講評、地域活性化事例研究

15． 地域課題演習 【学生による課題発表】　講評、講義のまとめ

履 修 上 の 注 意 点

毎回、講義を行うとともに、その内容についての討議を行います。討議が授業の大きな要素となって
いるので、授業には積極的に参加することが求められます。zoom を用いたオンライン授業を併用しま
すが、ブレークアウトルームを活用しますので、オンライン参加の方はその場でも積極的に発言してく
ださい。論理的思考力や批判的思考力の育成を念頭に置いた講義を行うので、考える力を伸ばしたい学
生の参加を大いに歓迎します。

また、政策立案や多様な意見を考える場を設定しますので、そうしたことに関心のある方はぜひ履修
してください。

準備学習（予習・復習等）の内容

通常の授業はシラバスに沿って行われ、必要な内容は講義時間内に伝えるので、予習は特に必要あり
ません。ただし、授業で学んだ内容はその後の授業においては知っていることを前提とするので、復習
を十分に行ってください。また、学期の途中と最後に行われる演習では、それまでの知識をもとに発表
を行ってもらうので、事前準備が必要となります。なお、演習課題は事前に伝えます。

教 科 書

レジュメなどを用意する。

参 考 書

（行政の特徴、アウトソーシング、高知県の事例等に関して）
 「どの地域でも実践できる地域活性化モデル」中西穂高著、彩流社

（その他）
 授業の中で適宜紹介する。
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課題に対するフィードバックの方法

授業中に出した課題で会って、授業内で回答を求めるものについては、その授業内で解説を行う。
オンラインで提出する課題については、個別にオンライン上で解説を行うとともに、必要に応じ次回

の授業において総括的な解説を行う。
最終課題（学生の発表）については、発表ごとに解説を行うとともに、全員の発表後に全体的な講評

を行う。

成 績 評 価 の 方 法

（1）講義中の質問に対する応答や指示への対応など、講義への参加度（50％）
（2）講義中に行われる発表（シナリオプランニング）（10％）
（3）最終課題発表の内容、発表方法、他の学生の発表時の議論への参加（40％）

そ の 他

必要な知識は授業で伝えるので、専門的知識は必要ありません。多面的な思考力を育成するため、授
業では毎回討議を行い、各人の経験を踏まえた立場からの意見を述べてもらいます。討議の内容が授業
構成の重要な役割を占めるので、積極的に討議に参加することが求められる。学期の最後には課題に対
する発表を行います。

対面授業の機会が減ったことを補填するため、授業で分からなかったことや疑問に思ったことなど、
毎週のアンケートに記載することができるようにしています。気軽に質問などを記入してください。
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科目ナンバー：（GS）POL628J、（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅷ－Ａ（災害と危機管理） Ｃ群 ２ １・２ 小　林　　　清

授　業　の　概　要・到　達　目　標

365 日 24 時間の情報連絡体制構築・初動体制・関係機関の意思疎通と協力連携など、災害と危機管
理に関する各種論点について、研究する。その際のプレス対応・実務の判断とトップの決断・現地の権
限と本部の権限・関連科学技術の信頼度・ボランティアや NPO との連携・指揮官訓練・図上訓練・安
全なまちづくりなど、具体的な対処方法にも随時触れる。また近年、危機管理概念は世界的に、国家的
危機や大規模な自然災害だけでなく、事故・事件、さらにはいわゆる社会的リスクにまで拡大して論じ
られることが多くなった。そこで、自然災害だけでなく組織内不祥事・大事故・テロ・戦争・カルトな
ど幅広く扱う。理論だけでなく実体験に基づく現実処理の観点を重視しながら新しいリスク・マネジメ
ントの方法を研究する。

災害対策も危機管理も、その体系はまだ確立されていない。したがって、今の日本では何が出来て何
が出来ないのか、そして何の準備は出来て何の準備は出来ないのかのかを知ることから出発しなければ
ならない。そのため、各種防災機関や専門家など、災害対策や危機管理の第一線で取り組んでいる担当
者から制度や政策と実態を学び、議論を行う。

従来の災害対策では、どちらかというと避難訓練や備蓄が重視される傾向があった。これらはもちろ
ん大切だが、これらに加えて救命救急や防災まちづくりにも力を入れていかないと市民生活の真の安全
は確保できない。これと関連して、行政には、態勢の面でも意識の面でも防災対策から危機管理への転
換が求められている。一方でボランティアの役割もかつての募金や物質の送付に加えて知恵や技術、そ
して手足の提供へと充実しつつある。自助・共助・公助の役割分担について整理し直すことが必要だ。
そういう考え方に立って授業を行う。

授 業 内 容

１ 危機管理総論 危機とは・危機の種類・危機の歴史・危機への対処

２ 危機管理概念の拡大と災
害対策

危機管理概念の拡大傾向と自治体政策の急速な接近
災害対策基本法、避難第一主義、自治体中心主義

３ 危機管理の実例 内外の災害の歴史と実例・教訓
コンプライアンス・不祥事等の歴史と実例・教訓

４ 危機管理の訓練方法 防災訓練・避難訓練・事例演習・図上訓練・指揮官訓練

５ 危機管理事例研究（1） 防災センター・自衛隊・警察・消防その他防災機関、電力、ガス、
電話などライフライン関係機関を訪問し（または現場から講師を受
け入れて）、実地でヒアリング・フィールドワークを行い、危機対処
の現実を認知することにより問題点を探る。

６ 危機管理事例研究（1） 上記実地調査の結果をふまえ、危機管理のあり方を議論する。

７ 危機管理事例研究（2） 防災センター・自衛隊・警察・消防その他防災機関、電力、ガス、
電話などライフライン関係機関を訪問し（または現場から講師を受
け入れて）、実地でヒアリング・フィールドワークを行い、危機対処
の現実を認知することにより問題点を探る。

８ 危機管理事例研究（2） 上記実地調査の結果をふまえ、危機管理のあり方を議論する。
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９ 危機管理事例研究（3） 防災センター・自衛隊・警察・消防その他防災機関、電力、ガス、
電話などライフライン関係機関を訪問し（または現場から講師を受
け入れて）、実地でヒアリング・フィールドワークを行い、危機対処
の現実を認知することにより問題点を探る１
危機管理事例研究のまとめ
上記事例研究の結果を総合的に議論し、危機管理の問題点と対処の
法則を導く。

10 気候変動による水災害の
激甚化と対策

最新の政策を学び議論する

11 流域治水 最新の政策を学び議論する

12 被災者の生活支援・復旧
復興

実証的にそのあり方議論する

13 危機管理演習（1） 危機管理に関する主要論点について、課題を設定して議論する。

14 危機管理演習（2） 危機管理に関する主要論点について、課題を設定して議論する。

15 危機管理演習（3） 危機管理に関する主要論点について、課題を設定して議論する。

履 修 上 の 注 意 点

下記の日程で校外授業およびゲスト講師授業、現地視察を行います。
　危機管理についての現場を訪問・講義予定（日時未定）
　５月下旬　バスでフィールドワーク
　６月下旬　政策課題に関するオンラインによる発表・討論会
レミ・スコシマロ特別招聘教授（トゥールーズ大学准教授）特別講義（留学生参加・逐次通訳あり）
　７月１日（土）14：00-17：00　歴史地理学から見たフランスの主要地方都市（1）
　　　２日（日）14：00-17：00　歴史地理学から見たフランスの主要地方都市（2）　
　　　３日（月）19：00-22：00　歴史地理学から見たフランスの主要地方都市（3）
この授業は佐藤伸朗客員教授による「都市計画の制度と政策」と合わせて受講するのが望ましい。
校外授業・合宿への出席は履修者にとって単位取得の前提とならないが、これらは専門職大学院にとっ

て特に重要なので出席することが望ましい。

準備学習（予習・復習等）の内容

講義資料を示すので、事前に読んで予習することが望ましい。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

その都度指示する。

課題に対するフィードバックの方法

中間レポートの講評やディスカッションを行い、最終レポートにつなげていく。

成 績 評 価 の 方 法

（1）授業への貢献度、参加度 20％　（2）講義中に行われる発表と議論の内容 40％　（3）課題レポート 40％
※ レポートでは具体的な政策について本人の考え方や提案を中心に採点します。文献の引用は原則

として評価の対象としません。

そ の 他

事例研究で訪問ヒアリングを行う際には積極的な言動を期待する。
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科目ナンバー：（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅷ－Ｂ（犯罪対策とガバナンス）〔M〕 Ｃ群 ２ １・２ 小　林　良　樹

授　業　の　概　要・到　達　目　標

◎�本講義「犯罪対策とガバナンス」は「オンラインのみ授業」です。コロナ禍の状況にかかわらず全
ての内容がオンライン（zoomによるリアルタイム配信）で提供されます。

【授業の目的】
本講義「犯罪対策とガバナンス」の目的は、各履修生が、現代の犯罪情勢及び犯罪対策に関する実践

的な諸課題を、犯罪社会学・公共政策学等の学術理論を踏まえつつ、主に私的アクター（私企業、
NPO、地域社会、個人等）の視点から主体的に考察できるようになることです。言い換えると、各履修
生が、犯罪対策の課題に関し、学術理論と実践の融合に基づく、問題発見・解決能力を涵養することで
す。これは、ガバナンス研究科のディプロマ・ポリシーである「『公共政策の理論』に基づき、多種・
多様な技法を駆使し、論理的・実践的な能力を修得する」ことに関連するものです。https://www.meiji.
ac.jp/mugs2/outline/professional_dp.html
【授業概要】

近年の我が国における犯罪情勢は、いわゆる特殊詐欺の問題、サイバー犯罪の問題、犯罪のグローバ
ル化、再犯の問題、犯罪被害者支援の問題等以前にも増して複雑な課題に直面しています。こうした諸
情勢を正確に把握し理解するためには、関連する学術的な理論を踏まえるとともに、犯罪の背景にある
実際の社会情勢（グローバル化、高齢化、デジタル化等）を理解する必要があります。一方、こうした
状況への対処に当たっては、政府・地方自治体等の公的アクターのみならず、私的アクター（私企業、
NPO、地域社会、個人等）を交えた自助や共助の実現がますます重要となっています。さらに、実際の
各種の施策の検討に当たっては、ガバナンス論的な視点、すなわち、各アクター間の利害調整（適切な
役割分担、コスト負担の調整等）を具体的に検討することが求められています。
【到達目標】

本講義を受講することにより、各受講生は以下の知識、技能を取得することが期待されます。
（1）犯罪対策に関する学術理論上の基本的な概念を理解し、説明することができる。
（2）犯罪対策に関する学術理論上の基本的な論点の所在を理解し、説明することができる。
（3） 日常的に発生している各種犯罪事案及び犯罪関連報道等の背景事情を、学術理論に基づき理解し、

説明することができる。
（4）犯罪対策に関して、学術理論に基づく適切な政策提言を主体的に立案し、説明することができる。

【講義手法】
本講義は、教員による解説と受講生によるクラス討論を併用します。

【その他】
犯罪対策の問題は、ガバナンス研究、公共政策研究全般に通底する様々な要素（対立する異なった価

値観の調整の問題、公的アクターと私的アクターの協働の問題、各アクター間のコスト配分の問題、安
全と権利自由のバランスの問題、市民の政治参画の問題等）を多く含みます。犯罪学に関する細かい知
識を取得することのみならず、ガバナンス研究、公共政策研究全般に関する基礎的な思考方法の理解と
修得を図ることも本講義の目標の一つです。
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授 業 内 容

【イントロダクション】

第１回： イントロダクション�（教
科書：１章）

・ シラバスに基づき、授業の概要、全体のスケジュール、評価方法
等に関して説明をします。

・ イントロダクションとして、特殊詐欺をめぐる状況とその対策、
社会安全政策論の概要について概観します

【犯罪情勢総論】

第２回： 日本の犯罪情勢 （教科
書：第３章１～４）

・戦後の日本の犯罪情勢を様々な観点から概観します。
・ 客観治安と体感治安、時系列的変化と各国比較等の観点を取り上

げます。

第３回： 犯罪学の歴史�［犯罪はな
ぜ起こるのか？］ （教科
書：第２章）

・犯罪に関する学術的な研究の歴史を概観します。
・犯罪原因論、犯罪機会論などを取り上げます。

第４回： 政府の犯罪対策と諸問題 
（教科書：第３章５）

・平成期中盤以降の政府による犯罪対策の特徴を概観します。

第５回： 第２～４回のまとめ�［社
会安全政策論とは］ （教
科書：第４章）

・２～４回の内容を振り返ります。
・ 上記を踏まえて、犯罪対策をめぐる最近の考え方（社会安全政策

論）について概観します。

第６回： 警察組織と民主的統制 
（教科書：第８章）

・ 犯罪対策の主要なアクターの一つである警察の制度や特徴につい
て概観します。

・ 社会安全政策論の重要な要素の一つである警察に対する民主的な
統制の問題にも触れます。

第７回： 新しい課題～犯罪被害者
等支援、犯罪者の再犯防
止 （教科書：第９章）

・ 犯罪対策をめぐる最近の比較的新しい課題である犯罪被害者等支
援、犯罪者の再犯防止の問題を概観します。

・特に両者の関係が問題となります。

【中間課題等】

第８回： 事例演習 （教科書：第
10～12 章）

・第７回までの内容を、事例を踏まえて復習します。

第９回： 中間発表 ・タームペーパーの作成計画に関して、各履修生に発表して頂きます。

【犯罪情勢各論】

第10回： 少年の非行、少年の犯罪
被害 （教科書：第５章）

・ 少年の非行、少年の犯罪被害の問題について、社会安全政策論の
視点から概観します。

第11回： 犯罪のグローバル化 （教
科書：第６章）

・ 犯罪のグローバル化の問題について、社会安全政策論の視点から
概観します。

第12回： サイバー犯罪等 （教科
書：第７章）

・ サイバー犯罪の問題について、社会安全政策論の視点から概観し
ます。

第13回： 国際テロ情勢 ・国際テロ情勢について、社会安全政策論の視点から概観します。

【総括・期末課題】

第14回： 総括 ・ 一学期間の内容を振り返り、総括を行います。

第15回： 期末課題発表
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履 修 上 の 注 意 点

・ 特にありません。授業では、犯罪社会学、公共政策学等の学術理論にも言及しますが、事前知識等は
特段不要です。

準備学習（予習・復習等）の内容

【リーディング・アサインメント】
・ 毎回の授業の出席に当たっては、教科書の該当箇所（※ 上記の授業内容参照）及びその他の文献

等（※必要に応じて予め Oh-o! Meiji のクラスページに掲示します） に事前に目を通し、授業中の
議論に積極的に参加できるよう準備を行なって下さい。

【時事問題に関する自由討論】
・毎回の授業の冒頭 10-15 分間、犯罪に関連する最近の時事問題に関して自由討論を行ないます。
・毎回の発表者と第一討論者は、予め指定されます。
・ 日頃から犯罪に関するニュース報道等に関心を払い、議論に積極的に参加できるよう準備を行なっ

て下さい（※下記のとおり、評価の対象になります）。
【事後コメントの提出】

・ 毎回の授業の終了後 24 時間以内に、授業内容を踏まえた事後コメント（自分自身にとっての新し
い気付き、疑問点等）を提出して下さい。提出は、Oh-o! Meiji のクラスページ内のディスカッショ
ン機能を通じて行います。提出したコメントの内容及び教員からのフィードバックは全履修生に共
有されます（※下記のとおり、評価の対象になります）。

教 科 書

・以下の教科書は、毎回の授業の予習の対象となります。
　小林良樹（2019）『犯罪学入門：ガバナンス・社会安全政策のアプローチ』（慶應義塾大学出版会）
　https://www.keio-up.co.jp/np/isbn/9784766425949/

参 考 書

・ 以下の参考書は、いずれも授業内容に関連するものではありますが、原則として授業の中で直接使用
することはありません。授業内容を踏まえて更に自習することを希望する方に向けたものです。
犯罪学関連
　原田隆之（2015）『入門�犯罪心理学』（筑摩書房）
　岡邊健（編著）（2020）『犯罪・非行の社会学―常識をとらえなおす視座�補訂版』（有斐閣）
　岡本英生・松原英世・岡邊健（2017）『犯罪学リテラシー』（法律文化社）
　小宮信夫（2015）『子どもは�「この場所」�で襲われる』（小学館） 
政策学関連
　伊藤修一郎（2022）『政策リサーチ入門�増補版―仮説検証による問題解決の技法』�（東京大学出版会）
　秋吉貴雄・伊藤修一郎・北山 俊哉（2020）『公共政策学の基礎　第３版』（有斐閣）
　秋吉 貴雄（2017）『入門�公共政策学―社会問題を解決する「新しい知」』（中公新書）
　松田憲忠・ 三田妃路佳編（2019）『対立軸でみる公共政策入門』（法律文化社）
　中谷内一也（2015）『信頼学の教室』（講談社現代新書）
論文・レポート作成
　小笠原喜康（2018）『最新版�大学生のためのレポート・論文術』（講談社現代新書）

課題に対するフィードバックの方法

・ 講師は、各履修生の毎回の事後コメントに対して、Oh-o! Meiji を通じて返信をします。
・ 講師は、各履修生のタームペーパーに対して、Oh-o! Meiji を通じてフィードバックを行います。
・ その他、各履修生は、講師に対してメール等を通じて随時質問を行うことができます。
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成 績 評 価 の 方 法

【平常点】　40％
・15％　毎回の「時事問題に関する自由討論」
・25％　毎回の事後のコメントの提出

【事例演習�（第８回）】�10％
【プレゼンテーション（第９回、第 15回）】10％（各５％）
【タームペーパー】　40％

・ 何らかの施策を提言する「企画書」を作成して頂きます。テーマは各履修生に自由に選択して頂き
ます。本講義の内容に関連することであれば何でも結構です。

・分量は、A4 で４-５頁程度（約 5,000～6,000 字）が目途です。
・ 提出締め切りは、授業最終部の数日後を目途に設定します。提出は Oh-o! Meiji システムを通じて行っ

て頂きます。
・上記のとおり、中間、期末の２回、タームペーパーの内容に関するプレゼンテーションがあります。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL621J、（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅷ－Ｃ（自治体行政と危機管理） Ｃ群 2 １・２ 小　宮　大一郎

授　業　の　概　要・到　達　目　標

「授業の概要」：教官が 2022 年の夏まで総務省消防庁次長だった経験を踏まえ、総務省消防庁におけ
る最近の重要な課題について、消防庁における取り組みや考え方を紹介するとともに、受講生との意見
交換を積極的に行い、授業を進めていく。
「到達目標」：最近の消防・防災行政における重要な課題を理解するとともに、その課題について、教

官及び他の受講生との議論を踏まえ、受講生自らが自分の考えを構築していく力を高める。もって、社
会人として消防・防災上の課題に直面した際の課題解決能力及び調整能力を高める。

授 業 内 容

1 東日本大震災を踏まえた
我が国の震災対策

教官が東日本大震災の際に千葉県総務部長であった経験を紹介し、
大震災を踏まえ我が国の震災対策がどのように変化したかを考える。

2 政府の緊急参集チーム 教官が 2022 年夏まで消防庁次長として参加していた政府の「緊急参
集チーム」を紹介し、緊急事態への対応のあり方について考える。

3 消防庁の令和５年度予算 総務省消防庁の令和５年度予算を説明し、我が国の消防・防災にお
ける消防庁の予算上の役割について考える。

4 消防の役割の変化 大きな変化（科学技術の進展・地球温暖化）の中での消防の役割の
変化について考える。

5 消防の広域化 市町村消防の広域化の進展・メリット・デメリット等について示し、
今後の消防の広域化のあり方について考える。

6 市町村消防のあり方 現在、なぜ国家消防でも都道府県消防でもなく市町村消防なのかを
示し、今後の市町村消防のあり方について考える。

7 救急車の有料化 現在無料である救急車について、今後とも無料であるべきか、それ
とも有料とすべきかを考える。

8 新型コロナへの救急隊の
関与のあり方

新型コロナの患者の救急車による搬送の実態を示し、今後、新型コ
ロナ患者の搬送について救急隊がどのように関与すべきかを考える。

9 DNAR（蘇生措置拒否） 蘇生措置を拒否する救急患者に対して救急隊がどのように対応すべ
きかを考える。

10 風水害時における避難指
示のあり方

風水害時において市町村長が発動する避難指示について、どのよう
な考え方・システム・基準等で行うべきかを考える。

11 消防団の役割 消防団の起源と現状を示し、消防団の今後のあるべき役割について
考える。

12 消防団員の確保 年々減少している消防団員について、その確保のためにはどうすれ
ば良いかを考える。

13 自助・互助・公助 自然災害時における「自助・互助・公助」について、災害の頻発化・
大規模化等及び人口減少社会において、いかにあるべきかを考える。

14 ウクライナ情勢を踏まえ
た国民保護のあり方

ウクライナ情勢を踏まえ、我が国における国民保護の訓練等のあり
方を変化させるべきかを考える。
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15 消防・防災のあり方全般 14 回までの授業を踏まえ、今後の消防や防災のあり方全般について
考える。

履 修 上 の 注 意 点

授業においては、受講生の意見を求めたり受講生同士での議論を行うことに、多くの時間を費やす予
定なので、積極的に意見発表等を行うことを期待する。

準備学習（予習・復習等）の内容

授業内容で示したことについて、基礎的な知識を習得しておくことが望ましい。毎回のレジュメにつ
いては、講義後に再読し、改めて、自らの考え方を整理して欲しい。

教 科 書

特になし。

参 考 書

特になし。

課題に対するフィードバックの方法

授業最終日に、それまでの授業全般を踏まえた意見交換を行い、各受講生が考える「今後の消防・防
災のあり方」について発表してもらう。その際に、各受講生の発表について、講師から評価を行う。

成 績 評 価 の 方 法

授業への貢献度（議論への積極的な参加）50%　　　レポート 50%

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）PSY611J、（GS）PSY616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅷ－Ｄ（災害と人間行動） Ｃ群 ２ １・２ 野　上　達　也

授　業　の　概　要・到　達　目　標

人間の行動様式は常に一定ではなく、個人を取り巻く環境や状況により、大きな変化を見せる。自然
災害を含めた大規模不測事態が発生した場合も例外ではなく、そのような状況では、平常時に見られな
かった行動様式が散見されるようになる。この授業では、社会心理学で得られた知見を中心に、大規模
災害等の緊急時における人間の行動様式（例：避難行動、災害時のパニック、被災地での犯罪行為、災
害支援行動）について考察を行う。

過去の災害時に見られた実際の人間行動を取り上げ、その原因と周囲（社会・他者）への影響、及び
実施可能な抑制／促進策について検討を行う。また、日本国内で見られる災害行動のみならず、諸外国
で見られる災害行動も検討し、当該行動における地域差／文化差等も考察していく。

授 業 内 容

１． イントロダクション： 以降で検討する災害行動に備え、平常時における人間の行動様式を
概観する。

２． 行動に影響を与える要因： 以降で検討する災害行動に備え、我々の行動に影響を与える様々な
要因について概観する。

３． 災害意識と防災準備行動： 人間が持つ防災意識及び防災準備行動について理解を深める。

４． 災害発生前の行動様式： 過去の災害事例を取り上げ、防災意識や防災・減災行動の傾向につ
いて検討する。

５． 災害発生後の行動様式： 過去の災害事例を取り上げ、災害発生直後、およびその後に見られ
る一連の行動様式を考察する。

６． 災害神話： 災害発生前後に見られる風評や噂、固定観念、それらの原因と影響
について検討する。

７． 災害とパニック： 「パニック」とは何か、どのような状況で起きやすいのかを理解する。

８． パニック神話とその影響： 「災害時にパニックが発生する」という考えが防災行動や災害対応に
与える影響を考察する。

９． 発災後の略奪行為： 発災後の「被災地における略奪」について、過去の事例を取り上げ
ながら概観する。

10． 災害と犯罪： 「大災害後に犯罪は増えるのか？」という問題を国内外の事例を基に
検証を行う。

11． 災害と ICT： インターネットを中心に、災害時における ICT の役割を考察する。

12． 災害支援行動： 災害時の支援・利他行動を考察する。

13． 大規模災害の心理的影響： 災害が人間に与える心理的影響について理解する。

14． これからの災害行動①： これまでに得た知見を基に、「災害発生時の行動」について再考する。

15． これからの災害行動②： 前回に引き続き、履修者全員で「災害発生時の行動」について議論
を行う。
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履 修 上 の 注 意 点

授業内容は緊急時の人間行動に焦点を当てた社会心理学的なものになるが、履修者の社会心理学に関
する事前知識は問わない。

授業内で適時議論の場を設けるため、能動的な授業参加を期待する。また、上記内容は、授業の進展
度合いにより変更される場合がある。

準備学習（予習・復習等）の内容

予習としては、各授業テーマについて、あらかじめ自分が持つ知識・経験を振り返ってみること。復
習については、各自の知識・経験を踏まえながら、各授業で扱った資料・題材を再考すること。

教 科 書

特になし。教材資料は適時配布する。

参 考 書

特に指定はしないが、これまで学部等で心理学の講義を受けたことのない場合は一般的な心理学概論
書および社会心理学概論書が参考となる。また、災害心理については以下の書籍・URL が参考となる：

・野上達也著　災害から家族と自分を守る 「災害心理」の基礎知識　セルバ出版
・東京大学廣井研究室ウェブサイト
　http://cidir-db.iii.u-tokyo.ac.jp/hiroi/report/search/listup

課題に対するフィードバックの方法

課題レポートは授業内の発表時に適宜フィードバックを行うとともに、当該内容について受講者全員
でディスカッションを行う。

成 績 評 価 の 方 法

授業への準備・取り組み程度（30％）、授業での発言・議論参加程度（40％）、及び課題レポート（30％）

そ の 他

履修に際し心理学の専門知識は特に必要ありませんので、履修者各自が持つこれまでの災害経験や知
識を積極的に他の履修者と共有していきながら、「災害などの緊急時には人間は何を考え、どんな行動
をとりやすいのか？」という問いについて履修者全員で考えていきたいと思っています。
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科目ナンバー：（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅷ－Ｅ（危機と国際政治）〔M〕 Ｃ群 ２ １・２ 小　林　良　樹

授　業　の　概　要・到　達　目　標

◎�本講義「危機と国際政治」は「オンラインのみ授業」です。コロナ禍の状況にかかわらず全ての内
容がオンライン（zoomによるリアルタイム配信）で提供されます。

【授業の目的】
本講義「危機と国際関係」の目的は、各履修生が、国際政治学の基礎的な知識と思考枠組みを修得す

るとともに、そうした理論的枠組みを踏まえつつ日常生活の中で触れる様々な国際政治関係のニュース
等を「自分事（じぶんごと）」として冷静かつ客観的に考察できるようになることです。特に、「我が国
の企業活動等は国際情勢の変化によってどのような影響を受けているのか」、「そのことが自分自身の職
業的キャリアにどのような影響を及ぼすのか」等の問題意識が涵養されることが期待されます。

言い換えると、各履修生が、国際情勢に関連する身近な諸課題に関し、学術理論と実践の融合に基づ
く、問題発見・解決能力を涵養することです。これは、ガバナンス研究科のディプロマ・ポリシーであ
る「『公共政策の理論』に基づき、多種・多様な技法を駆使し、論理的・実践的な能力を修得する」こ
とに関連するものです。https://www.meiji.ac.jp/mugs2/outline/professional_dp.html
【授業概要】

本講義では、国際政治学の基礎的な知識と思考枠組みを身に付け、あわせて最近の国際情勢や日本国
内のグローバリゼーションの状況を概観します。全体は、以下の通り概ね３部構成になっています。

第２回では、講義全体の導入として、 外国人材の受入れ問題等の「日本の国内におけるグローバリゼー
ション」の状況について考察します。

第３回 - 第７回では、国際政治学の基礎的な理論（リアリズム、リベラリズム、コンストラクティビ
ズム、安全保障）について、事例等も活用しつつ学びます。 

第９- 第 12 回では、実際の現代の国際政治上の諸課題（国際テロ、アメリカ（極右の台頭）、中東情
勢の混乱、中国・朝鮮半島情勢等）について考察します。その際には講義前半で習得した学術理論等を
踏まえ、国際政治の「理論と実際」の関係性にも着目します。

第 13 回では、改めて日本国内への影響に関して考察します。
【到達目標】

本講義を受講することにより、各受講生は以下の知識、技能を取得することが期待されます。
（1）国際政治学の基本的な概念、理論等を理解し、説明することができる。
（2） ニュース等で報道されている現実の国際社会における具体的な事象の背景等を、学術的な概念、

理論等に基づき分析、説明することができる。
（3） 現実の国際社会の中で、自分自身（あるいは自分が所属する組織や地域社会等）が採るべき方針

等を主体的に立案し、説明することができる。
【講義手法】

本講義は、教員による解説と受講生によるクラス討論を併用します。

授 業 内 容

＜イントロダクション＞

第１回： イントロダクション ・ シラバスに基づき、授業の概要、全体のスケジュール、評価方法
等に関して説明をします。

第２回： 日本国内のグローバリ
ゼーション�①

・ 日本の国内のグローバリゼーションの状況（訪日外国人、在留外
国人の増加等）について考察します。
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＜基礎理論編＞

第３回： 国際政治学の基礎� ①：
導入

・ 第３回から第６回までで、国際政治学の基礎的な概念、学術理論
（リアリズム、リベラリズム、コンストラクティビズム、安全保
障等）について学びます。

・教科書の該当箇所：１章、２章、４章

第４回： 国際政治学の基礎� ②：
主にリアリズム

・ 第３回から第６回までで、国際政治学の基礎的な概念、学術理論
（リアリズム、リベラリズム、コンストラクティビズム、安全保
障等）について学びます。

・教科書の該当箇所：第５章、第７章、第８章
・ 参考文献の該当箇所：参考書① Unit ６、７、９：参考書② 第１章、

第２章

第５回： 国際政治学の基礎� ③：
主にリベラリズム、コン
ストラクティビズム

・ 第３回から第６回までで、国際政治学の基礎的な概念、学術理論
（リアリズム、リベラリズム、コンストラクティビズム、安全保
障等）について学びます。

・教科書の該当箇所：第９章、第 11 章、第 12 章
・ 参考文献の該当箇所：参考書① Unit ６、７、９：参考書② 第１章、

第２章

第６回： 国際政治学の基礎� ④：
応用と復習

・ 第３回から第６回までで、国際政治学の基礎的な概念、学術理論
（リアリズム、リベラリズム、コンストラクティビズム、安全保
障等）について学びます。

・ 参考文献の該当箇所：参考書① Unit ６、７、９：参考書② 第１章、
第２章

第７回： 国際政治学の基礎� ⑤：
日本の安全保障

・安全保障、特に日本の課題について学びます。
・参考文献の該当箇所：参考書① Unit 10：参考書② 第３章

＜中間課題＞

第８回： 中間課題発表 ・各履修生は、作成、提出した中間課題の発表を行います。

＜実践・応用編＞

第９回： 現代の国際政治の諸課題�
①～非国家主体の問題：
国際テロ情勢とテロ対策

・ 最近のテロ情勢（「イスラム国」、アルカイダ等）とテロ対策をめ
ぐる諸問題、日本への影響等について考察します。

第10回： 現代の国際政治の諸課題�
②～国内の問題：米国情
勢（極右の台頭等）

・アメリカの情勢、特に最近の極右の台頭等について考察します。

第11回： 現代の国際政治の諸課題�
③～中東湾岸情勢

・ 中東地域における最近の政治的混乱、日本への影響等について考
察します。

第12回： 現代の国際政治の諸課題�
④～中国、朝鮮半島情勢

・ 中国の台頭、北朝鮮の核・ミサイル開発、日本への影響等につい
て考察します。

第13回： 日本国内のグローバリ
ゼーション�②

・ 日本の国内のグローバリゼーションにともなう様々な課題（地域
コミュニティにおける共生の実現、治安への影響。経済安全保障
等）、対策等について考察します。

第14回： 総括 ・一学期間の内容を振り返り、総括を行います。

第15回： 期末課題発表
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履 修 上 の 注 意 点

-  受講に当たり、特段の前提知識、準備等は不要です。
-   ただし、日頃から新聞、テレビ報道等を通じて国際政治上の諸問題に関心払い、「なぜこのような

ことが発生しているのか」、「この問題は自分自身の職業的キャリアや地域社会に対してどのような
影響を与えるのか」、「この問題を解決するには何が必要か」などの点について、自分なりに考えて
みる（あるいは友人等と議論してみる）ことをお勧めします。

準備学習（予習・復習等）の内容

【リーディング・アサインメント】
・ 毎回の授業の出席に当たっては、教科書の該当箇所（※ 上記の授業内容参照）及びその他の文献

等（※必要に応じて予め Oh-o! Meiji のクラスページに掲示します） に事前に目を通し、授業中の
議論に積極的に参加できるよう準備を行なって下さい。

【時事問題に関する自由討論】
・ 毎回の授業の冒頭 10-15 分間、国際情勢に関連する最近の時事問題に関して自由討論を行ないます。
・毎回の発表者と第一討論者は、予め指定されます。
・ 日頃から国際政治に関するニュース報道等に関心を払い、議論に積極的に参加できるよう準備を行

なって下さい（※下記のとおり、評価の対象になります）。
【事後コメントの提出】

・ 毎回の授業の終了後 24 時間以内に、授業内容を踏まえた事後コメント（自分自身にとっての新し
い気付き、疑問点等）を提出して下さい。提出は、Oh-o! Meiji のクラスページ内のディスカッショ
ン機能を通じて行います。提出したコメントの内容及び教員からのフィードバックは全履修生に共
有されます（※下記のとおり、評価の対象になります）。

教 科 書

-�岡垣知子（2021）『国際政治の基礎理論』（青山社）

参 考 書

・ 下記①②③のいずれも全体の通読はしません。
・  ①及び②３～７回（国際政治学の基礎）の際に一部該当箇所を参照します。③はやや高度ななので、

興味のある方は適宜参照して下さい。
・ その他の参考資料（主に新聞記事等）については、Oh-o! Meiji を通じて適宜配布します。

① 村田晃嗣他（2015）�『国際政治学をつかむ　新版』（有斐閣）
② 山田高敬等編（2011） 『グローバル社会の国際関係論�-�新版』（有斐閣）
③ 吉川直人・野口和彦編（2015） 『国際関係理論　第２版』（勁草書房）

課題に対するフィードバックの方法

・ 講師は、各履修生の毎回の事後コメントに対して、Oh-o! Meiji を通じて返信をします。
・ 講師は、各履修生のタームペーパーに対して、Oh-o! Meiji を通じてフィードバックを行います。
・ その他、各履修生は、講師に対してメール等を通じて随時質問を行うことができます。
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成 績 評 価 の 方 法

【平常点】　40％
・15％　毎回の「時事問題に関する自由討論」
・25％　毎回の事後のコメントの提出

【中間課題】　20％
・ 個人レポート（A4 用紙 ２～３枚程度 （2,500～3,200 字程度））を予定しています。
※ 詳細は授業内で説明します。

【期末課題】　40％
※ 詳細は授業内で説明します。グループワークとなる可能性もあります。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）LAW628J、（GS）LAW626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅸ－Ｃ（自治体政策訟務） Ｃ群 ２ １・２ 鈴　木　秀　洋

授　業　の　概　要・到　達　目　標

自治体行政実務が扱う領域は広範であり、かつ、深い。例えば、子育て施策（児童虐待対応含む）、
男女平等施策（DV 対応、LGBT 施策、ジェンダーギャップ指数等）、危機管理・防災施策、福祉・介護
政策、教育行政、まちづくり、地域活性化、環境政策など。日々の暮らしの上で自治体行政とかかわる
場面は多い。

自治体行政実務の現場においては、日々目の前に課題が山積している。講師は東京 23 区の管理職と
してこうした課題に向き合ってきた（経歴としては 23 区法務部、文書・法務担当、監査事務局、総務
課課長補佐（秘書総括）、危機管理課長、男女協働課長、子ども家庭支援センター所長等）。この授業で
は、講師とともに現実の行政課題に対して、住民、行政それぞれの立場に立って多角的な検討を行う。
実務と理論を架橋する。

紛争は行政運営改善・新たな政策実現へのツールであるとの視点をもち、住民と向き合う最前線の自
治体における実務事例を分析しつつ、住民福祉の向上のためには、どのような行政運営改善が必要なの
かについて検討していく。

ガバナンス研究科では法体系の講義は多くないが、この授業で、「法の支配」「法律による行政の原理」
による思考法及び現実の実務における課題に各種法令（条例を含む。）をあてはめて事案の解決が出来
るようになる。

授 業 内 容

１ 自治体行政における様々
な 課 題 へ の 向 き 合 い 方

（全体ガイダンス・事例
検討）

「自治体政策訟務」という考え方・位置付け
講義全般のガイダンス・事例検討

２ 様々な現実の紛争事例の
検討

・ 自治体課題の法務的解決場面（立法法務・解釈法務・訴訟法務）
の３つの場面の検討

・ 自治体の政策サイクルの中に訟務を位置付ける～学習する組織の
作り方

３ 政 策 訟 務 に お け る 方 向
性・限界

・政策訟務にも良い政策訟務と悪い政策訟務がある（方向性）
　～何のための政策訟務か
・政策訟務における誤解・限界は？
　～〈１〉憲法を頂点とする法体系の理解、検討
　　 〈２〉法令と条例の関係「法律の範囲内」の検討
以上を行い、真の責任ある政策法務を志向
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４ 政策訟務における事実調
査段階、主張・立証段階、
終了・解決段階

・自治体は裁判となった事案の事実調査をどのように行っているのか
・自治体が行う裁判での主張・立証はどのように行っているのか
・政策訟務の見地からはどのように行うべきか。
　～説明責任履行の視点
・どのような終了手段があるのか
・政策訟務の見地からはどのような手段を選択すべきか
　～ 類似事案に対する規範・基準を示す視点、迅速な解決の視点、

柔軟な解決の視点、情報公開の視点等の検討
・その他考えるべき要素
　～議会との関係、マスコミとの関係、住民との関係
　～特に住民との関係において修復的司法の視点

５ 事例研究Ⅰ 保育園・学校等の事故に係る国家賠償法事例を取り上げる。

６ 事例研究Ⅱ 児童虐待事案について取り上げる。

７ 事例研究Ⅲ 児童虐待・DV・ストーカー規制の法制度比較について取り上げる。

８ 事例研究Ⅳ 自治体の LGBT 施策について取り上げる。

９ 事例研究Ⅴ 自治体の災害対応・福祉避難所の制度設計について取り上げる。

10 事例研究Ⅵ 建築確認・都市計画等にかかる行政訴訟事例を取り上げる。

11 事例研究Ⅶ 契約・補助金支出等に係る住民訴訟（住民監査請求を含める。）事例
を取り上げる。

12・13 復習・発表 今までの復習・身近な事例（受講生からの発表を行う）事例研究Ⅷ

14 自治体政策訟務のまとめ
と展望

「講義全体のまとめ、最前線の行政実務の事例等の紹介、課題と展望」

履 修 上 の 注 意 点

（1）　基礎を重視して理解できるようにする。
（2）　講義形式とゼミ形式（お互いに自由な意見交換）を組み合わせて行う。
（3）　各種行政法規（条例等含む。）を読む力及び使いこなす力を修得できる。

準備学習（予習・復習等）の内容

教科書の該当頁を読む。授業の際に毎回次週の範囲を指示する。

教 科 書

鈴木秀洋「［改訂版］自治体職員のための行政救済実務ハンドブック」（第一法規・2021）
鈴木秀洋「虐待・DV・性差別・災害等から市民を守る社会的弱者にしない自治体法務」（第一法規・

2021）
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参 考 書

http://suzukihidehiro.com/　（HP 参照）
（1）鈴木秀洋『子を、親を、児童虐待から救う』（公職研・2019）
（2） 鈴木秀洋「これだけは NG!　自治体職員のためのコンプライアンスチェックノート」（第一法規・

2017）
（3） 高橋滋監修・鈴木秀洋他執筆『これからの自治体職員のための実践コンプライアンス』（第一法規・

2014）
（4）鈴木庸夫編・鈴木秀洋共著『自治体法務改革の理論』（勁草書房、2007）
（5）村上順『政策法務の時代と自治体法学』（勁草書房・2010）
（6）鈴木秀洋「行政法の羅針盤」（成文堂・2020）

課題に対するフィードバックの方法

・毎回の授業の最後に質疑の時間を設ける。
・次の授業回に先週の授業についての質疑を行いフィードバックを行う。
・レポートについては個別にコメントを付す。

成 績 評 価 の 方 法

（1）授業への参加度（授業中の議論）（70％）
（2）授業中のレポート発表（30％）

そ の 他

決して特殊・専門的講座ではなく、身近な素材を扱います。特に法的知識に通暁している必要はなく、
法的知識・思考の基本は授業で理解し、身に付けることができるようにします。

紛争は日常的に起きており、それを住民の立場や行政の立場などいろいろ視点を変えてみて、どうし
たらよい解決が得られるのかを一緒に考えていきましょう（講師自身 2015 年度まで東京 23 区の管理
職として現場の指揮を執っていました。）。「行政運営を改善し、住民の権利・利益を向上させるツール
としての訴訟・訟務」です。積極的に参加してください。毎年、自治体職員、自治体議員、学卒者、そ
の他 NPO・団体関係者、企業経営者、医師等様々な分野の方が受講しています。
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科目ナンバー：（GS）POL621J、（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅹ－Ａ（公務員研究） Ｃ群 ２ １・２ 田　谷　　　聡

授　業　の　概　要・到　達　目　標

国・地方を通じた公務員制度の特徴と民間企業等の労働者を巡る制度との類似点・相違点、住民サー
ビスの提供を責務とする地方公務員の運用実態の特徴や国家公務員との相違点を概観するとともに、少
子高齢社会における公務労働のあり方、非正規公務員の現状と課題、政治・政務との緊張・協働関係な
どの現代的なテーマについて深掘りすることを通じて、公務員制度とその運用、公務員のあり方につい
ての理解を深める。

授 業 内 容

１ ガイダンス 公務員の生涯と一日と題して公務員に関わる諸制度を概観するとと
もに、制度の大原則として①成績主義と身分保障、②任期の定めの
ない常勤職員中心主義、③全体の奉仕者としての厳しい服務規律、
について理解し、この講義の全体像を掴む。

２ 争訟上の公務員制度 公務員制度をめぐって争われた判例や実例を中心に、民間企業労働
者と異なる公務員特有の論点や課題、これまでの制度改正の変遷、
制度面・運用面で今後課題となるテーマを概観する。

３ 公務員制度の基本的枠組
み

基本法としての国家公務員法・地方公務員法（一般職と特別職の区
別など）の他、労働基準法をはじめとする労働法令の適用関係を把
握し、制度としての共通性（任用制度、人事院・人事委員会制度、
任期付任用制度、身分保障、勤務条件）、住民サービスの提供・再配
分ツール・新しい公共の担い手などの地方公務員の特徴を概観する。

４ 給与制度と出向・派遣 給与の決定原則について、国家公務員との関係、民間企業労働者と
の関係、物価や住環境などの地域差をどう考えるかなどについて整
理するとともに、給与負担をめぐる住民訴訟をきっかけに整備され
た出向・派遣制度についての理解を深める。

５ 人事評価と業務棚卸 かつての勤務評定と現行の人事評価との比較を通じて科学的管理法
を理解するとともに、人事評価結果の人事・給与への反映方法など
を議論する。また個人の人事評価と組織としての行政評価・政策評
価を連動させることの重要性、そのためのツールとしての業務棚卸
しについて理解する。

６ 公 務 員 に 求 め ら れ る 能
力・資質

求められる公務員像について議論した上で、人材育成・能力開発の
あり方について考察する。また政官関係の一つのテーマとして政治
に近い立ち位置にある幹部公務員に求められる資質とその開発につ
いて、徹底した政治的中立が求められるイギリスの例を参考にして
考察する。

７ 公務員制度改革 成績主義に至る戦前の公務員制度改革、民主化を中心とした戦後直
後の公務員制度改革、さまざまな要素やステークホルダーが関わり
紆余曲折を経た平成の公務員制度改革について、それぞれの内容や
歴史的意義、残された課題などについて議論する。あわせて公務員
の労働基本権の制約の趣旨と労使交渉の実態について理解を深める。
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８ 職の概念 職種の違い、一般職と特別職、本庁・出先・公社・独立行政法人・
外郭団体など、地方公務員の概念の広がりを把握する。また多様な
働き方が求められる中での地方行政における非常勤・非正規公務員
の実態、会計年度任用職員などの新たな制度とその問題点を理解する。

９ 公務員の定数管理と国際
比較

公務員数の変遷と定員管理の技術を理解するとともに、人口減少時
代の公務員のあり方を議論する。あわせて人口あたりの公務員数、
地方行政の守備範囲の広狭、国からの財源移転による地方財政調整
の仕組みなどの国際比較を通じて、わが国の公務員制度の特徴を深
掘りする。

10 定年制度 定年制度の趣旨と定年後の再任用制度について理解するとともに、
民間企業労働者と比較した場合の公務員の任用の特殊性、諸外国と
比較した場合のわが国の定年制度の方向性について議論する。また
定年延長の動きとあわせて導入される役職定年制度の概要と課題に
ついて理解を深める。

11 勤務時間、休暇・休業な
どの勤務条件と働き方改
革

勤務条件の制度を概観するとともに、病気休暇・病気休職の運用実態、
育児休業・介護休暇の取得状況などについて現状と課題を理解し、
あわせて働きやすい職場環境を支える仕組みとしての勤務条件措置
要求制度や不利益処分審査請求制度を理解する。

12 公務員の国民経済的側面 地方財政調整の仕組みにより地域がどの程度の域外資金を獲得して
いるか、また獲得した資金の地域内循環の重要性、その観点からの
地方公務員の再配分ツールとしての機能について考察する。

13 公務労働の外部化・市場
化

従来の民間委託と比較した場合の、指定管理者制度やコンセッショ
ン方式の特徴を理解し、わが国の公共サービスの外部化の現状を把
握するとともに、公務員制度との関係を含め、その効果や課題につ
いて理解を深める。

14 受講生による発表とディ
スカッション

以上の講義を通じて関心をもった現代的課題について、受講者１人
１テーマで発表を行い、それに基づいて議論を行う。

15 ディスカッションを踏ま
えたレポート作成の指導

前回の議論での質疑や意見などをもとに、受講者がそれぞれの発表
内容をブラッシュアップし、提出レポート作成の準備を行う。

履 修 上 の 注 意 点

ハイブリッド型
上記授業内容は全体の大枠を示したもので、必要性や受講者の関心度合いを踏まえ、法制度にかかる

講義時間を縮減し、運用の実態や改革方向などについて時事的話題などを取り上げながら拡充すること
もあり得る。教科書・参考書以外は、適宜教材を配布する。

準備学習（予習・復習等）の内容

第３回から第５回、第７回から第 11 回は公務員関係の法制度の理解が目標となるので、事前に予習
しておく参考資料を配布する。

また講義中の３回を使って、それまでの講義内容を復習・保管するための小テストを行う。

教 科 書

『地方公務員制度講義』　猪野積（第一法規）
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参 考 書

課題に対するフィードバックの方法

小テストの答え合わせを通じて、重要な課題についての理解を深める。
課題レポートについて、２回から３回の講義時間を活用して中間発表と質疑応答を行い、提出するべ

きレポートの内容をブラッシュアップする。
適宜の質問に加えて、課題レポートのテーマの選定、レポート作成に必要な文献、さらには講義時間

の中間発表と質疑応答で十分深められなかった部分についても、クラスウェブのディスカッション機能
を活用する。

成 績 評 価 の 方 法

課題レポート 50％、授業への貢献度 50％

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL628J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅹ－Ｂ 
（マネジメントとリーダーシップ） Ｃ群 ２ １・２ 西　出　順　郎

授　業　の　概　要・到　達　目　標

組織マネジメントに関する主要な課題をとりあげ、具体的事例に基づく分析研究を行う。本講義では、
特に組織及び人的資源管理上の諸システムについて解説し、個人の合理性と近年の新たな公共経営との
関係性を理解する。また、具体的な自治体における問題事例を使い、グループ・ディスカッションと発
表を複数回行って、実践的理解を深める。

授 業 内 容

１ 官僚制の本質 政治・経済学や社会学における官僚制研究をもとに近代組織におけ
る人間行動の特徴と限界について解説する。

２-10 失敗の本質 太平洋戦争における日本軍の組織論的分析を行ったテキスト『失敗
の本質』（戸部良一ほか中公文庫）から組織と環境の関係を考察する。

11-12 リーダーシップ 管理職として求められる８つの役割について解説する。

13-14 組織におけるモチベーション・マネジメントについて解説する。

15 まとめ

履 修 上 の 注 意 点

「グループ研究課題の提示・グループ討議・発表」という一連の演習は通常の授業では実施できない
ため、授業は集中講義で行われる。また、受講期間中に各自教科書等を読み、最終課題レポートをまと
めることが要求される。上記の授業計画は、全体の目安を示したものであり、実際には進展度合いによっ
て変更されることがある。

準備学習（予習・復習等）の内容

グループ研究等で使う課題事例は授業時間外に各自熟読し、提示されている課題についてあらかじめ
自分自身の回答を準備すること。

教 科 書

戸部良一ほか『失敗の本質』中公文庫

参 考 書

その都度配布する。

課題に対するフィードバックの方法

次回講義の中で前回復習を通じ確認する。

成 績 評 価 の 方 法

（1）　授業・演習への取り組み（50％）
（2）　最終課題レポート（50％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL611J、（GS）POL616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅹ－Ｃ（女性と地方自治） Ｃ群 ２ １・２ 山　岸　絵美理

授　業　の　概　要・到　達　目　標

今日、ジェンダーギャップ解消をはじめとする多様性の実現が要求されている。しかし、日本に目を
向けてみれば、世界と比較しても政治、経済の領域をはじめ、多くの社会領域で大きな遅れをとってい
るのが現状である。ジェンダーギャップに関する多くの領域で課題を抱える日本において、本講義では、
地域レベルでの課題に目を向ける。そもそも、地方自治は住民が地域の課題を自ら考え、決定するとい
う理念に基づくものであり、そのあり様によっては、地域や住民生活のあり方が左右されることとなる。
しかし、その地方自治の現場でも、自治体行政をはじめ、ジェンダーギャップが依然として生じ、その
解決の方法が模索され、自治体の政策課題の１つとなっているのである。本講義では、民主主義の理念
に基づく地方自治の基本的な考え方をふまえ、自由で平等な空間かつ住民に身近な自治の現場における
具体的なジェンダーギャップの課題について考えてみたい。そして、女性をめぐる自治体政策について
検討し、さらに女性問題のみならず、広く多様性に目を向けて、自治体政策を検証していくこととする。

授 業 内 容

第１回： 地方自治のダイナミ
ズムと女性

基本的な地方自治論についての考え方を示し、そうした視点の中で
女性がそこに占める役割やその意義を確認する。

第２回： 地方自治と多様性を
めぐる政策課題

民主主義の観点から、多様性の意義と自治体現場における多様性を
めぐる政策の現状とその中における女性の位置について考える

第３回： 自治体ジェンダー政
策の最前線〈１〉

日本の男女共同参画政策の現状と課題を検証し、自治体に求められ
ている政策課題について考える。

第４回： 自治体ジェンダー政
策の最前線〈２〉

自治体において、具体的にどのような男女共同参画政策が実施され
ているのかを検証し、その現状と課題について考える。

第５回： 女性の政治参加をめ
ぐる国際的潮流

海外の政治制度を検証し、政党・選挙等についての先進的な女性の
政治参加の取り組みについて講義を行い、討論する。

第６回： 地域のキーパーソン
としての女性議員〈１〉

自治体における女性議員の役割と意義について、実例を踏まえて検
討し、現状にどのような課題があるのかを検討する。

第７回： 地域のキーパーソン
としての女性議員〈２〉

自治体議会の女性議員の現状（女性議員数の変遷等）と課題を検証し、
女性の政治参加を促進し、女性議員の増加を促す政策について考える。

第８回： 行政におけるリーダー
シップと女性首長

自治体行政のトップとして女性首長が活躍する意義と役割について、
行政マネジメントの視点もふまえて考える。

第９回： 自治体女性職員の現
状と課題〈１〉

自治体における女性職員の採用状況、配置、労働条件等についての
実例をふまえ、自治体行政における女性職員が置かれている現状と
課題について検討する。

第 10 回： 自治体女性職員の現
状と課題〈２〉

「婦人保護行政」「感情労働」（相談支援業務、ケア労働、家事的労働
など）の現状と課題について検討し、その改善方策を展望する。

第 11 回： 自治体の国際化と女
性

自治体の国際化の進展に伴う自治体の国際交流において、女性が果
たす役割とその課題について考える。
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第 12 回： 女性と NPO 自治体にとって、市民・住民との協働政策は不可欠なものとなって
いる。その中で NPO の果たす役割は大きく、女性の活躍も顕著であ
る。その現状と課題を考える。

第 13 回： 自治体における防災
政策と女性

防災政策における女性参画の意義を再考し、女性の視点から災害時
の住民支援を再考する。

第 14 回： 多様性と地方自治 全体を通じて議論してきたジェンダー政策の視点を深化させ、コロ
ナ禍で顕在化した女性を取り巻く地域課題や自治体で進む多様性に
ついての政策への理解を深める。

第 15 回： 総括 全体のまとめ

履 修 上 の 注 意 点

本講義では、ジェンダー政策をはじめ、多様性をめぐる自治体の課題について検討するものである。
したがって、講師、学生間の討論が、客観的で、政策的な議論になるように努めるよう、履修生にお願
いしたい。

準備学習（予習・復習等）の内容

本講義では、前段で講義を行い、そこでの知識の習得をふまえて、受講生を交えたディスカッション
を行い、講師との意見交換を実施する。そのため、事前に当日の講義テーマについての情報収集や問題
意識の喚起をお願いしたい。地域に関する自治体政策や多様性についてのニュースや話題について、日
常的に興味関心を持つことを希望する。

教 科 書

特に使用しない。

参 考 書

講義の中で、随時紹介する

課題に対するフィードバックの方法

Oh-o! Meiji のレポート提出機能を利用し、講義内レポートを実施した際には、教員からの総評を講義
にて行う

成 績 評 価 の 方 法

授業への参加度・貢献度 70％、期末レポート（30％）で評価する

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL628M

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅹ－Ｄ 
（公共政策：公共経営の今日的動向） Ｃ群 ２ １・２ 長　畑　　　誠

授　業　の　概　要・到　達　目　標

この科目は、公共政策や公共経営の分野における最新の動きについて、具体的な事例をもとに学ぶも
のである。本年度は「地域の観光開発」と「環境再生・保全」を主なテーマとして、特に行政と民間（営
利・非営利を問わず）との協働について考えていく。

本講座では全授業を通じて日英通訳をつけ、日本人語コースと英語コースそれぞれの学生が同時に受
講する形となる。公共政策の現場で活躍する社会人学生が多い本研究科の特性を生かし、各人が自由な
ディスカッションを通じて主体的に学ぶ参加型の授業とする。

本年度は４回のうち２日目と３日目をフィールドトリップとして、都内または近郊の自治体とその具
体的な政策現場を訪問し、視察と講義およびディスカッションを行う。また１日目にはガバナンス研究
科修了生で他分野で活躍する方々にお越しいただいて、パネルディスカッション形式で経験共有を行う
予定である。

ガバナンス研究科に集う社会人学生の特性を生かし、日本人受講者と留学生受講者が積極的な情報交
流を行い、双方がグローバルな視野から公共政策と公共経営における現代的課題を捉え、知見を深める
ことをねらいとする。

授 業 内 容

＜１日目＞

（1）学生同士の自己紹介とパート
ナーシップ構築

バックグランドの異なる学生同士が、互いの経験を共有し、この後
の講義・視察・ディスカッションをより実りあるものとするよう、
パートナーシップを構築する。

（2） & （3） ガバナンス研究科修了
生によるパネルディスカッション

自治体、企業、NPO の立場から公共的な課題解決に取り組む、本
研究科修了生の方々をお呼びして、「協働」をテーマにパネルディ
スカッション形式で経験共有をし、質疑応答を行う。

＜２日目＞

（4） - （7） フィールドトリップ A 都内自治体を訪問し、地域に根ざした観光開発やそのマネジメント
について、担当者および民間の事業者等から話を聴く。具体的な現
場も訪問し、留学生とともに、観光開発の留意点を考える。

＜３日目＞

（8） - （11） フィールドトリップ B 近郊自治体を訪問し、地域の自然環境再生と保全に取り組む住民や
NPO の活動と、自治体の役割について現場から考える。環境保全
に大きな課題を抱える途上国からの留学生の視点も得て、思索を深
める。

＜４日目＞

（12） - （13） フィールドトリップ
の振り返りと共有

日本語コース・英語コースの学生の混合グループで、フィールドト
リップでの発見を整理し、共有する。
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（14）-（15）まとめの講義とディ
スカッション

全体を通じて「協働」について考える講義とともに、学生各人の現
場に立ち返り、本講座を通じて学んだことをどう活かしていくのか、
ともに考える。

履 修 上 の 注 意 点

英語コースの留学生にも開講されており、授業では日本語と英語が使われるが、専門業者による同時
通訳が入るため英語能力は特に必要ない。

準備学習（予習・復習等）の内容

フィールドトリップでの学びを各自が整理してレポートを作成すること。

教 科 書

特になし

参 考 書

参考資料については、各回ごとに追って提示される。

課題に対するフィードバックの方法

レポートへのフィードバックは Oh-o! Meiji を通じて行う。

成 績 評 価 の 方 法

授業への貢献度：40％
２回のフィールドトリップそれぞれのレポート：60％

そ の 他

同時通訳を使うため英語力は問われないが、積極的なディスカッションへの参加が期待される。
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科目ナンバー：（GS）POL628J、（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅹ－Ｅ（自治体の政策創造） Ｃ群 ２ １・２ 今　村　保　雄

授　業　の　概　要・到　達　目　標

理想とする国や都市を実現していくために、経済社会の複雑な問題を解決して、新たな価値を生み出
す政策を創り上げるというテーマに取り組むことは、自己の意思と立脚点を問われる「主体的な学問」
である。そしてその成果を現実社会に活かしていくことで、住民の最大幸福を導き出すことを最終的な
目的とする「臨床の学問」でもある。

現在、東京を始めとする大都市においては、少子高齢化や新型コロナ感染症の影響による社会の構造
変化の速度が増している。政治や行政は、いかなる状況においてもそれぞれのフィールドにおいて国民
の負託に応え結果を出す責務を負っている。特に住民と現場で向かい合い、地域からの発想によって政
策を創造する可能性を持つ、地方自治の場に対する期待は大きい。

地方自治体の強みは、納税者でありサービスの対象である住民と、各地域の現場で直接に向かい合っ
ていることにある。地域の課題について、主体的に議論を交わし検討することで住民ニーズを把握し、
血の通った政策を創造していくことができる。また、構想や計画の策定から現場対応に至る幅広い役割
を担うことにより、限りある人材や財源を最適配分して活用すること、その潜在力を引き出し最大化す
ることなど、マネジメントの工夫により、サービスの向上を図ることも、自ら行うことができる。

現在、地方自治の現場においては、大規模自然災害や、新型コロナウィルス感染症など、従来では想
定し得なかった事象が多く発生しているため、その担い手には、積極的に自らの知恵で政策を提案し実
践していく能力が強く求められるようになっており、将来、この傾向は一層高まることが予想される。

この科目の狙いは、以上の点を踏まえながら、都市社会の課題に主体的に立ち向かい、住民や地域の
ニーズに応えうる人材を養成することにある。具体的には、東京都という地方自治体の実務に携わって
きた講師が、その経験などを元に、構想や計画の策定過程における首長、議会、住民、マスコミ等との
関係の構築、予算、組織、人事等のマネジメントや、具体的な政策の企画、立案、実施について、実践
的に論じる。必要に応じて、現職の自治体幹幹部職員や地域振興に携わる人などをゲスト・スピーカー
として招き、ディスカッションを行う。

最終段階では、受講生に任意の行政分野から具体的な政策に関する発表を行ってもらい、ディスカッ
ションを全員で行う。

なお、発表資料はレポートとして扱い、発表終了時に提出を求める。この発表とディスカッションへ
の参加は単位付与の条件とする。

授 業 内 容

１ 政策創造総論（1） 地方自治の仕組み／東京都政の仕組み
＊地方自治と東京都政の概略について論じる。

２ 政策創造総論（2） 政策とは／政策の構成／政策創造の過程
＊ 政策や政策の構成についての基本、政策創造の過程の基礎につい

て論じる。

３ 政策創造総論（3） 基本構想と行政計画（1）
＊ 構想と計画の定義、また日本における主要な構想や計画の例と変

遷について論じる。

４ 政策創造総論（4） 基本構想と行政計画（2）
＊東京都における構想と計画について論じる。
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５ 政策創造総論（5） 基本構想と行政計画（3）
＊東京都における構想と計画について論じる。

６ 政策創造総論（6） 海外大都市の基本構想と行政計画
＊海外、主にニューヨークにおける構想と計画づくりについて論じる。

７ 政策創造各論（1） 道路行政に見る政策の実際
＊政策形成に関する現状と課題、方向性を具体的に論じる。

８ 政策創造各論（2） 公園行政に見る政策の実際
＊政策形成に関する現状と課題、方向性を具体的に論じる。

９ 政策創造各論（3） 住宅行政に見る政策の実際（1）
＊政策形成に関する現状と課題、方向性を具体的に論じる。

10 政策創造各論（4） 住宅行政に見る政策の実際（2）
＊政策形成に関する現状と課題、方向性を具体的に論じる。

11 政策創造各論（5） 地域とひと（1）
＊ 地域において、その活性化のための実践に取り組む人をゲストで

お招きしてディスカッションを行う。

12 政策創造各論（6） 地域とひと（1）
＊ 地域において、その活性化のための実践に取り組む人をゲストで

お招きしてディスカッションを行う。

13 院生による問題提起と議
論（1）

各自の経験や、この講義において学んだことをもとに、受講生が発
表を行い、ディスカッションを行う。

14 院生による問題提起と議
論（2）

各自の経験や、この講義において学んだことをもとに、受講生が発
表を行い、ディスカッションを行う。

履 修 上 の 注 意 点

１　講義の構成は基本的に上記の通りですが、必要に応じて順番や内容を変えたりする場合もあります。
２　 この講義は対面方式を基本としますが、新型コロナ感染症の状況等にも配慮しながら、ZOOM によ

るオンラインのリアルタイム配信を併せて用いて行う「ハイブリッド方式」で実施します。
　　※ Zoom のミーティング ID 等は「Oh-o! Meiji」の「お知らせ機能」にて、配信します。
３　 授業の際は、主体的、積極的な姿勢で出席を望みます。また最終段階での発表とディスカッション

への参加は単位付与にあたり必須とし、発表資料をレポートとして提出してもらいます。発表はパ
ワーポイントによるスライドショー形式で行っていただきます。具体的なテーマや方法については、
必要あれば事前に相談に応じます。

４　 授業に関する質問・意見・相談等はディスカッション機能、または次のメールアドレスに連絡して
ください。

　E-mail：yasuo-imamura@mbr.nifty.com

準備学習（予習・復習等）の内容

事前にこのシステムに掲示する資料（基本的には pdf ファイル形式）については必ず目を通しておい
てください。

また、地方自治、行政、経済動向の基礎的な事項については、新聞等で日常的にフォローをしておい
てください。

その他については、授業のときに随時お知らせをします。

教 科 書

基本的に事前に資料をこのシステムに掲示して配布し、それをもとに講義を行います。
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参 考 書

青山佾「自治体の政策創造」三省堂
青山佾「世界の街角から東京を考える」藤原書店
福原義春「美―『見えないものをみる』ということ」（PHP 新書）
曽我謙悟「日本の地方政府」（中公新書）
鈴木理生「江戸はこうして造られた」（ちくま学芸文庫）
P.F. ドラッカー、上田惇生訳「マネジメント　基本と原則　エッセンシャル版」（ダイヤモンド社）　

など
その他、公共経済学や地域経済学関連の本を読んでおくことが望ましい。
＊中村良平・田渕隆俊「都市と地域の経済学」有斐閣ブックス
＊スティグリッツ、藪下史郎訳「公共経済学」 マグロウヒル　など

課題に対するフィードバックの方法

・講義時間中に質疑応答の時間を設け、受講生の意見や質問に答える。
・日常的な疑問点などについて随時メールで受け付ける。
・講義中に話題となった事項について関連資料を Oh-o! Meiji に登載し、受講生の学習に役立てる。
・受講生の発表後に講師から講評を行う。

成 績 評 価 の 方 法

１　授業への参加度（40％）
２　授業における質問、意見、課題発表などの内容（30％）
３　最終資料（30％）　＊各自の発表資料

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL628J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究Ⅹ－Ｆ（計画策定と戦略） Ｃ群 ２ １・２ 西　出　順　郎

授　業　の　概　要・到　達　目　標

公共（もしくは非営利）部門における戦略計画の策定と戦略マネジメントの考え方を中心に、プロジェ
クトマネジメントのための実践スキル、具体的には、SWOT 分析、ステークホルダー分析、フィージビ
リティ分析、ロジックモデリングを演習を通じて学ぶ。続いお手、ロールプレイングゲームを通じ、プ
ロジェクトの策定過程における政治的・経営管理的側面を踏まえた課題等を習得する。

授 業 内 容

第一日 現状分析と解決方策を探る。
計画とは
問題の樹形図
SWOT 分析
SWOT のクロス分析

第二日 政策手段を決める。
ステークホルダー分析
ロールプレイングゲーム

第三日 政策手段の妥当性を検証する。
実施可能性分析
ロジック・モデリング
計画書

履 修 上 の 注 意 点

・想定定員は 12 名。それ以上となった場合には、講義内容に変更が生じる可能性あり。

準備学習（予習・復習等）の内容

事前に配付資料に目を通しておくこと。

教 科 書

レジュメ等を用意する。

参 考 書

西芝雅美・マーカス イングル『地方行政を変えるプロジェクトマネジメント・ツールキット：自治
体職員のための新仕事術』ぎょうせい

上山信一（監訳・監修）『行政評価の世界標準モデル：戦略計画と業績測定』東京法令出版

課題に対するフィードバックの方法

次回講義の中で前回復習を通じ確認する。

成 績 評 価 の 方 法

（1）レポート（40％）
（2）講義への貢献（20％）
（3）発表内容の水準（40％）

そ の 他

ロールプレイングゲーム時には、紳士淑女たる態度で臨むことを強く求める。
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科目ナンバー：（GS）POL621J、（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究 XⅠ－Ｄ 
（気候変動と社会システム） Ｃ群 ２ １・２ 辻　　　昌　美

授　業　の　概　要・到　達　目　標

地球温暖化の影響は、様々な形態で発現し、人類の存亡にも及ぶ懸念が示されている。研究や対策議
論については、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）や気候変動枠組条約締約国会議（COP）におい
て行われてきている。パリ協定では世界共通の長期目標としての２℃目標そして 1.5℃に抑える努力の
追求が謳われている。わが国でも 2020 年 10 月に、「2050 年までに温室効果ガスの排出を全体として
ゼロにする」ことが表明された。これらを基にした、社会での具体的取組が不可欠である。本授業にお
いては、こうした国内外の背景情勢の理解を得た上で、身近な社会システムの中でどのような緩和・適
応等の対策がとられているか、また、どのように発展できるかを考察する。

受講生は、気候変動と社会システムの関連を理解するのみならず、具体的行動推進に向けてそれぞれ
の立場で何ができるかを提案できるようになることが目標とされる。

授 業 内 容

１ 科学的基礎知識 気候変動が生じることとなるメカニズム、具体的影響、将来予測

２ 国際的取組・枠組 気候変動枠組条約とそれに基づく政策（京都議定書、パリ協定）

３ 我が国の取組・枠組 地球温暖化対策推進法及び関連法令

４ エネルギー部門（1） 基本的手法、計画

５ エネルギー部門（2） エネルギー供給（総論）

６ エネルギー部門（3） 事例研究（第１回）

７ エネルギー部門（4） 事例研究（第２回）

８ エネルギー部門（5） 事例研究（第３回）

９ 都市部門 社会インフラ、運輸部門、コンパクトシティ

10 投資・企業活動（1） ESG 投資、グリーンボンド

11 投資・企業活動（2） さまざまなイニシアティブ

12 緩和と適応 気候変動の影響、適応の取組

13 脱炭素社会に向けて 新たな取組

14 学生によるプレゼンテー
ション

プレゼンテーションとともに討議を行う

15 学生によるプレゼンテー
ション

プレゼンテーションとともに討議を行う

履 修 上 の 注 意 点

本授業は、気候変動に関する科学的基礎知識を有していない者にとっても選択できるよう、気候変動
と社会システムを議論するうえで必要となる知識は分かりやすく説明する（数式や化学反応式の使用は
最小限にとどめる）。
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準備学習（予習・復習等）の内容

本科目は基本的に講義形式であるが、各授業において講師と学生とが討議を行う時間を確保する。講
義資料は各回の授業前に Oh-o! Meiji 経由で共有するので、学生は事前に予習することが求められる。
また、第 14～15 回には学生からのプレゼンテーションを行うこととしており、討議参加とプレゼンテー
ションへの準備が必要となる。

教 科 書

特に定めない。

参 考 書

『気候変動と環境危機』グレタ・トゥーンベリ編著（河出書房新社）
『THE CARBON ALMANAC 気候変動パーフェクトガイド』カーボン・アルマナック・ネットワーク、

セス・ゴーディン編（日経 BP マーケティング）

課題に対するフィードバックの方法

第 14～15 回の学生によるプレゼンテーションの際に行うほか、Oh-o! Meiji を通じてもフィードバッ
クを行う。

成 績 評 価 の 方 法

（1）　授業への参加度（30％）
（2）　プレゼンテーション（70％）

そ の 他

なし
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科目ナンバー：（GS）GEO698J、（GS）GEO696J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究 XⅡ－Ａ（地理情報システム） Ｃ群 ２ １・２ 福　島　　　悟

授　業　の　概　要・到　達　目　標

■概要
・ 世の中に社会実装されつつある地理情報システム（以下、GIS という）の国、地方公共団体、企業な

どの先進事例を学ぶ。
・ GIS とインターネット、SNS（twitter や Facebook データ）、オープンデータ、統計データ等を実際に

使用し、情報の入手から地図の作成、地図を活用したプレゼンテーション実施までを演習する。
・ 身近な社会課題に対し地理空間情報がどのように活用できるのかをグループ単位でワークショップを

行いながら検討し、それに応じた地図を GIS を使って作成する。
・ 政府が中長期的に進める 2030 年に向けて実現を目指すデジタル社会の絵姿や短期的に進める 2023

年度重点政策、法律の改正、予算等を確認し、地理空間情報が活用（社会実装）される分野を学習する。
・三次元地理空間情報を用いた実践も行う。
・ これからやってく未来「Society5.0」を踏まえた地理空間情報と関連する新技術や考え方とその中で

活用が期待される地理空間情報について学習する。（例、WEB3.0、NFT、メタバース、AI、人工衛星
や航空、レーザ技術を使ったリモートセンシングなど）

■到達目標
GIS を用いて社会課題解決の提案や資料の作成、併せてそれを人に伝える方法（地図描画方法）やプ

レゼンテーション技術等を学び実践する。

授 業 内 容

１ 地理空間情報とは 身近なモノから世界最先端の仕組みまで事例を学習しながら地理空
間情報とは何かを学ぶ

２ 地理情報システム（GIS）
とは

【実践】地理空間情報を扱うコンピュータシステム（GIS）とはどのよ
うなモノかを実際に使用しながらその特徴を学ぶ

３ 地理空間情報の提供の取
組について

地理空間情報の利活用に関する世界や日本の取組（憲章、条約、法律、
ガイドライン等）を学ぶ

４ 地方公共団体における利
用の取組について

【実践】地方公共団体における地理空間情報や GIS の利用状況を実際
のデータを使用しながら学習する

５ GIS を活用した業務改善
について

「業務の効率化」「重複投資の抑制」「住民サービスの向上」など GIS
を活用した際の特長や効果、今後の課題について学習する

６ GIS の導入について GIS の導入（分野・仕組み・費用）と運用（人・ガバナンス等）につ
いて先進事例を踏まえ学習する

７ 地理空間情報の収集と調
達について

【実践】情報の収集（作成・調達他）方法と必要とされる品質（精度・
正確度）にはどのような特徴があるのかデータを使いながら学習す
る

８ GIS の予算化と運用に向
けた取組について

データ整備コストの縮減、整備効果の種類と検証、低コストでの導
入の事例、自治体クラウドなど先進事例をふまえ学習する

９ 地理空間情報の管理と運
用について

情報共有のための整備データの透明化、地理空間情報及び関連する
データの標準化の重要性について整理する
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10 GIS と組み合わせるテク
ノロジーや情報について

【実践】社会課題の改善のために利用可能なオープンデータや SNS 等
の地理空間情報としての活用方法をデータを使いながら学習する

11 GIS の活用場面と情報の
伝え方について

【グループ実践】課題（テーマ）を設定し、班単位で地理空間情報で
改善できることや伝えたいこと、必要な情報について議論しとりま
とめる

12 地理空間情報の作成・加
工・編集について

【グループ実践】議論された課題の答えに必要な情報を収集、整理し、
GIS を活用して地理空間情報を作成する

13 地理空間情報の発表につ
いて

【グループ実践】作成された地理空間情報を活用したプレゼンテー
ションの実施とそれに対する改善案の検討などを議論する

14 地理空間情報と時間につ
いて

【実践】過去・現在・未来や静的と動的情報など時間を考慮した地理
空間情報について特に防災分野のデータを使いながらその特徴を学
習する

15 近未来の地理空間情報 三次元、室内、地下空間、自動走行（ITS）やデジタル・ガバメント、
ダイバーシティ、激甚災害、AI、IoT 活用など最先端事例を学習する

履 修 上 の 注 意 点

授業では、統計や調査結果等をエクセルを使って作業を行うことが多いため、エクセルの基本的な知
識を学習しておいていただくと理解が容易になると思います。

準備学習（予習・復習等）の内容

授業では、国や地方公共団体の仕事や取組みについて主題となることが多い。自分が興味のある国の
機関や自分が住んでいる地方公共団体（県、区市町村）のホームページなどを閲覧しておくと、どのよ
うな組織があり、どのような取り組みを役所がしているのかわかるので理解が進みやすいと思います。

教 科 書

レジュメを毎回配布します。

参 考 書

レジュメを毎回配布します。

課題に対するフィードバックの方法

授業内容は、Oh-o! Meiji システム上で教材を共有します。また、課題や不明点等についても資料共有
フォルダを介して、教材とは別に追加資料の提供と次の授業時にその解説を GIS の実践を交えて実施し
ます。

成 績 評 価 の 方 法

授業への参加度・貢献度 50％、小テスト 20％、レポートおよび作成データ成果の提出 30％

そ の 他

使用する GIS:ESRI 社　ArcGIS Pro、総務省　JSTATMAP、国土交通省　地理院地図ほか
使用する SNS ダッシュボード：Yahoo　リアルタイムほか
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科目ナンバー：（GS）INF696J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究 XⅡ－Ｃ（情報化社会）〔M〕 Ｃ群 ２ １・２ 廉　　　宗　淳

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本科目は、IT によって、国や地方の行政を変えること、国家全分野において IT によるイノベーショ
ンを興すために何をするべきか、どのようにすすべきかを学ぶことを目標としている。

世界各国は、電子政府・電子自治体の実現に向けて様々な政策を立てて進めている。我が国も森総理
が提唱した e-Japan 戦略を起点として、ここ十数年間、最先端電子政府を構築する為に努力してきた。
しかし、国連の電子政府ランキングで現れているように、決して電子政府先進国の仲間入りはできてい
なく、コロナ自体になってからは我が国のデジタル化の遅れが浮き彫りになり管総理はデジタル敗戦を
宣言し、その対策としてデジタル庁を設立、抜本的なデジタル政府の推進に邁進している。

そのような背景から毎年多額の税金を電子政府構築につぎ込んでいるが他方で、国・地方を通じて、
情報漏えいなど IT に関わる不祥事も絶えない。2015 年からは「マイナンバー制度」も導入されるが、
それが真に行政効率や国民の利便性を高めることができるのか大きな懸念がある。

なぜ日本において電子政府が期待した成果を挙げないのか。様々理由が考えられるが、根本的な問題
は国・地方の行政内部にある。IT についての基本的な理解と専門家が不足している。電子政府、電子自
治体の構築とは、今までの業務処理の延長で業務処理効率を上げる程度のものではなく、根本的に行政
側の仕事を IT 基盤の上で再定義するところからはじめなければならない。

また、行政側と住民側の役割も再定義しなければならない。さらに言えば地理的、物理的な制限を前
提に国民一人一人の意見を反映させる民主主義の大原則を守る為に考案された間接民主主義から、ネッ
トを通じていつでも一人一人の意見を集めることができる時代への変化に合わせて、ネットを基盤とす
る直接民主主義の実現も可能である。

さらに世の中には政治経済の各部門などで、毎日のように巨大なデータが生産されている。いわゆる
ビックデータである。銀行の取引情報や携帯電話の発信地履歴、病院の診療記録等などから人々の個人
のニーズや行動を推理できる時代になっている。

そのようなビックデータを収集分析加工することにより、便利な世の中を実現することも可能になる
時代である。勿論、それらによって人々のプライバシーが侵害されることも考慮しなければならない。

本科目は、このような IT 技術の進歩によって、激変している世界の中で、行政に携わる者（IT 担当
者に限らず）が身に着けておかなければならない知識や技術の習得を目指すものである。例えば、電子
行政分野において、IT 技術をベースに今までの紙ベース、対面ベースの業務フローを変えていくために
は、ビジネス・プロセス・リーエンジニアリング手法など経営学的な知識も必要になるし、その過程に
おいては規制の廃止や新設も必要となることから、法律知識も必要であろう。

そして、それらを具体的に実現する為には情報システム開発能力も必要であることから、プロジェク
ト管理能力や一部は IT 技術の技術も知る必要がある。当科目では、IT 人材に必要な国家情報化や電子
自治体推進必要な知識、さらに国や地方、いろいろな組織において、ICT を活用して、業務改善を行う
ことや国民・住民への利便性を高めるために何を考えるべきかを、理論と実践を通じて勉強する。

講師は、病院や自治体などにおいて実際に CIO を務めた経験とともに、民間企業の情報戦略コンサル
ティングを行っている IT コンサルティング会社を経営しており、具体的な事例や問題を踏まえて、「使
える」知識・技術を学ぶ機会を提供する。

授 業 内 容

１ ４次産業革命時代の世界
の情報化

世界各国の社会各分野において行われている IT 融合社会に現状を勉
強することによって、今の我が国の立ち位置を理解する
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２ 我が国の情報化の現状 世界各国の状況に対して、我が国の国家情報化について勉強して、
我が国の問題点を突き詰め、どのような方向性を持つべきかを考え
る

３ こうキュと民間、社会各
分野においての情報化の
現状

現在の社会各分野ことの最先端 ICT 技術動向などを学び、今後、各
分野での情報化を進めていくに渡り、使える技術が何かを理解して
もらう

４

５

６

７

８

９ 最新情報技術の動向と情
報化戦略樹立

与えられた課題に対して、どのような技術を利用できるか、何をす
るか、いくらでやるか、いつまでやるか、どのように技術を使うか、
最終目標は何か等を具体的に決められる能力を身に着ける

10 プロジェクト管理方法論 与えられた課題に対して、プロジェクト全般において、決めた納期、
機能、予算内で、目標とする成果を脱世する為に、プロジェクトの
企画から、調達契約、業者選定、設計、開発、運用までのプロジェ
クト管理方法論を学ぶ

11 実習 本過程において、学んだ知識を基に本人が抱えている課題や与えら
れた課題について、シミュレーションをすることによって、現場で
すぐ使えるような知識を身に着け、自ら決めた研究テーマについて
情報化推進計画などを発表する

12

13

14 総括 実習内容の発表をもって、新たに問題意識や問題解決能力を高め、
教育課程全体において総括を行う15

履 修 上 の 注 意 点

本授業は単純に情報システムを開発する方法論だけをを教わるのではなく、社会全分野において、
ICT を基盤とするイノベーションを起こすために必要な知識を学ぶことを目的とするため、情報処理は
もちろんのこと、経営学、プロジェクト管理や BPR 方法論などなどを学ぶ。それらを基本に自分の仕
事を自らの力で変革していける能力を見につけることを目的とする。それらの為にブルーオーシャン戦
略、失敗の本質、人月の神話などなど幅広い分野での、推薦する本を読み、それらに関する感想などを
議論し、自分の職務にそれらを導入して実習することとする。本授業を受講するに当たり、学生は IT
の専門家である必要はなく、IT によって行政を変えたいという志を持っていればよい。

準備学習（予習・復習等）の内容

授業の際に指示します。

教 科 書

授業別に必要な講義資料を作成して、授業に活用後、皆様に提供いたします。

参 考 書

ブルーオーシャン戦略（ダイアモンド者 2015）、超入門失敗の本質（ダイアモンド社 2012 年）、人
月の神話（ピアソンエジュケーション社 2005）、e-Gorverrnment 論（三恵社 2012）、ミッシングリン
クデジタル大国日本の再生（東洋経済新報社 2012）、電子政府・電子自治体の戦略（時事通信 2009）
など幅広い分野での自分の著作物も含め、授業に必要なものを使用する。
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課題に対するフィードバックの方法

課題に対するクラス全体討論や講師と受講生の個別討論、もしくは関連する文献などの提示などを通
じて、授業内容に対する理解を深める。

成 績 評 価 の 方 法

平常点 30％、授業での発表 30％、期末レポート 40％で構成する。平常点（30％）に関しては授業
への積極的な参加度、授業での理解度を中心として判断する。授業での発表（30％）については、そ
れぞれの生徒の環境に合わせて、「業務や事業」のテーマを決め、その「業」を ICT を基盤として革新
モデルを作ってみる課題をもとに自らの研究事項を発表してもらう。期末レポート（40％）については、
学期中に学んだ内容を踏まえて、学生と研究テーマを決め、そのテーマに対して調査や分析レポートを
求めて評価する。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）LAW671J、（GS）LAW676J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究 XⅡ－Ｄ（プライバシーと個人情報） Ｃ群 ２ １・２ 湯　淺　墾　道

授　業　の　概　要・到　達　目　標

情報化の進展により、プライバシー情報・個人情報が大量に収集・利活用されている。
また、これらの情報が越境して利用されていることから、国際的な規制の枠組みも生まれている。
プライバシー情報の個人情報の利活用のケース、EU や各国のデータ保護・個人情報保護法制の内容

と動向を理解し、行政における保護と利活用のあり方を検討する。
各国のプライバシー保護と個人情報保護の規制内容を理解し、適切に利活用する方法を具体的に立案

できるようにすることが到達目標となる。

授 業 内 容

１ プライバシーと個人情報
をめぐる現状

プライバシーと個人情報がなぜ現代の行政の重要課題になっている
のか、プライバシーと個人情報の違いなどを理解する。

２ プライバシーとは（1） アメリカにおけるプライバシーの概念の発展の歴史、プライバシー
の内容と外縁について理解する。

３ プライバシーとは（2） 日本におけるプライバシーの概念の発展の歴史、憲法・法律上の位
置づけについて理解する。

４ プライバシー情報の利活
用

位置情報、識別情報、閲覧履歴、コンピューターやインターネット
上の識別情報など、新たなプライバシーに関する情報とその利用の
仕方を紹介する。

５ 個人データ保護（1） OECD（経済協力開発機構）の理事会採択「プライバシー保護と個人
データの国際流通についての勧告」の背景と、８原則を理解する。

６ 個人データ保護（2） 「データ保護指令」（1995 年）、「通信部門における個人データ処理及
びプライバシー保護に関する欧州議会及び理事会の指令」（1997 年）、

「データ保護指令」（1998 年）の経緯と内容について理解する。

７ 個人データ保護（3） 一般データ保護規則（GDPR）（2018 年）の制定に至る過程を紹介し、
その理念を理解する。内容と域外適用、APEC 越境プライバシールー
ル（CBPR）などの国際的な枠組みについて理解する。

８ 個人情報保護法制（1） 日本における個人情報保護の歴史を概観し、個人情報保護法の制定
に至る経緯についての理解を深める。

９ 個人情報保護法制（2） 個人情報保護法の全体像について理解する。また民間部門への適用
について理解する。

10 個人情報保護法制（3） 公的部門（行政機関、独立行政法人、地方公共団体）に適用される
個人情報保護法制について理解する。

11 個人情報の利活用 個人情報を、行政や各種の施策において利活用するための実例を検
討する。利活用の具体的な方法や、取扱い上の留意点・課題などを
理解する。
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12 プライバシー・バイ・デ
ザイン

個人情報やプライバシー情報を実際に保護するためには、情報シス
テムやネットワークをどのように構築・運営すべきかについて、プ
ライバシーバイデザインの考え方を理解し、要件定義・調達などの
実務上の課題や技術的課題について考察する。

13 プライバシー保護技術 各種のシステムなどにおいてプライバシーや個人情報をどのように
保護するための暗号化その他の技術を紹介して、導入方法を検討する。

14 デ ー タ ロ ー カ ラ イ ゼ ー
ション

各国で規制の動きが強まっているデータローカライゼーションにつ
いて最新動向を理解し、行政や経済における情報の利活用への影響
について考える。

15 今後の動向 最新のプライバシー情報や個人情報の利活用の実態、今度の利活用
のあり方や規制のあり方について検討する。

履 修 上 の 注 意 点

各回において受講者とのディスカッションを行うので、積極的に発言すること。

準備学習（予習・復習等）の内容

各回の内容に関する法令や条例などについては、事前に条文を読んでおくこと。また、日頃から、各
回の内容に関連するニュース等の情報を積極的に収集しておくこと。

自分の所属する組織においてどのようにプライバシーに関する情報や個人情報が収集され、利用され
ているかについて事前に調べておくこと。

講義後に、取り扱った内容について自分の所属する組織等にどのような影響があるかを検討すること。

教 科 書

使用しない。講義の際に資料を配付する。

参 考 書

宮下紘、『EU 一般データ保護規則』、勁草書房
佐脇紀行志、『一問一答令和２年改正個人情報保護法』、商事法務
冨安泰一郎・中田響、『一問一答令和３年改正個人情報保護法』、商事法務

課題に対するフィードバックの方法

課題を出した場合、各回において口頭でフィードバックする。

成 績 評 価 の 方 法

講義への積極的な参加（40％）＋終了レポート（60％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL691J、（GS）POL696J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究 XⅡ－Ｅ 
（行政の電子化とサイバーセキュリティ） Ｃ群 ２ １・２ 湯　淺　墾　道

授　業　の　概　要・到　達　目　標

概要
サイバー攻撃が多様化・高度化する中で、行政の電子化には、サイバーセキュリティの確保が必須で

ある。
情報セキュリティの概念、情報セキュリティとサイバーセキュリティの異同、サイバー攻撃とそれに

対する技術、サイバーセキュリティに関する法令や施策について概観することで、行政の電子化を推進
する際に必要となるサイバーセキュリティに関する基礎的な知識を獲得する。さらに、ISMS 等のマネ
ジメントシステムの内容を理解し、行政における技術的・人的・組織的対策を検討する。
到達目標

・ 情報化を支える諸技術の概要と情報セキュリティやサイバーセキュリティの概念を理解した上で、
必要な施策を検討し、立案することができる。

・ 情報化を推進する上でどのようにガバナンスを強化すべきかについて、具体的方策を検討し、立案
することができる。

授 業 内 容

１ セキュリティ入門 情報セキュリティ、サイバーセキュリティとは何かについて、基礎
的な概念を理解する。

２ CIA 概念（1） 情報セキュリティの CIA 概念について理解し、そのうち C（秘匿性）
に関する施策や法令、対策について理解する。

３ CIA 概念（2） 情報セキュリティの CIA 概念について理解し、そのうち I（完全性）
に関する施策や法令、対策について理解する。

４ CIA 概念（3） 情報セキュリティの CIA 概念について理解し、そのうち A（可用性）
に関する施策や法令、対策について理解する。

５ 各種のサイバー攻撃（1） さまざまなサイバー攻撃について、実例を通じて知識を深める。

６ 各種のサイバー攻撃（2） 国際的なサイバー攻撃や、サイバー攻撃と国際紛争等の関係につい
て理解する。

７ サイバーセキュリティ法
制（1）

サイバーセキュリティ基本法をはじめとするサイバーセキュリティ
に関する法令の内容を理解する。

８ サイバーセキュリティ法
制（2）

各種のサイバー犯罪に関する法令の内容を理解する。また NISC をは
じめとする政府のセキュリティ関係機関の権限と役割、政府統一情
報セキュリティ基準などの政府におけるサイバーセキュリティを確
保するためのルールについて内容を理解する。

９ 自治体のセキュリティ（1） マイナンバーの導入に伴って自治体のセキュリティが強化されたが、
その内容についての理解を深める。

10 自治体のセキュリティ（2） DX 化などの今後の自治体の情報化を進める際に問題となるセキュリ
ティ上の問題点を、ケースを通じて検討する。
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11 マネジメントシステム サイバーセキュリティを確保するための各種のマネジメントシステ
ムについて意義と役割を理解する。

12 フェイクニュース・ディ
スインフォメーション

フェイクニュース・ディスインフォメーションの現状と問題点につ
いて理解し、各国における対策について検討する。

13 各種の認証技術 各種の認証技術、マネーロンダリング対策との関係について紹介する。

14 デジタル・フォレンジッ
ク

デジタル・フォレンジック技術について紹介し、行政のセキュリティ
を推進する上でどのように利活用できるかをケースを通じて検討す
る。

15 今後の展望 行政におけるサイバーセキュリティの今後の動向について展望する。

履 修 上 の 注 意 点

各回において受講者とのディスカッションを行うので、積極的に発言すること。

準備学習（予習・復習等）の内容

各回の内容に関する事例やニュース等の情報を積極的に収集しておくこと。
自分の所属する組織においてどのようなセキュリティ上の問題点や課題があるかについて、事前に検

討しておくこと。
講義後に、取り扱った内容について自分の所属する組織においてどのような具体的な方策を立案・実

行可能かを検討すること。

教 科 書

使用しない。講義の際に資料を配付する。

参 考 書

猪俣敦夫、 井上克郎、『サイバーセキュリティ入門』、（共立出版）
谷脇康彦、『サイバーセキュリティ』、（岩波新書）
宇賀克也・水町雅子・梅田健史、『自治体職員のための番号法解説』、（第一法規）

課題に対するフィードバックの方法

課題を出した場合、各回において口頭でフィードバックする。

成 績 評 価 の 方 法

講義への積極的な参加（40％）＋終了レポート（60％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL611J、（GS）POL616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究 XⅢ－Ａ（消費者の安全） Ｃ群 ２ １・２ 尾　原　知　明

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本講義では、行政機関等の職員や議会関係者、民間事業者のリスク管理部門や顧客サービス部門で勤
務している方、あるいは将来このような分野で働くことを目指す方を主な対象として授業を進めます。
講義では、毎回、最近のトピックを紹介しながら、その背景にある基礎的な考え方や制度を学んでいき
ます。

講義を通じて、受講者が消費者行政の仕組みを理解しながら、日常生活における「高齢化」「情報化」
「国際化」への対応力を身につけることを目指します。

授 業 内 容

１ 消費者問題の現況と地方
消費者行政（1）

過去半世紀の消費者問題の歴史を学びつつ、消費者問題の現況を考
えます。

２ 消費者問題の現況と地方
消費者行政（2）

消費者問題の現況を前回に続き学びながら、地方消費者行政の役割
を考えます。

３ 心理的要因からみた消費
者被害防止

第３回から第６回までは、財産分野の事例を扱います。この回では、
若者の心理的要因から消費者被害の防止を考えます。

４ 消費者被害を防ぐための
消費者力の強化

2022 度から成年年齢は 18 歳となりました。若者を中心に消費者被
害を防ぐための消費者力の強化策を考えます。

５ インターネット取引にお
ける消費者の安全

インターネットを通じた消費者の購買行動が日常化する中で、消費
者行政が消費者の安全のためにできることを考えます。

６ 高齢者等の見守りネット
ワークの構築

消費者安全法に基づく高齢者等の見守りネットワークの設置促進の
取組を通じて、消費者行政の役割を考えます。

７ 消費者の安全と事故情報
の一元化

消費者事故防止のために、消費者行政がどのような体制で推進され
ているかを学びます。

８ 消費者事故を繰り返さな
い

消費者安全調査委員会の役割を通じて、消費者事故を繰り返さない
ための手法を学びます。

９ リコール情報、経年劣化
と製品安全

リコール情報を知っていれば消費者事故の再発を防ぐことができま
す。消費者行政がどのように伝えられるかを考えます。

10 子供の事故防止を考える 子供の事故は「親のせい」と短絡的に考えられがちですが、本当に
そうでしょうか。消費者行政の取組から考えます。

11 高齢者の事故を防ぐため
にできること

誤飲・誤えん、低温やけどやヒートショックなど、高齢者に多い事
故に関する情報から、消費者行政でできることを考えます。

12 食品表示は消費者に何を
伝えようとしているか

健康食品に関する食品表示を通じて、表示の果たす役割を考えます。

13 食 品 の リ ス ク コ ミ ュ ニ
ケーション（食と放射能
物質に関する理解を通じ
て）

食と放射能物質に関する理解のための消費者行政の取組を通じて、
リスクを正しく理解し、伝える手法を考えます。
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14 a．「消費者の安全」の未
来、b．課題レポート

a．これまでの講義から消費者の安全の未来を考えます。
b．課題レポート（オンラインで提出）。

履 修 上 の 注 意 点

他の消費者政策関係科目の内容と関連づけることにより、消費者政策とは何かについて理解を深める
ことを期待します。

準備学習（予習・復習等）の内容

講義のレジュメを配布するので、予習・復習の参考にしてください。

教 科 書

レジュメを毎回配布する

参 考 書

『日本の消費者政策ー公正で健全な市場をめざしてー』樋口一清・井内正敏編著、創成社、2020 年
『各年版消費者白書』消費者庁、消費者庁 HP 掲載

課題に対するフィードバックの方法

課題レポートについては、事前に Oh-o! Meiji システムを通じてオンライン提出していただき、第 14
回講義の後半で、解説と意見交換をします。

成 績 評 価 の 方 法

講義では、トピックに関する積極的な発言を期待します。評価は、授業への貢献度・参加度 60％、
課題レポート（40％）で評価します。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL621J、（GS）POL626J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究 XⅢ－Ｂ（消費者志向経営論） Ｃ群 ２ １・２ 廣　瀬　健　司

授　業　の　概　要・到　達　目　標

消費者と企業の間には、情報の質・量、交渉力等に格差があり、消費者政策の主な役割はこの格差に
起因する消費者被害から消費者を守ることにある。そのための方策としては、これまで企業の不当な行
為を禁止し、違反行為に対してペナルティを与え、一定の行為（書面交付、説明等）を義務付けたり、
消費者に有利となる民事ルールの特則を設けたりすることなどが主なものであった。

一方、こうした対応には、行政において取締りのためのコストを要すること、善良な事業者に対して
必要以上の負担が生じる可能性があるなどの指摘もある。

また、近年、
① 取引のデジタル化の進展等により、行政が高度な技術を駆使した新たなビジネスモデルに適切な規

制をかけることが難しくなってきており、
②  ESG への対応等、社会経済の持続可能性に関する重要課題の解決のためには、行政が強制力を行

使するよりも、企業の自主性を重んじ、消費者と事業者の協働も念頭に置いて、より柔軟に対応
することが適切な場合も考えられるようになってきている。

こうした中、消費者政策に限らない幅広い政策分野において、企業の自主的な取組を促し、企業が有
する社会的性格が自ずと発揮される環境を醸成していくことが、新たな政策展開の方向性となり得るも
のと考えられる。こうした政策の方向性について、様々な政策メニューを学習し、適切なポリシーミッ
クスの在り方について政策提言ができるようになることを目指す。

授 業 内 容

１ ガイダンス

２ 消費者政策における企業
行動の位置付け

消費者政策の展開（業規制、民事ルールからソフトローへ）、行政（消
費者庁等）の役割の変化

３ 行政による企業行動への
作用①

ハードなアプローチ（刑罰、行政処分、参入規制、行為規制、民事ルー
ルの特例、消費者団体訴訟等）

４ 行政による企業行動への
作用②

ソフトなアプローチ（指導・勧告、公表、ガイドライン、努力義務等）

５ ここまでの復習など

６ 企業と社会的責任① 総論（企業とは何か、企業の存在意義、株主利益実現との関係、歴
史的観点（江戸商家の行動等）等）

７ 企業と社会的責任② 企業の事例（様々な企業不祥事、第三者委員会報告（不祥事発生の
要因、対応策等）、内部統制、コンプライアンス等）

８ 企業と社会的責任③ 企業の自主的な取組（内部統制、リスク管理等）

９ ここまでの復習など

10 企業の良い取組を促す環
境整備①

消費者・投資家・労働者としての行動のインパクト（個人消費 /GDP
比率、個人金融資産残高等）、消費者・投資家・労働者の意識の変化（日
本型経営のほころび、社会的課題への関心の高まり等）

11 企業の良い取組を促す環
境整備②

企業の情報発信（非財務情報の開示、企業の優良取組事例の表彰、マー
ク制度、ESG 投資信託等）
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12 企業の良い取組を促す環
境整備③

企業の取組を評価できるリテラシーの育成（消費者市民社会の形成
（消費者教育）、金融教育等）、

13 企業の良い取組を促す環
境整備④

消費者・投資家・労働者からのシグナルを受け止める企業の体制整
備（公益通報窓口、投資家との対話等）、政策インセンティブの付与（政
策の方向性の提示、補助金、税制、公共調達等）

14 まとめ、ディスカッショ
ン

政策分析シートの作成

履 修 上 の 注 意 点

準備学習（予習・復習等）の内容

講義資料は、概ね１週間前にオー明治に掲載します。また、授業の概要も書き込みます。予習・復習
の参考にしてください。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

特に指定しない。

課題に対するフィードバックの方法

「政策分析シート」の作成に際しては、皆さまに政策テーマを決めていただき、政策メニューを検討
していただきますが、私も一緒に検討をしたいと思っています。そこで、皆さまにご希望があれば、オー
明治の掲示板やメールで何度かやり取りをし、作り上げていければと思っています。
「政策分析シート」については「成績評価の方法」欄も参照してください。

成 績 評 価 の 方 法

成績評価の方法は、授業への貢献度・参加度 60％、政策分析シートの作成 40％とします。
毎回の授業では、受講者と講師の間でなるべく多くの議論を行いたいと思っています。授業の中で議

論のテーマとなる論点をお示ししますので、積極的に議論に参加いただければ幸いです。
政策分析シートは、エクセルシートで様式を示しますので、自分の興味のある政策テーマを選び、そ

の政策目標の達成のために有効と考えられる政策パッケージを検討していただくものです。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）LAW691J、（GS）LAW696J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究 XⅢ－Ｃ（コンプライアンスの推進） Ｃ群 ２ １・２ 池　本　誠　司

授　業　の　概　要・到　達　目　標

企業が持続的に発展できるためには、商品・サービスの供給の安定だけでなく、自主的に法令を遵守
してトラブルを最小限に抑制し、社会の信頼を確保することが肝要です。本講義では、企業活動におけ
る消費者、労働者、地域、環境等の諸課題への配慮のうち、企業経営に直接影響を及ぼす消費者トラブ
ルの防止と信頼確保を中心に検討します。

自主的法令遵守（コンプライアンス）を推進するためには、企業活動においてトラブルが発生しがち
な場面と事例を知り、動きの速い消費者関連法制度が現在どのような水準にあり、今後どのような方向
に向かおうとしているのかを理解し、社内体制をどのように整備・運営すべきかについて具体的な方策
を検討することが不可欠です。

授業では、総論として、企業の社会的責任論、CSR、消費者志向経営、SDGs など、コンプライアン
ス経営に関わる議論を概観したうえで、主な分野の消費者トラブル事例と、景品表示法、消費者契約法、
特定商取引法、消費者団体訴訟制度、製品安全分野を中心に、最近の法制度の動向を検討します。これ
らの理解を踏まえて、企業がコンプライアンスを推進するためにどのような課題に取り組むかを、受講
者において分野ごとに取組事項を検討し、意見交換を行います。さらに、自主的法令遵守体制の推進を
裏打ちする法制度である公益通報者保護法の改正内容を理解し、その実現方策を検討します。

個別法制度の細かな解釈適用の議論よりも、社会の実態に応じて法制度が変化している動きを把握す
ることを目指します。

授 業 内 容

１ 企業の不祥事とコンプラ
イアンス経営推進の背景。

企業の社会的責任・CSR、消費者志向経営、SDGs などの取組を巡る
社会の動向と、企業活動における消費者、労働者、地域、環境等の
諸課題を概観し、特に消費者問題分野の問題場面を概観する。
本授業に関する受講者の問題意識を提示してもらう。

２ 広告表示を巡る法規制の
概要。

広告表示を巡るトラブルと景品表示法による広告表示の規制の概要
を把握し、商品の品質・効能等に関する合理的根拠資料の提出要求
制度、強調表示と打消し表示の評価判断の目安を理解する。

３ 不当表示に対する措置命
令と課徴金制度、表示管
理体制の整備。

不当表示に対する措置命令・課徴金納付命令の要件と具体例を把握
するとともに、不当表示の未然防止に向けた表示管理体制の自主的
整備事項を検討する。アフィリエイト広告の不当表示の未然防止に
向けた取り組みの方向性を把握する。

４ 広告表示の適正化に関す
る事例検討

不当表示問題の発生を未然防止するための視点と事業者における対
応策を小レポートにより提出を求め、その報告と意見交換を行う。

５ 不当勧誘行為のトラブル
と法規制の概要。民事規
定と行政規制。

不当勧誘行為による契約に対する取消権の付与（消費者契約法）、訪
問販売等の取引類型における行政規制とクーリング・オフ等の規律

（特定商取引法）について、近年の法改正の動向を把握する。

６ 不当勧誘行為の防止に関
する事例検討。

不当勧誘行為のトラブルを防止する事業者の対応策を検討し、小レ
ポートを提出のうえ意見交換を行う。
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７ 不当契約条項のトラブル
と法規制の概要。

不当契約条項の効力制限（消費者契約法）と定型約款の規律（民法）
を概観する。
契約条項トラブル防止に向けた事業者の対応策を検討する。

８ インターネット取引のト
ラブルと法規制の概要。

通信販売事業者に対する広告表示規制とインターネット通信販売の
申込画面規制（特定商取引法）の概要を把握する。
不当勧誘と不当表示の違いと交差（最判平 29・１・24）の状況を把
握する。

９ 適格消費者団体の差止請
求制度の概要。

適格消費者団体による差止請求の活動の概要を把握し、事業者の対
応のあり方を検討する。

10 地方消費者行政による被
害防止の取組の概要と実
施体制の課題。

地域における官民連携による被害防止ネットワークの取組を把握し、
事業者として地方公共団体と連携して被害防止の取り組みに参画す
る方策を検討する。

11 製品の安全確保を巡る法
制度の概要。

製品の安全確保に向けた未然防止・拡大防止・事後規制の関連法制
度の主な例、第三者認証と自己認証の違い等を把握する。

12 リコール制度と重大事故
情報の公表制度の概要。

各種法令におけるリコール制度の要件と運用上の課題を把握し、消
費生活用品安全法・消費者安全法における事故情報の報告制度・公
表制度の要件の特徴を検討する。

13 インターネットと個人情
報の保護

個人情報の利活用と個人情報の漏えい・目的外利用等の規律につい
て、個人情報保護法と事業者の個人情報管理を検討する。

14 企業の不祥事対策と内部
告発・公益通報の実情を
知る。

自主的法令遵守の確保と公益通報者保護法の概要を把握する。
事業者の内部通報窓口整備、公益通報者保護法改正の概要を理解し、
改正法を踏まえた事業者の体制整備のあり方を検討する。

15 レポート提出とまとめの
講義

事例検討を通じて、コンプライアンス経営の体制整備と消費者志向
経営のポイント、顧客相談窓口と企業活動へのフィードバックのあ
り方等を検討する。

履 修 上 の 注 意 点

消費者関連法制度を学ぶに当たっては、細部の解釈論よりも、立法政策上の背景事情や議論状況を把
握し、これを踏まえた企業の自主的な対応策のあり方を検討してほしい。

消費者関連法制度の見直し等の議論の動向により、取り上げるテーマの追加・変更が生じることがあ
ります。

準備学習（予習・復習等）の内容

毎回の授業のレジュメをクラス Web にアップするので、事前検討を求めます。
事前検討課題（小問）を提示し、小レポートの提出とともに、授業の冒頭で口頭説明を求めます。

教 科 書

消費者法制度につき、日本弁護士連合会「消費者法講義（第５版）（日本評論社、2018 年）

参 考 書

各テーマについて必要に応じて紹介。

課題に対するフィードバックの方法

事前検討課題についてはレポート提出とともに、授業の冒頭で要旨の口頭報告を求め、これについて
コメントします。

期末試験（レポート）については、最後の授業で講評とまとめの講義を行います。
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成 績 評 価 の 方 法

授業における事前検討の小レポート及び報告（50％）と、期末レポート（50％）で評価します。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）POL696J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

政策研究 XⅢ－Ｄ 
（コンシューマー・リテラシー）〔M〕 Ｃ群 ２ １・２ 柿　野　成　美

授　業　の　概　要・到　達　目　標

現代社会に生きる私たちは、すべて消費者です。しかし、消費者として十分なリテラシーがないまま
無自覚に経済活動を行っていると、自身が経済的、身体的な損害を被るだけでなく、社会に悪影響を与
える加害者的立場に陥る可能性を有しています。

我が国の消費者政策においては、消費者基本法により「消費者の権利の尊重」と「消費者の自立支援」
を基本理念とし、自立した消費者の育成を政策の大きな柱にしています。近年では、2015 年に国連で
採択された SDGs（持続可能な開発目標）を受け、消費者政策においてもエシカル消費（人や社会、地域、
環境に配慮した消費行動）のように、消費者の責任ある行動について関心が高まっています。

本講義では、最初に、消費者にとって必要な「コンシュー・マーリテラシー」とは何かの議論から出
発し、それを構成する基本的な要素について、理解を深めます。次に、「コンシューマー・リテラシー」
をどこで、どのように身に付けるべきかの習得機会の確保に関する議論を行い、国内外の消費者教育の
現状と課題について、豊富な具体事例を通して考えます。最後に、講義の内容を踏まえ、これからの「コ
ンシューマー・リテラシー」のあるべき姿について、ともに考えます。

この講義を通じて、「コンシューマー・リテラシー」についての理解を深め、公正で持続可能な社会
の形成に向けた人材育成のための政策立案者として資質を高めることに役立ちます。

授 業 内 容

１ コンシュー
マー・リテ
ラシーの基
本的理解

①ガイダンス 本講義の全体像を概観し、なぜコンシューマー・コンシュー
マーリテラシーが必要なのかについて意見交換する。

② SDGs とコンシュー
マー・リテラシー

Consumer Citizenship（消費者市民社会）の考え方を踏まえ
て、SDGs とコンシューマー・リテラシーの関連性について
考え、グローバルな視点から理解を深める。

③コンシューマー・
リテラシーの諸相

コンシューマー・リテラシーを構成する枠組みとして「消
費者教育」の基本的な理解を深め、発達段階に応じたリテ
ラシーの習得について考える。

２ コンシュー
マ・リテラ
シーの具体
例

①成年年齢引き下げ
と若年者の消費者被
害

成年年齢引き下げにより 18 歳で未成年者取り消し権が消滅
することから、若年者の消費者被害増加が懸念されている。
この対策としてどのようなリテラシーが必要か考える。

②高齢者・障がい者
の消費者被害の見守
り

高齢者・障がい者の消費者被害事例について理解し、地域
における被害防止のための見守りの在り方について考える。

③金融リテラシー 消費者にとって必要な生活スキルとして、お金の知恵・判
断力（金融リテラシー）について考える。

④エシカル消費 エシカル消費の具体事例について理解を深め、消費者の責
任ある消費行動について考える。
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３ コンシュー
マー・リテ
ラシーの習
得機会の確
保

①国における消費者
教育政策

我が国の消費者教育推進の歴史と現状を振り返り、国にお
ける消費者教育政策の課題について議論する。

②地方自治体におけ
る消費者教育政策①

地方自治体における消費者教育政策の歴史と現状を振り返
り、消費者教育政策の課題について議論する。

③地方自治体におけ
る消費者教育政策②

学校における消費者教育が充実している地方自治体の具体
的事例を紹介し、そこでの成功要因と課題を分析する。

④消費者団体、企業・
業界団体等による消
費者教育

消費者団体、企業が実施する消費者教育の具体的事例につ
いて知り、企業が実施する意義と課題について議論する。

４ コンシュー
マー・リテ
ラシーのこ
れから

①コンシューマー・
リテラシー再考

これまでの講義内容を振り返り、消費者を取り巻く環境変
化が激しい中、今後どのようなコンシューマー・リテラシー
が必要になるのか議論する。

②コンシューマー・
リテラシー再考

これまでの講義内容を振り返り、今後のコンシューマー・
リテラシーを習得する機会をどのように持つべきか、政策
的な立場から再検討する。

履 修 上 の 注 意 点

授業の方法は、完全オンライン授業とする。
基本的に履修する上での前提知識は特に要しない。
授業中はペアワークやグループ討議などアクティブラーニングとするため、積極的に参加すること。

準備学習（予習・復習等）の内容

受講者のバックグラウンドや関心に応じて、関連するテーマでレポートをまとめ、授業中に報告を行う。
コンシューマー・リテラシーに関する身近なニュースに関心を持ち、講義内容をさらに深めることを

期待する。

教 科 書

レジュメを毎回配布する。

参 考 書

柿野成美『消費者教育の未来 - 分断を乗り越える実践コミュニティの可能性』（法政大学出版局、
2019）

神山久美・中村年春・細川幸一『新しい消費者教育　これからの消費生活を考える』（慶應義塾大学
出版会、2018）

課題に対するフィードバックの方法

授業内でコメントを行う。

成 績 評 価 の 方 法

授業への貢献度・参加度（70％）、期末の小レポート及び発表（30％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）SOC591J、（GS）SOC596J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

社会調査法１ Ｄ群 ２ １・２ 砂　金　祐　年

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本講義は社会調査に関する基礎的知識を習得し、社会調査のふたつの方法のうち特に量的調査の考え
方及び分析手法の習得を目的とする。

社会調査は様々な分野で広く活用されており、政策策定や経営方針の決定の基礎となるものである。
したがって行政、企業を問わず社会調査に関する知識を身につけ、その技法を習得することは重要である。

また種々の統計データや質問紙（アンケート）調査の結果が行政によって公開されたりメディアによっ
て報道されており、一般市民が目にする機会も多い。しかし目にする人に対し「あえて」誤解を与える
ような発表も少なからず存在している。だからこそ社会に流通している調査データや分析結果を適切に
読みとるためには、社会調査がどのように行なわれているかどのように分析されているかを知る必要が
ある。

講義では単なる知識の暗記ではなく具体的な調査やその活用事例、研究事例なども踏まえて論じる。

授 業 内 容

第１回 社会調査法１の概要と授業の進め方

第２回 社会調査とは何か

第３回 社会調査の歴史

第４回 社会調査と研究

第５回 社会調査と倫理

第６回 社会調査と科学（因果関係・仮説検証）

第７回 資料収集の技法（文献やデータの検索・入手方法）

第８回 量的調査の種類と考え方

第９回 量的調査の技法（質問紙調査・統計データの収集）

第10回 量的調査の分析手法①（単純集計・クロス集計）

第11回 量的調査の分析手法②（統計的検定）

第12回 量的調査の分析手法③（相関分析）

第13回 量的調査の分析手法④（回帰分析）

第14回 量的調査の分析手法⑤（因子分析・主成分分析）

第15回 授業全体の振り返りとまとめ

Ｄ　
群
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履 修 上 の 注 意 点

講義内容は受講者の数や受講者の希望に応じて適宜修正する。特に活用事例や研究の紹介については
なるべく最新のものを用いるよう努めたい。

講義では統計的手法についても論じるが、数学や数式は一切使用しない。「自動車の構造を知らなく
ても、自動車の運転ができればよい」のと同じく、「統計学の数学を理解していなくても、統計が意味
することを理解できればよい」という考え方である。

なお、秋学期の「社会調査法２」では、統計ソフト SPSS を実際に操作しつつ「統計学の数学を理解
していなくても、統計的手法を使えるようになる」授業を行う予定である。興味のある方は併せて受講
してほしい。

準備学習（予習・復習等）の内容

【予習】
新聞等メディアの報道や行政等が公表する社会調査の結果に注視しておくこと。

【復習】
授業終了後「Oh-o! Meiji」に講義で使用したパワーポイント及び配布レジュメを PDF 形式でアップ

するので復習に役立ててほしい。

教 科 書

毎回レジュメを配布する。

参 考 書

授業中適宜提示する。

課題に対するフィードバックの方法

授業中に課す課題については、授業時間中に発表してもらい、そのつど講評を行う。
最終レポートについては、個別にメールにてフィードバックを行う。
なお、課題以外についても、口頭およびメールにて随時質問等を受け付ける。

成 績 評 価 の 方 法

〈１〉平常点（質問や発表等授業への貢献度）50％
〈２〉最終レポート 50％

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）SOC598J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

社会調査法２ Ｄ群 ２ １・２ 砂　金　祐　年

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本講義は社会調査で得た量的データを分析する技法の習得を目的とする。具体的には統計ソフト
SPSS の基本的な操作方法を学び、自分が立てた仮説を様々な分析手法を駆使して検証するスキルを身
につける。

現在では行政における政策の立案・評価においても、従来の前例主義や法的論理整合性だけではなく
科学的手法を用いて合理的に行うことが求められている。また企業においても経営戦略を立てるための
前提として社会調査に基づくデータを利用することが不可欠である。もちろんリサーチペーパーや学術
論文を執筆する際にも役に立つはずである。

なお本講義は実習が中心であり、社会調査や分析手法に関する一定の基礎知識があることを前提して
授業を進めるため、「社会調査法１」の単位取得後の履修が望ましい。また実習という性質上、対面の
みの授業とする。

授 業 内 容

第１回 社会調査法２の進め方

第２回 SPSS の基本画面と変数の入力・加工

第３回 グラフと表の作成

第４回 代表値（平均・分散・標準偏差など）

第５回 単純集計・クロス集計

第６回 統計的検定

第７回 相関分析

第８回 自分で収集したデータを用いた相関分析の練習と発表

第９回 回帰分析

第10回 因子分析

第11回 主成分分析

第12回 これまで学んだ分析手法を用いた研究事例の紹介

第13回 最終レポートの作成①（仮説の設定、分析手法の決定、データ収集）

第14回 最終レポートの作成②（データの分析、中間報告）

第15回 最終レポートのプレゼンテーション

履 修 上 の 注 意 点

受講生自身によるパソコン実習が中心となるため、授業時間外に調査や資料収集などを行ってもらう
ことになる。12 号館７階で SPSS がいつでも使用できるので活用してほしい。主体的・積極的な参加を
希望する。
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準備学習（予習・復習等）の内容

【予習】
新聞等メディアの報道や行政等が公表する統計データに注視し、必要に応じて収集しておくこと。

【復習】
授業終了後「Oh-o! Meiji」に講義で使用したパワーポイント及び配布レジュメを PDF 形式でアップ

するので復習に役立ててほしい。また適宜 12 号館７階で SPSS を操作し慣れておくことをお勧めする。

教 科 書

毎回レジュメおよびサンプルデータを配布する。

参 考 書

内藤統也監修・秋川卓也著『文系のための SPSS 超入門　新装版』（プレアデス出版、2007 年）
村瀬洋一ほか共編『SPSS による多変量解析』（オーム社、2007 年）
三輪哲・林雄亮編著『SPSS による応用多変量解析』（オーム社、2014 年）

課題に対するフィードバックの方法

本講義は SPSS の実習が主体である。毎週課す実習課題については、その都度口頭および PC 画面上
でフィードバックを行う。

最終レポートについては、個別にメールにてフィードバックを行う。
なお、メールにて随時質問等を受け付ける。

成 績 評 価 の 方 法

〈１〉平常点（質問や発表等授業への貢献度）50％
〈２〉最終レポート 50％

そ の 他

統計ソフトの操作というと難しそうに思われるかもしれないが、表計算ソフト（Excel など）の基本
的なスキル（四則計算や表・グラフの作成程度）があれば SPSS の初歩的な操作は十分可能である。統
計学に関する予備知識も不要なので身構えずに受講してほしい。
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科目ナンバー：（GS）IND518J、（GS）IND516J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

質的調査法 Ｄ群 ２ １・２ 松　本　奈　何

授　業　の　概　要・到　達　目　標

社会科学における質的調査とは、主にインタビューや参与観察といった定性データを用いて、さまざ
まな事象を理解、記述することである。

本授業では、まず質的調査法とは何か、どのような問題意識、事例を研究することに適しているのか
について理解する。様々なデータ収集方法とその分析について理論を学びながら、受講者それぞれが所
属する組織の課題や、興味のある研究テーマなどに沿った事例を選択し、実際に調査を試みる。学期の
後半には得られたデータの分析方法、最新の分析ソフトウエアなどについても学び、どのように論文に
反映されるのかを学ぶ。最終的には質的調査によるレポートを完成させる。

また受講者は調査の結果を授業内で発表し、議論を通して互いに学びあう。その結果、質的調査法を
正しく理解し、今後の受講者の研究や業務の実践に生かしていくことを目的とする。

授 業 内 容

第１回 イントロダクション 質的調査方法とは？なぜ質的調査を行うのか？
質的（定性）と量的（定量）調査の違い
質的調査の特性
リサーチクエスチョンの設定

第２回 質的調査法の理論的
基盤

どのように事例を理解するのか？理論的基盤について
リサーチクエスチョンとの整合性
目的に合わせた調査方法の選択

第３回 事例とサンプリング 事例から研究手法を理解する
事例選択、サンプリングについて理解する

第４回 参与観察 事前準備（研究倫理、調査協力の依頼と承認、安全の確保）
ノート・メモ（ジョッティング）
フィールドノート
参与観察者の立ち位置
参与観察で注意すべき点

第５回 インタビュー 事前準備（コンセントフォーム、調査協力者との関係）
サンプリング
構造化、半構造化、非構造インタビュー
フォーカスグループ

第６回 インタビュー実践 受講者によるロールプレイング練習

第７回 エスノグラフィーと
ライフヒストリー

エスノグラフィー、ライフヒストリーとは何かを理解する
様々なタイプの事例を検討する

第８回 データと研究倫理 文字データ（文字起こし）
ビジュアルデータ（画像、映像）
その他データ
研究者としての倫理、注意点

第９回 中間発表 学生によるプロジェクト中間発表

第10回 分析方法 -１ コーディング（演繹、帰納的）
ツリー化、カテゴリー化、その他分析方法
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第11回 分析方法 -２ テーマティック分析
グランデッドセオリー
ナラティブ分析
ディスコース分析

第12回 分析方法 -３ トライアンギュレーション
ソフトウエアの活用

第13回 結果のまとめ方 物語の記述（主観性と客観性）
分厚い記述
引用
匿名性の確保

第14回 学生発表 質的調査方法を用いた学生独自の研究プロジェクト発表と討論（最
終レポートに向けて）

第15回 総括 全体のまとめ

履 修 上 の 注 意 点

本授業は理論を学ぶと同時にそれを実践することが重要なため、受講者は授業外で、自ら選んだテー
マに沿って参与観察やインタビューを行い、メモ等を作成する必要がある。その結果を授業内で発表す
る機会があり、他の受講者と議論を行う。

準備学習（予習・復習等）の内容

各回に指定された文献は授業の前に読了し、その内容について議論に参加できるように準備をするこ
とが求められる。フィールドでの活動を行い、授業や参考文献で得た知識を現場でどのように活用でき
るのかを体験する。

教 科 書

特に定めない。
授業内および Oh-o! Meiji で事前に資料、文献を配布する。

参 考 書

野村康『社会科学の考え方』（名古屋大学出版会）
佐藤郁哉『質的データ分析法』（新曜社）
グラハム・R・ギブズ『質的データの分析』（新曜社）
太田裕子『はじめて『質的研究』を『書く』あなたへ』（東京図書）

課題に対するフィードバックの方法

中間発表と最終発表の解説については授業内で行う。
最終レポートへのコメントは Oh-o！Meiji を通して配信する。

成 績 評 価 の 方 法

授業への参加と貢献度 20％
授業内課題（フィールドノート、インタビュー票、文字起こし、コーディング）20％
中間発表 20％
最終発表・レポート 40％

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 源　　　由理子

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、専門職学位課程の要件であるリサーチ・ペーパー作成準備のために実施されるものであり、リサー
チペーパーのテーマ設定と研究フレームワークの検討過程並びに同プロポーザルの策定を指導するものである。
受講生自身が自らの問題意識や関心領域を発掘し、先行研究の読み込み、関連資料の収集を行い、課題を絞り
込み研究仮説を設定していく。研究期間が比較的限られているため、時間的要素を念頭においた実施可能性を
検討し、前期末には研究プロポーザルまで策定することをめざす。

授 業 内 容
15 週にわたり、以下のプロセスで授業を進めていく

１. 「研究」とは何か：論文と散文の違い、研究フレームワークの立て方、研究方法についての講義を行う。

２. 関心領域についての議論：各受講生の関心領域や問題意識、研究課題の方向性について報告し合い、そ
の有効性や研究方針について議論を行う。専門職大学院の特徴を活かした「実践的価値」の高いペーパー
を作成するうえで重要なステップとなる。

３. 先行文献・関連事例などのレビュー：関連する文献、先行研究、研究対象に関連する事例等の批判的検
討を行うことをとおして、研究課題の絞り込みと研究フレームワークを検討していく。

４. 研究プロポーザルの策定：研究プロポーザル案について議論し、何度か修正するという作業を繰り返し
行っていく。

履 修 上 の 注 意 点
各受講生が主体的に自らの研究課題について取り組む姿勢が重要である。まずは、研究領域に対する自らの関

心の強さを大切にしてほしい。そのうえで教員は、論理的にペーパーを執筆していくための研究方法や先行研究
の解釈などについて助言を行っていく。課題設定演習では、各研究課題に関する先行研究を受講生自身がレビュー
することが中心となる。レビュー結果の発表に対しゼミ内でのディスカッションが行われ、その作業をとおして各
自が研究課題についてより多くのことを学び、自分自身の、オリジナリティーが高いペーパーを書くためのリサー
チフレームワークを作ることが可能になる。各自で研究課題に関連する文献やドキュメントを常に意識し、ゼミに
おける建設的なディスカッションに積極的に参加してほしい。

準備学習（予習・復習等）の内容
各自の研究テーマにそって先行研究文献等の収集を行い、事前に読み込んでくること。

教 科 書
特に指定しない。

参 考 書
河野哲也（2007）『レポート・論文の書き方入門　第３版』、慶応大学出版

課題に対するフィードバックの方法

各自の文献レビューを授業内で発表してもらい、全員で議論し、フィードバックを行う。

成 績 評 価 の 方 法
（1）　課題設定への努力（30％）（2）　設定された課題の意義、妥当性（30％）（3）　研究プロポーザルの構成、

論理性、実施可能性（40％）

そ の 他
なし
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 笹　岡　雄　一

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、専門職学位課程の要件であるリサーチ・ペーパー作成準備のために実施される。リサーチ
ペーパーとは何なのかをよく理解してもらったうえで、各自のテーマの設定、研究仮説を含んだ研究プ
ロポーザルと実施計画の作成などについて指導する内容である。テーマの選定は、社会的な問題の所在
に対する認識や問題意識によって裏付けられる必要があり、自分自身の経験も左右するが、議論を通じ
て論点やその背景をよく整理し、そこから先行研究に分け入る必要がある。研究仮説を立てるときには、
今まで何が解明され、何が未解明なのかをしっかりと見定める必要があるだろう。次に、社会科学であ
れば、研究の政策的含意についても自覚的になる必要がある。最後に、自分自身が限られた時間のなか
で、何をどこまで究明できるのか、どのように作業を組み立てるのかについて予想して、具体的なプロ
ポーザルや実施計画、工程表を作成することになる。

授 業 内 容

1. 導入（２回） 関心領域や問題意識について話し合う。

2. 論文とは（５回） リサーチペーパーが何かについてよく理解し、方法論や研究枠組み
のたて方について話し合う。

3. 仮説、先行研究（５回） 研究仮説を作成し、その先行研究を簡単にレビューする。それを踏
まえて、研究プロポーザルを議論を通じて作成する。

4. 研究計画、工程（２回） 実施計画をたて、可能性について吟味し、場合によってはプロポー
ザルを修正する。最終的に、工程について話し合う。

履 修 上 の 注 意 点

学問的な方法論やスキルのまえに、学生自身がどのような事象に本質的な関心を有しているのか、そ
の社会的な意義についても十分に考えておく必要がある。

準備学習（予習・復習等）の内容

当該演習は学生によるテーマ設定が前提となるが、その分野の基礎的な文献等の事前学習が必要である。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

その都度、必要に応じて提示する。

課題に対するフィードバックの方法

成 績 評 価 の 方 法

授業への出席を前提に、（1）課題設定へのアプローチ（30％）、（2）設定された課題の意義や妥当性
（30％）、（3）研究プロポーザルの論理構成とその実施可能性（40％）と設定する。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 長　畑　　　誠

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、専門職学位課程修了の要件として課されるものであり、レポート作成演習とセットになっ
ていて、最終的にリサーチペーパーを作成する前提となるものである。課題設定演習では、受講生それ
ぞれの興味関心や課題意識に基づいて、研究の課題を絞り込んでいく作業を行う。そのためには、先行
研究や参考文献、資料を確認し、必要に応じてフィールドリサーチの可能性を検討していく作業も必要
となる。課題設定演習が終わってから半年以内にリサーチペーパーを書き上げることが要求されるので、
時間的・物理的に実現可能なリサーチ計画を作ることが求められている。

授 業 内 容

　授業では、リサーチペーパー執筆のために必要なことは何か、どのようなスケジュールで実施してい
くか、をまず共有する。その上で、それぞれの受講生が課題として設定したいテーマや問題意識を発表
し、それをもとに教員と受講生が議論を行い、各人の課題設定につなげていく。必要に応じてワーク
ショップ的な経験共有・意見交換の場も作る。またリサーチテーマに関連した文献・資料・先行研究に
ついて教官の助言を受けながら各受講生が情報収集を行い、その結果についてもゼミの中で発表し、課
題の洗練とリサーチ計画作成につなげていく。また必要に応じて、フィールドワークも行う。凡その進
め方は次の通り。

第１回：イントロダクション１　リサーチペーパーとは何か。何が必要か。

第２回：イントロダクション２　リサーチペーパー執筆に向けたスケジュール

第３～６回：各人の問題意識やリサーチテーマの共有からリサーチクエスチョンの設定へ

第７～10回：文献レビューとは何か、その方法。そして各自のテーマにそった文献レビューの発表。

第11～12回：調査手法の紹介と、各人の調査計画

第13～14回：第一章の執筆と共有

履 修 上 の 注 意 点

「自ら調べ、自ら発見したことは必ず身になる」原理に基づき、具体的な事実、事例をもとに考え、
分析し、討論する中から何らかの発見を生み出してもらう。そのためには、受講生の側からの積極的な
思考と分析の提示が必要であり、また異なるバックグラウンドと関心をもつ受講生の間での意見交換も
有効である。

準備学習（予習・復習等）の内容

自らの研究テーマや関連文献、調査手法について事前に整理を行い、レジメを準備し、それをもとに
授業で共有・議論を行う。

教 科 書

必要に応じて資料を用意する。

参 考 書

必要に応じて授業で紹介する。
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課題に対するフィードバックの方法

リサーチペーパー作成に入った後は、提出された分についてワードのコメント機能等を使ってフィー
ドバックするとともに、授業で詳しく指導する。

成 績 評 価 の 方 法

評価は以下の点を総合的に判断して行う。
（1）討論への参加度（30％）
（2）課題設定への努力（30％）
（3）リサーチ計画の内容（40％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 田　中　秀　明

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、修士過程修了の要件として実施されるものであり、20,000 字程度のリサーチ・ペーパー
を執筆する「レポート作成演習」の準備のために、論文の書き方、リサーチの方法や手順、先行研究の
サーベイ、データの収集や分析等の予備的なリサーチなどを行うものである。到達目標は、リサーチ・
ペーパーを書くための「プロポーザル」、すなわち研究の企画提案書をまとめることである。

本演習では、まず、論文とは何か、その構造や書き方などについて学習する。次に、教員と相談しな
がら、リサーチ・テーマの選定、問題の定義や仮説の設定、先行研究のサーベイ、分析手法の検討、結
論の誘導などを行う。学生は、自らの興味や経験を踏まえ、問題意識を整理することが必要である。

本演習の終了後、半年以内にリサーチ・ペーパーを書きあげることが要求されるので、時間的・物理
的な実現可能性を十分考えて、リサーチの範囲を設定する必要がある。そのためには、本演習により十
分な事前の準備と検討を行うことが不可欠である。

本演習及びレポート作成演習において指導の対象となる主な分野は、教員が担当する授業「ガバナン
ス研究」、「財政と社会政策」の授業内容と関連する分野である。その他、行政学・政治学、政策過程諭、
公務員制度・人材マネジメント、予算・決算・会計・監査制度、民営化・PFI/PPP・調達、政策評価、
財政学、経済学、公共経済学、社会保障政策などに関連するテーマ（国及び地方いずれでもよい）であ
れば、指導を行う。当初は、論文を書くことに慣れているわけではないので戸惑うことも想定されるが、
懇切丁寧に指導するので心配する必要はない。論文を書くためには、リサーチ・リテラシー（研究を遂
行するために必要な基礎的能力）が必要であるが、それは学ぶことによって習得できる。

授 業 内 容

　授業は、予め定めた内容や課題に基づいて行うものではない。教員と学生が随時相談しながら、ゼミ
形式で行う。プロポーザル作成に向けて、参考文献や先行研究についての発表、問題の定義や方法論の
検討などを行っていく。学生の関心やテーマに応じて、参考文献、先行研究などが示される。学生のニー
ズに応じて授業を進めるが、概ね、第１～５回は論文の書き方、第６～10 回は学生個人のテーマにつ
いての検討、第 11～14 回は研究の企画提案書の作成、を行うこととしている。

履 修 上 の 注 意 点

１年次において、問題意識や関心領域の発掘、研究テーマの選定など、事前準備することが望ましい。

準備学習（予習・復習等）の内容

学生の関心分野にかかる先行研究を読むことが望ましい。

教 科 書

伊藤修一郎（2011）『政策リサーチ入門』（東京大学出版会）、川崎剛（2010）『社会科学系のための「優
秀論文」作成術』（勁草書房）、山田剛史・林創（2011）『大学生のためのリサーチリテラシー入門：研
究のための８つの能力』（ミネルヴァ書房）

参 考 書

学生の研究テーマに応じて提供する。

課題に対するフィードバックの方法

ゼミでの発表、プロポーザルの内容などについては、随時フィードバックする。
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成 績 評 価 の 方 法

平常点・ゼミでの発表・貢献（30％）、文献サーベイ・情報やデータ収集などの準備作業（30％）、
プロポーザルの内容（問題定義、目的、手法、論理構成等）（40％）

そ の 他

なし
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 松　浦　正　浩

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、専門職学位課程修了の要件として実施されるものであり、続く「レポート作成演習」にお
いて、最終的に 20,000 字程度のリサーチペーパーを執筆することが要求される。本科目「課題設定演習」
では終了時までに、研究の方法論の特性を理解したうえで、受講者各自のリサーチクエスチョンと研究
の方法論（データ収集の方法を含む）の特定、すなわち研究計画の策定を目指す。

課題設定演習では、冒頭に、研究（research）とは何かについて説明した後、研究の方法論の選択肢
を紹介する。次いで、各受講者より、研究に至る個人的な問題意識（抽象的なあるべき論ではなく、実
体験に基づく具体的な問題であればあるほどよい）の発表を求め、問題意識を研究のリサーチクエスチョ
ン（仮）へと変換する議論を行う。その上で、各受講者が既存の論文等のレビューを行うとともに、デー
タ収集の方法検討について具体化を進める。最後に学期末には、リサーチクエスチョン、データ収集の
方法について完成し、既往研究のレビューが概ね完成している状態を目指す。

なお、本課題設定演習では、以下の３つのテーマのいずれかについて指導する：
１） 都市・地域計画、エネルギー・環境・サステナビリティ（脱炭素、再エネ、気候変動対策）、科

学技術政策（自動運転等新技術の導入に伴う社会影響）等の領域における政策・計画・諸課題
２） 参加型・対話型政策形成の実践的方法論、具体的には市民参加・交渉による合意形成、ミニ・パ

ブリックス等による熟議民主主義の実践など
３） 持続可能社会に向けたトランジション・マネジメント（移行ガバナンス、グリーン・トランスフォー

メーション）
研究の方法論は、聞き取り調査や文献調査を用いた事例分析（複数事例、単一事例いずれも可）を主

としつつ、アンケート結果等を用いた定量的分析も必要に応じて用いる。

授 業 内 容

１-２週 研究とは何か、方法論の選択肢

３-４週 問題意識の発表、リサーチクエスチョンの検討

５-12 週 既往研究の調査、データ収集の方法の検討

13-15 週 研究計画のとりまとめ

履 修 上 の 注 意 点

各受講者の問題意識に基づき研究計画を策定する必要があり、（漠然なものであれ）何らかの問題意
識を持って研究に取り組む姿勢が不可欠である。冒頭は担当教員より解説を行うが、以降は各受講者か
らの発表と議論を中心に進行するので、割り当てられた時間に的確な発表ができるよう、授業時間以外
にも十分な調査・発表準備が求められる。

準備学習（予習・復習等）の内容

受講者各自が研究計画を検討する必要があり指導に対応して研究計画を改善すること。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

特に指定しない。
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課題に対するフィードバックの方法

研究計画の原案等に対して授業中に直接、個別に指導する。

成 績 評 価 の 方 法

平常点（受講態度等）25％、発表内容 25％、研究計画 50％（構成・記述、リサーチクエスチョンの
適切さ、先行研究のレビュー内容、データ収集（計画）の適切さ）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 木　村　俊　介

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、本専門職大学院におけるリサーチ・ペーパー作成準備のために実施されるものであり、リ
サーチペーパーのテーマ設定、研究フレームワークの検討及び同プロポーザルの策定を指導するもので
ある。本演習においては特に（1）個別行政法に関わるもの（判例研究、法律に関連する条例研究、法
令の沿革史等）、（2）近時着目される行政手法（新型コロナウィルス対策（特措法等）、広域連携、
NPM、PFI、公共ファシリティマネジメント、地域交通、CCRC、地域再生エネルギー等）、（3）比較制
度論（選挙・政党制度、公務員制度等）を想定テーマとしている。これらのテーマについて、受講生自
身が自らの問題意識や関心領域を発掘し、先行研究の読み込み、関連資料の収集を行い、課題を絞り込
み研究仮説を設定していく。前期末には研究プロポーザルまで策定することをめざす。
〈参考〉河野哲也　『レポート・論文の書き方入門（第３版）』　慶應義塾大学出版会、2014 年、

32-33 頁。）
論文は、エッセイや小説のような自由な文章表現ではなく、一定の形式を備えた文章表現です。した

がって、いかに内容自体がすぐれていようとも、形式を踏まえていないものは論文とは呼べないのです。
それでは、論文が論文たり得る形式とは何でしょうか。（中略）それは、一言で言うなら、問い－答えと
いう形式でできているということなのです。この点を踏まえて、論文とは何であるか定義してみましょう。
（1） まず、論文とはコミュニケーションの一形態で、それも複数の人間に読まれ得ることを想定した

公共性を持った文章表現です。論文は、文章表現であり、演説や口頭発表のような口述表現では
ありません。また、文章表現であっても、公共性を持たない個人的な日記や手紙とは異なります。
手紙で誰かの文章を無断で引用しでも問題ありませんが、論文は公共的であるゆえに、それは許
されません。

（2） 論文において筆者は、あるテーマのもとで問題を立て（「序論」）、それについて論理的・実証的
に論述を展開し（「本論」）、最終的に提出した問題に解答（「結論」）を与えなくてはなりません。
つまり、論文は基本的に、問いから始まり、議論を経て、解答に至る「序論－本論－結論」とい
う形式で構成されていなければならないのです。したがって「問い－答え」形式を持たない文章
表現は論文ではありません。例えば、感想文やエッセイは、独自によって自分の感想を連ねて書
けばよいし、それを実証する必要もありませんから、論文とは言えません。あるいは美的・芸術
的表現を目指す文学は、論文とは目的がまったく違いますし、事実の列挙に終わる報告書も、問
答形式を持たないゆえに論文ではありません。

（3） 論文の目的は、論理的・実証的論述によって、読者に対して自分の結論的主張を説得し、納得さ
せることです。論文の目的は、読者を説得することです。しかし、「説得」といっても日常生活
では、相手の感情に訴えて説得することもあれば、相手の利害に訴えて説得することもあるでしょ
う。一方、論文での説得は、論理と実証のみによって行わなくてはなりません。したがって、論
文では、文学的名文・美文は要求されませんが、論理的・実証的説得力は不可欠です。

授 業 内 容

15 週にわたり、以下のプロセスで授業を進めていく

１ 研究フレームワークの設
定

研究フレームワークの立て方、研究方法についての講義を行う

２ 関心領域についてディス
カッション

各受講生の関心領域や問題意識、研究課題の方向性について報告し
合い、その有効性や研究方針についてディスカッションを行う
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３ 研究課題の絞り込み 関連する文献、先行研究、研究対象に関連する事例等の批判的検討
を行うことを通して、研究課題の絞り込みと研究フレームワークを
検討していく

４ 研究プロポーザルの策
定・ブラッシュアップ

研究プロポーザル案について議論し、何度かブラッシュアップして
いく。

履 修 上 の 注 意 点

各受講生が主体的に自らの研究課題について取り組む姿勢が重要である。まずは、研究領域に対する
自らの関心の強さを大切にしてほしい。そのうえで教員は、論理的にペーパーを執筆していくための研
究方法や先行研究の解釈などについて助言を行っていく。

課題設定演習では、各研究課題に関する先行研究を受講生自身がレビューすることが中心となる。レ
ビュー結果の発表に対しゼミ内でのディスカッションが行われ、その作業をとおして各自が研究課題に
ついてより多くのことを学び、自分自身の、オリジナリティーが高いペーパーを書くためのリサーチフ
レームワークを作ることが可能になる。各自で研究課題に関連する文献やドキュメントを常に意識し、
ゼミにおける建設的なディスカッションに積極的に参加してほしい。

準備学習（予習・復習等）の内容

指定した教科書について事前に学習をしておくこと。

教 科 書

１　調査の手法
　　伊藤修一郎　『政策リサーチ入門』　東京大学出版会、2018 年。
２　論文執筆の手法
　　新堀聰　『評価される博士・修士・卒業論文の書き方考え方』　同文館出版、2002 年。
このほか、講師が補助教材を Oh-o! Meiji にアップロードする。

参 考 書

１　論文の細部にわたる技術　
　　斉藤孝　『学術論文の技法（第２版）』　日本エディタースクール出版部、2003 年。
２　論文の技巧開設
　　川崎剛　『社会科学系のための優秀論文作成術』　勁草書房、2013 年。
３　政策法務
　　斉藤信宰編著　『現代社会における法学入門』　成文堂、2013 年。

課題に対するフィードバックの方法

成 績 評 価 の 方 法

（1）リサーチペーパー作成への努力（30％）　（2）リサーチペーパーの論理構成、実証性（70％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 加　藤　竜　太

授　業　の　概　要・到　達　目　標

当該演習は専門職学位課程修了の要件として実施されるものであり、レポート作成演習とペアになっ
ている。この課題設定演習では、最終的なリサーチペーパーを完成させるためのテーマ設定とその方法
についてプロポーザルを作成することを目的とする。当該演習ではデータなど数値的なエビデンスに基
づいた科学的なアプローチによるリサーチペーパーの作成を最終的な目的とすることから、統計学、計
量経済学の基礎的な手法と考え方をはじめに習得することを行う。次にリサーチペーパーで利用される
データの吟味とその使用方法について指導を行う。データ処理能力を身につけながらリサーチペーパー
の作成準備を行うことを目的とする。

授 業 内 容

１ データ分析手法の解説 統計データの使い方

２ データ分析手法の解説 統計データの使い方

３ データ分析手法の解説 統計データの使い方

４ データ分析手法の解説 統計データの使い方

５ データ分析手法の解説 計量経済学的発想とその方法

６ データ分析手法の解説 計量経済学的発想とその方法

７ データ分析手法の解説 計量経済学的発想とその方法

８ データ分析手法の解説 計量経済学的発想とその方法

９ 実際のデータ分析 我が国のデータの概要と実際

10 実際のデータ分析 我が国のデータの概要と実際

11 テーマの設定 学生による発表

12 テーマの設定 学生による発表

13 テーマの設定 学生による発表

14 テーマの確認と準備 学生による発表

15 テーマの確認と準備 学生による発表

履 修 上 の 注 意 点

当該演習はあくまで学生自身による積極的なテーマ設定が前提となっている。従って、分析手法につ
いての教授は行われる一方、どのような研究テーマを選定するかは学生自身の発案が大前提である。学
生の積極的なコミットメントが重要である。

準備学習（予習・復習等）の内容

演習の前半部分は統計学、計量経済学の基礎と分析手法の習得が主となる。従って演習内で紹介され
る文献等の事前学習が重要となる。

教 科 書

学生の理解度に合わせていくつかのテキストを使用する予定である。
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参 考 書

学生の理解度を把握した上で紹介する。

課題に対するフィードバックの方法

回答、あるいは回答例をオンライン上で公開する。また提出された課題に対しては各学生に対してコ
メントをフィードバックする。

成 績 評 価 の 方 法

統計学、計量経済学のテキストの輪読が前半の主となる予定であり、学生による発表が 70％、自分
自身のテーマ設定に関わる積極性が 30％である。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 小　林　　　清

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、専門職学位課程修了の要件として、その後に履修するレポート作成演習とセットとなって、
最終的には 20,000 字程度のリサーチペーパーを作成する前提となるものである。現代の社会では、
日々、新たな問題が生ずる。しかもそれは、大規模都市施設やビル・マンションの建設など都市計画を
めぐる問題から、病院や老人ホーム・保育所の不足など地域福祉の問題、さらには財政危機や行財政改
革のあり方など、多岐にわたっている。

この演習では、まず、院生自身が直面する問題を中心に、リサーチペーパーのテーマ決定を指導する。
そして、リサーチペーパー作成のために必要な論点整理や情報収集・各種解決案の探求を指導する。指
導は、ある対処を行ったことを仮定して中間評価し、さらに解決策を探るというサイマルテーニァス・
メソッド（同時進行方式）によって行う。

授業の初期には、課題設定について、院生の問題意識のプレゼンテーションを実施し、それに対する
批判的な検討を行い、主テーマと論点を整理する。次にそのテーマに対する解決策・対応策を探るため
に必要な調査・研究・情報収集の方針を議論する。さらにこれらの材料について分析・検討を行い、リ
サーチペーパーのテーマとその論点についての認識度を高めていく。その過程で、現行の行財政制度を
前提にしつつも、その制度の不合理な部分を是正する問題意識ももち、制度を改善するにはどうすれば
よいか、といった改革的姿勢を奨励する。また、公共政策の実現課程では、住民の意見を尊重すること
はもちろんだが、住民の意見形成にあたっての情報提供を十分に行うことが前提であり、そのための政
策形成・実施部門の見識が問われることから、この演習を通じて、主体性をもった解決策と代替案の作
成能力を磨く訓練を行いたい。

授 業 内 容

　年間を通じて、ゼミ形式で行う。ゼミ生による発表、質疑と批判・反批判を繰り返す。この演習は、
院生の問題意識から出発する。この大学院で真に自分が探求したいテーマをよく考えて履修されたい。
大学院生活で最も重要な半年となるので精神を集中して取り組んで頂きたい。

（概ねの日程）

第１回～第５回 主テーマと論点を整理

第６回～第 10 回 解決策・対応策を探るために必要な調査・研究・情報収集の方針を議論

第 11 回～第 15 回 上記の分析・検討を行い、テーマと論点についての認識度を高める

履 修 上 の 注 意 点

準備学習（予習・復習等）の内容

その都度指示する。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

特に指定しない。
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課題に対するフィードバックの方法

ゼミ形式の発表やディスカッションにおいて、その都度講評を行い、テーマと論点の整理につなげて
いく。

成 績 評 価 の 方 法

（1）課題設定への努力（30％）（2）解決策の探求（35％）（3）改革姿勢と具体性（35％）

そ の 他

関係者へのヒアリングやフィールド調査等については担当教員がそれぞれ指導助言・支援する。
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 西　出　順　郎

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、修士課程修了の要件として実施されるものであり、20,000 字程度のリサーチペーパーを
執筆する「レポート作成演習」の準備のために、リサーチの基本設計および予備的リサーチを行うもの
である。この課題設定演習では、まず指導教員と相談しながらリサーチのテーマを決定し、具体的にリ
サーチペーパーを書き上げるためのプロポーザルを作成する。プロポーザルは、それまでの知見や経験
に基づいて、研究テーマとして取り上げるに相応しい課題を発掘し、リサーチペーパーの形で一定の成
果をまとめあげることができるレベルの研究テーマとなるよう課題を絞り込んだうえで、課題への具体
的取り組み方法を企画提案するものである。この課題設定演習が終わってから一定期間内にリサーチ
ペーパーを完成する必要があることから、時間的、能力的に実現可能なプロポーザルでなければならな
い。そのため、参考文献・資料の存在を確認したり、調査研究方法の実施可能性を検討するなどの予備
的リサーチが必要となる。

授 業 内 容

　リサーチの企画・実施に必要な基本的情報は、随時講義形式で指導するが、大半の時間は、ゼミ形式
で受講生の主体的な発表とディスカッションのために使われる。公共経営の分野における主要な政策課
題のなかから、受講生が関心あるテーマを持ち寄ってプレゼンテーションを行う。これに対し、指導教
員が学生全員とともに、政策課題としての重要性、研究テーマとして取り組む意義と期待成果、などリ
サーチ・テーマとしての重要性についてディスカッションする。また、受講生は候補となったリサーチ・
テーマに関連する文献・資料、過去の研究結果などについて、指導教員の助言を受けながら情報収集を
行い、その結果を発表する。これらの作業を経て、取り上げられた課題の洗練化を図っていく。授業の
後半では、設定された課題をいかにして問題解決に結びつけるのか、リサーチの結論や提言を視野に入
れつつ、研究仮説を整え、研究方法を具体化し、しっかりとした研究のフレームワークを設計して、最
終的なプロポーザルの作成に結びつける。

履 修 上 の 注 意 点

この演習は、受講生の側からの研究関心、疑問や意見の提示が前提であり、それに対して、教員から
リサーチプロポーザルとしてまとめるにあたっての助言が与えられる。また、異なる研究関心、研究テー
マをもつ受講生が、発表とディスカッションを通じて、個々人だけでは得ることのできない量と質の情
報を、集中的、効率的に共有することをねらいとして、ゼミ形式の演習が重視されている。各受講生が
どれだけ主体的に参加、貢献するかが全体の成果に大きく関わることを理解する必要がある。

準備学習（予習・復習等）の内容

授業の際に指示する。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

特に指定しない。

課題に対するフィードバックの方法

次回講義の中で前回復習を通じ確認する。
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成 績 評 価 の 方 法

（1）　課題設定への努力（30％）
（2）　ゼミ形式の演習への参加度、貢献度（30％）
（3）　プロポーザルの質的水準（40％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 辻　　昌　美

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、専門職学位課程修了の要件として実施されるものであり、レポート作成演習と対になって、
最終的には 20,000 字程度のリサーチペーパーを執筆することが要求される。この課題設定演習は、ま
ず、担当教官の指導の下で、リサーチペーパーのテーマを決定し、具体的にリサーチペーパーを書きあ
げるためのプロポーザルを作成することを到達目標とする。プロポーザルは、当該学生が有する知見及
び経験に基づき、課題にふさわしいテーマを発掘し、リサーチ・クエスチョンの設定、問題分析、考察、
提言等に向けた一連の流れを検討することにより構築する。この課題設定演習が終わってから半年以内
にリサーチペーパーを完成させることが求められるので、プロポーザルは時間的、物理的に実現可能な
ものであることを示せるものでなければならない。

授 業 内 容

　ゼミ形式で行う。受講生がテーマとしてとりあげた環境分野の課題について、リサーチペーパー作成
に向けた検討のためのプレゼンテーション、全員参加での議論と質疑を行うことにより、研究活動の進
め方を身に付けるとともに、実際のプロポーザル作成を達成する。

各回の概要は以下の項目を基本として学生のニーズに合わせて柔軟に対応する。

第１回：「研究」とは

第２-３回：研究テーマ

第４-６回：リサーチ・クエスチョンと作業仮説

第７回：方法論

第８-11 回：データ収集

第 12-13 回：データ分析、考察

第 14-15 回：リサーチ・プロポーザル

履 修 上 の 注 意 点

討議への活発な参加が、受講生自身及び受講者全員の目標に向けての前進のために必要不可欠である
ことに留意する必要がある。

準備学習（予習・復習等）の内容

各回のトピックに関し、学生自身が行う研究テーマに対応した問題提起を事前に準備し（必要に応じ
資料収集・分析を含む）、授業に臨むことが求められる。

教 科 書

特に定めない。

参 考 書

『政策リサーチ入門 増補版：仮説検証による問題解決の技法』　伊藤修一郎（東京大学出版会）2022年

課題に対するフィードバックの方法

毎回の授業で行うほか、必要に応じ Oh-o! Meiji を通じてもフィードバックを行う。
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成 績 評 価 の 方 法

（1）　課題設定への努力（30％）
（2）　ゼミへの積極的参加・貢献（30％）
（3）　プロポーザルの熟度（40％）

そ の 他

なし
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 岡　部　　　卓

授　業　の　概　要・到　達　目　標

［概要］
本演習は、リサーチ・ペーパーの作成（レポート作成演習）の準備段階に位置づけられるものである。

本演習では、各履修生の関心に基づいた研究課題、研究上の問い、研究目的、研究の視点・枠組み、研
究方法の設定を行う。最終的な到達目標は、リサーチ・ペーパーの計画書を作成することである。

授 業 内 容

　本演習では、研究課題等の設定に関する教授を行う一方で、そのほとんどをゼミナール形式で行う。
演習内では、まず、履修生自身の研究課題に関する先行研究（調査研究、理論研究、制度研究等）をレ
ビューして報告してもらうことが中心となる。
　そのうえで、履修生による研究課題に関する報告（課題、目的、問い、視点・分析枠組み、方法）を
してもらい、教員および他の履修生からの質問等に基づき議論を行う。教員から先行研究のレビュー、
問いの立て方、視点・分析枠組み及び方法に関する助言は行うものの、履修生自身の研究上の努力が前
提である。
　以上のプロセスを繰り返すことによって、それぞれの研究課題を精査し、研究計画書の作成へとつな
げていくこととなる。

履 修 上 の 注 意 点

履修者自身の問題関心、事前準備、さらには、積極的な議論への参加が求められる。また、他の履修
者の研究報告に対しても、単なる否定ではない建設的なコメントが求められる。

準備学習（予習・復習等）の内容

自身の研究課題を報告するための準備（資料収集、分析、報告資料等の作成）が求められる。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

演習時に適宜紹介する。

課題に対するフィードバックの方法

演習において毎回課題を提示し、次の授業において個々の学生が報告し教員がフィードバックする。
また、それを演習参加者と共有し、全体で意見交換を行う。

成 績 評 価 の 方 法

成績は、課題設定への取り組み（30％）、報告・議論への貢献（30％）、研究計画書の質（40％）で
評価する。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 小　林　良　樹

授　業　の　概　要・到　達　目　標

【到達目標】
・ 本演習の目標は、各履修生が、次学期にリサーチ・ペーパー（原則として約２万字以上）を執筆す

る前提として、「研究プロポーザル」（研究の企画提案書）を完成させることです。
　※ 参考：ガバナンス研究科ホームページ　https://www.meiji.ac.jp/mugs2/curriculum/

researchpaper.html
【授業概要】
・ 本研究科で各履修生が執筆するリサーチペーパーは、実践的・実務的な特定の課題についての研究成

果であり、学術論文の一部と考えられます。学術論文は通常の講義におけるタームペーパーや職場等
におけるいわゆる企画書等とはやや異なるものです。然るべく評価を受けるためには、学術論文の一
定の「作法」に従って執筆を行うことが求められます。

・ 本演習では、各履修生が研究プロポーザルを完成させる準備として、学術論文の執筆に必要な基本的
なスキル、すなわち学術論文の構造に関する知識、先行研究及び必要データの収集・分析方法等に関
する知識をゼミ形式で習得します。

・ ゼミにおいては、基本的な事項等に関しては教員が説明を行います。同時に、そうした事項を踏まえ
て、各履修生が実際に自分自身で作業をし、思考することが求められます。

授 業 内 容

・ スケジュールは概ね以下のとおりです。なお、毎回の授業の実施日時・時間は、各履修生の都合に配
慮し、可能な限り柔軟に対応致します。

・第１-５回：論文執筆方法の修得。

・第６-10 回：各履修生のテーマに関する検討。

・第 11-15 回：各履修生の研究プロポーザルの作成。

履 修 上 の 注 意 点

・ リサーチペーパー及びその前提であるプロポーザルの作成は、通常の講義以上に、各履修生の主体的
な取り組みが要求される作業です。

・ 指導教員はできる限りのサポートを惜しみませんが、執筆の主役はあくまで各履修生自身です。上記
のとおり、各履修生が実際に自分自身で主体的に作業をし、思考することが求められます。

準備学習（予習・復習等）の内容

・ １年次のうちに各自の関心領域をある程度絞り込み、先行研究や研究手法調査に関してある程度事前
調査等を行っておくことをお勧めします。

教 科 書

・伊藤修一郎（2022）『政策リサーチ入門 増補版―仮説検証による問題解決の技法』（東京大学出版会）
・小笠原喜康（2018）『最新版 大学生のためのレポート・論文術』（講談社現代新書）
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参 考 書

・久米郁男（2013）『原因を推論する ― 政治分析方法論のすゝめ』（有斐閣）
・高根正昭（1979）『創造の方法学』（講談社現代新書）
・伊藤公一朗（2017）『データ分析の力 因果関係に迫る思考法』（光文社新書）

その他、各履修生の取り扱う課題に応じて適宜指示します。

課題に対するフィードバックの方法

・講師は、授業中の議論を通じて、各履修生の研究の進捗に対してフィードバックを与えます。
・加えて、各履修生は、講師に対してメール等を通じて随時質問を行うことができます。

成 績 評 価 の 方 法

【ゼミにおける発表・貢献等】　40％
【プロポーザルの内容】60％

・研究目的
　究課題が解決しようとする社会的な課題を明示すること。
　明確かつ作業可能まで絞り込まれたリサーチクエッションこれに対する仮説の設定を含むこと。
・仮説検証の方法
　仮説検証に利用する理論枠組み、データの収集・分析方法の双方の説明を含むこと。
・予想される結論
　結論は、リサーチクエッションとの論理的整合性を維持すること。
・研究の新規性と社会的・学問的意義
　意義は、当該テーマの非専門家にも理解可能な内容かつ客観的に説明すること。
　新規性は、先行研究のレビューに基づき正確に行うこと。
・研究の限界、残された今後の課題の説明

そ の 他

リサーチペーパー作成作業を楽しくかつ有意義にするために：
・ リサーチペーパ作成を、学位取得のための「厄介な義務」と捉えるのではなく、自分自身の知的好奇

心を満たすことのできる「楽しむ機会」と捉えてみましょう。
・ テーマ選定に当たっては、可能な限り、自分自身の素朴な好奇心や拘りを大切にしてみましょう。題

材は自分自身の日常的な身の廻りで発見できるかもしれません。その上で、仮説の検証可能性、施策
の実現可能性等にも配慮しつつ、問題意識を具体的なリサーチクエッションに絞り込んで行きましょう。

・ 自分自身の研究のみならず、クラスメートの研究にも関心を持ち、互いに建設的な評価を試みてみま
しょう。自分自身の研究にとっても得るところがあるかもしれません。
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 出　雲　明　子

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、「レポート作成演習」の前段階として、リサーチペーパーの研究計画を策定する。テーマは、
これまでの講義や自分自身の問題関心、経験から、行政学や公共政策論の研究動向も踏まえて設定する。
行政学、公共政策論は、国民の生活に深く関連し時事問題との関連も強いため、実践的なテーマである
ことや解決策を提示することも重要となる。

受講生は、研究計画の進捗状況に応じて発表し、指導教員及び他受講生と議論を積み重ねる。リサー
チペーパーの研究計画の策定プロセスは、（1）テーマの決定、（2）先行研究の収集、分析、（3）理論
も含めた比較考察、（4）事例研究、（5）研究計画の発表、質疑応答、修正、である。
〈到達目標〉研究計画では、（a） 問題関心を、具体的な研究テーマとして設定する、（b） 行政の問題に

対して新たな視点を提供する、（c）  理論を踏まえる、（d）  事例研究や資料の分析を実証的に行うことを
目指す。

授 業 内 容

１ テーマの設定（1） リサーチペーパーのテーマを決定するために、問題関心の切り出し
を行う。

２ テーマの設定（2） 問題関心と時事問題との関連を確認し、論点を明らかにする。

３ テーマの設定（3） テーマに関する理論の動向を明らかにする。

４ 先行研究の分析（1） 先行研究を特定し、その内容と研究手法を確認する。

５ 先行研究の分析（2） 先行研究の分析を進める。

６ 先行研究の分析（3） 先行研究から何を取り入れ、また、自分の研究として何を新たに提
示するのかを決定する。

７ 仮説の提示（1） 複数の仮説を提示し、選択する。

８ 仮説の提示（2） どのように仮説を検証するのか、研究手法を決定する。

９ 仮説の提示（3） アンケート、インタビュー等の実施や、データの収集方法を決定する。

10 事例研究（1） 仮説を検証するための事例に関するデータ・資料を収集する。

11 事例研究（2） 事例の分析を進める。

12 事例研究（3） 事例の分析視点や比較軸を設定する。

13 研究計画の発表（1） 研究計画に関する発表を行う。質疑応答や議論を踏まえて、修正する。

14 研究計画の発表（2） 研究計画に関する発表を行う。質疑応答や議論を踏まえて、修正する。

15 研究計画の発表（3） 研究計画に関する発表を行う。質疑応答や議論を踏まえて、最終決
定し、執筆の準備に入る。

履 修 上 の 注 意 点

リサーチペーパーに対する主体的な取り組みが重要である。粘り強く資料を収集すること、できるだ
けオリジナリティのある研究計画となるように、アンケートやインタビューを行うなど独自の取り組み
を検討すること、先行研究に対して一定の新規性を示すこと、具体的な政策における解決策を提示する
ことなどを意識して、積極的に進めて欲しい。
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準備学習（予習・復習等）の内容

毎回、前回からの課題への取り組みや、研究計画の進捗状況について、報告できるよう、準備する必
要がある。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

ダン・レメニイ（小樽商科大学ビジネス創造センター）（2002）『社会科学系大学院生のための研究
の進め方―修士・博士論文を書くまえに』（同文館出版）

佐藤郁哉（2008）『質的データ分析法―原理・方法・実践』（新曜社）
川崎剛（2013）『社会科学系のための優秀論文作成術』（勁草書房）
野村康（2017）『社会科学の考え方－認識論、リサーチ・デザイン、手法』（名古屋大学出版会）

課題に対するフィードバックの方法

成 績 評 価 の 方 法

質疑応答への対応、議論への参加、貢献（30％）
リサーチペーパーに向けた研究計画への取り組み、提出物（期限の遵守と内容）（30％）
研究計画の内容、実現可能性（40％）

そ の 他

アンケートやインタビュー等独自の調査を行う場合には、必要に応じて支援、調整する。
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 湯　淺　墾　道

授　業　の　概　要・到　達　目　標

各自が作成することになるリサーチペーパーのテーマを決定し、具体的に論文を書き上げるためのプ
ロポーザルを作成することを目的とする。

自分自身の興味や関心、学習や経験に基づいて、まず自分の問題意識から生じた独自のテーマを設定
する。それについて、受講者との討論を通じて内容に関する理解を深化させ、教員からの指導を受けな
がら、リサーチペーパーとして執筆するためのプロポーザルを完成させる。

リサーチペーパーを実際に執筆できるようなプロポーザルを作成することが到達目標となる。

授 業 内 容

　各回を通じて、次のようなポイントから受講者間や教員との質疑応答、意見交換を行い、プロポーザ
ルに向けた研究構想の具現化を行う。
・各自の興味や関心に応じた課題が設定されているか
・設定する課題の内容は適切なものか
・どのような手法によって課題を解決しようとするか
・論文内容の新規性や独自性はあるか
・客観性は確保されているか
・提言内容の実現可能性はあるか

スケジュールの予定は次の通りであるが、受講生の状況により変更することもある。

第１回 テーマの探求

第２回 テーマの探求

第３回 テーマの探求

第４回 テーマの探求

第５回 テーマの探求

第６回 参考文献や先行研究の収集と検討

第７回 参考文献や先行研究の収集と検討

第８回 参考文献や先行研究の収集と検討

第９回 参考文献や先行研究の収集と検討

第10回 参考文献や先行研究の収集と検討

第11回 研究構想の設定

第12回 研究構想の設定

第13回 研究構想の設定

第14回 研究構想の設定

第15回 研究構想の設定

履 修 上 の 注 意 点

受講者間のディスカッションを重視するので、自分の研究内容以外のテーマにも積極的に質問を行っ
たり意見を述べたりして、討論に参加することが期待される。
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準備学習（予習・復習等）の内容

各自の興味・関心に応じて設定した課題内容について、先行研究や参考文献を収集すること。
先行研究や参考文献を読み込んで内容を理解し、問題点や限界について考察すること。

教 科 書

使用しない。

参 考 書

各自の興味・感心や設定した課題内容に応じて参考文献を紹介する。

課題に対するフィードバックの方法

各回において口頭でフィードバックする。

成 績 評 価 の 方 法

課題設定の妥当性（30％）、先行研究調査や文献調査の十分さ（30％）、討論への積極的な参加（40％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

課題設定演習 Ｄ群 ２ 2 牛　山　久仁彦

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本課題設定演習においては、リサーチペーパーのテーマを確定し、どのような論文を作成していくの
かを見据えた研究の深化を図る。

授 業 内 容

１ 課題設定に向けて 課題設定に向けた手法の確認とスケジュールガイダンスを行う

２ 問題意識醸成（1） どのようなテーマでリサーチペーパーに取り組むのかのブレーンス
トーミングを行う

３ 問題意識醸成（2） リサーチペーパーの課題設定に向けた問題意識についての意見を交
換する

４ 仮説設定（1） 課題設定に向けて、想定される仮説を検討する

５ 仮説設定（2） 前回に続き、課題設定に向けて、想定される仮説の検討を行う

６ 仮説検証に向けて（1） 設定された仮設の検証に必要な作業のを検討する

７ 仮説検証に向けて（2） 設定された仮設の正しさを検証する

８ 仮説検証に向けて（3） 仮説を明らかにするために必要な情報や文献の確認を行う

９ 先行研究の調査（1） 想定する課題設定についての先行研究を調査する

10 先行研究の調査（2） 前回に続き、先行研究を調査し、確認を行う

11 理論構成の精査（1） 設定された課題に対する解答を得るための理論構成を考える

12 理論構成の精査（2） 前回検討された理論構成についての点検を行う

13 実証研究の手法検討 アンケートやヒアリングなど、実証的な研究の手法について検討する

14 課題の最終点検 最終的な課題設定の無いようについて確認し、点検を行う

15 課題確定報告会 受講生が設定した課題についての報告会を実施し、意見交換を行う

履 修 上 の 注 意 点

講義前の準備学習、文献サーベイ、関連する情報の収集などを常に行い、問題意識をもって講義に参
加するように望みたい。

準備学習（予習・復習等）の内容

自らが設定する課題についての情報収集を行うと共に、関連する文献情報の収集などに努められたい。

教 科 書

なし

参 考 書

講義中に適宜提示する。

課題に対するフィードバックの方法
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成 績 評 価 の 方 法

講義における議論への参加状況・貢献度 70％、課題の確定 30％

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 源　　　由理子

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習においては、課題設定演習において作成した研究プロポーザルに基づき、リサーチペーパーを
完成させるものである。分析結果の解釈に基づいた結論の導出が、理論的かつ科学的に実施されている
かどうかを中心に検討する。現実の課題解決に向けてのリサーチを行う場合は、収集したデータを基に
帰納的に仮説を構築することもあり、その際には研究計画そのものを見直す必要性も出てくる。研究計
画全体の妥当性も踏まえつつ、実践的価値の高いリサーチペーパー作成に向けて助言を行う。併せて、
散文や評論とは異なる論文の書き方（形式、出典や文献引用の書式、文章など）についての指導も行う。

授 業 内 容

　受講生は課題設定演習において作成した研究プロポーザルに基づきリサーチペーパーを書き上げてい
く過程で、各自の研究報告を行う。教員は論理構成、文章の書き方、分析方法、文献引用の方法などに
ついて指導を行う。受講生の研究課題の内容によって、全体授業と個別指導を組み合わせ実施する。

履 修 上 の 注 意 点

準備学習（予習・復習等）の内容

各自の研究テーマにそって先行研究文献等の収集を行い、事前に読み込んでくること。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

特に指定しない。

課題に対するフィードバックの方法

成 績 評 価 の 方 法

（1）リサーチペーパー作成への努力（30％）　（2）リサーチペーパーの論理構成と妥当性（40％）、（3）
リサーチペーパーの実践的価値（30％）

そ の 他

なし
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 笹　岡　雄　一

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、課題設定演習において作成した研究プロポーザルに基づき、リサーチペーパーを作成する
内容である。研究アプローチのさらなる具体化、それに応じたデータの収集、分析、その解釈と結論が
想定される。先行研究は十分に把握されているか、仮説の検証は十分に行われているか、そこから適切
な解釈が十分に引き出されているかなどを話し合いながら確認する。

授 業 内 容

1. アプローチとデータ（３回） アプローチの具体化とデータの収集

2. 分析（４回） 分析方法・分析結果の妥当性

3. 解釈・結論（４回） 解釈・結論と政策的含意の提示

4. 形式（３回） 論文としての体裁や表現

履 修 上 の 注 意 点

課題設定演習とは一連の往復書簡のような演習となる。

準備学習（予習・復習等）の内容

論文のテーマに関連する書籍や論文、統計資料などを活用して客観的な分析を進めていくことが求め
られる。

教 科 書

特になし。

参 考 書

テーマに応じ、その都度、必要に応じて提示する。

課題に対するフィードバックの方法

成 績 評 価 の 方 法

授業への出席を前提に、（1）研究全体へのアプローチ（30％）、（2）リサーチペーパーの論理構成と
実証性ないし説得性（70％）となる。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 長　畑　　　誠

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、課題設定演習とセットになっており、専門職学位課程修了の要件として課されるリサーチ
ペーパーを仕上げることを目指すものである。受講生は指導教員の助言を得ながら、課題設定演習で作っ
たリサーチ計画に基づき、資料や情報の収集、分析、仮説の設定や検証というプロセスを経て、リサー
チペーパーを作成していく。リサーチペーパーは論理的で専門的な批判にある程度耐える中身のものが
要求されるが、それとともに、できる限り現実に応用可能な、具体的な提案のあるものを作成できるよ
う、指導していく。

授 業 内 容

　この段階では受講生の研究および執筆の進捗状況に応じ、個別指導が中心となるが、受講生の間での
情報交換や経験共有も有効であるので、可能な範囲で全体での共有や討論等も行っていく。おおまかな
スケジュールは次の通り。

第１～２回：第一章の内容確認（リサーチ全体の構成と手法の確認）

第３～６回：調査の実施とその分析について

第７～11 回：各章の内容について個別指導

第 12～13 回：リサーチペーパーの全体チェック

第 14 回：口頭試問に向けた準備

履 修 上 の 注 意 点

課題設定演習と同様、具体的な事実、事例をもとに考え、分析し、討論する中から何らかの発見を生
み出すため、受講生の側からの積極的な思考と分析の提示が必要である。そして、早い段階からリサー
チペーパーを書き始めることが重要である。なお、異なるバックグラウンドと関心をもつ受講生の間で
の意見交換も有効である。

準備学習（予習・復習等）の内容

受講生はリサーチペーパーの執筆を開始し、授業で内容について議論するため、章ごと、内容ごとに
事前にドラフトを作成していくことになる。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

特に指定しない。

課題に対するフィードバックの方法

リサーチペーパー作成に入った後は、提出された分についてワードのコメント機能等を使ってフィー
ドバックするとともに、授業で詳しく指導する。
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成 績 評 価 の 方 法

評価は以下の点を総合的に判断して行う。
（1）リサーチペーパー作成への努力（30％）
（2）リサーチペーパーの論理的構成（30％）
（3）リサーチペーパーの完成度や説得力（40％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 田　中　秀　明

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、本課程修了要件として課される 20,000 字程度のリサーチ・ペーパーを完成させることを
目指すものである。受講生は、教員の助言などを得ながら、「課題設定演習」で作成したリサーチ・プ
ロポーザルに沿って、資料やデータの収集・分析・考察、仮説の検証、課題に関する提言、結論の誘導
などを進め、リサーチ・ペーパーを仕上げる。限られた時間内で、進行管理を適切に行うことが求めら
れる。

授 業 内 容

　本授業は、リサーチ・ペーパーを完成させるためのものであり、基本的には学生自身が作業を進め、
教員は適宜助言や指導を行う。ペーパーの作成段階に応じて、受講生は発表を行い、適宜進行管理や軌
道修正を行う。ゼミ形式で授業を行う。学生のニーズに応じて授業を進めるが、概ね、第１～５回は論
文のアウトラインの作成、第６～10 回は分析及び検討、第 11～14 回は論文の仕上げ・推敲、を行う
こととしている。

履 修 上 の 注 意 点

「課題設定演習」において、可能な限り具体的なプロポーザルを書くことが重要である。

準備学習（予習・復習等）の内容

可能な限り関連する先行研究を数多く読んで要約することが望ましい。

教 科 書

伊藤修一郎（2011）『政策リサーチ入門』（東京大学出版会）、川崎剛（2010）『社会科学系のための「優
秀論文」作成術』（勁草書房）、山田剛史・林創（2011）『大学生のためのリサーチリテラシー入門：研
究のための８つの能力』（ミネルヴァ書房）

参 考 書

学生の研究テーマに応じて提供する。

課題に対するフィードバックの方法

ゼミでの発表、分析や検証、リサーチ・ペーパーなどについては、随時フィードバックする。

成 績 評 価 の 方 法

平常点・ゼミでの発表・貢献（30％）、分析や検証の作業（20％）、リサーチ・ペーパーの内容・水
準（50％）

そ の 他

なし
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 松　浦　正　浩

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、専門職学位課程修了の要件として実施されるものであり、「課題設定演習」で策定した研
究計画に基づき、本演習を通じて 20,000 字程度のリサーチペーパーを執筆することが要求される。

具体的には、研究計画に基づきデータ収集とその分析を行い、リサーチクエスチョンに対する一定の
解を分析結果から導出するとともに、その解が公共政策の文脈に与える一定の示唆（implications）を
導出し、これらをリサーチペーパーとして記述する。

授 業 内 容

　各自の研究計画に応じて個別指導が中心となるが、期初、中間、期末に発表会を行い、リサーチペー
パーの研究計画、進捗状況（ペーパー素案）、完成形について、受講者間で情報共有と議論を行う場を
設ける。指導内容は、データ収集および分析に関する助言、リサーチペーパーの原稿案に対する個別具
体的な指導となる。指導では工程管理について特に重視し、各週までにどこまで執筆するかの計画を、
期初に各受講者と相談の上決定し、計画通りの執筆を行うよう、指導する。
　リサーチペーパーの完成度を高める作業に１ヶ月程度の時間的余裕を設けることが望ましく、素案（ド
ラフト）を期末１ヶ月前を目途に提出することとする。

履 修 上 の 注 意 点

各受講生が自ら調査分析およびリサーチペーパー執筆を行うことではじめて指導が可能となるので、
適宜コーチングは行うものの、各自責任を持って作業を進める姿勢が必要である。

準備学習（予習・復習等）の内容

受講者各自がリサーチペーパーを制作するため、計画的に執筆し、指導に対応して内容を改善すること。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

特に指定しない。

課題に対するフィードバックの方法

各章の草稿等に対して授業中に直接、個別に指導するほか、加筆・修正の提案を含めたファイルを電
子メール等により返送する。

成 績 評 価 の 方 法

平常点（受講態度等）20％、リサーチペーパー80％（構成・記述、データ収集の適切さ、分析の適
切さ、結論の新規性、その他総合評価）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 木　村　俊　介

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習においては特に（1）個別行政法に関わるもの（判例研究、法律に関連する条例研究、法令の
沿革史等）、（2）近時着目される行政手法（新型コロナウィルス対策（特措法等）、SDGs、スマート・
シティ、広域連携、NPM、PFI、公共ファシリティマネジメント、地域交通、地域再生エネルギー等）、

（3）比較制度論（公務員制度、選挙・政党制度等）を想定テーマとしている。　本演習においては、課
題設定演習において作成した研究プロポーザルに基づき、リサーチペーパーを完成させるものである。
情報・データの収集・分析、分析結果の解釈に基づいた結論の導出が、理論的かつ科学的に実施されい
るかどうかを中心に検討する。研究計画全体の妥当性も踏まえつつ、質の高いリサーチペーパー作成に
向けて助言を行う。併せて、散文や評論とは異なる論文の書き方（形式、出典や文献引用の書式、文章
など）についての指導も行う。

授 業 内 容

　受講生は課題設定演習において作成した研究プロポーザルに基づきリサーチペーパーを書き上げてい
く過程で、各自の研究報告を行う。教員は論理構成、文章の書き方、分析方法、文献引用の方法などに
ついて指導を行う。

履 修 上 の 注 意 点

各受講生が主体的に自らの研究課題について取り組む姿勢が重要である。まずは、研究領域に対する
自らの関心の強さを大切にしてほしい。そのうえで教員は、論理的にペーパーを執筆していくための研
究方法や先行研究の解釈などについて助言を行っていく。レポート作成演習では、各研究課題に関する
問題設定と解決について限られた字数の中でいかに論理的・実証的な内容の記述としてブラッシュアッ
プしていくかという作業が中心になる。レポート結果の発表に対しゼミ内でのディスカッションが行わ
れ、その作業をとおして各自が研究課題についてより多くのことを学び、自分自身の、オリジナリティー
が高いペーパーを書くためのブラッシュアップを図ることが可能になる。各自で研究課題に関連する文
献やドキュメントを常に意識し、ゼミにおける建設的なディスカッションに積極的に参加してほしい。

準備学習（予習・復習等）の内容

受講者は講師の指示に従い、講義の準備を進めること。

教 科 書

１　調査の手法
　　伊藤修一郎　『政策リサーチ入門』　東京大学出版会、2018 年。
２　論文執筆の手法
　　新堀聰　『評価される　博士・修士・卒業論文の書き方考え方』　同文館出版、2002 年。
このほか、講師が補助教材を Oh!Meiji にアップロードする。

― 210 ―



参 考 書

１　論文の細部にわたる技術　
　　斉藤孝　『学術論文の技法（第２版）』　日本エディタースクール出版部、2003 年。
２　論文の技巧開設
　　川崎剛　『社会科学系のための優秀論文作成術』　勁草書房、2013 年。
３　政策法務
　　斉藤信宰編著　『現代社会における法学入門』　成文堂、2013 年。

課題に対するフィードバックの方法

成 績 評 価 の 方 法

（1）リサーチペーパー作成への努力（30％）　（2）リサーチペーパーの論理構成、実証性（70％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 加　藤　竜　太

授　業　の　概　要・到　達　目　標

当該演習では、課題設定演習で作成された研究プロポーザルに基づいて 20,000 字程度のリサーチ
ペーパーを仕上げることを目的とする。とくに研究論文としての体裁やルールを習得し、論理的なリサー
チペーパーを書き上げることが最終目標である。参考文献の引用方法や論文構成も学ぶ。到達目標は学
術的にも評価される論文としてのレベルまで到達し、公の学術研究誌に掲載されうる論文を作成するこ
とが最終到達目標である。

授 業 内 容

１ 論文の構成と論理的整理 学生による発表

２ 論文の構成と論理的整理 学生による発表

３ データの確認と分析結果
の吟味

学生による発表

４ データの確認と分析結果
の吟味

学生による発表

５ データの確認と分析結果
の吟味

学生による発表

６ データの確認と分析結果
の吟味

学生による発表

７ データの確認と分析結果
の吟味

学生による発表

８ データの確認と分析結果
の吟味

学生による発表

９ 論文の執筆と修正 学生による発表

10 論文の執筆と修正 学生による発表

11 論文の執筆と修正 学生による発表

12 論文の執筆と修正 学生による発表

13 論文の執筆と修正 学生による発表

14 論文の執筆と修正 学生による発表

15 論文の執筆と修正 学生による発表

履 修 上 の 注 意 点

データの確保は学生自身によって行われる。課題設定演習で学んだ分析手法を使って、自分自身で計
算結果を得ることが大前提となる。

準備学習（予習・復習等）の内容

課題設定演習で学んだ分析手法に慣れるためにも、コンピュータを使った実際の推定を行うことを念
頭に置いて授業に臨むことが必要である。

― 212 ―



教 科 書

特になし

参 考 書

適時学生の研究テーマに合わせて紹介する。

課題に対するフィードバックの方法

回答、あるいは回答例をオンライン上で公開する。また提出された課題に対しては各学生に対してコ
メントをフィードバックする。

成 績 評 価 の 方 法

最終的なリサーチペーパーの作成とその提出（80％）
作成までの努力（20％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 小　林　　　清

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、課題設定演習とセットになっている。専門職学位課程修了の要件として課せられる
20,000 字程度のリサーチペーパーを作成するものである。院生は課題設定演習で作成したプロポーザ
ルに基づいて、課題を分析検討してリサーチペーパーを完成させる。公共政策は、つねに現実から出発
し、現実を改善することを目指す。しかし、現場だけを見ていても活路を見出すことはできない。優れ
た政策を形成するためには、いったん引いて、広い視野から物事を見直すことが必要だ。すなわち、帰
納法と演繹法の的確な組み合わせが有効である。この演習を通じて、そういう政策創造能力の向上をは
かる。完成したリサーチペーパーは、自治体関係の政策研修誌や政府関係機関の政策機関誌に掲載でき
るレベルに達していることが望ましい。

学生が作成したプロポーザルに対して、論点、内容、情報収集等について指導・助言・支援し、リサー
チペーパーのレベルを高める。特に論理構成と、所論の実証については、批判と反批判を繰り返しなが
ら、内容を練り上げていく。全体でプレゼンテーションを行ったり、個別に議論・相談するなどの方法
を適宜、組み合わせて行う。リサーチペーパーの内容については、抽象理論として優れているだけでは
なく、現実に立脚し、現実に応用できるものを目指して指導する。もちろん、この場合の現実立脚は、
必ずしも現行諸制度を前提にするとは限らない。改革姿勢を重視した指導を行う。

授 業 内 容

　年間を通じて、ゼミ形式で行う。ゼミ生による発表、質疑と批判・反批判を繰り返す。この演習は、
院生の問題意識から出発する。この大学院で真に自分が探求したいテーマをよく考えて履修されたい。
大学院生活で最も重要な半年となるので精神を集中して取り組んで頂きたい。

履 修 上 の 注 意 点

準備学習（予習・復習等）の内容

その都度指示する。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

特に指定しない。

課題に対するフィードバックの方法

ゼミ形式の発表やディスカッションにおいて、その都度講評を行い、リサーチペーパーの作成につな
げていく。

成 績 評 価 の 方 法

（1）リサーチペーパー作成に向けた努力（30％）（2）リサーチペーパーの論理的構成（35％）（3）
リサーチペーパーの現実立脚程度と改革姿勢（35％）

そ の 他

ヒアリング調査やフィールドワークについては必要に応じて担当教員が十分支援するものとする。

― 214 ―



科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 西　出　順　郎

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、課題設定演習とセットになっており、本課程修了要件として課される 20,000 字程度のリ
サーチペーパーを仕上げることを目指すものである。受講生は指導教員の助言を得ながら、課題設定演
習で作成した特定の政策課題に関するリサーチ・プロポーザルに沿って、（1）資料の収集、（2）収集
資料の比較検討ならびに分析、（3）自ら設定した仮説の検証、（4）リサーチの結論および当該政策課
題に関する提言の提示、のプロセスを踏んでリサーチペーパーを書き上げる。

授 業 内 容

　受講生は、課題設定演習において作成したプロポーザルに基き、具体的な資料・情報収集の方法、収
集先、スケジュールなど、レポート作成に必要な実施計画を作成する。教員はその実施計画に基づいて
受講生を指導するとともに、資料・情報収集についての助言と支援を行う。リサーチペーパー作成につ
いては、論理構成、形式文章、出典や文献引用の書式等について指導を行う。課題設定演習の場合と同
様に、リサーチの実施からリサーチペーパーの構成案作成、執筆に至るまで、受講生同士の情報交換と
経験の共有がきわめて有効である。そのため、基本的に授業はゼミ形式で実施し、必要に応じて個別指
導を行う。

履 修 上 の 注 意 点

この演習は、課題設定演習と同じように、受講生の側からの提案、疑問・意見の提示が前提となって
おり、それに対して教員はリサーチペーパーとしてまとめるために必要な助言と支援を行う。基本的に
受講生自身が作業を進め、教員はコーチ役に徹する。進捗の節目節目に状況をゼミ発表することにより、
受講生は自分の実施計画の進行を管理する。

準備学習（予習・復習等）の内容

授業の際に指示する。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

特に指定しない。

課題に対するフィードバックの方法

次回講義の中で前回復習を通じ確認する。

成 績 評 価 の 方 法

（1）レポート作成への努力（30％）
（2）ゼミ形式の演習への参加度、貢献度（20％）
（3）リサーチの成果水準、リサーチペーパーとしての価値（50％）

そ の 他

この演習は、具体的な政策課題の理解力・分析力・課題への対応力・政策企画及び提案力を最終的に
リサーチペーパーの形で提示するものであり、政策研究の総合的な能力を発揮する機会となる。時間等
が許す限り、文献レビュー、資料・情報収集、関係者へのヒアリングやサーベイなどを行い、成果水準
を高める努力が要求される。
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 辻　　　昌　美

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、課題設定演習とセットになっており、本課程修了要件の最後として課される 20,000 字程
度のリサーチペーパーを仕上げることを到達目標とするものである。学生は指導教員の助言を得ながら、
課題設定演習で作成されたプロポーザルに基づいて、（1）資料の収集、（2）収集資料の比較検討及び
分析、（3）自ら設定した仮説の検証、（4）最終結論としての解決策の提示のプロセスを踏んでリサー
チペーパーを仕上げる。

授 業 内 容

　学生は、課題設定演習において作成したプロポーザルに基づき具体的研究活動を行いリサーチペー
パーを作成する。教員は、リサーチペーパー作成のための研究活動及びペーパー案につき、学生に指導・
助言を行う。

各回の概要は以下の項目を基本として学生のニーズ及び進度に合わせて柔軟に対応する。

第１回：リサーチ・プロポーザル再確認

第２-３回：リサーチペーパーの全体構成検討

第４-10 回：リサーチペーパー案作成

第 11-15 回：リサーチペーパー案のレビューとリバイス

履 修 上 の 注 意 点

この授業は、課題設定演習と同様に学生側からの疑問や意見提示が前提であり、それに対して指導教
員からリサーチペーパーとしてまとめるに当たっての指導・助言がなされる。

準備学習（予習・復習等）の内容

前回の演習で得られた知識とスキルを十全に活用した材料をもって演習に臨むこと。

教 科 書

特に定めない。

参 考 書

特に定めない。

課題に対するフィードバックの方法

毎回の授業で行うほか、必要に応じ Oh-o! Meiji を通じてもフィードバックを行う。

成 績 評 価 の 方 法

（1）　リサーチペーパー作成に向けた努力（30％）
（2）　演習への参加・貢献（30％）
（3）　リサーチペーパーの論理的構成、書式、成果水準（40％）

そ の 他

なし
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 岡　部　　　卓

授　業　の　概　要・到　達　目　標

［概要］
本演習は、リサーチ・ペーパーの作成を行うものである。本演習では、課題設定演習で作成した研究

計画に基づいて資料（文献、調査資料等）の収集、資料の分析、考察を行い、リサーチ・ペーパーを完
成させることを到達目標とする。

リサーチ・ペーパーでは、研究上の問いと研究目的を明確に、それらに適合した研究方法を用いて分
析することが求められる。また、他者（読み手）が理解できる論理的な文章を、適切な様式（参照、引
用文献の明記）で作成することが求められる。

授 業 内 容

１ レポートの組みたて方に
ついての検討 - ①

履修生による論文のアウトライン（全体の見通し）についての報告、
議論

２ レポートの組みたて方に
ついての検討 - ②

履修生による論文のアウトライン（全体の見通し）についての報告、
議論

３ レポートの組みたて方に
ついての検討 - ③

履修生による論文のアウトライン（全体の見通し）についての報告、
議論

４ レポートの組みたて方に
ついての検討 - ④

履修生による論文のアウトライン（全体の見通し）についての報告、
議論

５ レポートの組みたて方に
ついての検討 - ⑤

履修生による論文のアウトライン（全体の見通し）についての報告、
議論

６ 論証についての検討 - ① 具体的な分析、考察に関する報告、議論

７ 論証についての検討 - ② 具体的な分析、考察に関する報告、議論

８ 論証についての検討 - ③ 具体的な分析、考察に関する報告、議論

９ 論証についての検討 - ④ 具体的な分析、考察に関する報告、議論

10 論証についての検討 - ⑤ 具体的な分析、考察に関する報告、議論

11 考察・結論についての検
討 - ①

研究目的―方法（分析）―結論の対応関係、論理の一貫性等の精査

12 考察・結論についての検
討 - ②

研究目的―方法（分析）―結論の対応関係、論理の一貫性等の精査

13 考察・結論についての検
討 - ③

研究目的―方法（分析）―結論の対応関係、論理の一貫性等の精査

14 考察・結論についての検
討 - ④

研究目的―方法（分析）―結論の対応関係、論理の一貫性等の精査

15 考察・結論についての検
討 - ⑤

研究目的―方法（分析）―結論の対応関係、論理の一貫性等の精査
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履 修 上 の 注 意 点

本演習では、進行中のリサーチ・ペーパーに関する報告と議論が中心である。そのため、演習時間外
にリサーチ・ペーパーを準備・作成することが前提となる。

準備学習（予習・復習等）の内容

リサーチ・ペーパーを作成するための基本的な知識（論文構成、参考文献の挙げ方、引用の仕方等）
については、演習内で一定教授するものの、各自で参考書を読むことが求めれる。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

演習時に適宜紹介する。

課題に対するフィードバックの方法

成績は、リサーチペーパーの形式（30％）、内容（30％）、水準（40％）で評価する。

成 績 評 価 の 方 法

成績は、リサーチペーパーの形式（30％）、内容（30％）、水準（40％）で評価する。

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 小　林　良　樹

授　業　の　概　要・到　達　目　標

【到達目標】
・ 本演習の目標は、各履修生が、前学期に作成した研究プロポーザルに基づきリサーチ・ペーパー（原

則として約２万字以上）を執筆し、完成させることです。
　※ 参考：ガバナンス研究科ホームページ　https://www.meiji.ac.jp/mugs2/curriculum/researchpaper.

html
【授業概要】
・ 各履修生が、前学期に作成した「研究プロポーザル」に基づき実際にリサーチペーパーの執筆を進め

ます。
・分析、考察等の内容面での掘り下げを目指すと同時に、体裁等形式面の点検を行います。

授 業 内 容

・個別指導と全体講義を組み合わせて進めて行きます。

・ 履修生は可能な限り、他のクラスメートのリサーチペーパーにも関心を払い、相互に建設的な批評を
行うことが奨励されます。

・ スケジュールは概ね以下のとおりです。なお、毎回の授業の実施日時・時間は、各履修生の都合に配
慮し、可能な限り柔軟に対応致します。

・第１-５回：全体の構成の検討。

・第６-10 回：分析、結論部分の論理性等の検討。

・第 11-15 回：仕上げ（体裁、文章の推敲等）。

履 修 上 の 注 意 点

・ リサーチペーパー及びその前提であるプロポーザルの作成は、通常の講義以上に、各履修生の主体的
な取り組みが要求される作業です。指導教員はできる限りのサポートを惜しみませんが、執筆の主役
はあくまで各履修生自身です。上記のとおり、各履修生が実際に自分自身で主体的に作業をし、思考
することが求められます。

・ 加えて、提出期限までに確実にリサーチペーパーを完成できるよう、各々の限られた時間の中でのタ
イムマネージメントにも十分に注意することが求められます。

準備学習（予習・復習等）の内容

・前学期に可能な限りしっかりとした研究プロポーザルを完成させることが鍵です。
・ そのためには、早い時期から（２年次後期に入る前に）先行研究等の調査、分析等を十分に行ってい

ることが重要です。

教 科 書

・伊藤修一郎（2022）『政策リサーチ入門 増補版―仮説検証による問題解決の技法』（東京大学出版会）
・小笠原喜康（2018）『最新版 大学生のためのレポート・論文術』（講談社現代新書）
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参 考 書

・久米郁男（2013）『原因を推論する ― 政治分析方法論のすゝめ』（有斐閣）
・高根正昭（1979）『創造の方法学』（講談社現代新書）
・伊藤公一朗（2017）『データ分析の力 因果関係に迫る思考法』（光文社新書）

その他、各履修生の取り扱う課題に応じて適宜指示します。

課題に対するフィードバックの方法

・講師は、授業中の議論を通じて、各履修生の研究の進捗に対してフィードバックを与えます。
・加えて、各履修生は、講師に対してメール等を通じて随時質問を行うことができます。

成 績 評 価 の 方 法

・ゼミにおける発表・貢献等：40％
・ リサーチペーパーの完成度（課題設定、目的・意義、仮説設定、仮説検証方法、全体の論理構成、学

術論文としての体裁等）：60％

そ の 他

リサーチペーパー作成作業を楽しくかつ有意義にするために：
・ リサーチペーパ作成を、学位取得のための「厄介な義務」と捉えるのではなく、自分自身の知的好奇

心を満たすことのできる「楽しむ機会」と捉えてみましょう。
・ テーマ選定に当たっては、可能な限り、自分自身の素朴な好奇心や拘りを大切にしてみましょう。題

材は自分自身の日常的な身の廻りで発見できるかもしれません。その上で、仮説の検証可能性、施策
の実現可能性等にも配慮しつつ、問題意識を具体的なリサーチクエッションに絞り込んで行きましょう。

・ 自分自身の研究のみならず、クラスメートの研究にも関心を持ち、互いに建設的な評価を試みてみま
しょう。自分自身の研究にとっても得るところがあるかもしれません。
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 出　雲　明　子

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本演習は、「課題設定演習」で作成した研究計画に従って、研究の集大成としてリサーチペーパーを
執筆する。執筆の分野は、行政学、公共政策を対象とする。受講生は、執筆の進行状況に応じて、発表
し、指導教員及び他受講生と議論を積み重ねる。リサーチペーパー執筆のプロセスは、（1）先行研究に
関するさらなる資料収集、（2）資料の分析と考察、（3）仮説の検証、（4）解決策の提示、である。　

実際に執筆を始めると、研究計画通りに行かないことも起こり得るため、それへの対応が重要である。
先行研究の解釈を変更したり、事例を変更したり、柔軟な対応を行いながらも、当初の研究の目的が逸
れたり、あいまいにならないように、書き進めることが要求される。また、論理的な文章を書くことや、
参考文献を適切に表記するなど、研究のルール面でも注意が必要である。
〈到達目標〉リサーチペーパーでは、（a）先行研究に対する新規性があること、（b）  独自の議論や仮

説の提示を行っていること（オリジナリティがあること）、（c）論文としての論理性があること、（d） 
自分自身の研究を効果的に発表し、質疑応答を踏まえて議論を展開できること、を目指す。

授 業 内 容

１ データ・資料収集 これまで収集したデータ、資料を検証し、さらに必要なものを明確
にし、収集を続ける。アンケート、インタビュー等の独自の資料・デー
タの集計や、既存の資料との突き合わせを行う。

２ 研究計画の見直し（1） 資料を踏まえて、研究計画を実現可能なものに修正する

３ 研究計画の見直し（2） 研究計画を確定し、執筆を進める。

４ データ・資料の分析（1） データ・資料の分析を進める。

５ データ・資料の分析（2） データ・資料の分析手法を決定する。

６ データ・資料の分析（3） データ・資料の解釈、引用方法、仮説への結びつきを検討する。

７ 仮説の検証（1） 仮説の妥当性を検証する。

８ 仮説の検証（2） 仮説の実証に向けた議論を整理する。

９ 仮説の検証（3） 仮説の実証の方法を決定する。

10 各章ごとの報告（1） 執筆状況に応じて、研究発表を行う。質疑応答を踏まえて、修正を
繰り返す。

11 各章ごとの報告（2） 執筆状況に応じて、研究発表を行う。質疑応答を踏まえて、修正を
繰り返す。

12 各章ごとの報告（3） 執筆状況に応じて、研究発表を行う。章の内容を確定する。

13 形式の見直し 引用方法等を確認し、推敲する。

14 文章の見直し 文章の論理性や意図を確認し、修正する。

15 研究発表 リサーチペーパーの最終の報告、質疑応答を行う。
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履 修 上 の 注 意 点

リサーチペーパーに対する主体的な取り組みが重要である。計画に沿って行うこと、自分自身の関心
や明らかにしたいことに接近できること、理論と実践のつながりを示すこと、質疑応答や助言を受けて
適切に修正できることなどを意識して進めて欲しい。

準備学習（予習・復習等）の内容

毎回、前回からの課題への取り組みや、論文の進捗状況について、報告できるよう、準備する必要が
ある。

教 科 書

特に指定しない。

参 考 書

ダン・レメニイ（小樽商科大学ビジネス創造センター）（2002）『社会科学系大学院生のための研究
の進め方―修士・博士論文を書くまえに』（同文館出版）

佐藤郁哉（2008）『質的データ分析法―原理・方法・実践』（新曜社）
川崎剛（2013）『社会科学系のための優秀論文作成術』（勁草書房）
野村康（2017）『社会科学の考え方－認識論、リサーチ・デザイン、手法』（名古屋大学出版会）

課題に対するフィードバックの方法

成 績 評 価 の 方 法

質疑応答への対応、議論への参加、貢献（30％）
リサーチペーパーに向けた研究計画への取り組み、提出物（期限の遵守と内容）（30％）
研究計画の内容、実現可能性（40％）

そ の 他

リサーチペーパーは、できるだけ、自治体関係の雑誌等に応募、掲載することを目指したい。
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 湯　淺　墾　道

授　業　の　概　要・到　達　目　標

各自が作成することになるリサーチペーパーについて、課題設定演習で作成したプロポーザルをもと
にして、実際にリサーチペーパーを完成させる。その際、下記のような観点から質の高いリサーチペー
パーとなるように指導する。

・各自の興味や関心に応じた課題が設定されているか
・設定する課題の内容は適切なものか
・課題を解決しようとする手法は適切か
・内容の新規性や独自性はあるか
・客観性は確保されているか
・提言内容の実現可能性はあるか
上記のような点を充たすリサーチペーパーを完成させることが到達目標となる。
　スケジュールの予定は次の通りであるが、受講生の状況により変更することもある。
第１回　リサーチペーパーの構想
第２回　リサーチペーパーの構想
第３回　リサーチペーパーの構想
第４回　リサーチペーパーの構想
第５回　リサーチペーパーの構想
第６回　リサーチペーパーの作成状況の報告
第７回　リサーチペーパーの作成状況の報告
第８回　リサーチペーパーの作成状況の報告
第９回　リサーチペーパーの作成状況の報告
第 10 回　リサーチペーパーの作成状況の報告
第 11 回　リサーチペーパーの完成に向けた検討
第 12 回　リサーチペーパーの完成に向けた検討
第 13 回　リサーチペーパーの完成に向けた検討
第 14 回　リサーチペーパーの完成に向けた検討
第 15 回　リサーチペーパーの完成に向けた検討

授 業 内 容

各自の興味・関心に合わせて個別にリサーチペーパーの執筆について指導することを原則とするが、受
講者間でのレビューや討論の機会も設ける。

履 修 上 の 注 意 点

リサーチペーパーの完成に向けたスケジュールを管理しながら執筆していく必要がある。

準備学習（予習・復習等）の内容

リサーチペーパーを実際に執筆していくことが求められる。そのためには、下記を事前に準備するこ
とが求められる。

・全体のアウトライン
・目次案
・目次案に沿った各章の概要
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教 科 書

使用しない。

参 考 書

各自の設定した課題内容に応じて参考文献を紹介する。

課題に対するフィードバックの方法

各回において口頭でフィードバックする。

成 績 評 価 の 方 法

リサーチペーパーの論理性（40％）、リサーチペーパーの新規性（20％）、リサーチペーパー作成に
向けた資料収集や先行研究の調査の十分さ（40％）

そ の 他
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科目ナンバー：（GS）IND612J、（GS）IND616J

科　目　名 科目群 単位
配当
年次

担 当 教 員 名

レポート作成演習 Ｄ群 ２ 2 牛　山　久仁彦

授　業　の　概　要・到　達　目　標

本レポート作成演習においては、リサーチペーパー提出に向けた論文指導を行う。前提として、課題
設定演習によって確定された研究テーマを検証しつつ、必要な学問的知識の習得、実証的研究を進める。

授 業 内 容

１ 研究テーマの確認 課題設定演習で確定したテーマの内容確認と点検を行う

２ 研究テーマについての論
点整理（1）

研究テーマに設定された内容について、先行研究の確認や仮設検証
を行う

３ 研究テーマについての論
点整理（2）

研究テーマの中にどのような論点があるのかを整理する

４ 研究テーマについての論
点整理（3）

研究テーマに設定された論点の内容を検証する

５ 論文作成の技法（1） 論文の構成手法について講義を行う

６ 論文作成の技法（2） 論文の構成手法について、各自のテーマに基づいて具体的な作業を
行う

７ 論文作成の技法（3） 論文を構成する各章の内容について検討する

８ 文献整理の手法 文献の引用方法や提示の方法について講義を行う

９ 実証研究の手法 ヒアリングやアンケート調査など、実証的な研究の整理の手法につ
いて講義を行う

10 リサーチペーパー提出に
向けた全体調整（1）

リサーチペーパーの章構成や論理展開などについて点検を行う

11 リサーチペーパー提出に
向けた全体調整（2）

リサーチペーパーにおける内容や論証の正確さを点検する

12 リサーチペーパー提出に
向けた全体調整（3）

リサーチペーパーにおいて達成された研究成果の確認と今後の課題
について検討する

13 リサーチペーパー提出に
向けた全体調整（4）

引用文献や調査結果の提示についての点検を行う

14 リサーチペーパーの完成
に向けた最終調整

リサーチペーパーの全体についての最終点検をおこなう

15 リサーチペーパーの内容
発表会

完成したリサーチペーパーについての内容報告会を行い、受講者同
士の意見交換をする

履 修 上 の 注 意 点

講義前の準備学習、文献サーベイを必ず行い、定期的なレポートの提出によってリサーチペーパー提
出に向けた着実な努力を望みたい。

準備学習（予習・復習等）の内容

リサーチペーパーの提出に向けた文献・情報の収集と、定期的なレポート作成。
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教 科 書

なし

参 考 書

講義中に適宜提示する。

課題に対するフィードバックの方法

成 績 評 価 の 方 法

講義における議論への参加状況・貢献度 30％、リサーチペーパーの完成と提出 70％

そ の 他
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